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はじめに 

 

本報告書は，21世紀 COEプログラムの一環として行われたプロジェクトの最終報告書であり，

従来からの研究成果を第 1 部（上・下）・第 2 部の 3 巻に集成したものである。本研究の基盤と

なっているプロジェクトは，「21世紀型高等教育システム構築と質的保証」（英訳名 Construction 

and Quality Assurance of 21st Century Higher Education System）[研究代表者＝牟田泰三，

拠点リーダー＝有本章]である。具体的には，広島大学高等教育研究開発センターを拠点に，申請

分野＝人文科学，研究分野＝教育学，キーワード＝高等教育研究，21 世紀型高等教育システム，

大学改革，教職員の資質開発，学問的生産性の条件，として 2002年度～2006年度の 5年間にわ

たって活動を展開してきたものである。 

本プロジェクトは，拠点形成計画調書に述べているように，高等教育研究の推進と同時に拠点

形成を追求することに主眼を置いている。申請時の研究目的等には「目的，必要性，重要性」の

観点に焦点付けて次のように記述している。「グローバル化，知識社会化，市場化など国際的な

社会変動に対応した高等教育システムの構築が学問の発展，ひいては国家社会の発展を左右する

度合いは一段と強まっている。本拠点の目的の第一は高等教育研究における世界水準の学問的生

産性を挙げ，国際学界への貢献を通じて国際社会と日本社会の発展に寄与することである。目的

の第二は，高等教育研究の国際競争力を持つ機関の構築によって，情報発信，拠点形成，人材養

成等の世界の学術交流の要衝としての｢学問の中心地｣を形成することにある。 

上記の社会構造の激変を背景に大学の構造改革を要請されているが，そのための羅針盤と 21

世紀型未来大学像の構築が必要かつ不可欠である。わが国の近代大学はドイツ・アメリカモデル

等から一世紀をかけて移植され，日本的に構築されてきたものであり，研究の歴史も浅い。拠点

形成のためには組織，教育研究，予算的裏付けなど，中長期の国際戦略が不可欠であることが分

かる。」 

その後この目的を遂行するために，研究と拠点形成を持続的に展開し，折り返し点の 2004 年

に中間報告を提出し，中間ヒアリングを受けて，構想の若干の見直しを行い，さらに今日まで上記の両方

の目的達成のため種々の活動に取組んできた。 

大学は知識社会化，グローバル化，市場化等を中心にした急激な社会変化に対応しつつ，政府

や社会（市場）など外的圧力や期待，知の再構築に起因する内的圧力や期待に見合う改革を求め

られている。概して，前者は合理化，効率性，アカウンタビリティ（説明責任）の遂行を求め，

後者は「学問の府」としての論理や役割の追究を求めている。こうして，大学組織体は，「教学」

と「経営」の両側面においてさまざまな問題や課題が山積することになったのをはじめ，アカデ

ミックな機能（研究・教育・サービス等），経営的な機能（ガバナンス，マネジメント，アドミニ

ストレーション等），人的資源開発の機能（人材養成等）などの「学事」（アカデミック・ワーク

＝academic work）の全体や個々の側面を再考することを余儀なくされている。 

本プロジェクトでは，このような問題意識や時代的状況を考慮して，人的資源開発や教育を対

象とした「FD・SD・教育班」（教育班と略），主として研究機能の諸問題を対象とした「研究シ
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ステム班」，さらにガバナンス・管理運営等を対象にした「組織班」を編成し，班毎にこれらの問

題を固有に追究してきた。それと並行して，各班の対象とする問題を質的保証の観点から横断的

に研究するとともに，その視点を国際比較から深めるべく「国際班」を設置し，こうした研究全

体に関わる情報の収集と発信に組織的に関わる「データ・ベース班」を設定した。 

所期の計画では上述のように，① 研究活動の推進，② 拠点形成の推進，の一体的な模索を課

題として明確化した。①に関しては，3 班を基軸に研究の推進を図ることにし，②に関しては，

世界的な拠点形成に向けて，データ・ベース班，国際班，若手研究者育成班を編成して展開する

ことにした。①②は不即不離の関係にあるため，各班は固有の課題を追究すると同時に現在のシ

ステムの改革方向は主として「① 高等教育システムを 21世紀型へ改革すること，② 高等教育シ

ステムの質的保証を行うこと。」の 2点とした。そして，改革の具体的方策としては，① 知の再構

築，② 教職員開発，③ 教育改革，④ 研究改革，⑤ 組織再編成，⑥ ジェンダー改革，の 6 つの柱を

考えた。中間ヒアリングの要望を踏まえて計画を見直し，特に①と⑥を追加した。班毎の分担を行うととも

に相互協力体制を敷いて活動を展開した。 

各班の研究成果は随時，出版，セミナー，学会発表などによって公表した（詳細は，Ⅵ.資料─

活動報告等を参照）。その種のさまざまの活動を踏まえて総合的に集大成的に本報告書にまとめた。

各論稿は基本的には書き下ろしであるが多少，既公表分を再編集したものがある。内容は第 1部

（上・下）および第 2 部の構成から成り立っており，各章節は COE プロジェクトの事業推進担

当者ならびに研究協力者が執筆した（執筆者は巻末に掲載）。 

なお，文中で使用する「質的保証」については，「質保証」という表記も併せて使用する。 

 最後に，事業分担者ならびに研究協力者各位には，終始熱心にご協力いただいたお陰をもって，

大きな成果を上げることができた。この場を借りて厚く感謝する次第である。 

 

2007年 1月 10日 

 

21世紀 COEプロジェクト拠点リーダー 

広島大学高等教育研究開発センター長･特任教授 

有本 章 
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第４章 人材養成と FD／SD 

 

第１節 FD 

日本における FD活動の実態と今後の課題 

－日本・米国・中国の比較から－ 

 

有本 章 

大膳 司 

黄 福涛 

 

 社会・経済の情報化・国際化・高度化の急激な進展に伴って，「自律した創造性豊かな人間」

を育成する教育の中心に位置づけられる高等教育への期待は一段と高まっている 1)。しかしなが

ら，高等教育を取り巻く状況は厳しさを増しており，特に，学生の確保を巡る状況は多くの大学

にとってはその度合いを増しているのをはじめ，高等教育のポスト大衆化やユニバーサル･アクセ

ス化に伴う学生の資質や学力の多様化に対応するシステムや機関レベル双方の改革が焦眉の急を

告げることになった。 

18 歳人口は 1992 年度の 204 万人をピークに，その後減少の一途を辿っている半面，1992 年

度に 30.3%であった高校卒業者の大学進学率はその後，急増に転じ，2006年度においては 51.5%

まで上昇を示した。こうして，今日では高校生の半分以上が大学へ進学するという，ポスト大衆

化やユニバーサル・アクセス化の時代を迎えることになったが，「分数ができない大学生」と揶

揄されるように，社会の注目を集めるようになった大学生の興味・やる気・学力などの多様化の

問題は，大学教育に対してかなり深刻な影響を及ぼすことになった 2)。 

このような事態は 1960 年代後半に高等教育の大衆化段階に突入した時点以降において，徐々

に進行していたものであるが，とりわけ 1990 年代以降に急速に進行することになった。それに

呼応して 1990 年代から今日まで大学審議会，中央教育審議会，あるいは文部科学省によって各

種の改革政策が矢継ぎ早に公表され，改革が急ピッチに展開されることになったことは，周知の

とおりである。システムレベルに留まらず，個別大学においても各種の改革が断行されるに至り,

例えばカリキュラム改革，学生による授業評価の実施，履修科目登録の上限設定（CAP＝キャッ

プ制度）や厳格な成績評価（GPA＝グレード・ポイント・アベレージ制度），初年次教育の導入

など教育内容等の改革が進められている 3)。こうした各大学の教育改革が推進されると同時に，

文部科学省においても，先導的かつモデルケース的な教育改革を支援し，個別大学の教育改革を

活性化させ，同時にステム全体の水準を高める意図から，2003 年以来，「特色ある大学教育支援プ

ログラム（特色GP）」や「現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代GP）」を実施している 4)。 

さらに，こうした大学教育改革の問題は，減少する大学進学者に対応して，魅力ある授業や教

育によって大学教育の質的保証を行い，いかにして学生確保を実現するかという問題と連動して

生じていることを注目しなければならない。18歳人口の減少は，高等教育を巡る高等教育機関＝
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供給と学生・生徒＝需要との力関係を逆転させていることは明白である。18歳人口が潤沢かつ合

格率が低い状態を呈し，需要の潤沢な状況においては「試験地獄」と称される社会状況が生じ 5)，

多くの高校生はプレッシャーを感じながら受験勉強を強要されていたが，18歳人口が減少し，し

かも全員入学時代を迎える状態になり，需用が減少し始めると，大学は広き門になり始めた。消

費者としての受験生や学生の比重が高まった。大学は「買い手市場」から「売り手市場」へと転

じることになった。例えば,高等教育機関の顧客である高校生や大学生に対して，出張授業や公開

授業，オープンキャンパスを実施するのをはじめ，奨学金の拡大，ピアサポート導入，キャリア

ディベロップメントやキャリア教育の実施，学生による授業評価の実践，等の様々な学生支援サー

ビスが拡大することになった。言うまでもなく，これらの大学教育改革あるいは「大学教育革命」

と称される一連の動きの中の具体的な諸活動の最前線において活躍を期待されるのが大学教員自

身である。 

翻って大学教員に目を転じると，日本の大学教員は，先行研究が指摘しているように，世界的

に見ても研究志向性の強い集団であった 6)。しかしながら，上記の通り高等教育改革を実質的に

進めていくためには，最前線で活動する大学教員の意識改革や行動の改善が求められるのは必至

である。そのための活動が Faculty Development（大学教員の資質開発，以下 FDまたは FD活

動と略）である。今日世界的に FD の発展が顕著になりはじめており，各国において取り組みが

行われているが，日本と諸外国の比較を通して，FD の制度化の国際比較を行い，日本の FD の

問題点や課題を明確にし，一層の発展に取組むことが期待される。そのような意図から，本研究

では諸外国の中から米国と中国を事例的に対象として比較を試みた。 

具体的には，本章では，21世紀 COEプログラム「21世紀型高等教育システム構築と質的保証」

（拠点リーダー：有本章）の一環として実施した『大学における教育活動の改善に関するアンケー

ト調査』によって収集した米国，中国におけるデータや国内の時系列データを比較・分析するこ

とを通して，日本における FD活動の実態と今後の課題について考察する 7)。 

 

【仮説】 

仮説的には，3カ国の間には,種々の類似点と相違点があると推察される。次の 10個の指標（原

型，概念，経済力との関係，高等教育の発展段階，制度化の度合い，自主性，教育志向の伝統，

大学組織の管理運営型：ネットワーク）に関して，各国の FD の制度化の特徴を列記すると以下

のようになるだろう。そのような特徴は仮説であるが，調査結果にも反映されると考えられる。 

 

（１）米国の特徴 

① 原型：FDの発祥地と概念の原型を形成 

② 概念：狭義の概念から広義の概念へと展開 

③ 経済力との関係：先進国型 

④ 高等教育の発展段階：高等教育のユニバーサル段階 

⑤ FD制度化の度合い：FDの第 2段階 
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⑥ 自主性：連邦政府や州政府の統制ではなく，ボランティア的，運動的に誕生 

⑦ 教育志向の伝統：中世大学以来の教育志向の伝統的な継承 

⑧ 革新性：スカラーシップ再考とその評価を模索 

⑨ 大学組織の管理運営型：学長や理事のリーダーシップを優先 

⑩ ネットワーク：FD推進組織のネットワークの発達 

 

（２）中国の特徴 

① 原型：FDの輸入国，概念の移植 

② 概念：狭義の概念から広義の概念へと展開 

③ 経済力との関係：発展途上国型 

④ 高等教育の発展段階：高等教育の大衆段階 

⑤ FD制度化の度合い：FDの第 1段階を終えて第 2段階へ移行 

⑥ 自主性：国家政府の統制 

⑦ 教育志向の伝統：ソ連型システムの移植後教育志向の伝統 

⑧ 革新性：発展途上 

⑨ 大学組織の管理運営型：トップ･ダウン型 

⑩ ネットワーク：FD推進組織は発展中 

 

（３）日本の特徴 

① 原型：FDの輸入国,概念の移植 

② 概念：狭義の概念 

③ 経済力との関係：先進国型 

④ 高等教育の発展段階：高等教育のユニバーサル段階 

⑤ FD制度化の度合い：第 1段階 

⑥ 自主性：政府の統制,受身的 

⑦ 教育志向の伝統：ドイツ･モデル型の研究志向の伝統 

⑧ 革新性：模索中 

⑨ 大学組織の管理運営型：ボトム･アップ型 

⑩ ネットワーク：FD推進組織は発展中 

 

これらの仮説の中で，日米中比較の場合，④ 高等教育の発展段階と⑤ 制度化の度合い，に特

に注目してみる必要があるのではなかろうか。高等教育の発展段階は，日米は大衆化を超え，ユ

ニバーサル段階へと突入しているのに対して，中国は現在，大衆段階を進行中である。学生の多

様化が顕著になっている日米では，FD の制度化は不可欠であり，それを機軸とした教育改革の

進捗度が問われる。実際には，どのような現状を呈しているかデータに即した実証的な比較によっ

て検証がなされる必要があろう。 
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以下の考察では，第 1節で，教育活動や教育改善に関する意識や行動について検討し，第 2節

で，FD活動に関する意識と行動について検討する。 

 

１．教育活動や教育改善に関する意識と行動 

（１）学士課程教育の評価とその観点 

１）学士課程教育の評価 

 各国の学士課程教育はうまくいっているのであろうか。成功度を調べるために，大学教育を全

般的にどのように評価するかを質問した結果,学士課程教育が「うまくいっている」と回答した大

学は，日本 11.3%，中国 16.7%，米国 51.5%となっている（表 1）。 

米国は，他の国に比べて学士課程教育が「うまくいっている」と回答した比率が大幅に高くなっ

ている点で特徴的である。とは言っても，米国においてさえ約半数しかうまくいっていると回答

していない事実がある。この点を勘案すると，どの国も概してある程度うまくいっているとして

いるものの，学士課程教育になにがしかの問題点を抱えていることを示している。 

 
表１ 学士課程教育の評価 

 

注： *** p<0.001 

 

２）学士課程教育評価の観点 

 では，各国はどのような観点から表 1のような学士課程教育評価をしたのであろうか。9つの評

価観点を示して，それぞれについてどの程度重視して学士課程教育を評価したのか質問した（表 2）。 

 表 2において，「重視した」を 1，「ある程度重視した」を 2，「どちらとも言えない」を 3，

「あまり重視しなかった」を 4，「重視しなかった」を 5，「実施していない」を 6，として計算

した結果が表 3である。平均値が小さな項目がより重視された観点である。 

 平均値が 2点未満の項目を各国で示せば，日本は 「8．教育の自己点検結果」のみ，中国は「3．

学生の就職状況」「7．卒業生に対する企業の評価」「1．在学生による評価」「2．卒業生によ

る評価」，米国は「8．外部評価・第三者評価による評価結果」「7．教育の自己評価結果」「1．

在学生の評価」「2．卒業生による評価」「6．卒業生に対する企業の評価」，である。 

 このように，日本では，自校の学士課程教育を評価する観点は，重視度の高い「8．教育の自

己点検結果」や「3．在学生による評価」に象徴されるとおり，自校に所属する組織の同僚

(colleague)間での主観的な評価が意識されている。中国では，教育目的が職業人養成的志向であ

ることもあって，「3．学生の就職状況」や「6．卒業生に対する企業の評価」等の客観的な成果
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指標に基づく評価が強く意識されている。米国では，多様な評価観点を重視して，市民形成とい

う学士課程教育の目的を確実に達成しようとしている，と解される。 

 

表２ 学士課程教育の評価の観点 

注：*** p<0.001 

表３ 学士課程教育の評価の視点 

  

注：表中の数値は，「重視した」を１，「ある程度重視した」を２，「どちらとも言えない」を３，

「あまり重視しなかった」を４，「重視しなかった」を５，「実施していない」を６，として

計算した平均値。平均値が小さな項目がより重視された項目である。 

 

表 4は，「8．教育の自己点検評価」を除く 8つの学士課程教育評価視点の因子分析結果である。 

学士課程教育評価視点は大きく，「指標による客観的評価」と「関係者による主観的評価」の

2因子に分類されることがわかった。 
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表４ 学士課程教育評価視点の因子分析 

 
         注：「８．教育の自己点検評価」は中国では調査から外しているため 

本分析から除いて計算した。 

因子抽出法：主因子法 

回転法：Kaiser の正規化を伴わないバリマックス法 

 

 表 5は，学士課程教育評価視点を構成する 2因子，「指標による客観的評価」と「関係者によ

る主観的評価」について，国別に因子得点の平均値を示したものである。 
 

表５ 学士課程教育の目的因子得点の国別平均値 

 
  

「指標による客観的評価」については，中国，米国，日本の順に重視されており，日本と中国，

米国と中国の間で，危険率 1%において有意な差が確認される。 

 「専門的教育重視」についても米国，中国，日本の順に重視されており，これは，日本と中国，

日本と米国の間で，危険率 1%において有意な差が確認される。 

 

（２）学士課程教育の改善や活性化の必要性とその理由 

１）改善や活性化の必要性 

 大学教育の改善や活性化は必要であると思っているか質問した（表 6）。 

 日本と中国のほとんどの学長（日本 98.9%，中国は 100.0%）は，教育の改善や活性化を「必

要である」あるいは「ある程度必要である」と思っている。 

 これは，表 1にも示されていた通り，日本と中国において学士課程教育の現状に対する評価の低さ

に基づいて，このような教育の改善や活性化に対する必要度が高くなっているものと考えられる。逆

に，米国については，学士課程教育がうまくいっていると認識された比率が飛び抜けて高くなってい

ることもあって，学士課程教育の改善や活性化の必要性は大幅に低くなっている，とみなされる。 

指標による客観的評価

0.139

-0.417

-0.057

-0.600

-0.400

-0.200

0.000

0.200

0.400
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日本 中国 米国

関係者による主観的評価

0.413

-0.331

-0.522-0.600

-0.400

-0.200
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0.200

0.400

0.600

日本 中国 米国
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表６ 教育の改善や活性化は必要か 

 
注：*** p<0.001 

 

２）改善や活性化が必要な理由 

 教育の改善や活性化を必要とする理由として，日本，米国とも選択のトップ項目は，「1．学

生に意欲を持って学習してもらうため」(94.2%)である。それに続いて，米国は「4．競争の環境

に対応するため」で，日本は「10．大学教員は大学教育の改善に努める責務があるため」である

（表 7）。それに対して，中国では， 選択率の高い 2項目は「1．学生に豊富な知識を習得して

もらうため」と「4．高等教育の大衆化によって学生の質が下がるのを防ぐため」となっている。 
 

表７ 大学教育の改善や活性化が必要であると思う理由 

 

 日米 2カ国における高等教育の発展は，既にユニバーサル・アクセス段階に入っており，従来

の買い手市場のように，大学が学生を選択した段階から，様々な背景を持った学生が大学を選ぶ

売り手市場の段階へと転換してきた。また，学士段階の教育においては，専門教育よりも教養教

育，あるいは一般教育のほうがより重視される必要性が高いとみなされるため，学生に意欲を持っ

て学習してもらうことが重要となっているのではないかと判断される。逆に，中国にとっては，

学士課程教育は専門教育を中心に実施しているため，何よりも学生に豊富な知識を習得してもら

うのは大切である。また，特に近年，大衆化の進展に伴う教育の質的低下はもっとも深刻な課題

として受け止められているものと解釈できる。 
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（３）学士課程教育の達成レベルをあげるために重要な事項 

 続いて，各国では，学士課程教育の達成レベルを高めるためにどのような施策が重要であると

認識されているのかを確認するため，38項目の施策を提示して，それぞれに対してどの程度重要

であると思うか 5段階での回答を求めた（表 8）。 
 

表８ 学士課程教育の達成レベルをあげるために重要な事項 

 
注：大学教育の達成レベルを高めるために最も重要であると思われている項目を明らかにするために，「重要である」

を 1，「ある程度重要である」を2，「どちらとも言えない」を 3，「あまり重要でない」を 4，「重要でない」を

5，として各事項の平均値を計算し，平均値の低い順（重要度の高い順）に項目を並べたものである。 
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 日本では，高い重要度を示した施策の上位 5つは，「⑬ 教員が授業内容を工夫する」「⑫ 教

員が授業の準備を周到に行う」「⑭ 教員が効果的な講義方法を工夫する（例．ポートフォリオ等）」

「⑦ 教員が学生の質問や意見に関心を持つ」「(36)教育活動の自己点検・評価を行う」，など教

員自身の努力項目が中心となっている。 

 中国においては，「⑬ 教員が授業内容を工夫する」「⑤ 教員の授業改善を組織的に支援する」「⑫ 教員

が授業の準備を周到に行う」「① 教育組織の教育目的・目標を見直す」「(36) 教育活動の自己点検・評価を

行う」，など教員自身の努力項目とそれを支える組織的努力項目が中心を構成している。 

 米国においては，「⑫ 教員が授業の準備を周到に行う」「⑬ 教員が授業内容を工夫する」「⑭ 教員が効果

的な講義方法を工夫する」「② 教育組織のカリキュラムを見直す」「⑲ オフィスアワーを設ける」，など教員

自身の教育活動改善努力項目とそれを支援する組織的教育改善項目や学生の学習を支援する項目の比重が高い。 

 どの国も共通に，学士課程教育の達成レベルをあげるためには，大学教員の教育や授業に対す

る構えや活動を改善することが重要であると認識していることが分かる。 

 なお，日本に比べて，中国は「⑧ 教員が学生をほめるよう努力する」「(23) 厳格な成績評価

を行う」「(28) 学業成績上位者を表彰する制度を設ける」を，米国は「⑲ オフィスアワーを設

ける」や「⑧ 教員が学生をほめるよう努力する」を，上位にあげている。 

表９ 学士課程教育の達成レベルをあげるために重要な事項の因子分析 
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 表 9は，学士課程教育の達成レベルをあげるために重要な事項の因子分析結果である。学士課

程教育の達成レベルをあげるために重要な事項は，「組織による学習支援」「学生への関心」「教

員自身の授業改善」「授業受講機会の多様化」「教員の資質」「学生の学習活動の動機付け」「教

育内容の見直し」の 7因子に分類されることが分かる。 

 

表 10 学士課程教育の目的因子得点の国別平均値 
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 表 10 は，学士課程教育の達成レベルをあげるために重要な事項 7 因子について，国別に因子

得点の平均値を示したものである。日本がより重要と認識しているのは，「組織による学習支援」

「学生への関心」「教員の資質」，中国がより重要と認識しているのは，「教員の資質」「学生

の学習活動の動機付け」，米国がより重要と認識しているのは，「教員自身の授業改善」である。 

 

（４）教育目的やカリキュラムの見直し 

 １）教育目的・目標の組織的な検討 

 大学の教育目的・目標や教育内容（カリキュラム）について，ここ 5年間に，なんらかの組織

的な検討（例えば，委員会のような形で）をしたか質問した。 

 教育目的・目標については，中国や米国においては，教育内容の検討・策定と同様に，多くの

大学（約 80%）でなんらかの組織的な検討が行われ，新たに策定されているが，日本においては，

次に検討する教育内容の検討・策定の実施に比べると，教育目的・目標の検討・策定の実施率は

低くなっている(66.3%)（表 11）。 

 この結果からは,1990 年代以来，日本においても，政府主導のもとで，全国範囲での大学教育

の改革が行われており，中国やアメリカと比べて，教育内容の見直しについて積極的に取り組ん

でいるが，新たな教育目標を十分に検討していなかった大学は多いと考えられる。 
 

表 11 教育目的・目標の組織的な検討状況 

 
注： *** p<0.001 

 

 ２）教育内容（カリキュラム）の組織的な検討 

 また，カリキュラムの見直しについては，どの国も，ここ 5年間に，多くの大学（約 80%）で

なんらかの組織的な検討が行われ，新たに策定されている（表 12）。 

表 12 教育内容の組織的な検討状況 

 
注： *** p<0.001 
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引き続いて，教育内容（カリキュラム）を組織的に検討した観点は何か質問した（表 13）。 

 日本では，「教養教育に対する社会的ニーズ」(49.8%)，「社会の情報化」(49.1%)，「社会の

国際化」(39.1%)，「教育のグローバル・スタンダード化のニーズ」(39.1%)，であった。中国で

は「教養教育に対する社会的ニーズ」(66.9%)，「学生の大衆化」(28.8%)，「教育のグローバル・

スタンダード化のニーズ」(26.6%)，米国では「社会の情報化」(61.8%)，「教育のグローバル・

スタンダード化のニーズ」(50.5%)，「社会の国際化」(38.7%)，となっている。 
 

表 13 教育内容を組織的に検討した視点 

 

先進国であり，また既にユニバーサル・アクセス段階に入っている日本や米国では「社会の情

報化」や「社会の国際化」という視点から教育内容を検討したことが窺える。一方，すでに指摘

したように，1990年代以来，日中両国における学士課程教育の改革においては，教養教育の重視

が求められている。また，最近，中国においては高等教育の大衆化が急速に進んでいるため，学

生の大衆化という視点から教育内容を検討するのは重要である。これに対して，アメリカはやは

り積極的に自国のモデルを中心とする教育のグローバル・スタンダード化を推進している。 

  

３）学士課程教育の目的 

 大学ではどのような目的のもとに学士課程教育が実施されているのか質問した。 

 なお，学士課程教育の目的は，縦軸に，専門性・特殊性（専門的な内容や特殊な内容を重視す

る）と一般性(一般的な内容を重視する）を設定し，横軸には，学問的視点（専門学問の論理を重

視する）と社会的視点（大学外社会の論理を重視する）を設定し，この 2つの軸をクロスするこ

とによって，理念としての学士課程教育の目的を 4種類想定した（図 1）。 

図 1 「教育目的」の分類枠組み 

 

 

表 
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表 14 学士課程教育の目的 

 
注：*** p<0.001，*** p<0.01 

 表 14の結果を，「関連がある」を 1，「ある程度関連がある」を 2，「どちらとも言えない」

を 3，「あまり関連がない」を 4，「関連がない」を 5，として計算した平均値を示したのが表 15

である。平均値が小さい目的ほど学士課程教育の目的により関連があると回答された目標である。 

表 15 学士課程教育の目的 

 

注：表 14 の結果を，「関連がある」を１，「ある程度関連がある」を２，

「どちらとも言えない」を３，「あまり関連がない」を４，「関連が

ない」を５，として計算した平均値であり，平均値が小さな項目が学

士課程教育の目的により関連がある項目である。 

 

 米国では「①一般社会人として必要な知識・資質を身につけさせる」が他の 2か国に比べて関連性

が強く意識されており（日本 1.38，中国 1.35，米国 1.19），中国では「③専門的職業人として必要

な知識・資質を身につけさせる」が他の 2 か国に比べて関連性が強く意識されており（日本 1.35，

中国 1.25，米国 1.51），日本では「④学問の専門家（例．研究者）として必要な知識・資質を身に

つけさせる」が他の 2か国に比べて関連性が強く意識されている（日本 2.31，中国 2.59，米国 2.88）。 

なお，「②幅広い学問的興味・関心・知識を身につけさせる」については，日本，米国，中国

において，ほぼ同程度の関連性が認識されている。  

 以上の結果から，目的からみた各国の学士課程教育の特徴は，日本は研究者養成志向，中国は

職業人養成志向，米国は市民養成志向，といえるのではないかと思われる。 
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（５）教員の昇進審査に際して重視するのが望ましい活動 

 教員の昇進審査に際して，4つの活動をそれぞれどの程度重視するのが望ましいか質問した（表 16）。

その結果，3カ国とも，「教育活動」が 1位で，「研究活動」2位となっている。 
 

表 16 教員の昇進審査に際して，各活動はどの程度重視するのが望ましいか 

 
注：「重視するのが望ましい」を１，「ある程重視するのが望ましい」を２，「どちらとも言えない」 

を３，「あまり重視しないのが望ましい」を４，「重視しないのが望ましい」を５，として計算 

した平均値であり，平均値が小さな項目が重視するのが望ましいとする項目である。 
 

なお，平均値から見て，中国は，他の 2カ国に比べて，両方の活動を強く重視するのが望まし

いと考えていることがわかる。米国は，「研究活動」を他の 2カ国に比べて，重視するのが望ま

しいと考える比率が弱くなっていることがわかる。日本は，中国ほどではないが，両方の活動を

重視するのが望ましいと考えていることが分かる。さらに，日本は，他の 2カ国に比べて，教員

の昇進審査に際して「学内の管理・運営活動」や「社会サービス活動」を重視するのが望ましい

とする程度が高くなっている。特に，「学内の管理・運営活動」はそうである。 

 

（６）教員の昇進審査に際して重視される活動 

 先に述べたような学士課程教育の目的意識の違いは，各国において教員の昇進審査に際して重視

されている活動にも違いとなって現れている。「教員の昇進審査に際して，以下に示した各活動は，

現実にどの程度重視されていますか」と質問し，教員の 4つの活動（「研究活動」「教育活動」「学

内の管理・運営活動」「社会サービス活動」）の昇進審査基準における重視度を確認した（表 17）。 
 

表 17 教員の昇進審査に際して，各活動は実際にどの程度重視されているか 

 
     注： *** p<0.001 
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 表 17 の結果を，「重視されている」を 1，「ある程度重視されている」を 2，「どちらとも言え

ない」を 3，「あまり重視されていない」を 4，「重視されていない」を 5，として各事項の平均値

を計算し，日本において平均値の低い順（重視度の高い順）に項目を並べたのが表 18である。 

 

表 18 教員の昇進審査に際して，各活動は実際にどの程度重視されているか 

 
注：「重視されている」を１，「ある程度重視されている」を２，「どちらとも言えない」を３，「あまり 

重視されていない」を４，「重視されていない」を５，として各事項の平均値を計算し，日本において 

平均値の低い順（重視度の高い順）に項目を並べたもの。 

 

 日本において，教員の昇進審査に際して重視されている活動の順位は，「研究活動」（重視度 1.3），

「教育活動」（重視度 2.0），「学内の管理・運営活動」（重視度 2.7），「社会サービス活動」（重

視度 2.9）の順である。 

 米国では日本に比べて，「教育活動」（重視度 1.5）は重視されており，「研究活動」（重視度 2.2）

は重視されていない。「学内の管理・運営活動」（重視度 3.7）や「社会サービス活動」（重視度 3.3）

についても，日本に比べて重視されていない。中国については，「研究活動」（重視度 1.1）は日本

と同程度に重視されているとともに，「教育活動」（重視度 1.4）も米国と同程度に重視されている。

なお，「学内の管理・運営活動」（重視度 2.9）は，日本に比べて重視されていない。 

 

２．ＦＤ活動に対する意識と行動 

（１）ＦＤ活動は今後必要か 

 今後，FD 活動がどの程度必要だと思うか質問してみると，どの国も，全体の約 8 割以上の大

学において「必要である」と回答されている（表 19）。 

 

表 19 FD 活動の必要性 

 
注：* p<0.05 
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（２）ＦＤとは何かを明確に定義した組織レベルの方針の有無 

 米国は 65.0%の大学が方針を設定している。それに対して日本は過半数が「検討中」(56.5%)

であるとしている（表 20）。このことは，日本の大学は定義を曖昧にしたまま FD活動を行って

いる傾向がみられる,と解される。FD活動が教育改善という狭義の認識に止まっている日本では，

現段階でそれ以上の定義を必要としていないのかもしれない。換言すれば,今後,スカラーシップ

の再考など広義のFD概念を担保したFD概念の見直しが必要なことを示唆していると思われる。 
 

表 20 FD とは何かを明確に定義した組織レベルの方針等があるか 

 
注：*** p<0.001 

 

（３）教育に関するＦＤ活動の実施状況と内容 

 １）ＦＤ活動の実施状況 

 大学教育の改善・活性化の必要性を受けて，FD 活動はどれほど普及しているのだろうか。過

去 5年間に，教育に関する FD活動を実施したかどうか質問した（表 21）。 

 日本の実施率は全体の 73.3%とかなり高い割合を示しているが，中国と米国に比べてまだ低い

値と言えそうである（中国 88.3%，米国 96.6%）。 
 

表 21 教育に関する FD 活動を実施したか 

 

注：*** p<0.001 
 

 その要因の一つは，中国やアメリカと比べてみると，設置基準の大綱化が行われた 1991年（平

成 3年）までは，日本の大学においては，大学教育に関する FD活動がほとんど実施されていな

かったのに対して，中国とアメリカでは，教育の質的向上の重要な一環として，大学教員，特に

新人教員に対する研修が常に実施されていたからであると思われる。 

 

 ２）ＦＤ活動の内容領域 

 FD活動の内容領域として，照準とされている活動を質問した（表 22）。 

日本では，順に，「1．教育活動」(93.0%)，「6．自己点検・評価」(47.5%)，「2．研究活動」
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(31.8%)となっている。中国では，順に，「1．教育活動」(77.0%)，「2．研究活動」(56.0%)，「7．

教員のキャリア開発」(38.0%)となっており，米国では，「1．教育活動」(95.6%)，「2．研究活

動」(73.3%)，「7．教員のキャリア開発」(35.4%)となっている。 

表 22 FD 活動の内容領域 

 

 いずれの国も，FD の内容領域として，第 1 に，「教育活動」に照準があり，続いて，日本で

は「6．自己点検・評価」で，第 3に，「研究活動」であるのに対して，中国と米国では「2．研

究活動」と「7．教員のキャリア開発」という順になっており，これらは，国毎の特徴を示している。 

 中国とアメリカと比較すると，日本の大学は「学部自治」の伝統があるが，最近国の政策で各

大学は自己点検・評価及び第三者による評価が義務付けられている。そのため，「自己点検・評

価」が FD の重要な内容領域となっていると考えられる。これに対して，中国とアメリカにおい

ては，大学の教員の研究能力も向上させる点をかなり考慮しており，特に中国においては大学の

研究機能が重視される方向へ変わってきたのに伴い，大学教員は教育活動を行うことだけではな

く，研究業績の向上も求められるようになっている，と解される。  

 

（４）大学教育を調査したり，教育改善を支援するような組織の有無と評価 

 大学教育を調査したり，教育改善を支援するような組織（例．大学教育研究センター等）があ

るか質問したところ，日本では,他の 2カ国に比べて「ある」と回答した大学の比率がもっとも低

くなっている（表 23）。このことは,最近は徐々に改善去れてきているが,例えば「全国大学教育

研究センター等協議会」（1,996年創設の国立大学法人を対象とした全国組織）を事例にすると,

その加盟機関は,現在 30機関であり,国立大学法人 87機関の 30%強に留まっている実態と関係が

深い傾向であるといえよう 8）。 

表 23 教育改善を支援するような組織の有無 

 
注：*** p<0.05 
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（５）ＦＤ活動の効果―教員の諸活動の能力・資質の形成― 

 これまで FD に関する大学の実施状況について検討してきたが，その効果はどのような実態に

なっているのであろうか。大学教員の主要な 4つの活動を実施するのに必要な能力や資質の形成

に FD活動は効果を発揮したか否かについて質問した（表 24）。 

 

表 24 FD 活動の成果 

 
注：*** p<0.001 

 

 日本では，「教員の教育能力・資質」は「ある程度」高まってきてはいるものの(66.8%)，中国

(39.7%)や米国(46.4%)にみられるように「はっきり高まった」といいきれるほどの効果をあげて

いるとは言えない（日本の「はっきり高まった」は 9.2%）。また,大学教員の他の主要な役割で

ある，「研究」，「社会サービス」，「管理運営」に関する能力・資質に関しても，日本で，「高

まった」とみなしているのは，それぞれ，1.9%，1.5%，0.4%に過ぎない。 

FD 活動は，授業を中心とする教員の教育に関する能力や技術などの資質開発に重点を置く狭義

の概念の範囲内では高まりを見せているものの，広義の概念を担保した学事全般への広がりまで

に至っているとはいえないといえる。なお,中国(39.2%)，米国(20.5%)では，「研究」面での FD

効果は出ているが，「社会サービス」（中国 16.7%，米国 5.0%）や「管理運営面」（中国 7.7%，

米国 17.0%）においては進んでいない。 

 

（６）ＦＤ活動のこれまでの実績 

 １）ＦＤ活動のこれまでの実績 

FD活動の実施状況の自己評価は，「ある程度良好」まで含めても，日本は(43.2%)で，中国(78.3%)

や米国(61.5%)ほど定着していないといえるし（表 25），さらに表 21で示したとおり，FD活動 
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を未だ実施していない比率(8.8%)も高い（中国 1.6%，米国 1.0%）。この結果には，FD 活動の

歴史が浅いことに起因する推進力の格差が顕在化しているものと推察される。 
 

表 25 FD 活動のこれまでの実績 

 
注：*** p<0.001 

 

 ２）教員の使命・役割・資質に関して真剣に考える風土や雰囲気の醸成 

 FD 活動を実施したことで，「教員の使命・役割・資質に関して真剣に考える風土や雰囲気が

醸成されているか否か」質問した（表 26）。 

 FDの制度化の先進国である米国は醸成されており(62.9%)，これに対して中国は半減している

(30.6%)が,さらに日本は米国の 10%程度(6.9%)に留まっており，自主的・主体的な意識改革の高

まりはまだ「醸成された」といえる段階まで充分に醸成されていないことが窺える。 
 

表 26 FD 活動実施によって教員の使命・役割・資質に関して 

真剣に考える風土や雰囲気が醸成されたか 

 

注：*** p<0.001 

  

３）教員は教育の改善に対してどの程度熱心だと思われる 

教員は教育の改善に対してどの程度熱心だと思うか質問した（表 27）。その結果,教員の教育改善

に対する意欲は中国(34.6%)が最も高い。日本も「ある程度」を合わせれば 80.9%となり，その意味

では学長は教員の熱心さを評価しているが,「熱心である」とはみなしていないことも事実である。 
 

   表 27 教員は教育の改善に対してどの程度熱心だと思われるか 

 

                          注：*** p<0.001 
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（７）ＦＤ活動の発展段階 

それでは FD活動がいったいどの段階にあるかを，5段階の中から回答を求めた。 

日本は，過半数の大学(53.0%)が「比較的初期的な段階」にあり，次に「かなり安定した状態に

ある段階」(20.9%）が続き,それに対して第 4段階も 14.3%ほどある。米国は，「かなり安定した

段階」が最頻値で(63.3%），すでに「創意工夫を開始した段階」も 13.8%あり，日本よりはるか

に先行している実態を示している（表 28）。 

 

表 28 FD 活動の発展段階 

 

注：*** p<0.001 

 

（８）ＦＤ活動の問題点 

 FD活動においての現状の問題点はどのように認識されているのであろうか。 

 日本は(16.6%)，中国(27.0%)や米国(25.1%)に比較して，極端に「FDの理念や概念は充分認識

されていない」とは言えないとしても，多少少ない（表 29）。推進力となる，「FD活動の概念

や内容に関する専門家が学内にいない」の比率が，日本(73.2%)や中国(67.4%)は高く，米国では

低い(21.4%)（表 30）。そのため，日本(74.2%)や中国(69.4%)では，FD活動の連携や協力を推進

する全国組織の必要性も求められている（米国 20.1%）（表 31）。 

 

表 29 FD 活動の理念や概念が組織全体の教員に十分認識されていない 

 
注：** p<0.001 
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表 30 FD 活動の概念や内容に関する専門家が学内にいない 

 
注：*** p<0.001 

 

表 31 FD 活動の連携や協力を推進する全国組織の必要性 

 

注：*** p<0.001 
 

 上記の FD活動の連携や協力を推進する全国組織にはどのような機能を期待するか確認したと

ころ，日本と中国は，「FD活動に関する情報」（日本 51.6%，中国 52.2%，米国 15.6%）や「モ

デルとなる FD活動の開発・開催」（日本 44.9%，中国 35.8%，米国 15.6%）が求められている

（表 32～36）。この結果ら,日本の FD 活動には全国的ネットワ－クの構築が求められていると

受け止めることもできる。 
 
表 32 全国の大学で行われている         表 33 モデルとなる FD 活動の開発・開催 

FD 活動の協議会的役割 

   
注：*** p<0.001 

 

表 34 全国の大学の FD 活動に対する        表 35 全国の大学への FD 活動に関する 
指導・助言                         情報提供 

    
注：*** p<0.001 

 

表 36 教員個々人の教育改善活動の支援 

  

注：** p<0.01 
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（９）大学の教育の質がどの程度改善されたか 

 過去 5年間で，あなたの大学の教育の質がどの程度改善されたと思うか質問した（表 37）。日

本において，「改善された」とする大学は 13.6%で，この比率は他の 2カ国に比べて有意に低い。 

 

表 37 大学の教育の質がどの程度改善されたか 

 

注：*** p<0.001 

 

（10）優れた授業や教育改善の試みに対する報賞の有無 

 米国(91.6%)や中国(90.6%)はすでに何らかのかたちで報賞体系を取り入れているが，日本での

対応は 13.5%に過ぎず，準備中のところも 35.9%で，残りの約 50%は報賞体系に関してあまり積

極的姿勢がみられない（表 38）。研究指向が強い日本では，学長は教育改善の評価事態を困難と

感じているのかもしれない。 

 

表 38 優れた授業や教育改善の試みに対する報賞の有無 

 

注：*** p<0.001 

 

 優れた授業や教育改善の試みに対する報賞内容について質問した（表 39）。優れた授業や教育

改善の試みに対する報賞内容として,「教育賞のような賞」や「昇進時に重視する」などが中国

(80.0%，62.0%)や米国(92.4%，56.8%)では一般的なことになっている。さらに,米国では給料や

ボーナスにまで作用している(58.4%)。しかしながら,日本は「教育賞のような賞」が 33.3%の大

学で導入されている程度で，FD を推進するインセンティブがはたらいておらず，報賞制度は発

達していない。 
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表 39 優れた授業や教育改善の試みに対する報償の内容 

 

 

 優れた授業や教育改善の試みに対する報賞は大学の授業や教育の改善に効果があったか質問し

たところ，中国をのぞく 2ヵ国は，「どちらともいえない」と答えた学長が 2割以上あり，この

ことはその効果が微妙であることを示唆している（表 40）。 
 

表 40 優れた授業や教育改善の試みに対する報償は 

大学の授業や教育の改善に効果があったか 

 
注：*** p<0.001 

 

では，実際にはどのような報賞を与えることで授業や教育の改善に効果があったと考えている

かを調査した結果,日本では，研究費や旅費の給付が 1位，中国と米国は特別休暇が 1位に上がっ

ている。しかし，報賞制度は必ずしも，直接的に効果的なものから実施されているわけではない

（表 41） 。教育賞のような賞を与えるよりもむしろ，各国とも教育と研究の統合を図ることで，

教育効果を上げることができると認識している。 

表 41 効果的報賞体系とはなにか 

 

       注：表中の平均値は，「効果があった」を 1，「ある程度効果があった」を 2，「どちらともいえ 

ない」を 3，「あまり効果がなかった」を 4，「効果がなかった」を 5 として計算した。 

数値の小さな事項がより効果があったと認識されている。表中の順位は，認識された効果度の 

順位を示している。 
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（11）ＦＤの今後の課題―ＦＤ活動を推進する要因― 

 FD活動を推進する要因について，中国は「学長や副学長のリーダーシップ」(68.0%と 84.0%)

を，（日本 63.0%，米国 86.4%），米国では「各部局長のリーダーシップ」(91.3%)を（日本 50.4%，

中国 36.6%），期待しているのに対して，日本では「教員一人一人の意識」に依拠しているとこ

ろが他の 2カ国と比べて大きく異なる特徴となっているといえる（日本 88.3%，中国 67.0%，米

国 64.6%）（表 42）。 

 

表 42 FD 活動を推進する要因 

 

 

このことから教員個人の意識を高める仕掛けを用意すればより FD活動が促進されることが予

測される。日本の学長はリーダーシップの発揮よりもむしろ，ボトムアップによる教育改革を期

待しているのが特徴といえる。この結果は，各国の大学における管理運営体制，特に意思決定の

プロセスと関係が深いと解釈できるに違いない。日本においては，従来,大学組織の中間部や底辺

部に比重が置かれ，教授自治や教授会の権限が強いと言う伝統があるのに対して，中国の場合は

大学組織の上位に比重が置かれ，学長の権限が強いという伝統が作用し，また米国の場合も大学

組織の上位に比重が置かれ,学長の権限が強く学部自治は比較的弱いという特徴がはたらいてい

るといってよかろう。したがって,従来トップ･ダウンよりもボトム･アップを重視する文化や風土

が作用してきた点が依然として学長の意識に反映されており，これに対して米中ではトップ･ダウ

ン型の文化や･風土の影響が反映されている,と解される。 

 

３．まとめと今後の課題 

（１）まとめ 

 以上の分析の結果から，教育改善やFD活動に関する3カ国間の国際比較によって明らかになっ

たことは以下の 1) から 7) の 7点にまとめることができる。 
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１）学士課程教育の評価と評価者 

学士課程教育の評価では，「うまくいっている」と回答した大学は，日本では 11.3%のみに留

まるのに対して，米国では 51.5%を示し，両国間に大きな開きが認められる。中国においても，

12.2%の大学しか「うまくいっている」と回答していないので，日本と同様の傾向を示すことが

分かる。どちらの国も，急激な進学率の拡大や学生の学力の多様化などの問題が背景にあるから

かもしれない。なお，「ある程度うまくいっている」まで含めれば，どの国も 90%近くの大学ま

で肯定的に回答しているので，一応の評価が行われていることは否定できない。特に日中では，

確かに，学士課程教育には課題が認識されているものの，それなりに改革が推進されてきており，

全体的には肯定的な回答が多くなるという力学が作用していると言えるかもしれない。 

日本における学士課程教育の評価は，「7．教育の自己評価結果」や「1．在学生の評価」のよ

うな身近な関係者（コリーグ）による主観的な評価によって認識されている。これに対して，中

国では，学士課程教育を評価する際に，「3．学生の就職状況」や「7．卒業生に対する企業の評

価」に代表される通り，指標による客観的な評価が意識されており，米国では「8．外部評価・

第三者評価による評価結果」「7．教育の自己評価結果」「1．在学生の評価」「2．卒業生によ

る評価」に代表される通り，関係者による主観的な評価が意識されている。 

 

 ２）教育の改善や活性化に対する必要性 

 日本と中国において学士課程教育の現状に対する評価の低さもあって，教育の改善や活性化に

対する必要度が高くなっている（それぞれ 90.1%と 98.5%の大学が「必要である」と回答）。逆

に，米国では，学士課程教育がうまくいっていると認識された比率が高くなっていることもあっ

て，学士課程教育の改善や活性化の必要性は大幅に低くなっている（9.9%の大学が「必要である」

と回答）。 

 教育の改善や活性化を必要とする理由として，日本，米国とも選択のトップ項目は，「1．学

生に意欲を持って学習してもらうため」である。中国では， 選択率の高い 2項目は「1．学生に

豊富な知識を習得してもらうため」となっている。日本と米国では大学がユニバーサル段階に入っ

ており，学習経験や学習意欲が社会の期待レベルに達していない学生が出現しており,それへの対

応が求められていることがこのような回答につながったものと考えられる。中国においても急激

に大衆化が進み，社会の期待するレベルからみれば，専門的知識の修得に問題のある学生が増え

ていることがこのような理由が示された原因であろう。 

 

 ３）学士課程教育の達成レベルを上げるための方策 

 学士課程教育の達成レベルを上げるためには，どの国も共通に，大学教員の教育や授業に対す

る構えや活動を改善することが重要であると認識されている。その意味では,狭義の FDが強く意

識されていることが窺える。 
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４）教育目的やカリキュラムの見直し 

教育目的・目標の見直しについては，中国や米国においては，教育内容の検討・策定と同様に，

多くの大学（約 80%）でなんらかの組織的な検討が行われ，新たに策定されているが，日本にお

いては，教育内容の検討・策定の実施に比べると，教育目的・目標の検討・策定の実施率は低く

なっている(66.3%)。 

 教育内容（カリキュラム）を組織的に検討した観点として，3 分の 1 以上の大学が選択したも

のは，日本では，「教養教育に対する社会的ニーズ」「社会の情報化」「社会の国際化」「教育

のグローバル・スタンダード化のニーズ」であった。中国では「教養教育に対する社会的ニーズ」，

米国では「社会の情報化」「教育のグローバル・スタンダード化のニーズ」「社会の国際化」で

あった。この結果には，1990年代以来，日中両国における学士課程教育の改革においては，教養

教育の重視が求められていることや，先進国であり，既にユニバーサル・アクセス段階に入って

いる日本や米国では「社会の情報化」や「社会の国際化」という視点から教育内容を検討してい

ることが，窺える。 

 

５）学士課程教育の目的 

 学士課程教育の目的からみて，日本では，「①一般社会人として必要な知識・資質を身につけ

させる」「②幅広い学問的興味・関心・知識を身につけさせる」「③専門的職業人として必要な

知識・資質を身につけさせる」がほぼ等しく強く意識されているが，米国や中国との比較におい

ては，日本は研究者養成志向が強いようである。 

 

 ６）教員の昇進審査に際して重視するのが望ましい活動・現実に重視されている活動 

教員の昇進審査に際して重視するのが望ましい活動は，3 カ国とも，「教育活動」が 1 位で，

「研究活動」が 2 位となっている。しかし，現実に重視されている活動は，日本においては，1

位が「研究活動」で，2 位が「教育活動」と逆転している。これは，理念と現実の乖離，建前と

本音の使い分けが進行しているとも読める結果である。 

 

７）ＦＤ活動の必要性と制度化の状況 

 FD 活動については，いずれの国も，約 8 割以上の大学が「必要である」と回答している。そ

れにもかかわらず，日本では米国に比べて，FD とは何かを明確に定義した組織レベルの方針等

があるとする大学の比率が低く，さらに FD活動の実施状況も 7割程度の大学は実施していると

はいえ，中国や米国に比べるとその実施率は低くなっている。このような特徴があるのに加え，

FD 活動の内容領域も，他の 2 カ国に比べて極端に「教育活動」に集中しており，このことは取

りも直さず狭義の FD に特化した活動が展開されていることを示唆している。換言すれば，この

ことは FDの制度化の初期段階あるいは第 1次段階にあることを意味しているといわざるを得な

い。それにもかかわらず，大学教育を調査したり，教育改善を支援するような組織は，他の 2カ

国に比べて「ある」と回答した大学の比率がもっとも低くなっており，今後の改善が待たれる段
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階に停滞している。したがって，このような現実を反映して，FD の効果への評価も低くなって

いる。すなわち，日本は他の 2 カ国に比べて，FD 活動の効果，特に「教員の教育能力・資質」

の高まり，教員の使命・役割・資質に関して真剣に考える風土や雰囲気の醸成について，効果を

あげているとは言えない。 

 

（２）今後の課題 

 以上のことから，教育改善の実情やその方策の 1つである FD活動の必要性や実施率に関して,

或る程度高いレベルで達成されている事実が判明した。それにもかかわらず，その効果をみると，

満足できる段階には決して至っているとはいえない事実がある。それでは，どのような課題が認

識されているのだろうか。 

第一に，FD 活動の発達段階を制度化の水準で見ると，いまだ初期的な段階であるとする比率

が高くなっていることが分かる。一定の水準に到達したのちに，壁に突き当たり，新たな創意工

夫や創造的な取り組みを開始する段階に一部の大学では展開しているが,それはまだ一握りの先

駆的な段階のみに限られる。多くの大学は，一応の制度化を達成して，安定しているか，壁に直

面しない段階に置かれている。換言すれば，多くの日本の大学には教育改善活動を中心とした FD

活動をもう少し試行錯誤しながら追求ていく余地が残されているということである。 

第二に，FD活動の理念や概念が教員に十分認識されていないとか，FD活動の概念や内容に関

する専門家が学内にいない，など，日本的な特徴が見られることから，FD 活動を各大学の実情

に合わせて実施するための工夫が求められる。 

第三に，教育改善に対する評価の在り方を工夫することが必要である。すなわち，研究中心か

ら教育中心の評価は簡単には実現されない現実が明確になった。報賞体系も優れた授業や教育改

善を行っている教員に対して，どのように報いていくのかということが明確に意識される段階へ

展開しているとは読めない。米中と比較して，日本の報賞は教育賞のような形態に傾斜している

が，それだけで十分であろうか。 

第四に，大学のトップ自身が，FD 活動を推進する要因として，「全学の教員一人ひとりの取

組」を指摘しているが，これは伝統的な日本の大学文化や風土を反映した意識を示しているので

はあるまいか。米中は,学長や学部長のリーダーシップを重視しているのとは対照的である。今後

は，学長はもとより,教育担当副学長や学部長などのリーダーシップに基づいた教育プログラムの

展開が求められているのではないかと思われる。しかし，FDの活性化は，トップ･ダウンだけで

も，ボトム･アップだけでも，実現するのではなく，理念･目的･目標を明確に標榜し，学内のコン

センサスを確立し，大学組織全体の総意によって推進してこそ実現するはずである。その意味で

は，現状の文化や風土の創造的な見直しは欠かせないであろう。 

以上，学士課程教育における教育改善を巡る課題に関して国際比較を通じて種々指摘してきた

が，米中と比較して，共通点も多くあると同時に，相違点も少なくないことが判明した。仮説的

には，3 カ国の間には，種々の類似点と相違点があると推察される。最初の仮説で提示した 10

個の指標（原型，概念，経済力との関係，高等教育の発展段階，制度化の度合い，自主性，教育
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志向の伝統，大学組織の管理運営型：ネットワーク）に関しては，考察の中で触れたとおりであ

る。FD の原型は英国や米国で形成され，日中はその概念を輸入し，試行錯誤しながら，独自の

個性を発揮しようと模索中と窺える。経済力の度合いにかかわらず人的資源開発には力点を置き，

教育力に期待しているから，FD への期待は大きい。日米はユニバーサル段階に入り，学生の多

様化に苦慮しているから教育改革は不可欠の課題である。中国はいまだ大衆化段階にあるが，学

生の多様化や学力の低下が生じ，対応を迫られつつある。制度化は，米中が先行しているが，そ

れは教育志向の強い伝統を反映していると解される。自主性は米では強く，日中では概して弱い。

管理運営組織は，米中はトップ･ダウン，日本はボトム･アップが伝統的な形態である。FD の研

究組織は米国では発展しているが，他は発展途上の段階にあると観察される。大略このような特

徴を持ちながら，各国の FDの制度化は進行していることが分かる。 

最初に仮説の箇所で述べたように，高等教育の

発展段階と FD の制度化の度合いとの関係は注目

すべき問題である。考察の結果，図２のような現

状を呈していることが判明した。日本はユニバー

サル段階に到達し，学生の多様化に対応した FD

の制度化が実現している必要がありながら，実際

には第 2 段階にある米国に比べて立ち遅れた第 1

段階に留まっている。むしろ，大衆段階にある中

国のほうが第 2 段階（米国に比べてやや後進では

あるが）への進展を示している事実が見られる。

おそらく，第 3象限には，大衆化段階にある多くの国が位置づくと推察されるが，3 カ国比較に

基づく限り,日本のFDの制度化やFD活動がいまだ不十分な状態にあり,その真剣な取り組みが不

可欠の課題になることを明確に示唆しているといえる。 

日本が米国水準に到達するには,文化や風土の相違を反映しているので，原型のまるごと移植に

よるアメリカナイゼーションが適切かといえば，必ずしもそうではないし，実際はそのとおりに

は進行しない。選択的に移植しながら，結局は日本固有のモデルの創造が問われ，求められるの

である。 

結論的に言えば，日本の FD の制度化は比較的立ち遅れた状態にある事実が明らかになった以

上,課題としては, 制度化を第 1 段階から第 2 段階へと推進すること，そのためには FD の理念･

目的を明確にすること，狭義の FD を推進するとしても広義の FD概念を担保すること，研究志

向から教育志向への転換が必要であると同時にスカラーシップの見直しが欠かせないこと，輸入

型の FDから日本型 FDを創造的に構築すること，などが横たわっている，と考えられる。 

1980年後半の臨時教育審議会による審議以降，大学審議会，中央教育審議会，等の提言，それ

を受けた文部科学省の行政的な施策，等々を通じて，あるいは大学教育の現場における諸改革を

通じて，約 20 年間にわたって，教育の個性化や特色ある教育の実践が色々なかたちで進められ

て来ている。そのような営みの中で，教育の主体である大学教員，とりわけ「大学教授職」
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(academic profession)の使命や自覚が一段と重みを持つようになったことは否定できない 9)10)。

その中核に FD が存在し，徐々にシステムや機関の中へ制度化を遂げ，定着してきたと考えられ

る。大学教員の資質開発は，究極的には教育の質的保証によって，教育成果を上げることに帰結

するはずである。多様化した学生の学習意欲，学習力，学力を高めなければならない。その意味

で「自律した創造性豊かな人間」の育成，あるいは「学生 1人 1人の願いや希望を叶えるための

大学教育」という視点を直視しながら，第 1段階から第 2段階へと FDの制度化を深めることに

よって，大学改革を進めていくことが肝要であると考えられる。 

 

【注及び参考・引用文献】 

1)  中央教育審議会『我が国の高等教育の将来像（答申）』 平成 17年。 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/05013101.htm 

2)  岡部恒治他『分数ができない大学生』東洋経済新報社，1996年。 

3)  大学における教育内容等の改革状況については，以下の URLの「大学における教育内容等

の改革状況について」文部科学省高等教育局大学振興課，を参照のこと。 

    http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/18/06/06060504.htm 

4)  「特色ある大学教育支援プログラム（特色 GP）」や「現代的教育ニーズ取組支援プログラ

ム（現代 GP）」については以下の URLを参照のこと。 

    http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/index.htm 

5)  永井道雄編『試験地獄』平凡社，1957年。 

6)  有本章，江原武一編著『大学教授職の国際比較』玉川大学出版部，1996年。 

7)  本章で使用するデータやその収集方法は以下の通りである。 

〔日本のデータ〕 

  広潤社編集部編『2002 全国大学職員録 国公立大学編』と『2002 全国大学職員録 私立

大学編』を用いて，全ての大学の学長を対象とした。2003年 5月末から 6月上旬までに調査

対象校に調査票を郵送し，8 月上旬までに回収を終えた。なお，調査票配布数は 675 校，回

答数 343校，回答率は 50.8%であった。 

  〔中国のデータ〕 

  国家教育行政学院主催の全国副学長研修班に参加している各大学の教育担当副学長に調査

票を渡し回答を依頼した。2004年 11月には，120校に回答を依頼し 67校から回答があった。

2005年 9月にも，120校に回答を依頼し 79校から回答があった。合計 146校から回答があ

り，回答率は 60.8%であった。 

  〔米国のデータ〕 

  2000年版カーネギー分類に掲載された 4年制大学約 2100校の内，各分類から均等に 2分

の 1選択し，そのうち住所の判明した 967校に対して，2004年 12月末に調査票を郵送し，

2005年 3月上旬までに回収を終えた。郵送先不明で返却された調査票を除いた有効調査票配

布数は 945校，有効回答数 206校，回答率は 21.8%であった。 
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  以上の，日本における 1989年調査，2003年調査，2006年調査のデータの比較，中国と米

国における調査データと日本の 2003年調査データの比較によって，日本における教育改善活

動の実態と今後の課題を明らかにする。 

8) 有本章「高等教育研究 30 年―高等教育研究の制度化の実現」『大学論集』第 36 集，2006

年 3月，1-29頁。 

9) 有本章『大学教授職と FD―アメリカと日本』東信堂，2005年。 

10) 有本章･北垣郁雄編著『大学力―真の大学改革のために』ミネルヴァ書房，2006年。 
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第２節 ＳＤ 

１．ＳＤ制度化と質的保証 1) 

 

大場 淳 

 

 本章の対象は，一般に SD と称される大学経営改善を目的とする主として教員外職員の開発で

ある。我が国において「SD」が多義的に用いられることに鑑み，冒頭で当該用語の定義並びにそ

の制度化についての検討の方向性を整理する。その上で，国外における SD の制度化の状況を概

観し，日本における SDの制度化の現状と課題について検討する。 

 

１．ＳＤとその制度化 

（１）「ＳＤ」の定義 2) 

 SDとは，英語の"staff development"の頭字語である。近年，日本では，教員の教授能力開発で

あるファカルティ・ディベロプメント(FD)と対比させつつ，主として教員外職員（「大学職員」

又は単に「職員」）の開発を意味する用語として SD が用いられるようになってきている。とは

言え，大学教員の開発活動に比較すれば，大学職員を対象とした開発活動は，従来から体系的に

整備され実施されているものである。すなわち職員の教育訓練は，企業等における人材開発活動と

同様に，学内において人事管理の一環として実施され，大学間の差は少なくないものの研修制度等

が整備されている。また，学外では国（文部科学省）やその関連機関，大学間団体等が幅広く研修

を企画・実施し，各大学での職員開発を支援するとともに，ネットワーク形成の場を提供している。 

 他方，英国を始めとする多くの英語圏の国では，SD は教員並びに教員外職員の開発を意味し，

これらの国に位置する大学の中では，教員開発のみを意味する場合も少なからず見受けられる 3)。

日本においても SD は，少なくとも当初においては，研究者の間で主として英国流に教職員の開

発を意味する用語として用いられ，その関心の対象は主として教員の開発にあった。こうした用

法から現在のような意味で用いられるようになるのは，1990年代後半以降に大学経営能力の向上

のための経営人材確保，人材開発活動が重要であると認識されるようになった後のことである。 

 現在でも SDの定義について共通理解ができているとは認め難いが，SDが議論される場合，従

来から体系的に行われている事務職員の事務能力向上のための研修等を念頭に置いたものではな

く，大学経営改善のための専門性の向上という観点からであることが殆どである。本稿における

SD は，教育研究の向上や大学管理運営の効率化等を通じた大学経営の改善を目的とする職員の

専門性を高めるための開発活動と捉えることとしたい。 

 

（２）ＳＤの制度化 

 既に述べたように，大学職員の開発活動は従来から体系的に整備され実施されており，その意
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味では制度化されていると言って差し支えない。しかしながら，SD はこれまでの大学職員の開

発とは異なるものと定義する以上，その制度化はこれまでの大学職員開発にかかる制度を根本的

に覆すか，それを飛躍的に発展させるものでなければならない。すなわち，SDが制度化されるた

めには，大学経営改善を目的とした職員の専門性を高めるための開発活動が一定の形式を呈しつ

つ，高等教育界において幅広く実践されるようになることが必要であろう。 

 大学における職員の能力開発は，学内では人事制度を中心とした人事管理の一環であり，また，

学外における専門職団体，大学間連携組織，政府等の役割も重要である。更に，労働市場や雇用

慣行といった社会全般の状況にも左右されよう。SD の制度化に関する検討においては関係する

あらゆる側面に着目する必要があり，当該側面の全てにおいて制度が整合的に構築されるか矛盾

無く環境が醸成され，そしてそれらが有機的に関連付けられながら機能することによって，初め

て SDが制度化されると言えよう。 

 本稿では，養成・研修，実践に関する研究，優良実践の普及，評価・報償制度，キャリア開発

支援等の点から，国際比較を踏まえつつ SDの制度化の検討を以下に進めることとしたい。 

 

２．国外におけるＳＤの制度化の状況 4) 

 

 本節で取り上げるのは，米国，英国，フランス，ドイツ，中国，韓国である。これらの国におけ

る大学職員が置かれた状況は大きく異なるものの，大学経営高度化の要請に対応した職員開発が

課題となっており，大学院教育等による専門性を高めるための諸方策が発達してきている状況は

共通している。 

 

（１）米国 

 米国は，おそらく世界で最も SD が制度化されている国である。同国の大学職員の特徴の一つ

は，大学職員の業務が細分化され，それぞれに高い専門性を有する職員が存在することである 5)。

そして，その領域毎に職員が流動しており，流動しない者についても常に現在の職と大学外の職

とを比較しながら現在の職に止まっている者が少なくない。そのキャリアを支えるための CDP

（キャリア開発プログラム）が多くの大学で整備される一方で，学外では，大学職員の専門性を

支える数多くの専門職団体があり，また，大学職員養成のための大学院やその他の教育プログラ

ムも重要な役割を果たしている。また，職員の活動についての質的保証を促す規準(standards)

が整備されていることも特徴である。 

 米国では，高等教育新聞(Chronicle of Higher Education)や専門職団体等を通じて，職業領域

別に大学職員の労働市場が存在する。米国教育省の統計によると，近年教員外専門職員

(non-faculty professionals)が増加し，1976 年には全教職員の 10.6%を占めるにしか過ぎなかっ

たのが，2003年には 22.7%まで上昇した。 

学内においては，企業や官公庁等と同様に，体系的に開発活動が整備されている。しかしなが

ら，特に大規模な大学では雇用が各部局・部門単位で行われることから，開発活動も各部局・部
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門が主体となって行い(Twombly, 1990：7)，大学本部の人事部門はその支援の役割を担うことが

多い。また，学内の開発活動で提供されるのは，一般的な技能（コンピュータ操作やコミュニケー

ション能力等）や管理職員向けのマネジメント能力といった専門領域を超えて必要とされる知

識・技能に関する開発活動である。各領域固有の専門的な知識・技能は，それぞれの専門職員が

学外に求めることが期待されており，学内からは提供されないのが通常である。 

 当該専門的知識・技能を提供するのは，主として専門職団体と大学院教育である。専門職団体

は，それぞれの専門領域毎に職員の専門性を維持・向上するため，倫理規程策定，研究会や総会

の開催，出版活動，会員間のネットワーク形成支援等を行うことによって，当該専門領域におけ

る業務改善やそれを通じた教育研究の向上のための研究，優良実践の普及・共有に重要な役割を

果たしている。また，教育大学院を始めとする大学院においては，高等教育管理運営，教育リー

ダーシップ，学生業務，相談活動等様々な教育プログラムが提供されており，そこでの学修が職

員のキャリアと密接に結び付いている。 

 また，米国教育協議会(ACE)を始めとする大学間連携組織，地域のコンソーシアム，大学（学

外向けの講座等），民間団体等が，大学職員を対象とした様々な開発活動を提供している。この

ように，米国では重層的に開発プログラムが提供され，職員の流動性やキャリア開発と密接に関

連付けられて構築されている。 

 他方，既に述べた大学内での研修活動やキャリア支援活動，専門職団体や大学間連携組織等の

倫理規程，研修会，研究活動等は重要な質的保証のための活動である。また，模範的な行動につ

いてまとめた規準(standards)が多くの業務領域で定められており，職員が専門性をもって業務遂行

する際の支えとなっている。例えば，主として学生業務に関係する専門職団体の連合組織である高

等教育規準推進協議会(Council for the Advancement of Standards in Higher Education : CAS)は，

一般規準のほか学習助言や入学審査活動等について計 30の規準を設けている(CAS, 2003)。 

 以上のように SD にかかる制度が整備されている米国であるが，十分に開発活動が行われいる

とは言い難いようである 6)。今日，大学間の競争が拡大する中，基本的価値観(core value)に忠実

でありつつ市場の機会を追求するための戦略的決定を適切になし得る管理者(manager)が不可欠

とされ，各大学ではその地位を魅力的なものとして内外から優秀な者を募るとともに，経営に関

する技能の育成を図ることが求められている(Knight Higher Education Collaborative, 2001)。 

 

（２）英国 

 英国では，同僚制による大学運営は行き詰まる中，大学運営の改善を求めた 1985年のジャラッ

ト報告(Jarratt et al., 1985)は，学長を中心とした管理運営，管理職員の経営能力向上を求め，SD

は重要な政策課題となった。同報告は新経営主義(new managerialism)を掲げ大学の企業化

(enterprise in higher education)を促したが，その推進過程において教職員に対する SDは重要な

役割を果たしたと言われている(Partington and Stainton, 2003：10)。 

 こうした大学改革の動きは，大学職員の業務の在り方に大きな変化をもたらした。従来の大学

職員は，伝統的な公務員型の教員支援業務に従事するとされ，上級職員の主な役割は教員との信
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頼関係を構築するものと考えられていた。また，従来の採用と養成の在り方も，新規学卒者を採

用して OJTで訓練するというもので，採用の資格要件も明確には定められていなかった。しかし

ながら，前述改革に対応して各大学において効率的な運営のための組織改編，政府の評価制度等

に対応した組織新設等が行われたのに伴って多様な専門職が登場するとともに，業務の高度化に

伴って人事部門といった伝統的職務領域でも専門職化が進展した。また，上級管理職員は，自己

を教員に対する「公務員(civil servant)」としてではなく「経営職員(manager)」と考えるように

なったのである(Prichard, 2000：131)。 

 かかる変化について，現在の英国の大学の方向付けを行った 1997 年のデアリング報告

(National Committee of Inquiry into Higher Education, 1997)は，職員に関して，次のような見

通しを示している。 

・教員外職員のキャリア選択の広がり。特に，外部組織との連携進展によるキャリアの多様化。 

・中核職員とそれ以外の職員の分離。 

・伝統的な職員区分，賃金構造等の崩壊。 

・職員の技能向上のための大学間連携の拡大。 

 デアリング報告の提言を受けて，2000 年，既存の職員開発支援組織を基礎に，全英大学協会

(UUK)の関連非営利法人として高等教育職員開発機関(HESDA)が設置された。HESDAは経営実

践の共有やリーダーシップ開発といった経営改善のための人的資源開発の支援を幅広く行ってい

る。他方，大学においても，米国同様に，高等教育研究を基礎にした大学職員向けの大学院教育

課程が数多く設けられてきた。 

また，専門職化に伴って，大学行政職員協会(Association of University Administrators : AUA)，

学生キャリア支援サービス協会(Association of Graduate Careers Advisory Services : AGCAS)

といった様々な専門職団体等が形成されている。 

 伝統的な公務員型の支援業務中心の大学職員の在り方は，大学の経営改革とともに変化してき

た。今日，大学職員は大幅に専門性を高め，その開発を支援する職員開発機関や大学院教育，専

門職団体等が整備されてきており，次第に SD が制度化されてきている様子が窺える。しかしな

がら，必ずしも職員開発への取組は職員側及び大学側双方において十分ではなく，大学職員の専

門性育成の点において大きな課題を残していると言われる(Lauwerys, 2002：95)。米国と比較し

た場合に，英国は日本と数多くの共通性が認められる国であって，その課題も含めて同国が歩ん

できた道は我が国の今後の SD制度化に少なからぬ示唆を与えるものと思われる。 

 

（３）フランス 

 全大学が国立であるフランスでは，大学が法人格を有しているものの，その職員は公務員であ

る。学内組織は原則として教学系と事務系に分かれており，法人化前の日本の国立大学同様の統

合的な事務局が置かれている。近年，大学の自律性が次第に高まって大学の管理運営の在り方が

大きく変わり，職員に必要とされる知識や能力が大きく変化してきた(Dizambourg, 1997)7)。 

 フランスの大学における管理運営の特徴の一つは，1960年代後半の学生運動後に制定された高
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等教育基本法（フォール法）で導入された全構成員自治である。大学には，重要な意思決定機関

として学長と三つの評議会（三評議会）が置かれる。三評議会では，教員，学生，外部者ととも

に職員が議席を有しており，それぞれの配分議席の割合の範囲が法令で定められている。しかし

ながら，職員の委員には組合が推挙する候補者が選出されることが多く，三評議会参加を通して

職員が大学の管理運営に参加すると言うよりも，組合代表者として自己の利益保護・増進の役割

を果たしているといった性格が強い 8)。 

 近年，職員の人事制度が「人事管理(gestion de personnels)」から「人的資源管理(gestion de 

ressources humaines)」に移行し，個々の職員能力開発に重点を置いて，組織全体の活性化を図

るものへと変化してきた(Comité de domaine ressources humaines, 1999)。職員開発に関しては，

公務員に関する法令によって職員は研修を受ける権利を有することが定められているが，上記の

ような変化に伴って，職員開発は個々の職員のキャリアを重視し，その向上支援を目的とすると

いった性格が強くなってきている。また，2006 年から全面適用された予算組織法(LOLF)に基づ

く結果重視型の予算制度導入 9)とも結び付いて，キャリア支援を含む目標管理型の人事評価制度

も導入されている。管理職員の地位を含めて原則として全てのポストが公募されており，各職員

は新たなポストへ挑戦していくことが期待されている。 

 高等教育を所管する国民教育省は，大学の管理職員を対象として全国職員研修運営計画(PNP)等

の研修を自ら計画・実施するほか，地方では出先機関である大学区で研修を組織し，また，管理職

員を対象として国民教育高等学院(ESEN)において，大学と連携した学位プログラムを含む体系的

な開発活動を提供・実施している。また，国民教育省の支援も受けた大学間連携組織である大学・

高等教育機関相互支援機構(AMUE)が，数多くの職員開発のためのセミナー等を提供している。 

 国立に限定されるフランスの大学においても，とりわけ欧州高等教育圏創設に向けて不可欠と

なる自律性拡大(Thiaw-Po-Une, 2006)に伴って，経営高度化の要請は避けられないものとなって

いる。しかしながら，同国では伝統的に教職員や学生の組合が強く，大学管理運営の改革は容易

ではなく，また，公務員のままである職員の身分 10)に基づく制約も少なくない。そういった困難

な状況の中でも，人的資源管理の下で管理職登用は公募とし，それに向けた能力開発支援を充実

している。そのような人事の在り方は，職員の発意によって専門性を高める方向に進むものと考

えられ，各職員のキャリアを重視する傾向が強まっている我が国に対して示唆を与えてくれよう。 

 

（４）ドイツ 

 ドイツの大学は集団管理を大学自治の基本原則とし，教員 (Hochschullehrer)，学生

(Studierende)，助手等の学術職員(akademische Mitarbeiter)，日本の大学職員の概念に近いそ

の他の職員(sonstige Mitarbeiter)を構成員としている。フランス同様に，大学の審議機関はこれ

らの構成員による集団代表制原理に基づいて構成され，職員を含む構成員の団体毎に定められた

比率に従って委員が選出される(天野ほか編, 1998：320)。 

 ドイツには私立大学が存在するが，規模は小さく，99%の大学職員（前述の「その他の職員」）

は州立大学の職員である。州立大学の職員は，官吏(Beamte)，雇員(Angestellte)及び傭人
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(Arbeiter)に分けられ，官吏は任用団体と公法上の関係に置かれるが，雇員及び傭人は任用団体

と私法上の関係にある（両者の区別は職務の相違に基づく）。官吏の任命権は州が有し，州によっ

ては大学に委任されている場合がある。官吏の採用は，予備教育（大学の課程修了等）及び養成

教育（準備勤務）を経て，修了試験によって正式に決められる。大学職員の養成は多様であるが，

高級行政官の多くは法曹として養成され，また，それ以外に試補研修後の国家試験に合格するこ

とによって法曹資格と同等の資格を得ることも可能である。 

 大学職員の研修は，公務員の現職研修の一環として，各州の行政高等専門学校や内務省所管の研

修所で実施される。また，高等教育大綱法第 2条が教職員の研修について規定しており，各大学は，

外国語会話やコンピュータ操作，中堅職員を対象とする実務上の諸問題に関する講座等を開設して

いる。個別大学が実施する研修事業を他大学の教職員に開放する場合があり，例えば，ノルトライ

ン＝ヴェストファーレン州の大学共同研修事業(Hochschulübergreifende Fortbildung, HÜF)は，

ハーゲン市に設置する施設と e-ラーニングを活用して研修の機会を提供している。 

 他方，学外の機関が実施する大学職員の研修事業として，ベルテルスマン財団とドイツ学長会

議 が共 同で設置 する非営利有限会社で ある 高等 教育 開発センター (Centrum für 

Hochschulentwicklung, CHE)，大学及び学術支援団体等を会員とする社団である学術経営セン

ター(Zentrum für Wissenschaftsmanagement, ZWM)があり，それぞれ大学改革に関連する研修

事業，大学及び研究所等の経営に関する研修を行っている。 

 今日，ドイツにおいても，従来の教育研究や管理事務(Administration)に属さない業務領域で

高い専門性を有する者の必要性が高まっている。大学職員の開発活動は学位を授与する正規のプ

ログラムになっていなかったが，近年，大学の管理運営の専門職員を養成するための修士課程等

を設ける大学や高等専門学校が増えてきている(WZI, 2005)。 

 

（５）中国 

 中国の大学における管理運営の特徴の一つは，党委書記を長とする共産党系統と学長を長とす

る行政系統の二つがあることである。制度的には共産党系統が上に位置するとされるが，実際の

意思決定は必ずしも共産党系統が一方的に行うのではなく，また，学長が党委書記を兼務する場

合もある。大学職員は，行政系統に位置付けられる人事部や教務部，学生部といった諸組織で業

務を行う職員である。 

 2000 年 6 月，教育部は，「大学人事制度改革を深化する実施意見」（以下「実施意見」と言

う）を公布し，その中で教職員の契約任期制や評価制度，それと連動した給与支給等の改革方針

を示した。そして，同年から一部の大学で大学職員制改革を試行することを決定し，4年後の 2004

年，国家人事部と教育部は当該大学職員制改革が大きな成果を収めたと判断し，全大学で職員制

改革を導入することを決定した。 

 新しい職員制度では，学歴や勤務年数，実績等に基づいて職員の格付けを行う職級格付制度が

導入され，職員は高級職員，中級職員，初級職員の三段階に格付けされ，これら職員全員につい

て契約任期制が実施されて終身制は廃止された。また，徳（品行），能（業務能力），勤（出勤
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率），績（業績）の四つの側面に基づく評価が導入され（業績評価がその中心），各年度末と任

期期間後に，契約書に書かれた個人が計画した目標と所属部門が設定した目標（職位，職責と勤

務内容・勤務量等）に基づいて評価が行われることとなった。評価の結果は，優秀，合格，不合

格のいずれかであり，2 年連続で不合格の者は解雇される一方で，合格者は契約を更新し，もし

適当な職務があれば，あるいは各級任期条件を満たせば昇格し，更に高尚な品行，優れた実績が

評価された職員に対しては，飛び昇進もあり得るとされる。また，給与と賞与の額は，評価の結

果に応じて決定される。 

 大学職員の開発に関しては，新しい評価制度導入と同時に，各大学は各職級の必要性に基づい

て体系的に研修を行うこととされた。その主な種類は，新人研修，専門業務知識研修，知識更新

研修である。研修期間の成績は，その後の人事に関して参考資料となるとされる。また，教育部

（日本の文部科学省に相当）の直轄機関である国家教育行政学院が，大学の幹部職員を対象とし

た様々な研修活動を行っている 11)。 

 この外，外国の大学と連携するなどして，大学管理職員向けの大学院教育課程が整備されてき

ている。例えば，キャンベラ大学（豪州）と連携した杭州師範大学専門人材養成プログラム

(educational leadership)，ペンシルバニア大学（米国）と連携した北京大学教育大学院と国家教

育行政学院の「高級教育行政管理博士(Executive Ed. D.)」課程が挙げられる。 

 

（６）韓国 

 韓国の高等教育は，日本同様に私立高等教育機関が大半の学生を受け入れるという私立優位の

構造を有している。国立大学は法人格を有しない国の行政組織であり，その職員は公務員試験を

経て採用される。私立大学の採用形態は多様であるが，競争力のある大学や改革主導型の大学で

は，学内外から幅広く人材募集を行う例が増えてきている。 

 雇用形態（私立大学）に関しては，従来の年功序列制から脱した能力給を基本とする俸給制が

台頭しつつあり，年俸制契約が多くなっている。一部の大学では，職能・態度・業績等の評価要

素を中心に職員を評価し，結果に応じて本俸の 150～250%まで増額支給する奨励方策を導入して

いる。契約職であっても，評価結果に基づき学内の人事委員会の審議を経て，再契約乃至正規職

への転換も可能である。志願・資格要件として，業務遂行に必要な専門領域における資格証取得

（たとえば代表的なものとして，会計士や臨床カウンセラー等）や，英語（会話）能力（TOEIC

等）の他，関連専門分野の修士号乃至博士号(Ed. D)取得を求められることが多い。 

 大学職員の開発に関しては，教員だけでなく職員についても米国を始めとする先進国の大学院

に留学することが奨励されている。また，人事制度において，人的資源開発の考え方が幅広く導

入され，各職員にはキャリア向上のため生涯に渡る学習が求められることとなった。 

 大学職員開発のための全国的な活動としては，大学教育協議会が専門大学教育協議会と連携し

て 1995 年に設置した高等教育研修院が様々な開発活動を提供し，1999 年からは同研修院に代

わって専門的に担当する教職員研修部が大学教育協議会内部に設置され，より専門化されたプロ

グラムの開発・調査活動を進められている 12)。 
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 また，少数ではあるが，韓国においても大学職員を対象とする大学院が設置され始めている。

1999年，亜州大学校教育大学院は「大学行政管理専攻」（夜間制）を設置し，主として現職の大

学職員を対象として，高等教育に関する基礎知識や理論を提供する講義科目，高等教育を取り巻

く様々な課題を扱う演習及び研修を提供している。 

 

３．日本におけるＳＤの制度化－現状と課題 

（１）雇用環境の変化 13) 

 近年，我が国の労働市場において，人事管理の複線化，短期契約職員・派遣職員の増加といっ

た雇用流動性の増大など，大きな変化が認められる。こうした雇用情勢変化の結果，企業におけ

る人材開発は，雇用者主導の能力開発から個人主導の能力開発へ移行していると言われる。それ

は，職員が自己の雇用される能力（就業能力(employability)）を維持する責任があるとされる一

方で，雇用者はその能力開発を積極的に支援することを約束するという制度に移行するものであ

り，それには，当該企業でしか用いられない企業特殊的能力の重視から，普遍的に通用する一般

的能力の重視への移行が含まれる。 

 日本の企業では，こうした変化に応えるため，米国で開発された「キャリア開発プログラム」

(CDP: career development program)が導入されてきている。また，国においても，平成 5年，専

門的知識を段階的・体系的に習得することを支援するためのビジネス・キャリア制度を設けるな

どして，新しい能力開発手法の普及を促してきた。第七次職業能力開発基本計画（平成 13 年 5

月策定）は，「キャリア形成支援システムの整備」を職業能力開発施策の最初に挙げ，キャリア・

コンサルティング技法の開発等とともに企業内におけるキャリア形成支援の確立を求めた。企業

において，人事が次第にキャリアを重視する人的資源開発に移行するとともに，職員個人のキャ

リア形成への支援が充実されつつある様子が窺える。 

 他方，大学では，職員向けに CDPによる支援方策を整備したり，キャリアを重視した人事制度

を採用している機関は少ない。また，前述のように職員向けの開発活動は体系的に整備されてい

るとは言え，企業と較べて大学はその職員の能力開発に熱心に取り組んでいるとは言い難い 14)。

現在求められている大学経営の高度化には，職員の専門性を高めることが不可欠であるが，その

ためには，進展してきている労働市場の変化を踏まえて，職員が専門職化 15)する方向で新たな職

員開発手法が確立されることが期待される。それが SDの制度化に他ならない。 

 

（２）日本の大学職員についての現状と今後の見通し 

 上に SD の制度化の必要性に言及したが，制度化を検討する前に大学職員の現状や今後の見通

しを調査 16)の結果から見ることとしたい。 

 企業同様，多くの大学は，正職員を減少させて非常勤職員（含派遣職員）に依存を強める傾向

を示している。396 大学中，291 大学は正職員は減少すると答える一方で，214 大学は非常勤職

員は増えると回答している。また，調査では常勤・非常勤の専門職 17)の今後の増減についても尋

ねている。専門職が減るとする大学はほとんどなく，増えるとする大学は半数近い 191 である。
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他方，変わらないとする大学は 175大学であり，減る（5大学）及び無回答（25大学）と合わせ

ると 205 大学で，増えると回答する大学を上回る。これは，前期の正職員減少方針に鑑みて，専

門職に対する需要が必ずしも多くないというよりは，専門職を含めて職員数（正職員）が増えな

いと考える大学が多いことを反映していると考えられる。 

 今後の職員の役割については，法人化を控えていたこともあって国立大学で大学経営へ管理職

員が一層参画するといった回答が 8 割以上を占め，公私立大学の三分の二も肯定的であり，多く

の大学で今後職員の役割が高まると予測している様子が窺える。また，国立大学のほぼ全てが一

部の職員は専門性を高めて業務に従事 18)するとし，公私立大学でも 6割前後は同様に回答してお

り，専門性を高める必要性が多くの大学で認識されているものと受け止められる。他方，教育研

究における教員との協業に関しては 2～4 割程度に止まっており，専門性が高まるのは主として

経営面であると考えられる。 

職員開発の主たる方法は，OJT を中心として各種研修等を活用する大学が最も多く，また，自

主性に任せるという大学も多い。学内で各種プログラムを用意する大学は少なく，むしろ外部リ

ソースを利用するといった大学数が上回る。 

職員開発上の課題では，圧倒的に時間不足と職員の意識の低さが指摘され，それには及ばない

ものの学内での温度差が挙げられている。職員開発に適した大学院プログラムの欠如や職能団体

の未発達を指摘する大学は少ない。事務局においては，概ね職員開発は内部で行うのが原則で課

題も内部の問題として受け止められており，大学院教育を始めとする外部の資源は二次的である

か依存度は低く，その未整備等は課題として必ずしも認識されていないようである。 

 以上から，第一に，国公私立大学を通じて正職員は減少し，その一方で大学経営における職員

の責任や役割は拡大するものと見込まれていることが分かる。この正職員の減少と職員の責任・

役割の拡大が同時に現実となるのであれば，個々の正職員に対して非常に高度な業務遂行能力が

求められるようになることは自明である。そのことは，多くの大学で少なくとも一部の職員は専

門性を高めると予測されていることに符合する。そして，そうした高度な業務遂行能力を有する

職員を開発するための活動の充実が喫緊の課題となっていることが理解されよう。 

 現状では，職員開発は主として伝統的な OJTや自己開発が中心であり，大学院教育を含む外部

資源の活用は限定的である。その一方で，職員開発の課題は低い職員の意識や時間確保といった

学内の問題として概ね受け止められており，SD にかかる制度全般にまで指摘は及んでいない。

これは，現在の人事制度に基づく指摘の結果でもあり，また，個々の大学だけで当該制度全般を

議論することには限界があるからであろう。 

 以下，調査結果から見出し得る課題も踏まえつつ，今後における SDの制度化について検討し，

その条件を探ることとしたい。 

 

（３）ＳＤ制度化の条件 

 21世紀における SDの制度化は，日本の労働市場の変化を踏まえて，個人のキャリアを重視し

た制度の構築となろう。具体的には，配置や昇進，評価，褒賞といった人事管理の諸制度と関連
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付けて能力開発制度を構築し，職員一人一人の個性に配慮したキャリア支援を行いつつ，職員に

可能な限り自立を促すような制度となるものと考えられる。それは諸外国の大学でも普及してき

ている人的資源開発に依拠するものとなろう。そして，学外においても，専門職員が職能毎に組

織化されることを含んで，大学職員を開発するための諸活動が展開されなければならない。 

 以下に，上に見た諸外国の例も参考にしつつ，学内体制の整備，大学間協力による開発活動の

推進，専門職団体の構築，大学院教育の普及といった観点から，日本において SD が制度化され

るための条件について検討してみたい。 

 

 １）学内体制の整備 

 学内においては，それぞれの職場での OJT は当然に重視されるべきことは言うまでもないが，

職務に共通して求められる知識・技能を中心とした研修活動，例えば，語学やコンピュータ操作，

あるいは管理職員向けのマネジメント手法やリーダーシップ養成といった共通的必要事項の研修

活動が整備されなければならない。既に多くの大学で整備されていると思われるが，今後は，職

員の自律的なキャリア開発が可能となるような方向で，人事制度の改革と歩調を合わせて，開発活

動も再構成する必要があると考えられる。米国大学で一般化している CDPが参考となるであろう。 

 

２）大学間協力による開発活動の推進 

 学外では，国や地方公共団体，大学間連携組織等による開発活動が組織的に行われるようにな

ることが期待される。この段階における開発活動は，認証評価制度への対応，学内人事制度再構

築，危機管理への対応といった多くの大学で共有される諸課題が中心となろう。また，比較的長

期的・体系的研修によって，大学経営に関する高度な知識を学ぶとともに人的なネットワークを

形成する機会を提供することも期待される。こうした全国的な活動は，とりわけ自前で研修を行

うことが困難な小規模な大学にとって重要であり，国が積極的に支援することが期待される。また，

地域コンソーシアム等を設立し，職員開発活動を行うことはその有効な手段であると思われる。 

 

 ３）専門職団体の構築 

 日本の雇用が流動化していることに伴い，次第に大学職員についても流動化が進むものと予想

される。私立大学だけではなく，既に法人化された国立大学でも一部の職が公募されるようになっ

ており，こうした傾向は拡大していくことであろう。職員の流動化はその専門性の向上や同一領

域でのキャリア構築には不可欠であるが，その結果生じる専門職化に伴って，職員の帰属意識の

対象は大学ではなく，それぞれの専門職業(profession)へと移行していくことは避けられない。そ

して，その受け皿となるのが専門職団体であり，発展が期待されるものである。 

 

 ４）大学院教育の普及 

 高等教育の領域の大学院はとりわけ米国において発達しており，重要な大学経営人材の供給源

であるとともに，現職職員の開発に重要な役割を果たしている。既に見たように，欧州各国のみ
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ならず中国や韓国でも大学職員を対象とした大学院教育が普及してきている。大学経営高度化に

は体系的な知識・技能を修得した大学職員が不可欠であり，日本においても既に幾つか例が見ら

れるが，更に当該領域の大学院教育が普及することが期待される。 

 しかしながら，現状では，日本の大学院教育は大学職員のキャリア向上には直結しておらず，

また，必ずしも職員に最も必要とされる知識や技能を提供するものになっているとは言い難い。

これは，大学職員の職場において必要とされる専門性が十分に明確化されておらず開発するべき

能力が不明瞭であったり，明瞭であっても開発の必要性が上層部から十分に認識されていなかっ

たりする一方で，教育を提供する大学院側においても現場の必要性を十分に把握しておらず，ま

た，把握しても従来の高等教育研究の枠組では対応できないなどといった原因が考えられる。今

後，大学職員養成を目的に含む大学院は，米国のように専門職団体や現職の職員の協力を得つつ，

現場での需要を十分に把握したカリキュラムを策定する必要がある。その際，事例研究を積み重

ねるとともに，実習を加えたり，現職の職員の講義等を取り入れることによってより実践的な教

育を行うことも必要であろう。 

 

（４）ＳＤ制度化と質的保証 

 上に SD 制度化の条件を 4 項目に渡って述べたが，そのいずれをとってもすぐに解決できるも

のではない。しかも，それぞれは独立して実現できるものではなく，例えば，大学院教育の普及

には今後発展するであろう専門職団体の協力が必要であるし，また，人事制度が個々の職員のキャ

リアを重視するものとならない限りは，大学院における学修を職場で活かすことは難しい。 

 しかしながら，大学改革を進め，高等教育の質的保証を図るに当たって，SD はその実現を左

右する重要な鍵の一つであり，また，課題が多いことに鑑みれば，最も重点的に充実が図られな

ければならない活動領域である。英国における大学の企業化に際して SD が非常に重要な役割を

果たしたことは上に述べたが，同国では SD抜きには大学運営改革が根付くことはなかったであ

ろうと言われている(Partington and Stainton, 2003：10)19)。日本における国立大学法人化を始

めとする大学改革の成否も，SD に左右されるであろうことは想像に難くない。SD の制度化は，

上に述べたような要素が全て構築され，有機的に結び付きつつ機能することによって，初めて実

現されると考えられる。そこに至るまでの道のりは決して平坦ではないが，大学関係者全ての力

と英知を結集させて着実に達成へ向けて努力することが期待される。 

 

【注】 

1) 本稿は，主として COE教育班報告書収録論考に拠った。より詳細な記述や図版を含む記述

については，当該論考を参照されたい。 

2) SDの用法やその変遷については大場(2006)参照。 

3) 例えば，"Staff development is often conceived of as applying only to teaching staff"(Rhodes 

and Hounsell (ed.), 1980：12)。なお，同書では，"staff development"の概念は決まったもの

が無く，用語としても標準化(standardize)されていないと述べている。 
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4) 本節の記述は，特に出典を明記した箇所を除いて大場編（2004及び 2006）に基づいた。特に，

ドイツ，中国，韓国については，ほぼ全面的に金子(2006)，叶(2006)，渡辺(2006)に拠った。 

5) 一般に事務系の管理職は専門化されているが，頻繁ではないもののその地位に教員が就くこ

とはあり得る(Twombly, 1990：16)。 

6) 例えば，「殆どの大学は管理職員に対してキャリア向上や専門職能開発のために十分な支援

を行っていない」(McDade, 1990：47)，「管理者は，…組織に過剰に組織に対して関心を

示すものの，職員の技能や専門知識に関する本質的問題に関しては十分に注意を払わない」

(Hossler, 1986：134)。 

7) ディザンブール(Dizambourg, 1997)は，特に重要な知識・能力として，コミュニケーション

能力，経済的関係を適切に処理することができる管理能力，外部の企業等との交渉を適切に

行うことができるための法的・行政的能力を挙げている。 

8) 例えば，大学長会議第一副議長のバレは，「1968年のフォール法，1984年のサバリ法以来，

大学の運営法は発展していない。…管理運営評議会で決められた戦略は各学問領域や各組合

を代表する圧力団体の決定の総体でしかないことがしばしばである。評議会は社会に対して

開き，半数は企業代表者を始めとする学外者にしなければならない」と述べている（2006

年 9月 30日付ル・モンド紙）。 

9) 予算配分方式を積み上げによる配分方式(logique de moyens)から結果重視の方式(logique 

de resultants)に変更し，その執行を予算管理者の責任とし，執行の成果について評価を行

うものである。 

10) 公務員の身分維持への要望は非常に強く，2003 年の大学長会議のシンポジウムでもその必

要性が関係各方面から指摘された(CPU, 2003：31)。 

11) 例えば，2006 年 8 月 28 日から 9 月 25 日にかけて開催された「第二十九期高校领领干部

进修班（第 29期大学上級幹部職員研修会）」では，受講者は現代の高等教育理論等を学ぶ

とともに，中国の高等教育改革の発展と管理に関する現代的課題・対策を研究討論し，幹部

としての思想や政治素質，リーダーシップを身に付けるとされた。 

12) この年以降，専門大学教育協議会も独自に研修事業を行うようになった。その結果，それぞ

れに必要とされる専門性に着目した研修事業が行われることとなった。 

13) 本項の記述は，大場（2005a及び 2005b）に基づいた。 

14) 異なる二つの調査からではあるが，約 7割の企業が職員（従業員）の能力開発を企業の責任

である又はそれに近いと考えているのに対して，大学ではその割合は 4割程度にしか過ぎな

いといった結果が出ている。また，大学職員を対象とした別の調査（大学行政管理学会実施）

においても，「自分のキャリアに役立つ指導をして欲しいと思いますか」に対して肯定的に

回答した者は 74.3%であったのに対して，実際に「自分の能力育成について大学と相談した」

者は 14.5%にしか過ぎない。 

15) 本項における「専門職化」は，医師や弁護士のように資格に基づいて専門職と認められるも

のではなく，「体系化された高度な知識を有し，知識社会で中心的位置を占める知識労働者」
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となるといった意味で用いている（大場, 2005a：49）。したがって，「専門職化」するこ

とは，高い専門性を身に付けることとほぼ同義であると考えて差し支えない。 

16) 平成 15 年から 16 年にかけて広島大学高等教育研究開発センターが全四年制大学（702 機

関）の事務局長を対象として行った調査。396 大学（国立 58，公立 53，私立 285）から回

答を得た。 

17) 質問紙では，専門職は「一定の業務に，それに関連する大学院教育等の養成課程又は職務経

験から得られる理論・知識を背景に従事する，高い専門性を有する者を意味します。必ずし

も資格等に基づくものではありませんが，ある程度その知識や技能等が明瞭になっているこ

とが前提になります」と定義し，例として，資金調達・運用やマーケティング，学生相談活

動，知的所有権処理，国際交流を挙げた。 

18) 質問紙では，専門性を高めることは専門職として業務に従事することは同様の趣旨で用いて

いる。 

19) 米国の大学においても，例えば，教務(academic affairs)と学生業務(student affairs)の協働

へ向けた改革にクー(Kuh)のモデル及び「計画的変化(planned change)」モデルが有効であ

ることを示した調査において，リーダーシップ及び目標設定／説明責任と並んで，職員開発

が計画的変化の主たる要因であることが明らかとなっている(Kezar, 2003：153)。 
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２．大学経営人材養成をめぐる現状と課題 

―大学事務職員に対するアンケート調査結果を踏まえて― 

 

山本 眞一 

 

（１）大学事務職員問題に対する関心の高まり 

近年，大学事務職員の位置付けや役割について，大学改革の観点から関心が高まってきている。

それは，これからの大学に期待される役割やそれに必要な諸改革を前にして，今の大学事務職員

のありようが，実情にそぐわないという漠然とした思いがあり，それを何とか改善しなければな

らないと考える人々が増えてきているからである。 

大学をめぐる諸環境の激変の中，大学がとるべき対応や行うべき業務は，複雑かつ高度化して

きている。昔のように教員が講義や研究を行い，それを職員が事務的にあるいは技術的に支える

だけで，大学はうまく回っていくという時代ではない。変化の緩慢な時代にあっては，教授会に

よる自治，すなわち教員主導の意思決定だけでも大学は運営できたが，これからの大学には知識

社会の中で主体性をもってその役割を果たすという大目標があり，また個別の大学にとっても，

18歳人口の減少の中でいかに優秀な学生を集めるか，競争的資金環境の中でいかに研究費や寄付

金を確保するか，地域社会や産業界からの期待にいかに応えるか，などさまざまな課題を処理し

ていかなければならない。さらに，大学本来の教育・研究活動も，かつては考えられなかったほ

ど高度化が進み，大学は多くの優秀な教員・研究者と先進的施設設備を必要とする一大装置産業

になってきた。このような大学を動かすには管理運営というよりは，「大学経営」という言葉がふ

さわしくなってきている。 

 

（２）職員に求められる能力とは 

ところが，これまでは大学事務職員は，大学業務の周辺部分の役割を与えられるのみで，した

がって職員が教員に対して過度に従属的であったり，また逆に非常に管理志向であったりして，

大学内部においても両者が協働して大学経営に当たるという雰囲気に乏しかった。これは，大学に

は教授や助教授などの教員がいて，その教員が学生を指導する，その教員・学生の関係こそ大学の

根幹であって，事務職員はこれを支えるサポート要員に過ぎないという意識が強かったためである。 

しかし，これからの大学には，教員とイコールの立場で仕事ができる良きパートナーとしての

人材が必要になる，そうでなければ，今後ますます複雑・高度化する大学経営は，早晩支えられ

なくなるであろう。このことは，今の職員をそっくりそのままそのパートナー職に据えるという

意味ではない。大学を経営しうるような人材を，現在の教員でも職員でもない第三のカテゴリー

の人材すなわち「アドミニストレータ」とも言うべき立場で，当面は職員の側からその多くを輩
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出しなければならないという意味である。そして彼らアドミニストレータに，教員と「協働的関

係」に立って仕事ができるだけのゆとりと能力を備えるために方策を練る必要がある。 

国立大学の法人化の検討の際文科省に置かれた「国立大学の法人化に関する調査検討会議」は，

2003 年 3 月に「新しい「国立大学法人像」について」と題する報告を出している。そこでは事

務組織について「従来のような法令に基づく行政事務処理や教員の教育研究活動の支援業務を中

心とする機能を越えて，教員組織と連携協力しつつ大学運営の企画立案に積極的に参画し，学長

以下の役員を直接支える大学運営の専門職集団としての機能を発揮することが可能となるよう」

見直すとしている。これは国立大学について述べたものであるが，若干の読み替えをすれば公立，

私立大学の場合でも当てはまる考え方である。 

 

（３）大学事務職員の数に関して 

１）国立と私立の違い 

 大学事務職員の問題を考える際，職員数がどのように推移し，またどのような現状にあるのか

を正しく見極める必要がある。世間では，「国立大学にはたくさんの職員がいて非効率的な運用が

なされているのに対して，私立大学は少ない職員で効率的に切り盛りしている，国立大学の職員

はもっと削減できるのではないか」という風な言い方で，大学を見ることが多いようである。確

かに，図 1に示すように，かつては国立大学の職員（事務系，技術技能系，医療系，教務系など

すべてを含む）は，教員数をはるかに上回る人数であったことは事実である。しかしその後，行

政改革による教職員定数の削減が，主に職員の側にかかってきたこともあり，その伸びは鈍化し，

やがて減少に転じて，最近では教員数を下回るまでになっている。 

 

図１ 大学教員・職員数の推移 （国立・私立別） 
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出典：文部省「学校基本調査」 

 

 これに対して，私立大学では大学の数が増えていることもあってか，教員数および職員数とも

その伸びは国立よりも大きく，かつては両方とも国立大学よりも数が少なかったのが，1975年頃

からは逆転し，経営危機が間近に迫った現在においても，依然として増え続けている。 
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 もっともこれらの数字は，いくつかの前提をおいて考える必要がある。その一つは，私立大学

は多数の学生を抱えているから，学生一人当たりの職員数は，私立よりも国立の方が多いはずだ

という意見であろう。確かにその通りである。数字を調べてみると，2000年度において，学生一

人当たりの職員数は，国立大学で 0.092人であるのに対して，私立大学では 0.052人であるから，

国立は 2倍近い人数ということになる。但し，国立大学では，この数字が 1965年（昭和 40年）

には 0.200人であったのが，年々減り続けて現在に至っているのに比べ，私立大学では同じ年に

0.041人であったのが，むしろ増加気味であることも忘れてはならない。 

 

２）医療系を除いて考える 

 もう一つの前提は，大学職員の中には，事務系だけでなく，医療系や教務系なども含まれてお

り，とくに医学部とその附属病院を抱える大学は，他の大学よりも職員数が多いので，そのバイ

アスを除く必要があるというものである。確かに，職員数の総計に占める医療系職員は，2001

年度において，国立で 38パーセント，私立では何と 48パーセントも占めている（学校基本調査）。

これを除けば，国立大学の職員数の方が私立大学よりも遥かに多いはずだという考えもありうる

だろう。それを除くと，私立大学職員数の国立大学職員数に対する倍率は，1.9 から 1.6 に下が

る。しかし，それでも国立大学が多くて，私立大学が少ないと問題にするほどの下がりようでは

ない。 

 おそらくは，東大や京大のように，医学部を抱え，また過去の歴史的経緯から職員数の多い国

立大学をイメージしての議論，つまり限られた数の大学での印象から全体を論じる傾向が，冒頭

の世間の見方を支えている可能性が高いのではないだろうか。そこで，もう少し広い範囲で，個

別の大学の様子を見る必要があるのではないかと考えてみた。 

私は後述するように，2 年前に科学研究費補助金による大学職員の能力向上に関するアンケー

ト調査をしたが，その折各大学の教員数と職員数を訊ねたデータがある。このデータは学校基本

調査に答えるために各大学が用意しているもので，その意味で学校基本調査の数字との連動性も

ある。そのように考え，医学部など医療系を含む大学と，それを含まない大学とに分けて分析を

した。図 2は，そのうち，医療系を含まない大学で，教員数，職員数についての回答が得られた

372 大学の分布を示している。結果は，マクロでの職員数の減少傾向を裏付けるように，国立大

学は，私立大学に比べて教員数に対する職員数の比率が低い。例えば，図 2でもっとも教員数の

大きい二つの大学は，それぞれ教員数が約 600であるが，職員数は 300弱であり，教員・職員比

は 2対 1である。それに比べて，同じく教員数約 600の二つの私立大学では，職員数がそれぞれ

約 600と約 500であり，教員・職員比は，はるかに職員側に大きい。もっともこの二つの国立大

学は学部入学定員が 1,700 人前後であるのに対して，私立大学の方は，6,000 人もいるから，学

生数を考えると話しは別になる。 

 ちなみに，図 2の分布に一次近似直線を当てはめてみると，国立大学は教員 1人増えるたびに

職員は 0.48人，公立大学では 0.35人，私立大学では 0.71人増加という係数が得られ，また教員

数と職員数の相関はそれぞれ大変高い，ということも分かった。 
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図２ 大学別にみた教員・職員数の現状（医療系を含む大学を除く） 
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出典：山本眞一，2001 年調査 

 

３）むしろ問題は国立大学の教員数の多さ 

 以上の分析結果から言えることは，職員数の問題もさることながら，私立大学では少ない教員

で切り盛りしているという実態である。この程度の教員数でも，大学設置基準をクリアしてちゃ

んと大学として成り立ち，運営されていることから考えると，国立や公立大学の教員数というも

のは，全く別種の基準によって設定されていることが分かる。教員数が多ければさまざまな事務

的用務も増えるが，それらは一体誰が担っているのだろうか。経営レベルの高級事務も，日常レ

ベルの通常事務も，教員側・職員側ともどもが渾然一体となって運用されているのが，どうやら

国立大学および公立大学の実態であるらしい。これは私の身の回りで得た実感からも言えそうで

ある。これらの関係を解きほぐす中から，大学経営人材養成問題を抽出する手がかりを得たいも

のである。 

 

（３）筑波大学における 6年間の実践 

 このような中，私は平成 12(2000)年，前任地の筑波大学大学研究センターで，大学職員の能力

開発とくにそのための意欲を刺激するために「大学経営人材養成のための短期集中公開研究会」

を開始した。大学事務職員の現状を見るにつけ，彼らの立場の確立を図るためにも，そして何よ

りもよりよい大学経営をするためにも，彼らの意欲を高め，かつ業務判断・処理能力を飛躍的に

高める必要があると考えたからである。今でこそ，大学事務職員の能力開発は，全国的な広がり

をもって関心が持たれているが，6 年前はそうではなかった。その意味で，筑波大学の試みは，

いわばパイオニアとしてのそれであった。 

研究会は，現職の大学事務職員が参加しやすいようにするため，実施はウィークデーの夜間（午

後 6 時 30 分開始）とし，また大学研究センターの研究活動の一環として位置付けることにより
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受講料は無料とした。2005年度までに年 2回，一回につき 5 日間実施した結果，回数で 12回，

延べ日数では 60 日間に及んでいる。受講者数も延べで 5 千人を超え，一定日数出席した場合に

授与する修了証書も 1,000 枚を超えた。当初 30 名程度の参加を想定してスタートしたが，出席

者は回を追うごとに増え，直近の 2005年度に入ってからは，申込者ベースで 200 名に迫り，実

際の出席者も 120名を超えるまでに至った。 

出席者の多くは私立大学職員で，18歳人口減への対処など国公立に比べて大学経営に関する問

題意識，危機感というものが大きいようである。しかし最近は，法人化の中で国立大学でも危機

意識が芽生えてきたのか，近隣の国立大学から集団で参加するケースが目立ってきている。彼ら

出席者の話などから判断して，各大学は多くの問題を抱えているようで，教員と職員との関係に

加えて，職員間の意識の差異（本人と上司）も大きいことが分かった。 

 

（４）大学事務職員の現状と問題意識に関する実態調査 

実践活動と平行して，科学研究費補助金による研究も実施し，その一環として，2001年，2003

年および 2006年に，全国の国公私立大学の事務局長（相当職を含む），中堅・若手職員を対象と

した大規模全国調査を実施した。調査対象者数は，2001 年および 2006 年が約 1,000 人，2003

年が約 5,000 人であった。この研究は，国立大学の法人化や 18 歳人口の減少に伴う学生確保の

困難化，知識社会の到来による大学への新たな期待の増大など，大学をめぐる管理運営および経

営環境の急激な変化の中で，これからの大学の管理運営および経営を担う人材，とくに学長・学

部長クラスのトップレベル人材のほかに，部長・課長等の中堅事務職員にも着目し，その能力養

成と養成した人材の活用方策について研究を行い，彼らが真に大学経営に必要な人材となること，

すなわちエンプロイヤビリティー（雇用されうるための必要かつ適切な能力）を高めるための方

策を明らかににすることを目的としている。 

以下，3回の実態調査から分かってきたことを記述する。 

 

１）国公私立で異なる年齢，学歴，勤続年数 

 2001年実施の調査では，事務局長の年齢，および事務局長と40歳代の中堅職員の最終学歴や大

学での勤続年数を聞いた。結果は，国公私立で大きく異なるものであった。まず事務局長の年齢

については，国公立大学が当時の公務員制度を背景に60歳定年であるのに対して，私立大学では

各大学が独自に定める関係もあり，私立では事務局長年齢が国公立よりも高い。最終学歴につい

ては，高卒が相当数含まれる国公立と，大部分が大学学部卒以上の私立とではかなりの差異が見

られた。これは，私立大学が都市部に集中し，自校卒業者を職員として採用するケースも多く，

また隠れた人気職種として，若手を中心に優秀な大卒人材を職員として集めうる状況があるから

ではないかと考えられる。 

際立った特徴は，当該大学における勤続年数である。つまり私立に比べて，国公立の事務局長

はその年数が極端に短い。その上，公立では中堅職員についても短い。国立では課長クラス以上

の幹部事務職員は，2年間程度の短期間で大学間を異動するという文部省およびその後の文科省
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の政策があり，公立では昨日まで知事部局に勤務していた「素人」の職員が，人事異動の一環で

たまたま大学に来ているという状況があるからである。（以上，表1）。 

 

表１ 職員のプロフィール 

図 表 １ 　 職 員 の プ ロ フ ィ ー ル
　 　 　 　 　 　 　 　 　 平 　均 　 勤 　 務 　 年 　 数 平 均 年 齢 大 卒 以 上 の
当 該 大 学 で の 大 学 職 員 と し て 全 就 職 期 間 学 歴 保 持 者
勤 務 年 数 （年 ） （含 他 大 学 ） （年 ） 　 （歳 ） 　 （パ ー セ ン ト ）

（事 務 局 長 ）
国 立 1 .6 1 3 .3 3 3 .8 5 4 .9 7 5 .6
公 立 1 .7 1 .8 3 3 .8 5 7 .4 8 4 .6
私 立 1 5 .6 2 3 .1 3 5 .6 5 9 .7 8 6 .7
総 計 1 1 .3 1 8 .6 3 5 .0 5 8 .5 8 4 .4
（ 中 堅 職 員 ）
国 立 1 4 .5 1 9 .0 1 9 .4 4 1 .5 6 3 .1
公 立 2 .9 3 .2 2 0 .9 4 2 .8 7 4 .0
私 立 1 3 .5 1 4 .9 1 8 .9 4 1 .9 8 8 .0
総 計 1 2 .5 1 4 .5 1 9 .3 4 1 .9 8 1 .7

 
出典：山本眞一，2001年全国実態調査 

 

２）能力向上策への関心は高い 

 職員自身のプロフィールに加えて，能力向上策とその中身についていくつか聞いた。その結果，

事務局長で90パーセント，中堅職員では96パーセントもの職員が，何らかの能力向上策が必要で

あると考えていることが分かった。設置者別には，公立大学では必要でないとする職員の割合が

やや目立ったが，これは上述のように，職員が知事部局など大学以外の部局との間を頻繁に異動

するので，大学職員固有の能力開発に消極的な職員が一定数存在するからではないかと思われる。

最近，桜美林大学など，修士課程レベルで大学職員の能力向上を図る専攻が出現しつつあるが，

このような修士課程を設置することの有効性を聞いたところ，意見はかなり分かれたものの，全

体的には修士課程プログラムは有効と考える職員が多い。その修士課程の中身について，関心あ

る分野を選択肢とともに聞いたところ，表2に示すとおり，経営戦略，長期計画などの企画能力

や，知的財産権，情報ネットワークなど新たに生じつつある分野の専門的知識の習得に大きな関

心があることが分かった。半面，日常的事務処理能力の向上については，関心が集まっていない。

これは，内外の情勢変化に備えて，職員の間でこれまでの研修スタイルとは根本的に異なる新た

な，しかも本格的な能力開発方策が必要であるという，ある種の危機意識が背景にあるからかも

知れない。 

表２ 能力開発に関する意見 

 
出典：山本眞一，2001 年全国実態調査 

  注：*は二者択一で、「その他」「無回答」は省略。**は複数回答可。 
 

 

(%) 
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３）実務に関係深い科目に人気が 

 能力向上方策の一環として，2003年調査では大学院ができた場合に想定される 25の授業科目

を示して，それへの関心度を聞いてみた。その結果，高い人気を得たのは「危機管理」や「目標・

評価」など具体的・実務的な問題に特化したような科目であった。早計は危険ではあるが，どう

やら従来からの高等教育研究の領域からだけでは，学生たる職員に満足の行くカリキュラムは組

めそうもない。ビジネスや経済，法律など幅広い領域から提供される授業科目により，実務に役

立つカリキュラムを作らなければならないのではないかと考えている。 

もっとも，科目の人気度だけでは，カリキュラムは決まらないであろう。なぜなら，大学経営

に当たっては，大学の本質とは何かなど，大学というものの性質や役割に関する深い理解が必要

であるためである。経営に関する知識なくして大学の運営が難しいのと同様，大学の本質論を抜

きにした経営方策は空虚である。今後提供されるべき授業科目の中で，当面は地味なものでも，

将来の大学の在り方を考えるには必要不可欠なものがあるはずであると，私は考えている。 
 

表３ 学びたい科目 

科 目 名 関 心 あ り

ど ちらか
とい え ば
あ り

ど ちらか
とい え ば
な し 関 心 な し 未 記 入

大 学 の 目 標 ・評 価 ・企 画 1 6 2 2 9 4 9 2 1 6 7 2 1 1 7
大 学 の 危 機 管 理 1 5 8 9 1 0 2 4 2 0 7 4 4 1 1 2
学 生 ・就 職 サ ー ビス 1 5 3 2 1 0 1 6 2 5 0 6 3 1 1 5
入 試 ・学 生 募 集 1 5 2 7 1 0 2 9 2 5 2 5 8 1 1 0
大 学 の 運 営 ・経 営 概 論 1 4 8 4 9 7 7 3 0 3 8 7 1 2 5
大 学 の 広 報 ・情 報 公 開 1 4 6 7 1 1 4 7 2 0 8 4 5 1 0 9
財 務 ・会 計 1 3 9 3 1 1 0 0 3 1 7 6 2 1 0 4
人 事 ・労 務 1 3 9 0 1 1 0 6 3 0 1 7 1 1 0 8
大 学 の 情 報 化 対 応 1 3 8 7 1 2 1 8 2 0 0 4 9 1 2 2
大 学 の 役 割 ・機 能 1 3 6 6 1 1 4 3 2 8 6 7 2 1 0 9
法 務 知 識 1 3 4 4 1 1 5 6 2 8 3 6 8 1 2 5
大 学 経 営 人 材 論 1 1 5 9 1 1 5 4 4 1 1 1 3 5 1 1 7
経 営 学 ・経 営 理 論 1 0 9 8 1 1 0 9 5 1 9 1 3 5 1 1 5
大 学 の 国 際 化 対 応 1 0 7 8 1 3 2 0 3 8 1 7 3 1 2 4
高 等 教 育 政 策 1 0 7 3 1 2 6 4 4 2 0 8 7 1 3 2
教 育 研 究 支 援 事 務 1 0 6 4 1 2 9 2 4 2 8 6 4 1 2 8
大 学 の 知 的 財 産 管 理 1 0 2 6 1 3 3 3 4 2 3 6 6 1 2 8
英 文 作 成 ・英 会 話 9 6 2 1 2 1 1 5 3 8 1 3 4 1 3 1
簿 記 ・会 計 8 6 3 1 2 8 1 5 8 1 1 2 7 1 2 4
政 策 形 成 ・分 析 法 8 4 9 1 1 3 8 6 7 7 1 6 8 1 4 4
経 済 ・時 事 問 題 7 5 7 1 3 7 8 5 7 7 1 3 4 1 3 0
諸 外 国 の 大 学 7 3 1 1 3 4 4 6 2 8 1 4 8 1 2 5
知 識 社 会 と大 学 6 9 2 1 4 2 8 5 9 2 1 0 4 1 6 0
大 学 の 歴 史 ・制 度 5 1 9 1 2 0 0 8 9 6 2 1 4 1 4 7
科 学 技 術 と大 学 4 8 0 1 3 2 1 8 8 0 1 5 1 1 4 4  

出典：山本眞一，2003 年調査 

 

４）資格付与も能力開発の有力な選択肢 

次に，2006 年調査では，表 4 のようにして事務職員の能力開発の方法について意見を聞いて

みた。三つの考えられる方法を挙げて，もっとも適した方法一つを選択してもらうことにしたと

ころ，国立大学の事務局長は，大学院修士課程を一番に挙げ，次いで資格付与，つまり勉学の結

果により例えば「大学経営専門士」のような専門資格を付与することを選択した者が多かった。

これに対して，公私立大学では研修を一番に挙げ，修士課程，資格付与については意見が分かれ
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ている。私の考えでは，おそらく国立大学では他大学の修士課程に学生として職員を送るにせよ，

また自らの大学に大学院修士課程を設立するにせよ，大学院という仕掛けに馴染みが深いことが

あり，さらに穿った見方をすれば，現行の研修には大きな問題があると考えている事務局長も多

いということなのではないだろうか。 

これに対して，公私立大学の事務局長が研修を挙げたのは，現実的な考え方であると同時に，

職員を長期間大学院で勉強させるほどの余裕がないという意味なのかも知れない。現に，何人か

の私学関係者に聞いたところ，そのような意見であった。もっとも三つの選択肢のうち選択しな

かった方法が有効ではないという意味に解釈すべきではない。これら三つの選択肢のメリット・

デメリットとその組み合わせについて，さらに考えてみることが必要であると思っている。 
 

表４ 事務職員の能力開発に最も適した方法（どれか一つ）       (%) 

国 立 公 立 四 大 公 立 短 大 私 立 四 大 私 立 短 大 総 計
修 士 課 程 37 .9 2 5 .0 1 4 .3 2 9 .6 2 0 .9 2 7 .4
研 修 2 1 .2 5 0 .0 6 4 .3 3 8 .2 4 6 .4 4 0 .2
資 格 付 与 3 1 .8 1 7 .3 1 4 .3 2 2 .9 2 4 .2 2 3 .5
無 回 答 9 .1 7 .7 7 .1 9 .3 8 .5 8 .8

総 計 (人 ） 6 6 5 2 1 4 2 8 0 1 5 3 5 6 5  
出典：山本眞一，2006 年全国調査 

 

また，能力開発が必要と思われる事務分野について，複数回答で聞いたところ，総務系，財務・

経理系および教務・学生系に多くの回答が集まった。興味あるのは，総務系や教務・学生系につ

いては，日常事務能力の開発よりも企画力の開発に多くの必要性を指摘しているのに対して，財

務・経理系については，日常事務処理能力の開発を指摘している者が多かったことである。もっ

とも国立大学に限れば，財務においても企画力の向上により多くの回答が集まっており，法人化

にともない，企業会計的財務の仕組みを取り入れるべく，さまざまな工夫を凝らしていることが，

ここにも影響しているように思える。 
 

表５ 能力開発が必要な事務分野（複数回答） 

 
出典：山本眞一，2006 年全国調査 
注：数字は、各欄の全回答者に対し「必要」と答えた者の割合（パーセント）である。 
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５）すでに取られつつある具体策 

2006年調査において，職員の能力開発のためにすでに各大学で採られている方策について聞い

たところ，多くの大学において各種の研修や，自己啓発活動に対する経費補助制度を設けている

ことが分かった。また，他大学への職務としての派遣制度については，国立大学が突出している

が，これには大学院での勉学目的のための派遣に加えて，他大学が実施する研修会・研究会に出

張のような形で参加することも含まれていると思われるので，気をつける必要がある。 

以上のような実態を踏まえて，これからの職員能力開発の方向性について，さらに詳しく検討

がなされるべきであろう。 

 

表６ 大学における能力開発方策として実施しているもの（複数回答）   (%) 

国立 公立四大 公立短大 私立四大 私立短大 総計
各種研修 92.4 48.1 50.0 66.4 56.2 64.6
自己啓発経費補助 63.6 34.6 50.0 76.1 71.9 69.0
大学への派遣 53.0 0.0 0.0 9.3 3.9 11.9
大学での勉学奨励 21.2 3.8 0.0 9.3 3.9 8.5
表彰・能力評価 18.2 15.4 14.3 23.2 13.1 18.9
その他 10.6 26.9 28.6 6.8 5.2 9.2  

出典：山本眞一，2006 年全国調査 

 

【参考文献】 

民主教育協会(2005)「SD／大学職員の能力開発」『IDE現代の高等教育』No.469 特集。 

山本眞一(2003)「職員と大学改革」有本章・山本眞一編『大学改革の現在』東信堂，PP.187-203。 

山本眞一(2006)『大学事務職員のための高等教育システム論』文葉社。 
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第５章 人事システムと政策 

             

山野井 敦徳 

 

現在，わが国の高等教育と政府や社会との関係は大学構造改革や知識基盤社会への移行に伴っ

て大きく変貌した。この間，高等教育界の市場化が著しく進行し，大学機関の経営やリーダーシッ

プが期待されている。その自由化の担保としてステークホルダーから大学へのアカウンタビリ

ティ（社会的説明責任）が問われ，それに対応してきびしい大学評価が求められている。中でも

大学教員の人事（評価）というこれまでタブー視されてきた大学を支える上での根幹たる心臓部

にまで改革が要請されている。大学教員15万人でわが国の教育研究や科学技術の根幹を支えるこ

とは，ありていに申せば，知識基盤社会における1億2千万人の日本国民の将来を左右する問題で

ある。ところが，わが国では大学教授市場，機関あるいは大学教員等において流動性が低いため，

わが国の国際的に見た学問的な生産性は，各領域でブレイクスルーするような世界最高水準の学

問的生産性においてそれほど貢献しているとは言い難い。 

 本章では，これまで学問的に流動性を検討した研究成果を踏まえて，大学教員の人事システム

における流動性を規定する要因とは一体どのようなものであるか検討する。そしてそれが学問的

生産性と基本的にどのように関わるのかについて国際的な視点も含めてわが国の現状を整理し，

基本的なメカニズムを枠づけしておきたい。そのため，本稿ではこうした流動性を促進するため

に社会的メカニズムに言及すると同時に，1997年以来導入されてきた任期制を中核に，筆者がこ

れまでに解明してきた人事に関する研究成果を報告する。また，その現状と課題について言及す

るとともに，近未来の21世紀知識基盤社会におけるわが国の人事政策について多角的な視点から

検討する。 

 もとより，個別機関の人事システムや人事評価システムは，各機関の建学精神，理念，目的，

これまでの伝統や立地条件によって異なることには留意されるべきであり，また各機関のおかれ

たコンテクスト（社会的文脈）の中で構築されるべきであろう。その場合に，ここでの論議が各

機関の人事評価システム構築の論議に話題を提供することができれば幸いである。 

 

１．流動性はなぜ教育研究を活性化するのか 

（１）「聖なるスパーク」仮説 対「社会的報酬」仮説 

 科学者が研究する場合の動機づけとして，科学社会学においては二つの仮説が従来から主張さ

れてきた。すなわち，第一の仮説は，「聖なるスパーク」(holy spark)仮説である。科学者は理想

に燃えて，外部の社会的・経済的な環境などとは関係なく，研究のみに没頭する。研究者の鏡と

も言えるこうした奇特な人は歴史上枚挙にいとまがない。これらの人物は，理想に燃えて外部か

らの動機づけとは関係なく，いわば科学者の性善説に基礎をおいている。 

 一方，第二の仮説は「社会的報賞」(social rewards)仮説である。社会的報賞とはポジティブな

高い学問的生産性に対してプラスの報賞を，逆にネガティブな低い学問的生産性に対してはマイ
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ナスのサンクションが機能する社会的システムである。大学における教育研究の活性化は，第一

の性善説的な仮説で成り立つとすれば，現在の市場的環境は不必要であろう。第一の仮説にした

がって行動する科学者は，第二の仮説の機能の有無にかかわらず，自らの内面的動機づけによっ

て主体的に行動する。そのため内面的な動機づけに欠ける科学者には外発的動機づけが不可欠と

なる。 

 いずれにしても，アメリカの科学者社会を分析した先行の科学社会学研究によれば，「聖なる

スパーク」仮説より「社会的報償」仮説が一般的に支持されている。わが国の構造改革前の時代

は競争に依拠する市場原理があまり支配しない社会であり，「聖なるスパーク」仮説を支持する

環境にあった。しかし，構造改革によって大学や大学人のアカウンタビリティが問われ，市場化

と大学評価，質的保証システム，任期制，認証評価制度，国立大学法人化などの大学構造改革は，

ある面ではいかに効率的な「社会的報賞システム」を大学に組み込むかが政府や社会に期待され

ている。ここで課題としている大学教授市場や人事における流動性とは，実は，こうした「社会

的報賞システム」と不可分の関係にあるのである。 

 

（２）国際的に見たわが国の流動性 

大学機関にせよ，大学教員市場にせよ，あるいは大学教員自身にせよ，そもそも，その流動性

とは，基本的にはMobility（移動）によって規定され，それらはまた国ごとに相違する。 

表1に示すように，筆者の分析によるカーネギー大学教授職国際調査データによれば，わが国の

大学教員の推計生涯移動回数は，現在の勤務校を除くと，わずか0.78回と国際的にもっとも低い

流動性のグループに入る（アメリカは1.62回で，最高のオランダは3.53，最低のロシアが0.54）。 

しかし，もっと重要な視点は，世代別に見てわが国の流動性は先進諸外国とは対照的に，40代

から定年までにかけて流動性が急減することであろう。たとえば，アメリカでは30-35歳代の移動

率0.31回で，以降，5歳刻みで移動値は増大しており，65-69歳代では1.15回にまで増大している。 

一方，日本では20歳代から60歳代まで0.33回から0.48回で推移しており，40年間でわずか0.15

回しか移動していないことになる。一般の企業に勤めた経験も14カ国の中で韓国に続いて最低で

ある。 

いずれにしても日米格差の理由は，わが国では全世代を通して競争原理を働かせる人事システ

ムが工夫されていないからである。わが国の流動性は市場の拡大と定年に伴う流動性だけに依存

するシステムになっている。そのため，アメリカと相違して教授に昇格したとたんに学問的生産

性が低下すると言われる。これらが，わが国における現在の大学教員の人事評価システムの要請

につながっている。大学教員の人事システムと人事評価システムとは峻別されるべきだ。人事シ

ステムは主として個人を対象とするが，人事評価システムは大きく分けて組織的評価と個人的評

価の二つの側面を持つ。そのいずれも最終的には大学の教育研究の生産性と深く関わる。わが国

では人事システムの議論をないがしろにして人事評価システムの構築に走るというという矛盾を

露呈している。 
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表１ 各国の世代別移動回数と生涯移動期待値     （単位：回数，％） 

国名 -30歳 30-35 35-40 40-45 45-50 50-55 55-60 60-65 65歳- 生涯期待 

移動 

教授 

比率 

アメリカ 0.09 0.31 0.53 0.73 0.84 1.00 1.00 1.02 1.15 1.62 38.3 

イギリス - - - - - - - - - 1.77 - 

ドイツ 0.11 0.28 0.66 1.00 1.14 1.13 1.17 1.12 1.48 2.00 48.8 

オランダ 0.18 1.00 1.05 1.21 1.88 1.39 1.00 2.00 - 3.53 - 

ロシア - 0.22 0.10 0.16 0.24 0.25 0.29 0.45 0.50 0.54 26.8 

スウェーデン 0.30 0.49 0.53 0.68 0.73 0.91 0.87 0.87 1.40 1.68 15.7 

メキシコ 0.23 0.32 0.52 0.59 0.55 0.62 0.78 - - 1.54 - 

ブラジル 0.63 0.93 0.91 0.91 1.22 1.25 1.50 1.04 1.06 2.42 - 

チリ 0.14 0.35 0.54 0.58 0.84 0.96 1.13 1.10 0.96 1.52 19.5 

オーストラリア 0.29 0.53 0.85 1.05 1.06 1.27 1.34 1.22 - 2.58 - 

日本 0.44 0.42 0.38 0.33 0.41 0.41 0.47 0.64 0.81 0.78 54.3 

韓国 - 0.10 0.11 0.37 0.32 0.43 0.55 0.48 - 0.83 36.1 

香港 0.41 0.37 0.55 0.78 1.14 1.39 1.76 2.42 - 2.69 8.3 

イスラエル - 0.56 0.42 0.86 0.90 0.95 0.87 0.76 1.56 1.64 20.8 

注１：カーネギー大学教授職国際調査より筆者が分析した。 

注２：生涯移動回数はアンケートの年齢バイアスを除いた生涯移動期待値である。 

注３：－はサンプル 10 以下のため省略。なお，イギリスは世代間サンプル数が少数のため涯移動期待値のみを

示した。 

 

両システムにおいてはそれらのシステム自体がそもそも教育研究成果とどのように関係するか

という点に本質課題があるが，ここではまず，人事システムの観点から大学教員の流動性の問題

を検討しておきたい。私がこれまで定義してきた流動性（移動）とは，大学教員の各機関（市場）

への配分(allocation)と選抜(selection)の過程である。ここでの重要なポイントは，この配分と選

抜の過程は大学教員の厳正なる評価によって決定されるということが大前提とされることであろ

う。すなわち，流動性とは厳正なる評価と不可分であることをここでは，まず認識しておきたい。

逆に言えば，評価を伴わない移動や流動性は「社会的報賞」仮説から判断して教育研究の活性化

には連動しない。単なる置き換えの流動性や市場拡大による流動性などが直接，教育研究の活性

化に連動するかどうかはさらなる検証を必要とする。いずれにせよ，これらの具体的な検討は節

を改めて検討してみたい。 

日米以外に国際的に比較してみても，世界の大学教員のキャリア形成は各国の大学教員養成シ

ステム，教育研究組織や職階制度，雇用制度や人事のあり方等によって大きく相違する。筆者は

カーネギー大学教授職国際調査のデータ分析によって14カ国・地域の大学教員の世代間移動を分

析した。それによれば，国際的に見た我が国の基本的な特徴は，大学教員の流動性の度合いを示

す生涯移動とそのキャリア形成に関するキャリア・カーブにある。 

前者の一生涯における各国の大学教員の移動回数を見ると，わが国の移動回数は14カ国の中で

13位，最下位のロシアに続いて流動性が最も低いグループに入る。生涯の移動の移動期待回数は

0.78で平均的に見て一回を切っている。分散を考えれば，複数回移動する人も少なくないので，

まったく移動しない人はかなりの割合に上るであろう。日本の調査対象では1,699名を対象として，
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平均年齢51.4歳，勤務校が5校以上，1.5%，4校，1.6%，3校，6.8%，2校，27.3%，現勤務校の1

校のみは62.8%を占める。移動期待値は0.78であるが，実際に移動しない人は60%以上に上る。 

他方，後者のキャリア・カーブについては表1に示すように，各国によって異なる。この表で注

意しなければならないのは，各世代の移動回数は，各世代の期間に移動した回数ではなく，現在

の年齢に基づいて彼らの初職から現在までの総移動回数の平均を示している。したがって，世代

が高くなるほど平均移動回数は増加する傾向にある。しかし各世代の市場成長率は時代の変化を

受けるので，世代間の違いやサンプル対象の相違による逆転現象（前の世代より後の世代の移動

回数が低い）が認められる。 

このデータ分析によって，国際的な視点から各国のキャリア形成や世代間の選抜過程の特徴を

相対的に把握することが可能である。まず，若年期（助手・講師，30歳代）・中年期（助教授・

前期教授45-55歳代）・高年期（後期教授・定年期，60歳代以上）の世代で分析してみると，わが

国の大学教員のキャリア形成の特徴は，若年期の移動の多さ，② 中年期の移動率の少なさ（漸次

的な減少），定年期の移動の多さ，にある。わが国のこの基本形を国際的に見るときわめて特異

であることが理解される。国際的に見てキャリアの典型は，第1にアメリカ型が挙げられよう。そ

のキャリアプロセスは年齢を積むに比例して移動回数も上昇している。このタイプに属するのは，

ドイツ，オーストラリア，香港などである。第2に定年期に移動率が急増ないし倍増するのは，日

本以外にドイツ（65歳以上），オランダ（60-65歳），ロシア（60歳以上），香港（60歳以上）

が上げられる。わが国の場合にはこの理由の背景に大学の設置形態の相違と定年制による国立大

から私立への移動によることは自明である。第3に，わが国と他国との移動率において著しく相違

する点は助教授から教授昇進にかけての時期にある。 

例えば，わが国の教授昇進の該当年齢に大半が属すと判断される45-55歳の大学教員の移動率は

前半と後半でほとんど変化していない。また40-45歳や55-60歳との差はともに0.07前後で僅差で

ある。日本と同様，移動回数の低い韓国でさえ中年期の移動回数は年齢に比例して上昇している。

この移動率の背景には教授昇進時期の人事と符合するものがある。例えば，教員全体に占める教

授比率はアメリカ38.8%，ドイツ48.8%，ロシア26.8%，スウェーデン15.7%，チリ19.5%，オー

ストラリア20.8%，韓国36.1%，香港8.3%，イスラエル20.3%で，国によってまちまちであるが，

わが国は54.3%と教授比率は世界の最高レベルを占める。教授比率が低ければ助教授から教授へ

の昇進に厳しい選抜が生じるのは必至である。この教授比率の割合と生涯移動期待値の相関を算

出してみると，－0.49の比較的高い相関のあることが確認された（山野井 1996）。すなわち教授

比率が低いほど移動率が高いのである。その他にもテニュア比率，非常勤比率，市場成長率と移

動回数との相関を求めたが，教授比率との相関が最も高かった。したがって，わが国において中

年期の選抜的な移動がほとんど皆無なのは，助教授以下よりも教授が多く，かつUp or Out政策な

ど人事の歯止め政策が組み込まれていないことが影響している。もちろん上述した講座制など教

育研究の内部組織のあり方も，わが国のキャリアの基本形に大きく作用している。 
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２．流動性を調整するメカニズムはなにか 

（１）大学教授市場の逼迫と三重苦 

戦後の大学教授市場について出身校ごとのシェアを分析してみると，1960年代以前，東大の寡

占化，1980年代，旧帝大を中心とした研究大学による市場のブロック化，1990年代以降，構造改

革による研究大学を中心とした市場の全国化，が顕著になってきた。ここでは割愛するが，教員

人事の流動性が高まるとともに，戦後60年にして市場化への移行に伴い研究大学のシェアも勝ち

組と負け組とで次第に差が出はじめたことはきわめて興味深い。それと同時に他方では，教員個

人レベルの流動性について分析してみると，最近，興味深い現象が起きている。あまり期待され

るべきものではないが，筆者はそれを「大学教員の三重苦」と呼んでいる。 

第一に，若手の職階は任期制による非常勤職がポスドク(post doctors)，COE研究員をはじめ大

型プロジェクト雇用を中心に実に多様化し，研究者としての将来的なキャリアパスが次第に不透

明になっており，ポスドク後の就職難に直面している。科学技術基本法や大型外部資金制度の導

入によって，2005年現在，12,000人以上のポスドクがいるが，彼らの将来的な身分の保証はなん

らなされていない。ある調査によれば，たとえば日本学術振興会特別研究員の任期終了直後にお

いて，常勤職に採用された者は35%にとどまっている。また理化学研究所基礎科学特別研究員の

任期終了時でも任期制でない常勤職への採用は，同様に28%にとどまり，3割にも達していない。

任期制の後にまた任期制ポストへの就職では安定した研究生活どころか生活基盤も危ない。一回

の任期制を経験した研究者には常勤職を用意するとか，テニュア・トラックをベースにした任期

制，すなわち，最初の数年間は任期制だが，任期終了時での評価で終身雇用制を保証するシステ

ムを早急に確立すべきである。平成18年度の概算要求で，文部科学省においてはポスドク就職斡

旋プロジェクトに5億円規模の概算要求を実施する予定であるが，早急なる対応が要請されている。 

第二に，中高年世代は，18歳人口減に伴う大学淘汰による失業の危機に直面している。国立大

学法人協会の学長調査によれば，平均して60大学が淘汰されるだろうという予測が出ている。若

手はともかく，中高年世代での突然の失職問題は大学界にとっても個人にとっても由々しき問題

である。大学閉鎖に伴う学生の単位修了までの在学保証についてはいろいろな対応や論議がなさ

れているが，教員についての行政レベルの対応はこれまでほとんど無策で，その実態も報告され

ていない。GNPにもマイナスの貢献による生産性向上もあるが，大学倒産による教員の失職も皮

肉にも彼らの流動性を引き上げる要因になるのである。こうしたマイナスの流動性は決して学問

的生産性につながるものでないことは自明であろう。 

 第三に，シニア世代にも危機が生じつつある。これまでシニア世代の定年期の流動性は国立大

学の定年者が私立大学に移動することによって全世代の中でももっとも高かったが，最近では，

2007年の団塊の世代の退職期を迎えて，シニア世代のもう一つの「2007年問題」になりつつある

（いわゆる「2007年問題」は，学生定員枠と志願者数が同数，あるいは定員枠の方が多くなり，

大学淘汰のはじまりを示唆する象徴とされた）。学問的な継承性の保証とともに，シニア世代が

第二の就職を見出すことは，18歳人口急減期の市場においてはなはだ困難になりつつある。具体

的に，広島大学における定年後の再就職について検討してみよう。2005年度における教員の退職･
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転職一覧によれば，全体で98名の教員が退職ないしは転出している。定年教員は38名いたが，そ

のうち第二の職場が決まった教員は13名に留まる（そのうち2名は広島大学の特任教授である）。

また教授で勧奨退職者は5名，教授で定年前に私立大学に転出し，キャリアの延長を確保した教員

は3名であった。正規の定年者のうち第二の職場を確保した割合は34%で三人に一人である。工学

研究科，生物圏科学研究科，理学研究科は特任教授を除けば，17名の定年者で1名のみが第二の職

場を確保しているに過ぎない（広島大学 HU-information No.3）。以前は広島大学の学部長経験

者でなくとも定年後の職場は確保されたが，現在では学部長経験者ですら第二の職場の確保は困

難である。そのためか定年前に第二の私立への職場を確保する傾向が強くなってきている。全国

的なレベルで見れば，学校教員統計調査報告書（文部科学省）に依拠した筆者の世代ごとの流動

性に関する調査分析では，60歳代の大学教員の流動性はこの6年間に1ポイント(%)ほど低下した。

後述するように，この定年期の流動性は先進諸外国の状況と対照的な方向性にあるとともに，こ

のおよそ1%という低下比率はシニア世代のきわめて厳しい環境を示唆している。 

 

（２）流動性の調整次元と政策 

以上，いずれの世代の大学教員も市場的価値に直接さらされる時代を迎えている。このような

「大学教員の三重苦」の背景には，どのような社会的メカニズムが働いているのであろうか，整

理してみよう。表2は，これまでの社会情勢や研究成果から大学教員の流動性を調整する四つの調

整軸を設定して，現在の政策とこれから要請されると思われる対応について整理した。教育研究

を活性化するための大学教員の流動性は，1960年代には大学教員市場の質的な側面や大学組織と

しての講座制と人事に焦点がおかれた。市場ではインブリーディング（inbreeding：自校閥），

系列化大学（植民地大学），組織面では教授・助教授・講師の職階比率が1：1：1のエントツ型講

座制によるトコロテン人事が批判の対象とされ，それらがわが国の非流動性と研究しない自由を

招来したと言われた。その後の流動性の解明を通して，大学の教育研究の質的保証の確保には人

材面における統制がきわめて重要であることが理解された。具体的には政府による法制上の調整

機能，市場の質的・量的側面の調整，各大学による組織的側面（講座制・大講座制・デパートメ

ント制など）・人事的側面（職階比・任期制・公募制など）の調整，さらには専門家調整が指摘

できる。 

いずれにせよ，一国の大学の流動性は単なる個別機関の改革課題ではなく，政府・市場・専門

家集団の総合的な調整機能が不可分であることを示唆している。わが国の大学の流動化政策はこ

の点が関係者に基本的に理解されにくく，今回，はじめて職階の見直しや講座制組織の見直しが

学校教育法の改正を通して実現されることとなった。今後，流動性を一層高めるためには，14カ

国調査でも国際的に最も高い50%を超える教授比率（教授と助教授以下の比率，14カ国の平均は

32.6%，最低は香港の8.3%で，以下，スウェーデン15.7%，イギリス19.1%，韓国36.1%，アメリ

カ38.8%，講座方式のドイツで48.8%となっているを是正すべきで，国際的に見たわが国のトコロ

テン式人事を助長する風土はいまだに温存されていると言わねばなるまい。 
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表２ 人事に関する流動性の調整次元と政策対応 

流動性の調整次元 具体的な政策と対応 

政府レベル 文部省 

非公務員型へ処遇変換 

任期制の法制化 

講座制の自由化と大綱化 

職階の法的見直し 

量的側面 
教員市場の安定成長 

定年制廃止とシニア世代の有効活用 
大学教員市場レベル 

質的側面 インブリーディングの自己規制，市場系列・分断化からの開放 

組織的側面 
講座制・学科目制，組織のスクラップandビルド 

講座制の大綱化，教育研究組織の分離 

個別機関レベル 

人事的側面 

早期終身雇用制から任期制へ，教授・助教授・講師の職階比率の見直

し，公募制の導入，トラック人事制度の導入，「一回異動の原則」の

奨励（終身雇用の前提原則） 

職員組合 

学会 

処遇改善 

ポスドクへの対応 
専門家集団レベル 

国立大学協会 男女共同参画アクション・プラン（国立大学 2010年 女性比率20%）

 

他方で，オランダのように大学教員の非公務員型への移行，イギリスのノンテニュア制への移

行，アメリカの非常勤職の増大など，先進各国で市場化への動きが確認される。もちろん，こう

した流動性を高める人事政策に随伴して，わが国でも知識基盤社会における高級人材としての大

学教員全般の経済的処遇が大幅に改善される必要がある。経済的な保証のないところで優秀な人

材を確保することははなはだ困難であり，知識基盤社会における国家間の知識開発に後塵を拝す

ることになる。 

 

３．任期制の現状と課題はどのようになっているか 

（１）任期制の現状はどうなっているか 

 いずれにしても1997年に導入された任期制は，政府・政党間・文部省の対立・調整，専門家集

団間や個人的な意見の相違や対立を背景に，意見の一致を見ないまま，政府側としては流動性の

切り札として個別機関が主体的に意思決定可能なように政策化されたものであることが理解され

る。 

以下では，21世紀知識基盤社会のわが国においてこれからの人事システムの方向性を示す一つ

である任期制の現状について検討してみよう。現在，わが国の任期制ポストはいったいどの程度

の適用率なのであろうか。2005年現在の正確な数字は統計を取られていないが，任期制導入当初

の，1998年度には大学99ポストに過ぎなかったが，2001年度には147大学2,884ポスト，2002年

度には196大学5,248ポストと幾何級数的に増加してきている。本務教員15万人とすれば適応率

3.5%と前年から見ると倍増している。指数的な成長から判断して2005年現在では2万ポストを越

えている可能性もある。ボストンCollegeのアルトバック(P.G.Altbach)教授は国際的に大学教員の

ラテンアメリカ化現象（労働条件の劣悪化）を唱えたが，わが国も着実にその道を歩み始めてい

る。 
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（２）不透明かつ多様化する任期制 

問題はこうした任期制導入に関する動機づけである。大学関係者はどのように考えているかで

ある。面白いことに任期制に関する評価は，立場によって，あるいは設置形態，もっと言えば機

関や導入組織単位によって大きく異なることだ。いろいろな評価の結果がでているといっても過

言ではない。鳴り物入りで意見の一致をみないまま，機関の自治で導入されたことを考えれば無

理もない。法律で要請されているタイプを特定しないまま全学に適用したり，学内規程を成文化

しないなど，気になることは法的に誤解されて導入されていることが少なくないことだ。筆者も

これまで高等教育研究の専門家としていろいろな調査に従事したが，任期制に関する調査ほど複

雑怪奇な結果を示した経験はない。まず，任期制導入の動機は，私立大学は教育に，国立大学は

研究にプライオリティをおく傾向が認められる。導入前の論議では私立は理事長はじめトップサ

イドの鶴の一声で，具体策は教員ならぬ事務局が準備したようだ。そのため私立大学では任期制

導入前の論議について質問したが，あまり任期制について論議した形跡がない。国立は形式的に

も学部自治・委員会・ワーキングによる教員主体で決まるから，過剰なる論議や講座単位やセン

ター等の小組織での導入が少なくないが，他方では研究科全体で10年の定期的評価の代わりとい

う，「赤信号，みんなで渡れば怖くない」という時代遅れの導入動機もある。 

任期制のタイプ（流動型・研究助手型・プロジェクト型），任期，再任の回数に関しては2002

年度の全国調査で明らかにした（表3・4）。流動型の任期制は8割未満と最大である。その他に，

研究助手型2割，プロジェクト型若干名，圧倒的に教育研究組織の活性化を理由とした流動型の導

入動機である。任期制の任期自体も大学自治によって決定することが可能とされているが，これ

まで調査がないだけに，わが国の実態はどのようなものであろうか。分析結果では国立大で最高

12年に達するものがあり，国立大学間の分散はきわめて高い。その中で区切りのよい5年の任期は

57%を占める。公立・私立は労働基準の問題もあり，公立が5年と3年に分割，私立は1・3・5年

が多く，両者はいずれも最高が5年である。 

 

表３ 設置形態ごとに導入された任期制ポストの再任の可能性 （括弧内%） 

 国立 公立 私立 合計 

再任なし 82  （5.0） 8  （4.7） 337 （32.4） 427 （15.0） 

1回可 321 （19.7） 51 （30.2） 5  （0.5） 377 （13.3） 

2回可 7  （0.4） 0  （0.0） 6  （0.6） 13  （0.5） 

3回可 0  （0.0） 0  （0.0） 55  （5.3） 55  （1.9） 

4回可 0  （0.0） 0  （0.0） 6  （0.6） 6  （0.2） 

5回可 0  （0.0） 0  （0.0） 44  （4.2）  44  （1.5） 

可（限定無） 1223 （74.9） 110 （65.1） 587 （56.4） 1920 （67.6） 

合計 1633（100.0） 169（100.0） 1040（100.0） 2842（100.0） 
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表４ 設置形態ごとに導入された任期制ポストの任期    （括弧内%） 

 国立 公立 私立 合計 

1年 40  （2.4） 0  （0.0） 183 （17.6） 223  （7.8） 

2年 63  （3.9） 0  （0.0） 28  （2.7） 91  （3.2） 

3年 143  （8.8） 58 （34.3） 600 （57.7） 801 （28.2） 

4年 68  （4.2） 0  （0.0） 16  （1.5） 84  （3.0） 

5年 926 （56.7） 111 （65.7） 213 （20.5） 1250 （44.0） 

6年 34  （2.1） 0  （0.0） 0  （0.0） 34  （1.2） 

7年 167 （10.2） 0  （0.0） 0  （0.0） 167  （5.9） 

8年 2  （0.1） 0  （0.0） 0  （0.0） 2  （0.1） 

10年 183 （11.2） 0  （0.0） 0  （0.0） 183  （6.4） 

12年 7  （0.4） 0  （0.0） 0  （0.0） 7  （0.2） 

合計 1633（100.0） 169（100.0） 1040（100.0） 2842（100.0） 

 

アメリカのサバーティカル（sabbatical year：研究休暇）は，そもそも市場競争から18世紀に

ハーバード大学が他大学からの人材引き抜きのために導入したのが始まりと言われる。その任期

は宗教上の慣例から7年に一度という周期が多い。したがって，任期制の期間と評価は7年周期を

原則としている。そのサイクルに合わせて大学側は7年を教員の契約する任期サイクルとし，給与

もサバーティカルの期間は半減させたり全面的にカットする。大学教員の側でも外部資金を確保

すると同時に，充電のための留学を試みたり，文系では研究の総まとめとして著書にしたためた

りする慣行がある。 

しかし，わが国では任期の期間は統一的ではなく，任期制の期間は極端に分散している。もっ

と驚かされるのは再任の可能性と回数にある。再任の可否は，任期と同様，大学自治によって意

思決定可能であるが，再任なしという厳正な任期は全体の15%であり，再任の回数が無制限とい

うのが国立ではなんと全体の75%近くを占める。任期制を適用しても，身分がほとんど定年まで

保証されるから，教授職にも大いに適用が可能ということになる。アメリカではテニュア制があ

るので正教授には一般に任期制は適用されない。わが国の任期制に任期や再任に，このように節

度（歯止め）がないのは，人事は生臭いものとしてタブー視されてきたばかりでなく，専門家集

団（バッファー機関）において論議を積み重ねる伝統がないことも一因となっていよう。自らの

身分や処遇をどう改善するか，わが国ではイギリスやアメリカおよびヨーロッパ諸国のように専

門家のバッファー機関が強いわけでもなく，存在していても権威が認められていない。 

 

（３）分断された評価 

このような状況にありながらも，というよりこのような状況にあるからこそ，わが国の任期制

は教育研究等に貢献したかという点についての評価を尋ねたが，その評価は機関の内外において

大きく分かれる。と言うより大学の世界は，分断された社会となっている。何らかの貢献をして

いると任期制を導入した機関レベルで回答した任期制の導入者サイドは７割が評価している一方，

任期制を適用された教員レベルの評価は４割未満に留まる（表5・6）。この背景には，導入サイ

ドには，「流動性仮説」によって任期制は教育研究の活性化に繋がるとの判断があるものと推測
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される。これに対して任期制適用教員レベルでは「生活保障」仮説による処遇の不安定化に危惧

を持つことなどが評価を低くした一因と考えられる。 

 

   表５ 任期制の活性化に関する機関評価（任期制導入機関の回答）（括弧内%） 

 国 立 公 立 私 立 全 体 

総合的に 29 （67.4） 5 （83.3） 22 （64.7） 56 （67.5） 

研究活動 38 （82.6） 5 （83.3） 24 （68.6） 67 （77.0） 

教育活動 20 （47.6） 4 （80.0） 25 （73.5） 49 （60.5） 

管理運営 13 （30.2） 2 （33.3）  9 （31.0） 24 （30.8） 

社会貢献 24 （55.8） 4 （66.7） 18 （56.3） 46 （56.8） 

注：３段階の評価の中から，「活性化している」を選択した機関数。 
（ ）内はどれも選択しなかった機関を除いて算出。 

 

表６ 任期制の活性化に関する教員評価（任期制教員の回答）    （括弧内%） 

 国 立 公 立 私 立 全 体 

教育・研究の活性化に大いに貢献している  34 （10.2） 5 （20.8） 4 （5.8）  43 （10.1）

教育・研究の活性化にやや貢献している  90 （26.9） 9 （37.5）19 （27.5） 118 （27.6）

導入前とあまり変化はない 106 （31.7） 4 （16.7）11 （15.9） 121 （28.3）

形式的に導入されているので解決されるべき課題がある  69 （20.7） 3 （12.5）25 （36.2）  97 （22.7）

その他  35 （10.5） 3 （12.5）10 （14.5）  48 （11.2）

合 計 334（100.0）24（100.0）69（100.0） 427（100.0）

 注：任期制を適用された教員からの回答。 

 

いずれにしても，よく言えば，わが国の任期制の多様性，悪く言えば，付け焼き刃的な対応は，

各大学機関の任期制のあり方自体にも混在している。たとえば，岐阜薬科大学のように，インパ

クトファクター(impact factor)という，問題点も多いが，単科大学という強みから厳正な評価と

人事の配置換えや異動を連動させる大学がある一方で，国立研究大学のある医歯薬系のように，

10年の定期的評価に代用する目的で任期制を導入しているところもあり（評価をあいまいにして

発足しただけに，人事評価システムの再構築での再考を余儀なくされている），実態は実にさま

ざまである。私学の任期制は経営的な観点からのみ導入される危険性があるが，それは教育研究

のためにもならないし，学生や教員自身にとって不幸なことである。最近，大学設置審議会の簡

素化によって認可が甘くなったという声をしきりに聞く。それに代わって認証評価機関がそれに

とって代わるようだが，一歩間違えば悪貨が良貨を駆逐する時代が高等教育界にも来そうだ。わ

が国の任期制においてもっとも重要な課題となるのは評価のあり方を巡ってである。国際的な視

点から見ると，アメリカに代表されるように，任期制とテニュア制との関係に工夫を加えるべき

であろう。わが国の任期制がテニュア･トラック（tenure-truck：終身雇用ポスト）に連動するシ

ステムは一般に導入されていない。また専門家集団の機能が有効に働かないために，任期制に関

するスタンダードな任期，再任，評価の在り方を早急に確立する必要がありそうだ。 
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４．新たなる大学実験：職階，組織そして人事システムの工夫 

 

結論的に言って，21世紀の大学像をめざす大学の教員人事のあり方はいかにあるべきであろう

か。現在のわが国の任期制は大学教員にとって必ずしも人気が高いものではない。経済的な処遇，

評価の妥当性，一貫性など工夫すべき点は多い。また，講座制(chair system)は教育研究の基本的

単位で知識の創造・継承・応用・統合のドイツ的な文明装置として永らく貢献してきたが，今回

の改正で講座制は大綱化された。デパートメント制(department system)の方が変化の急激な知識

基盤社会や市場経済の下においては革新的な教育課程や研究活動に適応的であるが，講座制は学

問的継続性や人材養成の面において優れている面も少なくない。しかし，一方で，保守性，継続

性さらには階層性を重視する機能が内在するために，インブリーディングや時代錯誤の対応を招

きかねない。助教授は教授を助け，助手は上位の職階を助ける。そうした人間関係は講座制によっ

て保証されてきたのである。ドイツは前年講座制とは別の研究ポスト（制度）として助教授シス

テムを導入した。わが国の場合は准教授や助教は独立した地位と役割を保障されるから，新たな

職階は講座制のサポート体制を解体させる方向に機能する。いずれにしろ，もっとも効果的で厳

しい選抜は正教授数のポスト数を大幅に削減することだ。何処まで有効か分からない大学評価よ

りも厳密な評価となろう。わが国において，終身雇用によってすべての人が教授になれたのは全

職階に対する教授の職階比率が，上記のように先進国ではもっとも高い50%を超えるからだ。社

会科学などの分野では教授が他のすべての職階を合わせてはるかに多い。たとえば，この比率を3

割にすることにすれば，トコロテン式人事は確実に回避できる。上記のカーネギー大学教授職国

際調査に基づく筆者の分析では職階比率と流動性とは，すべての要因の中で－0.49というもっと

も高い逆相関を示した。すなわち，教授比率が少ないほど流動性が高いのである。教授比率を下

げることによって教授の地位と評価を高めることができ，教育研究の活性化を促進できる。厳し

い状況下においては，ほとんどすべての大学教員が正教授に到達することは，今後，不可能な時

代に突入する可能性が高い。それと同時に，市場化においては同じ正教授層においても若手の職

階と同様，その規模はともあれ，専任教授，特任教授，エンダウメント教授（endowment 

professor：冠名教授），ユニヴァーシティ・プロフェッサー（University Professor：特別教授）

など階層化の圧力を避けることはできないだろう。国立大学法人化における非公務員型の枠組み

はそのような可能性を秘めている。小規模な試みとして，東北大学や名古屋大学，九州大学，あ

るいは東京大学の先端研などで人事に風穴を開けるべく，小規模なスーパー教授的な職階もすで

に誕生している。多摩大学や東京理科大学，高知工科大学，テンプル大学日本校などの，単科で

小規模な動きやすい私立大学では，実験的な人事評価システムが構築されている。いずれにせよ，

一般に大学教員の安定した人事システムが確立されれば，組織的レベルにせよ，個人的レベルに

せよ，人事評価システムは限定的になるかも知れない。重要なことは両システムの均衡した関係

を構築する必要があろう。 

いずれにしても，日本をはじめ各国の人事政策の一般論として，大学が市場化すればするほど，

大学教員の職階は若手とシニア層とで多様化し，常勤に対する非常勤，あるいはテニュアに対す
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るノンテニュアの割合が相対的に高くなり，職階構成も教授比率が低下するのではないかという

仮説を筆者は唱えている。この背景には明らかに，大学の市場化に伴って大学運営の効率化が志

向されるばかりでなく，アカデミック・プロフェッションの人材は知的営為をめぐる作用だけに，

人材の個人差が大きく若手の終身雇用化は確かな人材を選抜した上でテニュア化する機能が作用

する。逆に定年前後のシニア層においては大学教員の長い知的経歴の積み重ねによって他のプロ

フェッション以上に大きな個人差が生じる傾向にある。これらは学問分野によって事情は異なる

が，両世代における市場化に伴う人事政策の変化は避けられない。もとより，中年世代において

も知的営為の能力差は他の職業以上に拡大するから，教育と研究の役割分化や処遇の差別化への

圧力さらには外部からのヘッドハンティングの可能性は高まるであろう。 

いずれにせよ，マイナス1%シーリング（マイナス3%という危惧もある）や大学改革というボ

ディブローで疲れきった現在の大学にその余力があるかどうかは疑問であるが，組織と職階と人

事という大学心臓部の改革は戦後一貫してタブー視され続けたが，大学構造改革の新たな第2ラウ

ンドとして本丸を脱構築化するための壮大な実験が各地で試み始められている。 
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第６章 大学教員市場 

 

山野井 敦徳 

 

 戦後 60 年が経過した。我が国の大学制度も戦後直後の再編成，高等教育の大衆化の段階を経

て，現在は 1990 年代以降に始まったグローバル的な構造改革を随伴するユニバーサル化への移

行段階にある。市場原理を標榜しながらも，大学の成り立ちやこれからのグランド・デザインへ

の調整コンロールは現実には強力に政府統制されてきた。これに対して大学教員市場は政府調整

のみでコントロールされるものではない。それは，高等教育のシステム的様式，政府政策，各個

別機関の対応によって調整されながらも，大学教員，大学，職階，地位，権利等の様々な威信の

交換によって成立する独自の場である。しかも現在は構造改革を通して大学教員市場の様式自体

も再構築されつつある。本稿においては我が国の大学教員市場において問題にされた課題は，現

在どのような状況にあるのか。我らが日々棲み，知的営為している現場は変化しているとすれば，

それは如何なる理由や背景があるのか。さらに将来どのような方向性にあるのか。構造改革によっ

て大学やアカデミック・プロフェッションのあり方自体が大きく変化しようとしている時代だけ

に興味は尽きない。市場の問題は市場現場に聞くしかないが，本章においては我が国の大学教員

市場の各種データを踏まえて戦後 60 年を総括し，現在の課題を明らかにすると同時に，近未来

の展望を模索したい。 

我が国の大学教員市場の研究に焦点をおけば，上記の新堀氏の『日本の大学教授市場―学閥の

研究―』は 1965 年に出版されたが（新堀 1965），それを継承した第二次調査は，1984 年に出

版されている。書名は『大学教授職の総合的研究』（多賀出版）となっているが，その中核的な

研究は，我が国の大学教員市場に関する第二調査から構成されている（新堀編 1984）。第一次

から凡そ 20年を経た時系列的調査となっている。今回はさらに 20年後の第三次調査をいろいろ

な角度から実施するが，その一つで戦後 60年の経緯を総括的に追究する。 

そこで本章の目的は，戦後 60 年，日本の大学教員市場はいかに変化したかを追跡調査するこ

とにある。わが国の大学教員市場は戦後 60 年間に大きく変化しつつある。機関あるいは大学教

員等において国際的に見てそれらの流動性が低いため，わが国の国際的に見た学問的な生産性は

高くないと言われて久しい。ここでは研究を実質的に担っている大学教員の選抜と配置を規定す

る大学教員市場に焦点を置いて，戦後 60 年間の大学教員市場の変化を最近の構造改革とのかか

わりから言及したい。このための作業仮説として一方でわが国の戦後 60 年の歴史を四つの時期

に区分しながら，わが国の大学教員市場がどのように変化してきたか，とりわけ最近の構造改革

の視点を切り口にしながら実証的に解明することにある。 

第一には，そのため過去 60 年にわたる全国大学職員録に基づいて，わが国最大の課題の一つ

であったインブリーディング（自給率，自校閥）の変化をべた。今まで各時期の調査は実施され

ているものの，60年という永いスパンで追跡したものはない。それと同時に，インブリーディン

グを規定している要因について，国際化や制度，組織，人事等の切り口から接近した。第二には，
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過去 30 年に亘る学校教員統計調査報告書に基づいて，戦後の大学教員市場とその流動性，それ

に関連する大学教員のキャリア形成について，いくつかの主要な論点を整理し，その動向を総括

する。とりわけ 1990 年代以降の我が国の構造改革期において大学教員市場や大学教員のキャリ

ア形成はいかに変化したかを実証する。同様に，第三には，最近の構造改革は知識社会を基盤と

して，社会と大学のあり方が変化してきているが，人の流れとしてどのような変化をしているか，

量的あるいは質的に検討したものである。第四には，わが国のマイノリティ市場として女性大学

教員と外国人教員に焦点を当てた。世界でも非常に閉じられた市場を形成しているわが国の大学

教員市場はどのように変化したかを時系列的に眺めた。全体的な要約については｢まとめ｣におい

て総括しているので参照していただきたい。 

 

１．戦後の大学教員市場のシェア変動 

（１）大学改革の時期区分について 

 戦後，大学の時系列的変化を考える場合，いろいろな切り口があるが，M.トロウの理論も視野

に入れつつ，わが国の戦後を四期に分類して大学教員市場との関連性を検討してみよう。たとえ

ば，図 1 に示すとおり，わが国の場合は，戦後直後の新制調整期を経てオイルショック 1973 年

代から長期の抑制期を経験する一方，第二次大戦直後から高度成長期にいたる 1960 年代までの

エリート段階で新制大学再編成期を体験している。さらに 1960年代から大学のマス化に突入し，

1975年代の抑制期を経て 1990年代から 18歳人口激減やグローバル化に伴う後期マス化，2005

年の大学進学率 50%超のユニバーサル段階に突入する。こうしてみると，わが国の戦後の大学発

展期はおよそ 15 年周期で回転していることになり，トロウの発展段階理論は理念型であって，

現実の大学発展期は，その国の経済社会的条件の影響を被っていることがわかる。これらを整理

してみると，おおよそ表 1のように整理できるであろう。 

 

 

表１ 戦後の大学発展期 

図１　大学・短大、入学者数、教員数、粗進学率（国公私計）
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名 称 発展段階 政 策 

1945－1960年 整備期 エリート段階：  ～15％ 新制大学整備政策 

1960－1975年 高度成長期 大衆化段階Ⅰ：15～38％ 国私立大学増設拡充政策 

1975－1990年 抑制期 大衆化段階Ⅱ：38～37％ 公私大学地方分散政策 

1990－2005年 構造改革期 大衆化段階Ⅲ：37～50％ 

四大化，大学院重点化 

市場原理政策，統合期 

(2005－2020年 再編成期) ユニバーサル段階：50%～ 統合再編縮小，再構築 

 

（２）戦後の大学教員市場の機関数と教員数の動向 

もちろん，こうした戦後日本の大学発展過程の背景には内外の社会･経済的な変動要因，政府文

部（科学）省の政策，さらには高等教育への国民のニーズ等が大きく影響していることは，容易

に推察できる。図 1はこの間の入学者数，教員数及び大学進学率を示したものである。まず，図

1 から進学率の動向を見ると，戦後の四期の発展段階を鮮やかに区別できる。さらに入学生数に

関しては 18歳人口や定員の影響を強く受けていることが理解される。しかし，短大･大学教員数

（本務教員，以下教員）の動向は進学率や入学者数の動向に関係なく，戦後，一貫して増加して

いることが理解される。この中から特徴を強いて挙げれば，1960年代の教員増加率がもっとも高

いことや 1975～1990 年の高等教育抑制期においても増加率は低下するものの，教員数は着実に

増加していることが指摘できる。しかし，全体的に見て図 1 の短大･大学の教員数の全体動向か

らは明確な特徴は明らかでないので，類型別･設置者別を切り口とした動向を見てみよう。図 2

と 3 は，類型別･設置形態別に見た教員数と機関数の動向を示したものである。これらの図から

四期にわたる動向において以下のような特徴を指摘できる。 

① まず，全般的傾向として，戦後四期の進学率の動向は変化が激しいが，大学･短大の機関数

は着実に増加しており，2000 年以降頭打ち状態となっている。第一期･第二期，特に後者

の高度成長期（1960-1975年）におよそ 400機関と，その増大は著しい。しかし，停滞期

や構造改革期においても約 300 校の大学･短大の機関が一定の比率で増大している。第二

期までに年間平均およそ 25機関，停滞期以降でも平均 10機関が設置されている。 

② 第一期の新制の整備期においては短大･四年制の類型から見ても，国公私立の設置形態から

見ても，四年制国立大学を例外とすれば，いずれの機関も戦後最大の成長率を示している。 

③ 第二期の高度成長期においては国公立の大学・短大の機関がほとんど設置されないのに対

して，成長期においては私立セクターの大学・短大のみが著しく新増設されていることが

理解される。  

④ 第三期の抑制期に入ると，成長率で言えば国立セクターの短大四年制大学が牽引車となっ

て高等教育機関の成長を支える一方，私立セクターにおいてはその進学率は停滞するもの

の，一定の成長率で新機関が設置されていることが理解される。 
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⑤ 第四期の構造改革期に入ると，第二次ベビーブームで学生数が頂点に達した後，急激に減

少する。しかしその一方で，無公立大学県の公立セクターや私立セクターで短大を四大化

する。同様に国立セクターでは短大が四年制大学に統合再編成されると同時に，四年制大

学も 2004年度に医科大等を中心に再編統合される。 

 

 

以上，概観したように，戦後の教員数には四期の動向と連動した大きな変化は見とれないもの

の着実に成長してきた。しかし，他方では類型別・形態別から見た機関数には調整期，高度成長

期，停滞期，構造改革期ごとに著しい特徴のあることが理解された。 

 

 

図２　大学・短大　教員数（本務者）
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（３）戦後の大学教員市場の動向と流動性 

 こうした機関や教員数の変化は日本の大学教員市場にどのような影響をもたらすのであろう

か。ここでは教員市場の規模や機関の動向は日本の大学教員市場にどのような変化をもたらした

かを考察したい。特に大学構造改革期については章を改めて展開したい。 

 

１）出身校シェア 

まず，大学教員市場のシェアの動向について述べてみよう。日本の大学教員市場の拡大は，例

えば新制大学が発足する直前の 1948 年の 2月調査では 16,600人であったものが，2004 年現在

156,000人で 9倍以上。同期間の学生比率は約 7倍弱であるから，実は学生の大衆化以上に教員

は大衆化している。戦前旧制度の 1945年度の中学校教員が全国総計 17,994名，義務教育であっ

た国民学校本科及び初等科訓導教員が 202,623名であったから，戦前のほぼ義務教育レベルの教

員数に匹敵する（『文部省第 73年報』1945年）。 

 こうした戦後の大学教員市場の拡大はいろいろな面での変化をもたらした。四期における大学

教員市場の出身校ごとのシェアは表 2の通りである。これによれば，以下のような特徴が指摘さ

れる。 

 表２ 戦後の大学教員市場におけるシェアの動向（講師以上）   

1953 1961 1981 2001 

1. 東大 3,841 29.1 東大 7,935 24.8 東大 11,250 15.4 東大 12,596 11.4 

2. 京大 1,938 14.7 京大 4,269 13.4 京大  6,809  9.3 京大  8,378  7.6 

3. 教育 1,039  7.9 東北 1,744  5.5 東北   3,476  4.8 (外大)  7,604  6.9 

4. 東北 900  6.8 教育 1,612  5.0 筑波   3,363  4.6 筑波  4,559  4.1 

5. 九大  69  5.7 九大 1,467  4.6 九大   3,256  4.5 阪大   4,485  4.1 

6. 広大 599    4.5 北大 1,131  3.5 阪大   2,710  3.7 東北   4,446  4.0 

7. 北大 570  4.3 早大  965    3.0 早大   2,539  3.5 九大   4,210  3.8 

8. 芸大  366  2.8 広大  937   2.9 北大   2,473   3.4 早大   3,840  3.5 

9. 阪大 302  2.3 阪大  849   2.9 (外大)  2,056   2.8 北大   3,364  3.1 

10.東工 191   1.4 (外大)  716   2.7 広大   1,915   2.6 名大   3,296  3.0 

11.一橋  164   1.2 芸大  691   2.2 名大   1,852  2.5 慶応   2,791  2.5 

12.名大 160   1.2 慶応  680   2.1 慶応   1,585  2.2 広大   2,619  2.4 

13.東外大 91    0.7 一橋  512   1.6 日大   1,530  2.1 東工   2,034  1.8 

14.日体大 87    0.7 日大  477   1.5 芸大   1,334  1.8 日大   1,960   1.8 

15.千葉大 83    0.6 名大  452   1.4 東工   1,141  1.6 神戸   1,621  1.5 

16.(外大）76  0.6 東工  436   1.4 神戸   783  1.1 芸大   1,442  1.3 

〔合計〕 13,179 31,934 72,899 110,288 

注：各年は全国国公私立大学の『全国大学職員録』（廣潤社刊）を分析したものである 
（詳しくは，山野井 2005a を参照されたい）。ただし 1953 年は国立大学のみで筆者が分析した。 
下線部大学で市場の 50%を占める。 
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わが国の大学は戦後 60年を経過した。この間に大まかな発展段階としては 15年単位で四つの

時期を区分したが，表 2 から次のような傾向を読み取ることができる。すなわち，戦後 60 年の

第一期の大学整備期には東大の寡占は 3割に達しており，上位 3大学で市場の半数が占有されて

いた。 

第二の高度成長期には東大の寡占は四分の一(25%)に縮小すると同時に，旧帝国大学を中心と

した大学教員市場が形成され始めるが，上位 5大学で市場の半分を占める。外国大学に関わった

教員数とその割合がベスト 10入りする。第三期における 1980年代の大学の発展が抑制される時

期になると市場が逼迫するためか，東大のシェアが 15%台に激減すると同時に市場自体が今日帝

国大学を中心とした伝統的大学によって分断化，ブロック化された地域市場が形成された。伝統

的大学を中心とした地域的に系列化された市場が形成されてきた。これらの背景には大学の抑制

的な発展段階が影響していることを示唆している。第 4期の構造改革期に入ると大学進学率上昇

や市場の拡大に伴って，ブロック化されていた市場はより流動性を高めていった。たとえば，東

京大学のシェアは全体の 1割に低下すると同時に，上位各大学のシェアはいずれも低下する。上

位 10 大学で市場全体の 5 割を占めるという多様な時代を迎える。これは流動性と競争率を高め

たブロック化から全国化への戦国時代を迎えていることを示す。こうしたシェア競争の中で外国

大学出身者（外国で学位を取得した日本人＋外国人教員）が第三位に上昇するとともに，上昇率

を大きく高めていることは注目に値する。これらは全国化と国際化がいっそう進行することを示

唆している。 

以上，全体的な動向を概観したが，個別大学の動向を分析すると興味深い。戦後 60 年間でラ

ンクとシェアを共に上昇させた大学の代表には，阪大，名大，東工大，神戸大，慶応などが挙げ

られる（外国大学は集合体であるが，ランクとシェアの上昇は第一位である）。ランクは低下し

ていないが，シェアを低下させたグループには，東大，京大，筑波大などが入る。これに対して

ランクとシェアともに低下させたグループには，東北大，九州大，広大，東芸大，一橋大などが

入る。これらの背景には，市場の地域的条件や個別大学の実情などが影響しているようだが，大

学改革によって市場競争が激しくなれば勝ち組や負け組の差がより大きくなりそうである。以上

を要約すれば，次のようにまとめられる。すなわち， 

① 東大の寡占状態の終焉。 

② 大学教員市場の分割化。 

③ 海外での学位取得者の急増。 

④ 勝ち組と負け組の明瞭化。 

 これらを具体的な例を挙げながら分析してみよう。わが国の大学教員市場は戦後 60 年の間

に 16 万人の規模に拡大した。新制大学調整期においては東大，京大，東京教育大の 3 大学のみ

で市場の過半数を独占した。その後，20年ごとに 5校，8校，9校（海外出身の大学を除く）で

市場の過半数を占めるようになった。永井道雄はかつて富士山型から八ヶ岳型の競争的状況を輩

出すべきであると提案したが，数字上はかなり変化してきている。とくに東大の寡占状態は著し

く改善された。明治期の大学創設期という発展途上段階においては外国人教師を除いて，市場の
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ほとんどは東大出身者によって独占された寡占状況にあった。戦後の 1953 年の時点においても

約 30%，3人に 1人は東大出身者ということになる。それが 1961 年には約 25%，4人に 1人は

東大出身者，1981 年には 15.4%，2001 年には 11.4%，現在ではおそらく 10人に 1人が東大出

身者に過ぎない。これからの時代においては，東大卒業者は希少価値となろう。 

さらに，戦後 60 年の間に大学教員市場の国際化が進行した。それを海外で学位を取得して日

本の大学教員市場に参入した教員は 1953 年の段階では全体のわずか 76 名で全体の 0.6%に過ぎ

なかった。シェアで言えば 16位できわめて少数派であった。とくに 1981年から 2001年の間に

飛躍的に増加した。2001年現在，海外で学位を取得して日本の大学教員市場に参入した教員はお

よそ 7%，7,600 人に達する。20 年後にはおそらくトップに躍り出るであろう。他方，外国人教

師の数も 2001年現在，3.0%，4,600人に達しており，両者合わせて 10%，10人に 1人は日本人

による国際化と外国人による国際化の双方から着実に国際化してきている。日本人の学位取得者

は西洋の国々，外国人教師による大学教員市場への参入は第一位が中国人によって達成されてお

り，しかも助教授がもっとも多いことから，将来的には大幅増が期待される。 

 いずれにせよ，わが国の大学教員市場の市場競争力や市場反応は徐々に改善されてきている。

わが国の大学教員市場地図は戦後 60年の間に大きく塗り替えられた。東大，京大，筑波，早大，

慶応がシェアを下げながらも絶対数を拡張しながら順位を維持してきた。しかし他方では名大，

阪大，神戸，東工が順位やシェアを着実に上げてきた勝ち組である。反対に芸大，広大，一橋な

どは絶対数は着実に増加させながらも，順位やシェアを下げてきた。こうした大学は単科大学で

あったり，総合研究大学でも一部の伝統分野で限定されているという理由が大きい。広大と筑波

は差が拡大してきている。 

 

 ２）大学構造改革と大学教員市場の動向 

 さて，我が国の大学教員市場は 1990 年以降の大学構造改革に伴って大きく変化してきた。我

が国の構造改革を整理すれば表 3の通りである。我が国の特に国立等の大学における構造改革は，

文部科学省の主導による専門家集団や各界の代表者を中心とした大学審議会や中央教育審議会の

答申結果にしたがって，政府・官僚の強力な統制により中央集権的に進められる。専門家機関調

整や市場調整の歴史はきわめて浅い。個別大学機関の調整は本来，法制上可能なものに限定され，

自由の幅はそれほど広くなかったが，構造改革による規制緩和によって大学独自の判断で改革で

きる自由裁量の範囲もやや多くなり，企業的経営が要請されている。特に 2004 年度の国立大学

法人化に伴って大学教員の処遇は国家公務員型から非国家公務員型に移行し，大学教員の人事の

在り方は各機関の責任において労働基準局の認定を基に実施されるようになった。公立セクター

においては地方公務員としての規制を受けるが，私立セクターにおいては労働基準局の規程に

よって実施されており，国家公務員よりも規制は大幅に緩和されている。 
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表３ 構造改革の調整セクターと調整要件 

調整次元 調整要件 

政府・官僚調整 

・政策：大学審議会・中央教育審議会 

（法人化・中期目標・計画評価及び達成評価），大学設置基準等法的整備 

・予算：評価による運営交付金，競争的資金の導入 

・人材：任期制（タイプ・任期・再任の可否） 

    身分（非公務員型＝公務員＋民間）／処遇 

    職階（助教・准教授）等の法的整備 

 市場調整 

・貨幣市場の形成：奨学金/教育研究費（競争的資金の導入） 

・大学教員市場：市場停滞（機関数/ポスト増減/学生数） 

        市場競争の激化（人材の引き抜き） 

・人材市場：学生/職員／マネジャーの市場化 

機関調整 

・大学のミッション／機能/組織等の改革 

・大学運営：教授会／評議会，教学/経営 

・大学人事：公募制/指名制，テニュア／ノンテニュア（or任期制），常勤/非常勤，処

遇（年功序列/成果主義），職階並びに役割の分化と再編成，任期制を一

回経験してからテニュアを獲得する原則 

・内部組織の再編成 

 

専門家機関調整 

・調整と合意形成：国立大学法人協会／公立大学協会／私学連盟／私学協会   

・認証機関：大学基準協会／日本高等教育機構／大学評価・学位授与機構等 

・資金配分：日本学術振興財団／日本学術審議会／助成財団 

・学会：教育研究の発表／情報交換／人材形成／学問的評価 

 構造改革期においては大学機関も短大の四大化，国立大学の統合再編成，公立大学の設立，大

学学部のスクラップビルドなどとともに，男女共同参画計画や外国人教員に関する法的改正，

1997年度からの任期制の導入によって，市場の一形態である我が国の大学教員市場は大きく変動

してきている。 

 それらの一般的傾向を指摘すれば次の点が挙げられるであろう。すなわち，①任期制の導入に

よって，終身雇用制に大きな変化が生じ，ポストドクターや助手などの若手世代，私立大学のシ

ニア教授層において，身分が多様化し，キャリア・パスが不透明になってきつつある。②男女雇

用機会均等法や男女共同参画社会を目指す国立大学協会や国際的批判さらにはジェンダー論の浸

透から，遅ればせながら女性の高等教育社会への進出が次第に認められるようになってきた。③

構造改革や市場化に伴って学位取得の促進や国際化を通してインブリーディングが一部回避され

る傾向が認められた。 

 いずれにしても，国立大学の法人化に伴って国立大学教員はオランダと同様，非国家公務員型

が適用され，人事の大綱化が法的に可能となった。これで各機関の創意工夫や経営的努力が要請

され，機関の自由度もかなり高くなったことは事実である。さらに 2005 年 7 月学校教育法が改

正され，周知のように大学の教員組織に関する規定がかわった。大学設置基準も 2005 年度内に

改正される見通しだ。これを契機に，助教・准教授の職階導入と講座制のいわゆる「助ける」組

織の見直しが実施される。とくに人事，職階，組織をめぐってわが国の構造改革は個別大学機関

に焦点が移ってきつつある（山野井 2005c）。恐らく次期の 2005－2020年は高等教育の再編成

期に突入することになる。道州制の導入などに伴ってわが国の高等教育は文字通り，国立大学法

人間や公立大学間，さらには国公立や私立を交えた統合・再編が要請される可能性が高い。次期

における大学教員市場はそうした意味で大きく変貌せざるを得ないだろう。 
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２．インブリーディングのゆくえ 

（１）全体的傾向 

 さて，我が国の大学教員市場において最も注目されるべき焦点は学閥としての自校閥（インブ

リーディング）である。アメリカの大学教員市場においてネポティズム（身内主義：親子・兄弟

などの親族関係）を回避する事項が現在でも規則で決められている大学が多いが，新堀通也はこ

の概念を我が国の学閥現象の中核的概念として再構築し，わが国の学閥現象に統計的にはじめて

接近した。 

 周知のように，我が国の近代大学は東大から出発するが，大学教員の出身母体は，最初はお雇

い外国人教師からはじまったと言ってもよい。明治 20 年代から自国出身者で自給し始めたが，

そのほとんどは東大出身者のしかも欧米留学経験者であった。発足時から明治 26 年までに採用

された邦人教授は 130名で，そのうち 100名は留学経験者であった（天野 1977）。大学出身者

は東大出身者しかいない時代であったから，京大や東北大の教授もほとんど 100%近く東大出身

者か外国帰りの教授であった。例えば，明治 36 年の東大法科の教授陣は，22 名中 21 名が母校

出身者でかつ外国留学経験者であった。それに対して唯一の対抗馬であった京都帝大の法科の教

授陣は 12名中 10名が東大出身者でスタッフ全員が留学経験者であった。卒業席次も教授の多く

が 1，2 を競う秀才たちで，我が国の大学教員市場全体がほとんど東大閥で独占されていた。東

大出身者しか大学教育を受けていない時代には，外国人を採用しない限り国内の東大出身者で賄

うしかない。一方，明治 10 年の東京大学発足時には傭外国人教師は 50%に達していた（これは

文部省が雇い入れた外国人の 20%に当たるという）。発足時には約半数が外国人教師であった。

しかし，帝大発足時の明治 20年代以降に急激に減少する。外国人教員比を統計分析してみると，

1906（明治 39）年には，東帝大の外国人教員比は 8.3%（助教授以上 187名，外国人教員 17名，

ただし嘱託は除く），同じく京帝大 2.6%（113名，3名），帝大平均では 6.3%（300名，20名），

大学令の改正があった 1918（大正 7）年には，同様に，それぞれ 7.92%（151名，13名），3.5%

（136 名，5 名），3.7%（595 名，23 名），さらに戦前，最後の帝大が設立された 1939（昭和

14）年にはそれぞれ 1.9%（356 名，7 名），2.9%（270 名，8 名），1.6%（1,377 名，23 名）

で，帝大全体の外国人教員比率は，わずか 1.6%を数えるに過ぎず，逆に言えば古い東帝大の市場

占拠率は拡大した。 

 では，戦後の教員動向の地図はどうか。例えば，1948年度の大学教員数は 16,600名（助手以

上）であったものが，2003年度では 156,000名）であった（『学校基本調査報告書』当該年）。

すなわち，この半世紀に約 9倍の増加である。この間，学生の増加倍率は約 7倍であるから，学

生の大衆化以上に大学教員は大衆化した。1960 年代のエリート段階からマス段階への移行過程，

1970 年代から 1980 年代の停滞期を経て高度マス化段階への進展，さらに 1990 年代以降はユニ

バーサル段階への移行過程にある。この間の市場状況を概観すると，1962年の我が国の大学教員

市場における東大出身者の市場占有率は（大学教員全体に対する東大出身者の割合）は 31,934

名（講師以上）のうち 7,935 名，全体の 24.8%を占めて，全国的に東大出身者が優勢であった。

しかし，マス化段階の 1982 年では東大出身者は 15.4%に低下すると同時に，日本の大学教員市
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場は旧帝大を中心とした研究大学によって地域ごとに分断化されてきた。さらにユニバーサル段

階に突入しつつある 2002 年現在，東大の占有率は約 10%前後にまで低下し，市場の分断化と多

様化が一段と促進された。大学の大衆化とともに，大学教員は大学教員全体の 1割が東大出身者

ということになる。明治期には東大出身者が市場の大部分を独占したが，現在の東大出身者は

12,500人前後で市場では希少価値になってきつつある。戦前のように東大出身者が大学教員市場

を独占した時代に比べれば，その地図は激変した。 

 

（２）戦後の自給率 

各大学の自給率はどう変化したか。それらは，大局的に見て研究者養成大学の動向や学問分野

の実情，あるいは新設大学や研究者を養成する大学院の増設等によって基本的には規定される。

大学の学校教員統計調査報告書は 3年ごと調査されることが文部科学省の仕事の一つとして義務

づけられているが，自校出身者の統計が開始されたのは 1977（昭和 52）年から現在までのおよ

そ 25年間である。 

 マス化への発展段階に大学全体の自給率の変化は 35%を中心に±5%以内の範囲の高原状態で

推移し，四半世紀前と現在とはほとんど同じ自給率である。表 4の設置形態別に比較して見ると，

かなりの変化が窺われる。国立大学の自給率は，1970年代に平均とほぼ同じかやや高めに推移し

ているが，私立大の高原状態も国立大と同様であり，やや低めに推移している。この両者に比較

して公立の場合は 1990 年代急激に下降しており，最近 10 年間に 15%もダウンした。ユニバー

サル化への移行段階において地域的な要請による公立大の新設が影響している。すなわち，1990

年度には 39校であったが，2004年度には 80校（うち 3校は 2003年度より学生募集停止）と倍

増したが，この間 38 校が新たに設立されたことになる（『全国大学一覧』当該年）。他方では

公立大学の大学院博士課程は増設されるものの，新設大学では長期の養成期間を要する自校出身

の研究者を自給することは不可能であるからインブリーディングは急減せざるを得ない。 

 

表４ 設置形態別インブリーディングの動向 

年 度 平 均 国 立 公 立 私 立 
1977年 34.7 39.4 39.2 29.3 
1980年 36.7 42.0 41.4 31.0 
1983年 37.4 42.4 41.2 32.2 
1986年 38.3 43.7 41.6 32.9 
1989年 38.1 44.1 40.9 32.2 
1992年 37.7 44.7 39.4 31.8 
1995年 37.5 43.9 35.1 32.7 
1998年 36.1 43.0 30.9 31.4 
2001年 34.0 42.4 25.7 28.7 

          注：文部科学省『学校教員統計調査報告書』の各年版より整理した。 

 

（３）学部別に見た自校出身者 

基本的には二，三の学部を除いて，すべての領域で自給率は低下している（表 5）。この中で

医学を中心とした保健関係の自給率の高さは良く知られるところであるが，それよりさらに 10%
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以上の自給率を高め 70%前後の最高水準を保っているのは商船分野である。この分野は人材育成

が非常に限られている。学校基本調査報告書によれば，1950 年当時には商船学部は国立 1 校 1

学部のみであり，現在でも学部名は多様化していると言われるものの，大衆化しない特異な分野

で国立大で 2学部に過ぎない。教員数もわずか 204名（助手以上）で，研究者の養成市場にせよ，

供給する外部市場にせよ，きわめて限定的だから，研究機関自ら自給せざるを得ないが，それが

自給率を高めている原因だろう。1970年代の大衆化の真っ直中にあって，国立大学の新構想大学

が医学系・教員養成系・先端技術科学や情報系を中心に 19 校設置されたが，そのうちの多くは

医科大・医学部のない県に医科大が設置された。平均的な自給率はやや低下したが，1977年には

51%，83年には 54%，95年には 60%と新構想医科大学の自給率上昇によってその分野全体の自

給率が高まり，現在は平均 56%と低下し，やや内部市場は飽和状態に直面している。 

 

表５ 学部別インブリーディングの動向    （単位：%） 

年 度 平 均 人 文 社 会 理 工 農 

1977年 34.7 20.2 21.2 27.7 42.1 44.2 
1983年 37.4 20.5 21.4 29.9 42.3 46.7 
1989年 38.1 20.7 20.7 29.3 41.7 48.2 
1995年 37.5 19.4 19.4 26.8 39.8 45.1 
2001年 34.0 16.3 15.8 24.5 35.9 43.1 

年 度 保 健 商 船 家 政 教 育 芸 術 その他 

1977年 51.3 65.1 37.3 18.3 27.9 13.6 
1983年 53.9 55.0 38.1 21.5 29.4 13.6 
1989年 57.4 56.3 35.6 20.0 30.0 16.7 
1995年 59.5 58.3 35.3 20.9 27.1 20.0 
2001年 55.9 68.3 31.4 17.3 23.5 17.0 

  注：文部科学省『同上書』の各年版を整理した。 

 

３．大学教員市場の流動性              

（１）大学教員市場の流動性の動向 

 流動性(mobility)とは大学教員市場における各種の移動によって規定される。移動及び流動性を

合理的に論議するために，大学教員市場の需給構造や移動の諸形態について図 4に整理しておこ

う（山野井 1990）。この図から理解されるように，移動は色々な次元で論議することができる。

本論文では，基本的に個別機関内の流動性，大学間の流動性，大学と大学外市場のとの流動性，

及び後者の二者をあわせた全体の流動性について論議したい。第一の流動性とは，前項で言及し

たように，インブリーディングという個別機関の内部市場の開放性を示す流動性であった。第二

の流動性とは，大学間移動であり，大学教員市場（図 4では，大学教員市場外に対応して，大学

教員市場を内部市場と称しているが，個別機関，大学教員市場，外部市場の三層構造として把握

している）における最も典型的な流動性を表している。第三の流動性は，市場間，すなわち大学

教員市場と外部市場との流動性である。第四の流動性は新陳代謝率という指標で論議する。ここ

では第二の大学教員市場内部の流動性，すなわち大学間移動について多角的に検討してみよう。 
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図４ 大学教員市場の需給構造と移動形態  

 

出典：拙著(1990)『大学教授の移動研究―学閥支配の選抜・配分のメカニズム』東信堂，129 頁。 

 

 表 6は設置形態から見た個別大学機関への年間転入移動率を大学間移動と称している。この移

動率は設置形態ごとの大学が 1 年間に構成員の何%が転入してきたかを示している。分析結果に

よれば，過去 30年間に U字型の流動性を示していることが分かる。大学間移動は基本的には大

学教員市場の成長率によって規定される。 

表６ 設置形態から見た大学間移動の動向 

 1968 1971 1974 1977 1980 1983 1986 1989 1992 1995 1998 2001

国立大 3.76 2.40 3.05 2.83 2.63 2.05 1.59 2.40 2.21 2.40 2.53 2.38

公立大 4.69 2.85 2.07 1.57 2.07 1.76 1.38 2.55 2.77 4.07 3.36 4.15

私立大 5.18 3.50 3.19 2.82 2.09 2.01 2.20 3.08 2.92 2.94 2.53 3.64

平 均 4.50 2.99 3.07 2.76 2.33 2.01 1.90 2.78 2.63 2.79 2.58 3.19

出典：山野井敦徳『大学教授の移動研究』東信堂 

注 ：文部科学省『学校教員統計調査報告書』の各年版より分析した（講師以上）。 

1977 年以前の「55～60」に 60 歳以上を含む。 

大学間移動率＝大学間転入移動者数÷本務教員数×100 

 

U字型の背景には明らかに大学の急激な増設と関係していると思われるが，流動性が上昇した

背景は質的に大きく異なる。1960年代は，我が国の高等教育機関はエリート段階からマス段階へ

のちょうど移行期にあって，国・公・私のいずれの設置形態においても大学の急激な拡張が行わ

れたが，マス化の多くを吸収したのは私立セクターであった。この時期，大学の多くが増設・拡

張され，私立短大の四大化も著しく促進された。エリート段階においては大学の規模も小さく，

数も少ないところに急激に増設・拡充されたので，大学間移動率は戦後，最高のレベルに達した。

続く 1970 年代後半に公私セクターの流動率が下降するが，国立大セクターは，新構想大学の増
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設によって大学間移動はある一定以上の水準を維持した。1980年代は団塊の世代の狭間にあると

同時に，大学進学率は頭打ちとなった。それは又，大学の抑制政策が実施された期間でもあった。

1980年代後半から第二次ベビーブーマーの対策として国立では入学定員増が図られ，それに随伴

して教員のポスト拡張政策が導入される一方，1990年代の無公立大の県では公立や公設民営大学

が増設されることになる。さらに国公立，とくに私立短大は，18歳人口急減に伴う生き残り政策

として，短大廃止・四大への昇格がセットとなって推進されてきた。1995年から 2003年まで順

に，7校，8校，6校，15校，15校，23校，13校，17校，18校の計 122校の短大が四年制に

昇格しているのである。この四大化がすべてではないが，1990 年に 593校あった短大は，2003

年には 523 校にまで減少する一方，四年制私大は 372 校から 544 校まで急増したが，国立大の

成長は停滞した（『全国大学一覧』 当該年）。しかし，流動性に影響をもたらすのは成長率ば

かりではなく，質を規定する大学政策が関係する。1990年代の大学構造改革以来，一方で大学院

の見直し，大学統合再編，カリキュラム改革，大学評価システムの導入が試みられ，他方では 21

世紀 COE プログラムに代表されるような競争的な市場的環境が整備されてきた。こうした状況

は 1960 年代の環境と大幅に異なる。その結果として，市場を規定する政策の変化が流動性を高

めていると判断される。 

 しかし，2007 年には 18 歳人口が 120 万人台に低下するにもかかわらず，これまでの大学数，

入学定員は増加の一方であった。今後の進学率の向上がどれくらい期待できるか見通しはないが，

高等教育界のバブルが本格的に弾けるのはこれからである。大学関係者は国立大学の法人化で一

件落着のような気分になっていることは否めないが，人口減による少子高齢社会に突入すれば，

第二期の構造改革の時代が確実に到来する。私立の大学倒産が現実的なものになるばかりでなく，

国公立大の統合再編成か淘汰の時代が到来するだろう。そうなれば中高年の流動性は一気に高ま

り，未曾有の危機となる。若手と相違して現役中高年は経費的に高くつくため再就職はなかなか

困難である。中高年受難の現実が押し迫っているのである。市場の成長は大学間移動の流動性を

高めるが，大学倒産という市場の解体も，皮肉にも流動性を高めるのである。高等教育界にとっ

て意味ある流動性とは何か，真摯に論議する必要がある。 

 

（２）大学教員の流動性：絶対移動対純粋移動 

一方，教員の流動性についてはどのようであろうか。図 5 は，1960 年代以降の設置者別に見

た機関別の流動性を示したものである（山野井 2005a）。これによれば次のような傾向が認めら

れる。 

① 高度成長期（1960－1975年）には戦後最も高い流動性が認められる。 

② 停滞期（1975－1990年）にはいずれの設置形態においても流動性は急減する。 

③ 構造改革期（1990－2005年）において流動性は回復するが，成長期ほどの高さではない。 

④ 設置形態別に見ると，成長期においては私立大学が最高，停滞期においては国立大学が市場

を牽引きしていることが良く理解される。さらに構造改革期においては公立大学の流動性が

きわめて高い。 
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図５ 設置者別流動性の動向 
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注：機関流動率 ＝       転入移動者数         × １００ 

前年度実員－転出移動数 

 

 このことは，大学設置動向ときわめて相関が高いことを示している。同時にそれは，我が国の

流動性は大学増設に伴う市場成長（絶対移動）によって流動性が引き起こされていることを示唆

している。すなわち，市場成長率が高まれば流動性は高まり，その逆も真なりである。しかし，

これらは任期制や人事的評価によって流動性（純粋移動）が引き起こされているのではないこと

を示唆しており，これはわが国の流動性の大きな特徴の一つになっている。われわれの 2001 年

度の試算では任期制によって移動した教員は 1,177名であり，これは全教員数の 0.16%に当たる。

すなわち，任期制による純粋移動は年間 0.16%ほど押し上げているに留まる（山野井ほか 

2004）。流動性が学問的生産性との関係で論議されるのは，この評価を伴う純粋移動の文脈にお

いてである。任期制による純粋移動がどの程度深く学問的生産性と関連しているか，P 大学を事

例に検討したが，流動化は促進しているが，研究大学の若手育成上，インブリーディングの開放

は 1割減に留まっており，任期制後のキャリアは必ずしも安定的でない。というより若手のキャ

リア・パス自体の不透明さが影響しているのであろう。残念ながら，学問的生産性に関してはい

まだ十分なデータ確保されておらず，今後追跡調査を継続する必要があろう。 

 

（３）世代からみた移動 

 1997年に導入された任期制の流動性への影響は，後述するように，今までのところきわめて少

ないが，2004年の国立大学の法人化の影響はこれからである。少なくともこれまでの構造改革後

の移動率への影響はどのようなものであろうか。表 7は，世代の視点から見た年間の大学間移動

率の動向を分析したものである。すなわち，ここで言う大学間移動率とは各年における各大学の

他大学からの転入移動者数を当該年度の本務教員数で除した百分率である。したがって，これら
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の値は各世代のキャリア形成を示すと同時に，各世代の流動性を表している。これによれば，過

去 30 年間における我が国の大学教員のキャリア・カーブは基本的には変化していない。すなわ

ち，第一期は初期の研究大学から他大学への大きな下降移動，第二期は中年期から定年時に向け

ての漸次的に下降する他大学への上昇移動，第三期は定年を切掛けとする国立から私立大への移

動である。他の諸国においてはこうした傾向は認められなかった。その背景には人事と市場のあ

り方の相違が大きく影響していることは明らかであろう。 

しかし，詳細に見れば過去 30 年間に幾つかの変動が確認される。第一には市場の拡大と世代

ごとの移動率には重要な関連性がある。1980年代の市場抑制期の各世代の移動率は最低であった。

例えば，1986 年代の移動率は 60 歳までのいずれの世代においても移動率 2%を超えることはな

いが，定年およびその後の移動率が 2%を超える。他方で，1970 年代の大学高度成長期や 1990

年代以降の大学構造改革期には現役世代の移動率の上昇が確認される。 

 

表７ 世代から見た移動の動向        （単位：％） 

 1971 1974 1977 1980 1983 1986 1989 1992 1995 1998 2001 
～30歳 1.96 1.94 2.17 1.10 1.46 1.14 1.83 1.97 1.67 2.16 2.92 
30～35 2.69 2.58 2.56 2.24 2.17 1.90 2.85 2.59 2.89 2.90 3.47 
35～40 3.19 3.25 2.46 2.15 1.82 1.82 2.48 2.42 2.68 2.67 3.14 
40～45 2.31 2.80 2.13 1.75 1.23 1.25 2.00 2.34 2.62 2.36 2.86 
45～50 1.77 2.17 1.76 1.74 1.22 0.98 1.49 1.52 1.84 2.08 2.83 
50～55 1.19 1.32 1.16 1.25 1.07 1.07 1.65 1.37 1.34 1.50 2.18 
55～60 1.21 1.32 1.31 0.88 0.82 0.66 1.28 1.08 1.20 0.87 1.54 
60～65   3.11 2.78 2.77 3.92 3.08 3.57 2.78 2.85 
65歳～   2.62 2.85 2.98 3.87 3.11 2.71 2.62 2.38 

注：文部科学省『学校教員統計調査報告書』の各年版より分析した（対象：助手以上）。 

1977 年以前の「55～60」には 60 歳以上を含む。 

移動率＝大学間転入移動者数÷本務教員数×100 

 

第二には，従来の移動率のピークは 1995年まで継続してきた定年期から 30歳代前半に移行し

てきた。しかも，1998年以降の各世代の移動率を眺めてみると，30歳から 55歳代までの各世代

の移動率はいずれも 2%を超えて中年期の移動率が高くなっている。この背景には 1990年代以降

の公立大市場の成長ばかりでなく，後述するように，短大の四大化に伴う移動率の上昇も考えら

れるし，1997年以降の任期制導入による人事政策の影響も考えられる。両者のいずれが移動率に

大きな影響を及ぼしているかは，大きな論点であるが後ほど検討してみたい。 

第三には，定年期の移動が大きく変動しつつある。1989年代から 90年代前半にかけて，国公

私立大の大学院増設期に定年をむかえた教授は，分野によって相違するものの 72 歳前後までは

設置審への申請が可能なので，定年の遅い地方国立大や私大の大学院設置要員のマル合教授とし

て引く手あまたであった。それが統計上もよく現れている。この時期の定年者の移動率は他のど

の世代のそれよりも高水準なのである。しかし，それ以降は，60－65歳代や 65歳以降の移動が

急激に下降した。この背景には私大の定年の早期化や一部有力国立大学の定年延長が影響してい

るかもしれない。大学院設置後は私立大学の人材リクルートが安上がりな若手中心に取って代

わったかもしれない。高名な教授は私立の目玉商品にはなるが，一般的な定年教授にとってはシ
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ニア世代受難の時代なのである。 

どの世代にせよ，これからは貴重な人材は引く手あまたであるが，市場的価値がなければ見向

きもされない。しかし悪貨が良貨を駆逐する悪しき市場の論理が優勢になることだけは避けねば

ならぬが，それを排除するためには設置認可の高い水準を維持する必要がある。今後，わが国の

評価システムは設置認可の入り口型評価から認証機関によるプロセス評価にとって代わるが，大

学としての評価水準が担保されなければ，個別大学の質的保証は維持できない。それと同時に，

今後，法人化によって国立大学が定年期の柔軟な人事政策を導入することが可能となったので，

この世代の人事政策は移行期に入る。わが国の高等教育改革が成功するかどうかは真の人材をど

のように育成し確保できるかどうかである。 

 

（４）設置者間及び類型間移動の動向 

 我が国の大学教員市場の特徴の一つは分断市場(Segmental Market)にあることはすでに指摘

した（山野井 1990）。国立大学出身者は類型間の流動性は高いが，私立大学出身者の移動は私

立大学分野に限定的な傾向が認められた。ここでは出身校の属性は取り入れていないが，類型間

の移動を垂直的には四年制大学・短期大学・高専，水平的には設置形態の視点から国立・公立・

私立の各大学間での流動性を検討することによって判断することが可能である。表 8は国立大学，

公立大学，私立大学の各大学へどの大学から移動してきたかを分析したものである。これによれ

ば，国立大学へは国立大学からの内部市場の移動によって多くは占められている。1968年から 3

年ごとに全体の 73.5%，54.8%，64.1%，73.1%，66.5%，65.1%，68.4%，69.2%，66.7%，61.7%，

63.1%，59.3%であった。大体，6 割以上は国立大学市場内で自給されていることが理解される。

一方，私立大学への転入移動は過去 30 年の間に市場が成長したこともあって，他の設置形態と

比較して最も多い。例えば，国立大への転入は 1968 年に 577 名，2001 年に 1207 名で，2.1倍

の成長率に対して，私立大への転入は 873名から 2,557名で，成長率も 2.9倍で，規模も国立大

への転入を凌駕している。しかも，1980年代の低成長の時代は，私立間の移動は国立大からの転

入者の半数であったが，両者の比は次第に接近し，2001年の段階では逆転している。これらのデー

タは，これまで我が国の大学教員市場は国立大学を中心に展開される傾向があったが，国立の定

年をきっかけとした私立への移動に変化が確認されたが，規模から見ても私立大学の市場が次第

に拡大し，世代間の移動率から見ても中年期の人材引き抜きもそれなりに増加していることを示

唆している。 

 表 8 において，注目すべきもう一つの点は短大からの移動である。国大転入においては 1995

年代以降において国公立短大からの，同様に私大転入においては 1990 年前後から私立短大から

の，それぞれの移動数が急増している。2000年には最近では最大の 23校の私立短大が四大化し

ている。2001 年度に 744 名が私立短大から 4 年制私大に移動しているのはこのためである。国

立短大は看護衛生学系において，公立短大は公立四大化によって国公立大への移動が増大してい

る。こうした短大の四大化現象は，ユニバーサル化段階への移行と制度的構造改革による一時的

なものではあるにせよ，この時期の大学教員市場を大きく規定する特色の一つであることに間違
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いない。また，1990年代は公立大の増設によって市場が拡大されてきている。とりわけ 1995年

以降は私立大の人材市場も無視できない規模に拡大している。 

 

           表８ 設置形態及び類型間移動の動向        （単位：人） 

国大転入 1968 1971 1974 1977 1980 1983 1986 1989 1992 1995 1998 2001

国 立 424 598 527 696 639 524 449 700 661 710 808 716

公 立 35 283 138 57 63 37 39 58 53 64 74 74

私 立 75 119 108 153 180 162 113 125 153 212 218 241

国公短 10 30 16 12 25 19 14 40 40 77 105 89

私 短 7 30 12 21 24 0 17 32 15 22 29 23

高 専 26 31 21 11 18 48 11 22 31 17 16 20

共 同    2 12 15 13 34 38 49 31 44

計 577 1091 822 952 961 805 656 1011 991 1151 1281 1207

公大転入 1968 1971 1974 1977 1980 1983 1986 1989 1992 1995 1998 2001

国 立 40 72 35 28 32 41 37 86 72 127 106 143

公 立 6 16 5 6 6 6 8 3 10 43 15 33

私 立 22 25 19 16 32 11 10 27 37 59 61 73

国公短 23 47 6 6 3 2 0 4 1 18 39 100

私 短 4 6 3 5 9 0 1 10 8 14 14 16

高 専 1 7 1 1 1 14 0 2 0 12 11 6

共 同    1 0 0 0 0 12 13 14 10

計 96 173 69 63 83 74 56 132 140 286 260 381

私大転入 1968 1971 1974 1977 1980 1983 1986 1989 1992 1995 1998 2001

国 立 422 434 485 507 384 416 514 725 694 748 655 760

公 立 50 75 82 75 48 47 54 67 88 97 86 113

私 立 321 510 385 446 302 279 274 485 493 541 592 854

国公短 9 20 7 9 5 11 7 18 21 32 22 25

私 短 55 242 76 104 108 3 115 218 257 278 245 744

高 専 16 49 13 16 8 106 16 42 35 21 23 30

共 同    6 13 8 7 23 34 39 25 33

計 873 1330 1048 1163 868 870 987 1578 1622 1756 1648 2559

注：文部科学省『学校教員統計調査報告書』の各年版より分析した（対象：助手以上）。 

共同とは共同利用機関の略称。 

空欄は対象外。 

 

ただ，表 7のところで論点として示されたように，最近の世代間とりわけ現役の中高年の流動

性の高まりが，短大の四大化によってもたらされたのか，任期制の人事政策によってもたらされ

たのかは，重要な論点である。表 8は短大から四大への移動量がきわめて大きいことを示してい

る。他方で，我々の調査によれば，2001年の任期制の再任評価等によって生じた移動率の可能性

は，高く見積もっても全体で 0.16に過ぎない（山野井・葛城 2004）。こうした両者のデータか

ら判断して，表 7の世代間の移動において中高年の移動率が高くなっている背景には，短大の四

大化による移動や競争的市場化による引き抜きの方が遙かに強い影響をもたらしたと判断される。

こうした流動性は市場の成長，一連の構造改革，あるいは競争的な人材引き抜き政策の一時的な

影響であって，任期制のような基本的な人事政策の導入によって恒常的な移動率としてもたらさ

れたものではない。こうしたスタイルの流動性を一定水準に維持するためには，活性化のための

絶えざる構造的大学改革の継続が前提となるが，それらは色々な次元で痛みを随伴するだけに永

続化することは不可能だ。恒常的な流動性を如何に確保するかは今後の大学政策を考える上でき

わめて重要な視点と言えるだろう。 
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４．大学教員市場と外部市場 

（１）大学院市場―若手研究者のリクルート 

 大学教員がどこからリクルートされるかは興味ある課題である。それは同時に大学教員市場と

外部との関係性に関して何らかの特徴を反映するだろう。人材供給の視点から大学教員市場と外

部との関係は二つの方向が考えられる。第一は大学院との関係であり，第二は大学市場外との関

係である。ここでは，まず前者の大学院との関わりから，とくに検討してみよう。戦後の大学院

の主たる目的は研究者の人材養成であったことは明らかである。とくに博士課程後期ともなれば

ほとんど研究者の養成を目的とする。しかし，社会の高度化と共に研究は大学の専売特許ではな

い。大学以外の研究機関が知識社会においては増大する。社会の学校化が進行すると同様に，社

会の研究社会化は並行して進行する。1990年代に大学院の学位に関する見直しと大学院化はこう

した社会の変化に対する要請とみることもできる。 

大学院の設置は私立大学で急激に促進される一方，研究大学を中心に大学院の重点化やそれに

代わる部局化が進行する。大学院への重点化とはおおよそ次の特色を持つ。すなわち，管理運営

の主体を研究科のレベルに置く。それと同時に教員の所属を研究科の所属とする。教育研究のグ

レードアップを促進するための予算の措置をする。学士課程定員の振替によって大学院定員の拡

充を図る。このように一方で大学院の拡充が促進されると同時にその定員補充がアカウンタビリ

ティとして要請される。しかし，大学院の定員は，大学教員市場の需給以上に拡大しているので

就職先を大学外にも求めなければならない。しかも大学教員市場は大学院の拡充に比例して拡大

してはいないため，大学院の新規卒業者の雇用確保は一層きびしいものにならざるを得ないだろ

う。 

 表 9 は新制大学院後期課程修了者及び退学者を 100%として，そのうちの高等教育機関への就

職者の比率を分野ごとに，過去 40年間に亘って 10年おきに分析したものである。これによれば，

1963 年の段階では，工学部においてはその拡張期を迎えて 71%の後期課程修了者や退学者が大

学に初職を求めた。しかし，その後 10年ごとに見た大学への初職者の割合は急激に低下し，2003

年には 12%にまで下降している。工学部は 6年制の専門職課程として学士課程と修士課程は一貫

教育として行われ，多くは民間会社に就職した。これに対して後期課程進学者は大学の研究者と

して期待されるのが一般的であったが，1980 年代にはすでにその比率は 20%台にまで低下して

いた。理学系の初職者は 1963年には 55%台であったが，2003年ではわずか 62%にまで低下し，

研究所や海外に初職を求める若者も少なくない。 

他方，人文分野においては当初から大学への初職の割合は 2 割から 3 割台で推移し，2003 年

には 1割台に低下している。一方，同じ文科系である社会科学分野では当初は 20%台であったが，

70年代は拡張するものの 80年代には OD問題が一時的に発生したが，80年代及び 90年代にお

いては 40%台にまで上昇している。いずれにしても，文科系分野における外部市場は理科系のそ

れに比較して相対的に限定的であることだろう。それと同時に，私学セクターにおいては，1980

年代に一時的に停滞するものの，その後，緩やかではあるが一貫して拡張していった。こうした

理由がこれらの分野の初職の比率を規定しているであろう。 
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表９ 博士課程後期修了者及び退学者の高等教育機関への採用 （単位：％） 

分 野 類 型 1963年 1973年 1983年 1993年 2003年 
高 専 0.9 0.2 0.5 0.5 
短 大 1.2 0.7 0.4 計 
大 学 38.1 31.6 25.4 23.3 13.6 
高 専 1.3 0.3 0.6 0.4 
短 大 3.2 3.3 0.9 人 文 
大 学 21.1 36.6 25.1 27.6 15.8 
高 専 0.3 0.0 0.6 0.0 
短 大 4.1 2.3 0.9 社 会 
大 学 23.0 44.0 36.7 41.4 23.1 
高 専 0.4 0.3 1.0 0.3 
短 大 0.3 0.4 0.1 理 
大 学 55.1 21.1 14.6 14.2 6.2 
高 専 0.8 0.7 1.0 1.4 
短 大 0.3 0.1 0.5 工 
大 学 71.1 39.4 28.0 26.0 12.3 
高 専 0.5 0.0 0.0 0.2 
短 大 0.4 0.7 0.0 農 
大 学 49.1 20.5 8.8 23.9 10.6 
高 専 1.7 0.0 0.1 0.0 
短 大 0.1 0.0 0.2 保 健 
大 学 37.4 25.3 27.7 20.1 14.0 
高 専 0.0 0.0 0.0 0.0 
短 大 0.0 12.5 4.0 家 政 
大 学 0.0 14.3 31.3 16.0 
高 専 0.0 0.0 0.0 0.6 
短 大 5.2 0.0 2.2 教 育 
大 学 48.4 26.0 27.3 18.2 
高 専 0.0 0.0 0.0 0.0 
短 大 0.0 3.8 0.0 

芸 術 
  

大 学 0.0 0.0 16.7 0.0 9.4 
高 専 0.0 1.1 0.7 
短 大 0.0 0.0 0.3 その他 
大 学 50.0 26.4 15.2 

注：文部科学省『学校教員統計調査報告書』の各年版より分析した（対象：助手以上）。 

空欄はデータなし。 

 

いずれにしても，大学院後期課程の初職において大学教員市場の占める割合は 2003 年に平均

的に見て 13.6%までに低下している。しかし，その他の 86.4%は大学教員市場外に初職を求めた

か，または非常勤職や無業者ということになる。大学院の修了または退学後，全国的には 5万人

以上の非常勤職や無業者がいると言われているが，こうした実態が初職市場の現状を物語ってい

る。大学院後の市場は大学教員市場にせよ，民間市場にせよ，現在はより逼迫している。しかも，

大学の構造改革期における大学院の設置や重点化，部局化，専門職大学院，産学連携，COE等の

競争的資金導入政策などは，知識社会への移行に伴って大学教員市場に新たな経験と才能，より

高度な研究能力，あるいは豊富な教育経験を要請しているため，新規学卒者にとってはよりきび

しい市場となっている。 

1980年代後半以降，アカデミック・プロフェッションのラテンアメリカ化やアカデミック・プ

ロレタリアート化が国際的にも徐々に進行する。アメリカにおけるテニュア（On トラック）の

縮小，ノンテニュア（On or Offトラック）や非常勤職の増大，リサーチ・アシスタントなど，

条件の悪化が生じている。わが国でも 1980 年代後半以降，若年層を中心としたポスドク・フェ
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ローシップ，プロジェクト型人事など職階の多様化と不安定化が進行する。 

図 6に示すように，大学院博士課程在学生は研究者の訓練を受けた後，多様な常勤や非常勤職

ポストに枝分かれしたキャリア・パスを選択する。こうしたキャリア選択は従来見られなかった

傾向である。しかもこれらのポストの多くは非常勤職で任期制のポストであるため，若者の将来

的なキャリア・パスは非常に不透明になった。ポスドクの人数は 1万人を超えるが，助手や新職

の助教のポストはそれに比例して多くない。また，1997年のいわゆる選択的任期制の導入に伴う

専任教員に対する職階別任期制適用率は，われわれの計算では，教授 1.7%，助教授 1.8%，講師

2.9%，助手 7.9%であった（山野井・葛城 2004）。ここでの助手の選択的任期制の適用率は 1

割に満たないが，周知のように助手の任務は多様であり，しかも紳士協定による任期制も少なく

ないようだ。いずれにしても，若手のこうした多様化した職階のアクセス・ポイントは，非常に

多様かつ不透明になったが，これはドイツの若手研究者がこれまで直面してきた問題と同様であ

る。ドイツでは多様化したキャリアのアクセス・ポイントを単純化する方向での論議が盛んであ

る。わが国人事システムはドイツ方式とは相違するところが少なくないが，若手に関しては，そ

う遠くない将来にわが国もドイツ的な社会問題に直面するであろう。こうした問題を解決する 1

つの方法として，アメリカのトラック方式によるノンテニュアからテニュアへのラインを明確化

する一方，非常勤から常勤へキャリアのアクセス・ポイントを整理する必要もあろう。研究者の

養成には，長期の時間と投資が前提にされるだけに，個人的にも社会的にも人材の浪費を避け，

優秀な人材を確保するための対策が不可欠である。 

 

図６ 大学教員のキャリア・パス 

 

注１：黒白比率は任期制と非任期制（又は終身雇用制制）の比率を図示したもので，黒は任期制を示す。た

だし，現助手は基本的には終身雇用制ではないと考えられている。 

注２：教授・准教授（現助教授）・講師・【助教＋助手】（現助手）の職階の面積は，実数比率を示す。 
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いずれにしても，こうした構造的な問題のほかに若手受難の時代の背景人にいくつかの市場的

な理由がある。第一の理由は最近の大学改革であろう。例えば，1980年代後半以降，大学院の設

置や大きな改革が相次いだ。大学院を設立誘致するためには主だった講座や学科目にマル合教授

を配置する必要がある。それと同時に大学院の担当は原則として助教授以上であり，講師は一般

には認められない。地方国立大学の場合，市場の論理からいって優秀な教員を確保するのは容易

ではない。定年で空いたポストがあれば，手薄な領域のマル合教授の確保に流用する一方，教育

研究の実績を持つ優秀な助教授が引き抜かれないよう処遇する必要がある。そのためには，早く

昇給・昇格させたり，研究費や実験環境に配慮してでも引き止める必要がある。そうした大学院

人事シフトはかなり長期に亘って若手教員市場の逼迫をもたらす。大学院設立の準備，設立，さ

らに完成時（最初の卒業生輩出まで）までの数年間から 10 年近く経過しなければ流用したポス

トを再度，若手のポストに転用できない。大学院完成後になっても移動や定年によって空きポス

トが確保できなければ，後釜ポストに若手を供給できない。事実，大学院の設置を目指して優秀

な人材を確保するために，地方大学や研究大学で多くの公募制が導入され始めたが，改革が進む

につれて公募対象の年齢は高齢化した（山野井 2000）。第二の理由は，専門職大学院に認めら

れるように，外部社会の実践的，応用的な知識から構成されるカリキュラムが要請される。アメ

リカのプロフェッショナル・スクールの成功は，ケースメソッドによる教材が上手く機能してい

るからである。専門職大学院では 3割前後の社会経験者のリクルートが認可の際に必要だと言わ

れる。法曹界，経営，教育などの分野で次々専門大学院が設立されれば，従来のアカデミック・

プロフェッションポストを圧迫する。第三の理由は競争的な市場的環境が整備されるにつれて，

新卒市場では対応出来ず，即戦力型の人材が要請される。ヘッドハンティングの時代が若手市場

を圧迫する。第四の理由はデジタル社会や先端技術社会の到来によって，新しい知識社会が到来

する。既存の大学・学部にはない新しい分野，魅力ある分野を創設するためには，大学院ではそ

もそも養成不可能である。他大学の現役の大学人を引き抜くか，大学市場外に新たな人材を求め

る必要がある。第五の理由として，最近の大学では AC（アドミッション・オフィス）センター，

就職センター，ネイティブによる語学教育，FD（ファカルティ・ディベロップメント）などなど，

現場の実践や教育経験が評価される人材が養成されている。現在は右肩上がりの高度成長は望め

そうにないため，残念ながらそのポストの多くは本来，若手の人材募集にまわすべき定年者のポ

ストの転用や任期制を適用して効率的に運用するしかない。こうした若手問題に対応すべく，

1990年代以降，ポスドク・フェローシップ制度の拡充やスーパーCOEなどに代表されるプロジェ

クト型雇用，あるいは定員外雇用の拡充が促進された（小林 2004）。 

 

（２）外部市場との関係－外部からのリクルート 

 以上のように，新卒の大学教員市場への初職割合は次第に低下してきた。では，それに代わっ

てどのような人材が大学教員市場にリクルートされたのか分析する必要があろう。表 10 は新規

採用者の構成比率についてデータを整理したものである。各セクター揃っての統計的なデータは

1983年からであるが，それによれば次のような特徴が窺える。 
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          表 10 大学教員の新規採用者の構成        （単位：％） 

大 学 1968 1971 1974 1977 1980 1983 1986 1989 1992 1995 1998 2001

自校新学卒      21.3 16.6 13.2 13.7 13.2 12.6 11.0
他校新学卒      10.7 8.3 7.2 6.4 6.1 7.2 6.5

官公庁 11.7 7.1 13.1 14.5 20.1 19.5 21.5 18.9 16.7 17.2 16.8 14.3
民 間 9.1 7.2 6.2 7.5 7.9 7.9 10.1 12.0 15.3 24.6 17.9 19.4
自 営    0.4 0.3 0.2 0.2 0.4 0.5 0.8 0.6 1.1
学 校    3.1 2.4 1.6 1.6 2.1 3.1 2.2 2.0 2.0
その他      38.8 41.7 46.2 44.3 35.9 42.9 45.9

短 大 1968 1971 1974 1977 1980 1983 1986 1989 1992 1995 1998 2001

自校新学卒      4.9 2.4 3.8 0.7 0.9 0.3 3.5
他校新学卒      19.1 14.7 11.2 11.4 11.9 10.8 8.9

官公庁 8.6 8.0 8.1 6.8 10.6 10.6 10.0 10.7 8.5 11.1 11.0 11.9
民 間 11.4 8.4 6.5 8.0 9.5 8.1 8.5 14.7 13.8 16.2 17.4 19.6
自 営    1.7 1.7 1.5 1.6 1.4 1.8 1.2 1.5 2.4
学 校    22.7 18.8 19.8 17.1 17.1 18.5 17.7 16.7 16.6
その他      34.6 43.7 41.3 45.4 40.9 42.2 37.1

注：文部科学省『学校教員統計調査報告書』の各年版より分析した（対象：助手以上）。 

空欄はデータなし。 

 

第一には，新規学卒者は 20年間に，自校と他校の新規卒業者共に低下しており，両者を併せても

全体の 34%から 7.6%へ，四分の一以下まで低下しているのである。この点は表 7 の結果を裏付け

ている。第二には，官公庁からの採用は 1960年代から増加し始め 1980年代をピークにして，その

後次第に低下してきている。大学教員市場が拡張しない時期に比率が高まり，逆に拡張期に低下す

る現象は，市場の動きとは一致していない。具体的な採用人数は，1968年から 3年ごとに，739名，

362名，734名，967名，1,450名，1,435名，1,640名，1,510名，1,434名，1,534名，1,568名，

1,468 名となっている。第三には，民間からの採用者が次第に増加傾向にある。どの分野において

民間採用者が増加しているのかを検討してみる必要があるが，その内実についてはさらに後述する

ことにしたい。第四には自営や「その他の学校」からの採用者はごく少数であり，全体市場に及ぼ

す影響も大きくない。絶対数も 266名以下に過ぎない。しかし，短大への採用は「その他の学校」

からの教員の採用が 15%前後を占めている。第五には「その他」の採用が，大学にせよ，短大にせ

よ，4 割前後の水準で推移している。分析の基になっている『学校教員統計調査報告書』は，当該

年度の 5月現在で調査される。そのため前年度の 5月以降の無職や非常勤職の期間を経て採用した

初職採用者は，新規学卒者に該当せず，調査時においては「その他」のカテゴリーに含まれる。筆

者の国際調査のデータを分析した結果によれば，わが国の大学教員は大学院終了後から大学の初職

に就くまでに,平均で 4.95年の社会経験を積んでいる（山野井 1996）。そして第六には短大教員の

新規採用者について概括しておこう。新規採用者は 1992 年以降 3 年ごとに，1354 名，1059 名，

926 名，そして 2001 年には 749 名まで低下している。この原因は短大の四大化によって市場が縮

減したことによる。高専の新規採用者の数には，同期間に 197名から 185名であり，このような現

象は確認されない（『学校教員統計調査報告書』当該年）。自校の採用は，短大は研究大学ではな

いので事務助手の採用はあるものの，その値はきわめて少ない。研究大学のような他校の採用者は

四大と同様に大きく減少してきている。民間からの採用は増大してきている。四大と相違する点は

「その他の学校」からの採用が過去一貫して第 1位を占めたが，2001年に民間と逆転している。「そ
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の他の学校」とは高校が中心である。これは高校の有力者が採用されるのが一般的であったが，受

験生を確保する慣行による。「その他」のカテゴリーは四大と同様である。      

さて，大学市場と他市場との関係を見るデータとして民間からの採用を学部ごとに分析したの

が表 11 である。上述したように民間からの採用は次第に増加傾向にあった。しかし，この表か

ら見ると，分野によってまちまちであることが理解される。絶対数で保健，工学，社会（100 名

以上）の順で多く，成長率では社会，保健，工学の順で高く，いわゆる応用科学分野において民

間との人事交流が盛んであることが理解される。日本の社会科学は現実の政策と乖離しており，

人材養成の仕方や大学，政府，産業界との人事の流動性を高めるべきであると OECDから批判さ

れたのは 1970年代であった（文部省『日本の社会科学政策』1977）。1990年代から民間からの

採用が次第に増加し，2001年には急増している。これらの多くは経済学や経営学の分野で多いと

推測されるが，法学，ビジネス，MOT，公共政策学や公衆衛生などを中心とする専門職大学院（プ

ロフェッショナル・スクール）が，その後，新たに設立されることから配慮しても，この分野の

民間社会との交流は大幅に増加することになろう。 

 

表 11 民間からの採用動向（助手以上）       （単位：人） 

年度 人文 社会 理学 工学 農学 保健 商船 家政 教育 芸術 その他 計 

1974 20 21 23 108 28 129 2 3 6 7 2 349 
1977 22 28 28 127 27 241 1 6 9 11 0 500 
1980 29 35 27 127 10 321 3 6 5 6 0 569 
1983 24 39 20 88 19 363 1 6 5 7 0 580 
1986 40 49 23 108 22 491 0 7 8 13 2 774 
1989 36 92 38 214 36 520 4 4 9 6 2 961 
1992 39 115 52 291 46 725 0 9 13 21 1 1312
1995 46 158 79 365 43 1456 0 8 10 25 7 2197
1998 58 149 67 328 46 985 0 14 9 15 1 1672
2001 83 289 76 359 38 1034 0 15 16 60 25 1995

注：文部科学省『学校教員基本統計報告書』 各年度より整理した。 

 

（３）新陳代謝 

 大学市場の流動性は色々な次元で検討される必要がある。機関内におけるインブリーディング

のような質的流動性もあれば，移動概念も多様で職階間の流動性もある。大学市場の流動性とし

ては大学間の移動に見られる流動性もある。さらに上述したように大学市場と外部市場との間の

流動性もある。あるいは後述するようにジェンダー論から見た質的な流動性や外国人教員の海外

市場との流動性もあろう。特に 2001年は短大の四大化の影響を一時的にせよ強く受けている。 

 筆者は全体移動の量的な流動性をより的確に測定する指標として新陳代謝率なる数式を以前に

開発した（山野井 2001）。新陳代謝率の算出法は（採用者数＋転入者数）÷（本務教員数－離職

者）×100 である。すなわち，流動性をより明瞭に把握するために，現有メンバーに対する新た

なメンバーの比率を算出した。大学教員市場内部と外部市場の動向を反映した数式によって多元

的な次元の流動性についてより精確な動きを把握することが可能となる。 

 例えば，表 12 で大学教員市場全体の新陳代謝率を眺めてみよう。過去 30 年の動向において，



92 

1960 年代は大学大衆化が急激に進行した時代である。1986 年の市場が最も停滞した時代の 1.5

倍のメンバー交代があった。過去 30年間に U字型の新陳代謝率を示すが，2001年は 1960年代

の新陳代謝率を回復することはないが，上述したように，2001年は公立・私立の短大の四大化の

影響を忘れてはなるまい。最近の新陳代謝率を設置者別に検討してみると，国立大の値が停滞し

ていることを示唆している。他方，類型別に検討してみると，四大には短大の四大化が影響して

いるが，短大の四大化は短大の一時的な離職者を誘発するが新陳代謝にはそれほど大きな影響を

与えていないようだ。それに高専の新陳代謝率が大幅に低下している。とくに高専のそれは 1980

年代には極端に低下し，その後も余り回復してないことが理解される。この背景には，戦後，高

専が 1962年（昭和 37）に発足し，1967年（昭和 42）に一通り整備され，1971年に 3校，1974

年に 2 校が設立された後，1977 年から廃止等の縮小期に入る。また，高専市場では外部市場か

らの人材交流が乏しいことは以前から指摘されている（葉柳 1976）。 

 

表 12 大学教員市場における形態・類型・職階の新陳代謝率 

 1968 1971 1974 1977 1980 1983 1986 1989 1992 1995 1998 2001

平 均 13.6 9.9 9.9 9.7 9.3 8.8 8.8 9.4 9.3 9.3 9.2 10.2
国立大 13.6 8.8 8.9 9.5 9.7 9.0 8.8 9.7 9.3 9.5 9.7 9.5
公立大 13.6 11.1 10.9 10.1 11.4 9.8 9.7 10.6 11.9 12.7 9.9 10.9
私立大 13.7 10.7 10.7 9.8 8.7 8.5 8.6 9.0 8.9 8.7 8.6 10.7
4年制大 13.6 9.9 9.9 9.7 9.3 8.8 8.8 9.4 9.3 9.3 9.2 10.2
短 大 14.2 9.5 10.2 9.4 8.3 7.5 8.0 8.7 8.6 7.0 7.0 7.1
高 専 12.3 8.1 6.2 4.5 3.8 3.3 6.0 6.4 6.1 5.8 5.0 7.0

教 授 5.8 3.9 4.0 4.0 3.4 2.9 3.0 4.2 3.9 4.4 4.1 5.2
助教授 6.0 4.7 4.8 4.0 3.7 3.3 2.9 4.7 4.8 5.3 5.2 6.2
講 師 14.3 12.5 11.4 10.2 9.5 8.3 8.5 10.1 10.5 10.3 10.4 13.0
助 手 28.0 21.2 21.1 20.3 20.9 21.0 21.6 20.8 20.8 20.0 20.5 21.8

注：文部科学省『学校教員統計調査報告書』2001 年版に基づいて算出した。 

新陳代謝率＝（採用者数＋転入者数）÷（本務教員数－離職者）×100 

 

 一方，職階別に新陳代謝を検討してみると，それらは職階によって大きく相違することが理解

される。助手という職階は終身雇用とは一般に見なされていない。助手の新陳代謝が最も激しい。

1960 年代には 30.0%の新陳代謝率を示す一方，それ以降は 20.0%台で一貫しており，市場の成

長率や停滞期の影響をほとんど受けていない。助手層は市場の影響を受けないで，一貫して新陳

代謝が起こっている。任期制を導入した 1997年以降，というより 1990年代から一貫して変化が

ない。すなわち，構成員の 2割が一貫して交代していることになる。 

他方，講師職以上について見てみよう。講師，助教授，教授のいずれの職階ともなだらかな U

字型の新陳代謝率を示す。いずれの職階も 2001年の段階で 1960年代の新陳代謝率に接近してい

る。ただ，職階が低いほど新陳代謝は大きいが，教授と助教授のそれらは逆転する年もある。一

般には助教授の新陳代謝は教授のそれを上回るはずであるが，教授層は定年による退職が大きく

影響している可能性がある。そのためか 1980 年代の大学教員市場が停滞した時期に，現役の移

動が停滞し定年移動比率が高まった時期に教授層の新陳代謝が助教授のそれを上回っている。講

師層は教授・助教授と助手層の中間段階で推移している。いずれにしても 2001 年になって，助

教授層は 1960 年代の新陳代謝率を上回っている。大学間移動や市場の成長率だけからは説明で
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きない質的な新しい現象が起きつつあることを示している。これらは新陳代謝の数式から明らか

なように，新陳代謝は大学内部市場の影響を受けるばかりでなく，大学外部市場との人材交流も

大きく影響している。この点から見ても構造改革後の人材のリクルートの流れが次第に地殻変動

していることを示唆している。 

このことは表 13 で示したように，学問分野で見ても大きな差が認められる。移動研究で医歯

薬分野，家政などで移動率が高く，芸術分野や理学関係で移動率が低いことはすでに先行研究で

証明されている。保健分野は現場との交流で流動性が高い。家政系では助手層の教務助手化や結

婚を機に退職する割合が相対的に高い。芸術分野では地域活動に伴う土着化が流動性を低くして

いた（山野井 1990）。他方で，表 11で示したように，保健，工学，社会科学，とりわけ社会科

学の分野で市場外の人材交流が活発化していることを指摘した。こうした視点から表 13 を検討

してみると興味深い。採用・離職者ともに多い保健は従来と変化がないが，社会科学，工学，芸

術分野などは外部市場を含めた人材のリクルートで新陳代謝が上昇している。家政系は規模に対

する相対的な退職者の多さが値を上昇させていると理解される。工学系，社会科学系，芸術系な

どの専門職系や学際系など，これまで大学市場で開拓されなかった新たな人材の流れが，これか

ら 21 世紀型の高等教育を形づくることになるのであろう。こうしたインパクトがすでにいくつ

かの分野で生じつつある。 

 

表 13 大学教員市場における学問分野の新陳代謝 

学 部 人文科学 社会科学 理 学 工 学 農 学 保 健 

採用者数 1075 1186 586 1279 250 5100

転入者数 813 826 363 524 91 1017

離職者数 1245 913 655 1148 223 5428

本務教員数 23098 19665 14764 25895 6412 46059

本務教員数－離職者数 21853 18752 14109 24747 6189 40631

新陳代謝率 8.64 10.73 6.73 7.29 5.51 15.06

学 部 商 船 家 政 教 育 芸 術 その他 計 

採用者数 3 77 338 298 97 10289

転入者数 0 69 274 128 50 4155

離職者数 2 114 392 236 43 10399

本務教員数 63 1495 8165 4521 1456 151593

本務教員数－離職者数 61 1381 7773 4285 1413 141194

新陳代謝率 4.92 10.57 7.87 9.94 10.40 10.23

注：文部科学省『学校教員統計調査報告書』2001 年版に基づいて算出した。 

 

５．変化するマイノリティ市場 

（１）女性大学教員市場の動向 

アメリカの大学への女性進出のめざましさは，高等教育の女性化現象とも形容されている。在

学生のうち女性は，学士課程においてはすでに 1978年に，大学院課程においても 1984年に過半

数となった。かつて男性が圧倒的多数であったプロフェッショナル分野（法学，ビジネス，医学，
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等）においても女性の進出は著しく，女性比は 50%に近づきつつある。従来，女性進出の少ない

工学系等においても女性教員を増やすためのさまざまな努力がなされている，という。大学機関

の総雇用者の 53%は女性が占めている。大学教授職への女性参入も，1975 年に 24%であったも

のが，2003年現在には 41%にまで著しく拡大した。女性学長も 20%に達し，高等教育のリーダー

的立場にある有力大学にも女性学長が増えてきた。ジェンダーは，女性の数的増加ばかりでなく，

大学のカリキュラム，教育学，知の内容と生産のあり方，教職員の雇用や組織形態，大学の管理

運営に至るすべてを大きく変容させた，という。しかし，ここに至るまでには 1960 年代以来の

マイノリティとジェンダーに関する差別撤廃運動を忘れてはならない（ホーン川嶋瑶子 2004）。 

このようなアメリカの状況を見るにつけ，日本の高等教育におけるジェンダー問題の改革は典

型的な後進国といってよい。ちなみに，国際的に大学教員の女性比率を見ても，データはやや古

いが，ラテン諸国では大学教員の処遇も一部関係するためか，女性比率はブラジル 39.5%，メキ

シコ 35.6%，チリ 32.8%と高く，前社会主義国であったロシアも 26.5%と比較的高い。欧州圏と

中東では，イギリス 23.2%，スウェーデン 25.8%，オランダ 22.4%，イスラエル 27.6%と 20%台

を示す一方，ドイツでは 16.9%に留まる。さらにアジア・オシェアニア地域では分散する。一方

で，オーストラリア 34.8%，香港 24.8%と高く，他方で韓国 13.0%，日本は 7.0%と対象国では

最低比率であり，平均比率 24.1%からもかけ離れている（有本本・江原 1996）。このような国

際状況を反映してか，2003 年現在で言えば，国立大学の外国人教員 717 名（講師以上）のうち

女性教員は 132名，女性比率は 18.4%で日本人教員の国立大の 10.3%を大きく上回っているので

ある（文部科学省調べ 2003）。  

一方，いずれの国においても，女性教員に関しては，”The higher, the fewer”という論理があ

る。大学や職階などの威信が高くなればなるほど，女性の構成比率は低くなるというのである。

一般の大学より研究中心の威信の高い大学では女性は少なく，学士課程，修士課程，博士課程と

上のランクになるほど女子学生の比率は低下する。職階ごとに見ても，講師，助教授，教授と職

階の威信が高まるほど女性の大学教員は少ない。上記の先進国米国でさえ，職階の名称や処遇は

異なるものの，講師 48.3%，助教授 43.3%，准教授 31.8%，さらに教授になると 17.8%と一段と

下がる。わが国とレベルの相違はあるが，職階間の差は大きい。大学間の移動のチャンスも男性

教員と女性教員とでは大きな格差がある。14 カ国・地域全体の平均では男性が 0.89 回であるの

に対して，女性は 0.69 回で，女性が男性の移動回数を上回る国はない。わが国の平均は男性の

0.53回に対して，女性はわずか 0.37回のチャンスしか恵まれていない（山野井 1996）。 

 しかし，表 14 に整理したように，わが国でも長い目で見ると，幾つかの変化はある。第一に

は以前は国立，公立，私立大学の順で女性比率は低かったが，2000年代から公立大学の女性比率

は一段と進行した。2003年には公立大学の女性比率は 20%を超えた。第二には過去 50年の間に

女性比率は 3倍増になっている。すなわち，1953年には平均女性比率は 4.8%に過ぎなかったが，

2003年には 15.3%に達している。2010年に四年制大学全体の女性比 20%は達成可能の範囲にあ

るが，国立大学法人協会のアクション・プランでは国立大の女性比率 20%の達成を目標としてお

り，このままの状況ではその実現はなかなか難しい状況にある（国立大学協会 2000）。 
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表 14 設置形態及び職階から見た女性教員の動向 （単位：％） 

 1953 1963 1973 1983 1993 2003 

国 立 2.8 4.1 4.7 5.2 6.6 10.3 

公 立 6.6 7.0 9.2 9.4 11.1 21.9 

私 立 9.2 11.7 11.6 11.5 12.6 18.1 

教 授 1.9 2.3 2.9 4.0 5.5 9.2 

助教授 3.6 4.2 5.8 6.8 9.1 15.2 

講 師 7.1 10.1 10.6 10.4 13.2 21.8 

助 手 7.1 12.8 14.1 13.8 15.3 22.6 

平 均 4.8 7.2 8.2 8.4 9.9 15.3 

注：文部科学省『学校基本調査報告書―高等教育機関―』の 

           当該年度の本務教員に対する女性比率を算出した。 

 

 これまで指摘されてきたように，女性比率の高い大学は女子大学や女性系学問分野と称される

ところである。例えば，表 15に示すように，女性比率が 30%以上の大学（女性教員が 30名以下

は除く）は 2001年現在で 33校あるが，そのうち，女子大学の名称がついたものが 22校を数え

る（元女子大学であった山口県立大学ものも加える）。その他は看護系と芸術系の大学がそれぞ

れ 4校，家政系 2校，外語大 1校である。他方で女性教員の絶対数の多い大学としては規模の大

きい総合大学や女子大が上げられる。例えば，2002年における女性教員の多い大学のベストテン

は，慶応義塾大 146 名（講師以上），東海大 132 名，東京女子医大 127 名，日本大 126 名，筑

波大 108名，東大 106名，千葉大 101名，武蔵野音大 97名，日本女子大 94名，早大 92名，で

ある。（『第学ランキング』2002）しかし，伝統のある旧帝大クラスの女性比率で見ると，北大

3.6%（講師以上，57名），東北大 2.3%（33名），筑波大 6.6%，東大 4.5%，東京工大 1.9%（13

名），一橋 7.2%（20 名），名大 5.8%（88 名），京大 2.4%（64 名），阪大，3.7%（57 名），

広大 7.2%（87名），九大 3.1%（1998 年，41名）である（比率は 1998 年，女性教員の実数は

九大を除いて 2002年）。速度は遅いものの研究大学の女性比率は着実に上昇している。 

国立大の大学院における博士課程の女子学生比率は，分野によっても，各機関の大学院によっ

ても大きく異なるが，全国平均では 21.3%，同修士課程では 23.2%である（アメリカでは前者

39.9%，後者 55.9%）。女性教員比率を 1とした場合の女子学生比率の値は，博士課程で 3.2倍，

修士課程で 3.5 倍である。女性教員比率と大学院女子学生比率の格差を差別と判断し，もっと女

性教員を多く採用すべきであると主張することも可能であろうが，重要な視点は学問的な生産性

も加味した上で論議すべきであろう。いまこれらのデータを持ち合わせていないが，いずれにし

ても，上記の大学院の女子学生比率は将来的に見て女性比率上昇を押し上げる圧力となっている

ことは間違いない。女性化の先進国の一つであるアメリカにおいてさえ，分野別に大きく異なる

ものの，2003／4年度の全国統計では 40%を凌駕している。 
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         表 15 女性教員比率 30％を超える大学      （単位：％） 

出典：朝日新聞社『大学ランキング』2003 年版。 

 

（２）外国人教員市場の動向 

 現在の大学の原初形態をさかのぼれば中世の大学に行き着くが，その出発点から大学はそもそ

も国際的であった。野心ある若者は学位を求めてヨーロッパ各地から険峻なアルプスを越え，イ

タリアのボローニアやサレルノを目指した。近世に入っても学問の中心地であったドイツには

ヨーロッパ，アメリカ，アジアの遠くから留学し，学位を取得した。明治の東大が創立されたと

きも多くのお雇い外国人教師が存在した。現在でも過去 3年間に限ってみても，外国機関で大学

教員を経験した割合（非常勤を含む）は，イスラエル 65.1%，オランダ 33.7%，香港 29.6%，ド

イツ 25.3%，チリ 22.4%，スウェーデン 21.8%と 2割を超え，イギリス，オーストリア，アメリ

カも 13－15%台の水準にある。同様に，現在，世界では 8000万人の学生が大学で学んでいるが，

世界の留学生は，ユネスコの統計によれば，1980年代には 100万人，1990年に 120万人，2000

年に 160万人（主要 50各国）に及ぶ。現在では 200万人前後だろう。最新統計では，アメリカ

は 58.6万人，29.3%（母集団 200万人として），イギリス 24.3万人，12.6%，ドイツ 22.7万人，

11.6%，フランス 18.0 万人，9.0%，オーストラリア 13.6 万人，6.8%，日本は 11.7 万人（文部

科学省，2004），5.9%を数える。逆に，日本人の海外への留学生は 1990年代に 2.7万人であっ

たものが，2000 年には 7.6 万人に達する（『ユネスコ文化統計年鑑』 2004）。わが国への留

学生 10万人計画は達成されたが，地域的には，中国 66.3%，韓国 13.2%，台湾 3.5%とアジアが

90%前後を占め，質の面で 1998 年には 91%が学位を取得したが，2002 年には 69%と低下し，

退学者も 3.1%から 6.0%に倍増するという新たな問題も派生した（総務省調べ 2004）。 

 上述したように，明治期の大学教授はお雇い外国人後は，東京帝大にせよ，京都帝大にせよ，

海外留学の経験者が前提とされ，ほとんど 100%近くが長期の留学経験者であった。現在の日本

の大学教員の「過去 3年間における学習あるいは研究のための海外経験者」の比率は，全体の約

55.5%であった。狭い意味の留学経験者はもっと少ないが，国際比較では平均的である。イスラ

エル 93.5%，スウェーデン 74.5%，香港 71.8%，オランダ 69.9%，ドイツ 64.8%，韓国 61.5%に

大学名 大学名      大学名 

1 岐阜県看護大 90.2 11 武蔵野音大 46.2 23 山口県立大 39.2

2 聖路加看護大 80.0 13 津田塾大 46.1 24 フェリス女院 37.8

3 天使大 73.2 14 日本女子大 45.0 25 神田外語大 37.4

4 女子栄養大 60.6 15 神戸女子大 44.0 26 東京女子大 37.4

5 名古屋女子大 60.0 16 東京音大 43.7 27 川村女大 36.4

6 文化女子大 59.7 17 神戸女学院大 42.2 28 共立女子大 36.1

7 日本女体大 58.3 18 ノートルダム大 41.2 29 お茶ノ水女大 35.9

8 和洋女子大 50.7 19 桐朋学園大 40.7 30 東京家政大 34.0

9 国立音大 48.2 20 東洋英和女院 40.2 31 東京女医大 31.8

10 広島県保福大 46.5 21 高知女子大 40.0 32 東京家政大 31.1

11 九州女子大 46.2 22 昭和女子大 39.4 33 同志社女大 30.0
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は及ばない。学問の輸出国であるイギリス 52.9%，アメリカ 42.6%よりは高い（山野井 1996）。

上述したように，わが国の大学教員市場において日本人の海外学位の取得者のシェアは東大に続

いて第 3位を占めるまでに成長したが，それに比較して外国人の教員受け入れは大幅に遅れてい

る。 

 わが国の国際化は明治の初期を除いて，戦後，他の諸国と比較して，国際化から取り残されて

きた。わずか 20 年前には，「日本の国公立大学には，外国人で正規の教授会メンバーとなって

いる助教授・教授は一人もいない」と言われた（日高六郎・徐龍達編 1980）。1982年に関係者

の市民運動の支援によって「国立又は公立の大学における外国人教員の任用等に関する特別措置

法」（いわゆる「国公立大学外国人教員任期法」，以下「外国人教員法」と略称するが，この法

律では講師以上が対象となっている）の制定が促進される。この法律の成立 3 年後には 32 名が

適用された。もちろん，「外国人教員法」以前においても，外国人教師ないしは講師と呼ばれる

日本教員とは別待遇で処遇される人々が（一般に「外国人教員法」以外で採用される任期 1年の

非常勤職），1973 年の段階で教師が 150 名，講師が 307 名いたが，1983 年にはそれぞれ 311

名，432名と大幅に増加している。 

「外国人教員法」以降の外国人教員の動向は，表 16 の通りである（ただし，助手は「外国人

教員法」は適用されない）。これによれば，全大学において外国人教員は，2001 年現在 4,610

名で，全教員の 3.0%であった。統計が採られ初めて 20年経過しているが，この間に私立，公立，

国立の順で増大している。とくに公立大においては 1995年代以降において急増している。 

 

表 16 外国人教員の動向 

（単位：人，括弧内：％） 

外国人教員 1986年 1989年 1992年 1995年 1998年 2001年 

国 立 
351 

（0.7） 
453 

（0.8） 
644 

（1.2） 
1,095 
（1.9） 

1,344 
（2.2） 

1,231 
（2.0） 

公 立 
40 

（0.7） 
38 

（0.6） 
67 

（0.9） 
228 

（2.8） 
274 

（2.9） 
328 

（3.1） 

私 立 
949 

（1.7） 
1,291 
（2.1） 

1,662 
（2.4） 

2,216 
（3.0） 

2,607 
（3.4） 

3,051 
（3.8） 

教 授 
367 

（0.9） 
459 

（1.1） 
579 

（1.2） 
773 

（1.5） 
974 

（1.7） 
1,172 
（2.0） 

助教授 
225 

（0.8） 
337 

（1.2） 
520 

（1.7） 
879 

（2.8） 
1,219 
（3.6） 

1,332 
（3.8） 

講 師 
665 

（4.5） 
752 

（4.7） 
875 

（5.2） 
1,181 
（6.8） 

1,318 
（7.2） 

1,414 
（7.5） 

助 手 
208 

（0.6） 
231 

（0.7） 
395 

（1.1） 
701 

（1.9） 
713 

（1.9） 
685 

（1.8） 

合 計 
（平 均） 

1,340 
（1.2） 

1,782 
（1.5） 

2,373 
（1.8） 

3,539 
（2.5） 

4,227 
（2.9） 

4610 
（3.0） 

注：文部科学省『学校教員統計調査報告書』 各年度版に基づいて算出した。 

1983 年版以前は統計なし。 
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この背景には，公立大の，上位から会津大学 38 名，北九州大 19 名，大阪市大 15 名，秋田県

立大 14名，岩手県立大，大阪府大各 13名，東京都立大 11名，横浜市大，広島市大，各 10名な

どが大きく影響している。比率で言えば，後述するように，島根県立大，青森公立大など公立の

新設が多く含まれている。公立大においては優秀な人材を新たに求めるためには海外市場に目を

向けざるを得なかったと同時に，創設の領域が人文系，情報系さらには国際系などの分野が相次

いで設立されたためであろう。会津大学では外国人教員を確保するため国際公募を早くから導入

し，人事システムもアメリカ方式を基盤としており，教育研究に関する運営を規定する教授会自

体もバイリンガルで実施されている。 

 個別機関の絶対数では上智大 104 名（講師以上），立命館大 70 名，関西外語大 64 名，京大

60 名，東大 51 名，南山大 51 名，神田外語大 48 名，東海大 46 名，東北大 45 名，国際基督大

41名，早大 41名，会津大 40名，筑波大 39名，日本大 38名，宮崎国際大 37名，関学，福岡大，

各 34 名，法政，龍谷大，各 30 名であった（30 名以上，『大学ランキング』2003）。その他の

国立大では，九州大 33名，神戸大 21名，阪大，広大 20名（文部科学省調べ，2003年 7月）で

あった。私学ではクリスチャン系大学，外語，情報系大学を中心に私大の総合大学や国立大が絶

対数では多数を占める。他方，個別機関の外国人教員比率では，20.0%以上が 20校である。具体

的には，宮崎国際大 84.1%，会津大 45.5%，神田外語大 41.7%，愛知文教大 38.5%，東京福祉大

34.5%，立命館アジア太平洋大 31.9%，関西外語大 31.5%，国際基督教大 28.3%，名古屋商科大

27.8%，名古屋外国語大 27.2%，大阪経法大 25.0%，島根県立大 24.5%，英知大 24.1%，上智大

23.1%，青森公立大 22.2%，東京神学大 21.4%，長崎外語大 20.8%，北海道文教大 20.6%，京都

外国語大，敬和学園大，各 20.0%であった（比率 20.0%以上，『大学ランキング』同上）。小規

模の公立，私立大学が圧倒的に多い。私立大では宮崎国際大や立命館アジア太平洋大のように，

大学のシステム自体をアメリカ化ないしは国際化（グローバル・スタンダード化）した大学もあ

る。世界貿易機構（WTO）は，最近，大学を含むサービスの自由取引協定を承認した。わが国の

アメリカ大学日本校は大学としての道が開かれることになる。いずれにせよ，私立大学において

は人文系，外語系，国際系，経済・経営学系によって占められているだけに，教員ばかりでなく

大学の国際化は一層進行することとなろう。とりわけ，プロフェッショナル・スクール化される

分野においては教員の国際化が急激に進行するであろう。 

 ともあれ，こうした外国人教員の国籍地図を示したのが表 17 である。これは国立大学や共同

利用機関における講師以上の外国人教員を対象としている。これによれば，わが国の大学人材の

国際社会における地図を示している。留学生地図と同様，中国，韓国等のアジア出身が多い。教

授層はアメリカ，韓国，中国であるが，助教授層は中国，韓国，アメリカの順となる。外国人教

員には任期制を適用する比率が高い。例えば，国立の場合，717名のうち任期制の適用は 380名

の 53%であり，公立大の場合，同様に 276名のうち 105名 38.0%である。平均で 48.8%である。

我々の分析したデータでは，わが国の全本務教員に対する任期制適用率は 2001 年 1.9%，2002

年 3.4%と急増してきているものの，外国人教員への任期制適用は桁外れに高い。そのために助教

授がそのまま教授に昇格するとも限らないし，研究面では学問の中心地であるアメリカから新た
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な教授層も大幅に転入する可能性も否定できないので，予測は困難であるが，数字通り，助教授

が教授に昇進するとすれば，教授層はアメリカに代わって中国が最大となろう。韓国も含めて考

えれば，近い将来，量的には確実にアジアの時代に突入することになるだろう（徐龍達 2005）。 

 

表 17 国立大学等の外国人教員の国籍      （単位：人） 

地 域 国 名 教 授 助教授 講 師 計 

インド 4 2 0 6 

スリランカ 1 4 0 5 

タ イ 2 2 1 5 

韓 国 31 85 37 153 

中 国 25 190 23 238 

台 湾 1 5 2 8 

アジア 

その他 1 13 2 16 

アメリカ 36 54 20 110 
北 米 

カナダ 1 11 4 16 

中南米 1 1 3 5 

イギリス 9 25 5 39 

ドイツ 5 27 2 34 

フランス 1 11 0 12 

イタリア 1 2 0 3 

オランダ 1 3 0 4 

ロシア 3 7 0 10 

欧 州 

その他 3 13 3 19 

オーストラリア 7 11 1 19 
オセアニア 

ニュージーランド 0 4 2 6 

中 東 1 1 1 3 

アフリカ 1 3 2 6 

合 計 135 474 108 717 

出典：文部科学省調べ 2003 年 7 月。 

                                

 以上，戦後から現在に至るまで 60 年の大学教員市場を通観した。この間，大学教員市場から

大学教員市場へと，文字通り，規模的にも質的にも，大きく地殻変動した。通史的に戦後 60 年

の動きを総決算することによって，わが国の大学教員市場は国際化，グローバル化への動きを着

実に進めていることが理解された。それと同時に流動性は時代，時代の改革によって断続的に規

定されていた。現在は，知識社会到来によって，ある分野では大学と社会の間の人事交流が一段

と活発化してきている。大学知と社会知の交流が進行していることも理解された。これまでのわ

が国の大学教員市場は学閥という日本文化に支配された段階から，大学構造改革を経て流動性を

高め，大学教員市場活性化が促進されている（山野井 1990）。 

いずれにしても，わが国の高等教育は，戦後 60 年を通観してみて，エリート，マス段階を経

て，現在，ユニバーサル（アクセス）の段階を模索している。エリートからマス段階にかけての

大学発展期には，国立，公立，私立の学士課程の拡張，工学系の人材養成計画，私立の四大化，
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等々が大学教員市場を急激に発展させた。1970年代は国立の新構想大学設置，私立大学の増設が

大学教員市場を支えた。しかし，1980年代には，一転して大学抑制政策の下で進学率は上昇せず，

大学教員市場は冬の時代を迎え，それは各種の指標統計に表れていた。とくに 1980 年代後半か

ら大学院拡充やそれに連動する OD（オーバードクター）の雇用問題が派生するようになる。他

方，学士課程レベルでは大学の新設抑制が基本的には継続されるものの，第二次ベビーブーマー

が 1980年代後半から漸次，圧力的に学生定員を増大させるに随伴して，教員ポストも拡張した。 

 1990年代は，グローバル的な改革を背景に，わが国も遅ればせながら大学設置基準の大綱化を

契機に，大学構造改革政策がスタートする。カリキュラム再編成，大学院の重点化，市場原理の

導入，アカウンタビリティを背景にした大学自己点検評価，第三者評価，国公立大学法人化等が

矢継ぎ早に打ち出されると同時に，大学教員市場に直接関わる任期制の導入などの人事政策にも

踏み込む。これらは大学教員市場の質的あり方に大きな影響を及ぼすことになるが，この時期，

大学教員市場に量的に影響をもたらすのは，国公私立大学院の増設，公立や公設民営大学の新設

拡張，短大の四大化，規制緩和による私立の新設，学生定員減に伴う教員削減が大学教員市場に

大きな影響を及ぼす。 

 2000年代に入ると，構造改革後半に入り，国立大学の統合・再編成や国立大学法人化，企業型

大学，COE等大型競争資金や外部資金方式の導入，学社連携による大学と企業関係の見直し，大

学院重点化，認証評価，e-Lerning，大学教育の輸出入，生涯学習機関大学等が政策化され，現

在，わが国のグランド・デザインが論議されている。2000年代には学士課程レベルでの福祉，医

療，国際化，環境，情報など先端的・学際的領域において大学の新設拡張が実施される一方，大

学院課程レベルでは部局化や専門職大学院の導入が促進される。とくに人事面においては，国立

大学の法人化に随伴して非国家公務員型の身分に転換され，さらに内部組織と職階職務の再編成

が政治的アジェンダに組み込まれている。それと同時にこうした構造改革は若手研究者の職階の

多様化を招来してきた。これらの 2000 年代の構造改革は大学教員市場や機関内の人事に地滑り

的な影響を及ぼす可能性がある。大学の構造改革は，制度，組織，人事の改革を通して，大学教

員市場に量的・質的変化をもたらしてきたことがデータの上からも理解されてきた。 

 いずれにせよ，戦後 60 年を概観して，わが国の大学教員市場は，漸次的に変化してきたので

はなく，それぞれの時代の政策や改革と深く連動しながら，まさに断続的に変化してきたことを

示している。われわれが整理した時系列的な数字の背景を理解することが重要であることを主張

しておきたい。いずれにしても，わが国の構造改革の成否は，大学教員市場やアカデミック・プ

ロフェッションの次元をつぶさに観察して見ることがきわめて肝要である。現在の第一次大学改

革はグランド・デザイン構想といういよいよ最終段階に至ろうとしているが，まだ全貌は見えて

いないし，アカデミック・プロフェッション像も構造改革中にあって，大学教員市場は変革と不

透明な時代を迎えつつある。 

 これから将来の構造改革の方向として，デジタル情報化と知識社会への改革，超高齢少子社会

に伴う中央政府・地方政府の再編成，国際的な大学市場におけるグローバルな調整，個人のライ

フサイクルに対応する労働と生涯教育学習機関としての調整等は避けて通ることはできない。こ
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の中で，一方における道州制に伴う国内的な国公立大学の統合・再編成と国際化やグローバル化

した高等教育の世界市場の調整は，現在の第一次よりもっと大規模な第二次の構造改革が必至だ

ろう。 

国際的な視点からわが国の大学教員市場や人事政策もグローバルな動きを示していたことも事

実である（山野井 2004）。1980年代後半以降，アカデミック・プロフェッションのラテンアメ

リカ化やアカデミック・プロレタリアート化が国際的にも徐々に進行する。アメリカにおけるテ

ニュア（On トラック）の縮小，ノンテニュア（On or Off トラック）やパートタイマーの増

大，リサーチ・アシスタントなど，条件の悪化が生じている。これは何もアメリカばかりではな

い，イギリスでは 1980年代にテニュアが廃止されたし，オランダでは 1990年代に非公務員型に

移行した。わが国でも 1980 年代後半以降，若年層を中心としたポスドク・フェローシップ，プ

ロジェクト型人事など職階の多様化と不安定化が進行する一方，1990年代後半には終身雇用制が

崩れ，任期制がはじめて導入された。とくに 2000 年代には内部組織や職階の職務規程もドイツ

モデルからアメリカモデルへの旗手を鮮明にしたが，きわめて重要な内部組織としての教育研究

組織は，当分，模索が続きそうである。 

それと同時に，わが国の大学教員市場の特性についても大きな変化があった。自給率は学閥と

は同義であるとは言えないし，それが則，学閥的行動をもたらしているとは即断できないが，そ

の自給率は複雑な動きをしていた。主要研究大学においても，歴史や伝統，構成している学問分

野などの相違によってインブリーディングの動向は区々であった。しかし，国際的な観点から見

た場合，わが国のそれは圧倒的な高さにある。今後とも国際的なキャリア形成や直接的な外国人

教員の採用によって自給率は漸次低下すると予測されるが，国際的な市場化や競争に伍していく

には，インブリーディングの歯止め政策が不可欠であろう。日本的人材養成とインブリーディン

グの高さは，わが国の人材養成の伝統や学風，内部組織，研究スタイルと深く関わっており，イ

ンブリーディングを回避するということは，わが国の学問的諸様式を再検討することである。し

かし，ヨーロッパ，北米を中心とした大学教員市場の視点から見て我が国の大学教員市場はきわ

めて特異であり，知やパラダイムの転換と陳腐化の速さ，知的交配の重要性などから人事面での

新たな改革が要請される。基本的な改革の方向としては絶えざる一貫した国際化への動きがある

ことだ。いずれにしても，わが国の大学教員市場における流動性と改革とは不可分の関係にある

ことが明らかになったが，今後，わが国の大学教員市場の高い流動性を保持しつつ発展するため

には，高等教育の成長を保証する豊かな財政的支援と絶えざる構造的改革が不可欠であることが

理解された。20 年後の第四次調査については，新しい次世代の研究者にお任せするしかないが，

その時，わが国の大学教員市場は一体どのような時代を迎えているであろうか？ 
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第７章 ジェンダー 

 

第１節 新自由主義とジェンダー公正 

―英国と日本の高等教育の機会均等策の欠如 1)― 

 

横山 恵子 

 

効率とジェンダー平等の関係は文脈により異なる。歴史，政治，文化，政治的イデオロギー，

社会現象等が両者の関係を位置づける。 

 英国や日本の高等教育で共通に観察される政治的イデオロギーや社会現象は，新自由主義と高

等教育の大衆化である。市場原理の政策適用は，ジェンダー，階級，エスニシティ(ethnicity)に

関わる社会的不平等や格差を促進すると推測されるため，公正(equity)と両立可能な概念ではな

いと一般的には考えられてきた。しかし，英国の新労働党政権は，サッチャー・メージャー両保

守党政権（1979-1997 年）の新自由主義路線を維持しながら，左派の社会的正義(social justice)

政策を強調してきた。 

一方，高等教育の大衆化は，教育機会の格差を是正し，社会的平等を促進すると仮定できる。

しかしながら，Ball et al.(2002)が指摘しているように，英国の文脈では現実には，学生の全ての

タイプの高等教育機関への公正なアクセスをもたらさず，社会階級やエスニシティに係わる不平

等は再生産された。 

効率とジェンダー平等の関係は，新自由主義と高等教育の大衆化の 2軸で捉えた場合，単に相

反する概念として把握することはできない。それは，政府の新自由主義政策の類型と影響，高等

教育の大衆化の異なったパタン等が複雑に絡み合い，様々な文脈で変容し形成される。 

 日本と英国のジェンダー政策に関して，両政府の高等教育の機会均等策は，1990 年代と 2000

年代においてジェンダー公正の視点が欠如していた。日本の自由民主党政府は 2001 年に内閣の

男女共同参画局と男女共同参画会議を設置するまで，公共政策に社会的正義を取り入れてこな

かった。さらに，1990年代後半に導入されたジェンダー公正の施策は，高等教育のアクセス問題

を扱ってはいない。英国のブレア政権は高等教育のアクセスに関し，社会公正を強調してはいた

が，ジェンダー公正を念頭に入れてこなかった。 

 本研究の目的は，高等教育の機会均等問題の文脈において，英国と日本のジェンダー公正政策

の阻害要因を明確にすることにある。高等教育のアクセスに関し，何故日英両国政府が，ジェン

ダー公正を視点に入れた政策を施行しなかったのかを答える。本研究では，(i) 効率と公正につい

ての政府の価値(value)，政策アジェンダ(policy agenda)，レトリック(rhetoric)，政策実施(policy 

practice)と，(ii) 高等教育の大衆化の男女間の機会均等への影響について検討する。 

本研究の対象期間は，1990年代から 2006年までとする。この期間を選んだ理由として，英国

では 1997 年に新労働党政権が主権を握り，新自由主義路線を保持しつつも，社会正義政策を推

進していった経緯が観察されるからである。日本では 1990 年代より文部科学省〔文科省，以下
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この略称を使用〕（当時の文部省）の規制緩和が進み，高等教育の市場化が増進したことが挙げら

れる。 

本研究では，結果の平等について検証しない。経済学的アプローチではなく，社会学的アプロー

チを活用する。英国における分析対象は，政治レベルでは連合王国(United Kingdom)，高等教育

システムレベルではイギリス(England)とする。理由としては，連合王国の 4 地域で，高等教育

システムの相違があるからである。 

本研究では実証データの収集・分析法として，文献収集法(documentation)を活用した。対象

は，白書や審議会報告書等の政府刊行物などであった。さらに，既存の統計資料を，英国の高等

教育統計局(Higher Education Statistics Agency)や日本の文科省等から収集し，統計分析をおこ

なった。 

 本稿では，まず新自由主義とジェンダー公正の関係の理論的知見を提示する。次に，日・英の

高等教育の機会均等問題の文脈内で，ジェンダー公正政策の欠如を説明することを目的に，統計

や政策を分析・解釈する。 

 

１．新自由主義とジェンダー公正 

 

効率とジェンダー公正の関係は，政府の政策課題・決定・実施・結果・評価の文脈において，

政府の価値観，イデオロギー，政治目的等により左右される。ここでは，政府の新自由主義イデ

オロギーに着目し，ジェンダー公正との関係について議論する。 

 新自由主義はハイエク経済学の多大な影響を受けた。F. A. Hayekは，社会主義，国家統制主

義，ケインズ主義を批判した。Hayekは，自由市場(free market)メカニズムは集産主義計画経済

よりも優れていると考えていた。何故ならば彼は，自由市場は個々人の決断の集合体により成り

立つ為，多大な自由と効率をもたらすと信じていたからである。この原理を基盤とし，「効率」

(effiency)，「経済効率」(cost-effectiveness)，「選択」(choice)，「競争」(competitiveness)，「市場」

(market)，「規制緩和」(deregulation)，「プライバタイゼーション」(privatization)等の言説は，

新自由主義の主なスローガンになった。 

新自由主義は私的セクターを強調し，教育を私的セクターの需要に答えるように方向づけるこ

とにより，公的・私的セクターの境界の再定義を促す(Apple 2000)。その原理の中心にあるのは，

消費者の力である。新自由主義戦略は，平等主義の規範と価値に反するものであると一般には考

えられている。 

 市場主義への主たる批判に，社会的不平等の増大がある。このような批判は，英国ではニュー

ライト(New Right)政策に反対する旧左派(Old Left)から主として発している。彼らは，新自由主

義の「選択」と「競争」は社会階級の二極化(polarization)等の社会・経済の逆機能(dysfunction)

をもたらすと考える。英国の新自由主義戦略は，中産階級の学生に有利に働き，低所得者層出身

の学生に不利益をもたらした(Hodgson and Spours 1999, p. 7)。さらには，1980年代（Lawson

の 1987年度予算を除く）の経済経営の「ブーム&バスト」(boom and bust)アプローチを覆した。 
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日本の文脈では，社会的不平等は戦後から（政府が女性，障害者，高齢者等の社会的に不利益

を被っている人々への政策課題を設定し始めた）1990 年代後半まで，中心的な政治課題ではな

かった。こうした政策上の社会公正の視点の欠如は，日本社会や高等教育システムが成熟したメ

リトクラシー社会に到達していたことを意味するのでは決してない。例えば，天野郁夫(1996)は，

東京大学合格者には中産階級の上層部出身者の占める割合が多いことを指摘している。天野は，

私立の 6年制一貫校が東京大学の「一流大学」といわれている高等教育機関への成功ルートであ

り，上流・中産階級の上層の出身者が 6年制一貫私学の主な顧客であると議論する。 

 それでは，効率と公正は相反する概念なのであろうか。英国のブレア政権の政策を検討した場

合，効率と（ジェンダー）公正は必ずしも正反対の(antithetical)概念ではない。少なくとも，政

府の政策アジェンダ上では，両概念は両立可能なものである。寧ろ，高等教育市場は完全な中央

集権的計画でも，自由市場やレッセーフェイルでもあり得ず，効率と公正はバランスの上に成り

立つと考えられる。 

Gareth Williams は英国の文脈で財政政策を分析し，それを「効率機能」(efficiency function 

argument)議論と「公正機能」(equity function argument)議論に類別した(1998, p.92)。効率機

能議論は(i)経済効率性は学生個人が受け取るサービスに対し彼らが直接に支払うという条件下で

最もよく機能し，(ii)公的資金から学生を支援するため税率を上げた場合，経済効率性を損なうで

あろうという 2 つの推測から成り立っている。この議論の主たる擁護者は，1980 年代の右派経

済学者である。公正機能議論は，学生の特定の社会階層の財政支援の差別化(differentiation)を強

調する。この議論は英国教育委員会(British National Commission on Education)や社会公正委

員会(Social Justice Commission)等の中道左派(the Left of centre)から擁護されている。英国の

新労働党政府の政策は，効率機能議論と公正機能議論の双方を基盤としている。具体的には，1998

年に学部学生を対象に授業料を導入するが，低所得者階層出身の学生を対象に授業料を免除する

とともに，「幅広いアクセス」(widening access)を推進している機関を対象に特別基金(special 

funds)を供給している。従って，新労働党政府の高等教育政策の文脈では，効率と公正は相反す

るものではない。しかしながら，このような政策実施が，効率性の浸透と社会的不平等の是正と

いう政策目的に適う政策結果を生むとは限らない。 

 次節では，政策課題設定・政策決定・政策実施の段階において，効率とジェンダー公正が両立

可能な概念であるにもかかわらず，英国と日本の高等教育機会均等問題の文脈で，ジェンダー公

正政策が採用されなかった理由を検証する。 

 

２．英国と日本のジェンダー公正政策 

 

英国と日本では，高等教育のアクセス問題に関連して，ジェンダー・イシューが政策課題に位

置づけられることはなかった。その理由は，日本の文脈では自民党政府と文科省の効率性を重ん

ずる価値，英国の文脈では高等教育の大衆化の結果としてのジェンダー格差の是正から説明が可

能である。 
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（１）英国 

英国のブレア政権の高等教育のアクセス問題で，ジェンダー公正が議論されてこなかったこと

に関して，新労働党の価値やイデオロギーよりも，高等教育拡大によるジェンダー格差の是正に

よって説明が可能である。 

 

１）高等教育拡大とジェンダー格差の是正 

英国の高等教育の大衆化は，女子の進学の機会を拡大し，男女間格差を大幅に是正した。1990

年代の英国大学の在籍者は，男子学生数よりも女子学生数の方が多い傾向がみられた。高等教育

統計局のデータによれば，大学の女子学生数は 1994 年の 299,000 人から，2001 年の 427,000

人に増加した。一方，男子学生は，1994-2001年に 16,000人増加し，2001年に 305,000人に達

したのみであった（BBC News，2003 年 11月 11 日）。全学生数に対する男子学生数の比率は，

同期間 49 パーセントから 41 パーセントに減少した。従って，1990 年代の高等教育の拡大は，

女子が牽引役であったといえる。 

 男子学生に対する女子学生の量的な優位性は，男子と比較した場合の女子の Aレベル試験の好

成績と一致する。2003 年に，女子 404,855人が Aレベル試験を受験しているが，男子は同年に

345,682人に留まった（BBC News，2003年 8月 14日）。また，女子の Aレベル試験の合格率

は 96.4 パーセントであったが，男子は 94.3 パーセントであった。このような統計上の数字は，

女子の高等教育への機会均等は，（専攻分野別の男女格差を除いて）もはや重要な政策課題ではな

いことを裏づけている 2)。 

 専攻分野別（学部）学生数の分析結果によれば，2000/01 年に男子学生の量的な優位性を示し

た専攻分野は，自然科学(27,640)，数学(9,530)，コンピューター・サイエンス(46,240)，工学・

応用科学(61,625)，建築学・建設・設計(14,520)であった。女子学生数は，同じ専攻分野でそれぞ

れ 17,455 人（自然科学），6,060 人（数学），11,445 人（コンピューター・サイエンス）11,360

人（工学・応用科学）5,620人（建築学・建設・設計）であった(HESA 2002a, pp.30-31)。一方，

女子学生が量的に優位な学科は，2000/01年に医学(41,685)，生物学(41,135)，獣医学(2,140)，法

律(21,295)，図書館・情報学(11,250)，言語学(40,830)，教育学(33,415)であった。こうした数値

は男子学生の 12,965（医学），24,4000（生物学），860（獣医学），13,255（法律），6,805（図書

館・情報学），15,640（言語学），10,010（教育学）と対照的である。従って，統計は，高等教育

の大衆化はジェンダー平等をおおむねもたらしたが，専攻分野ではジェンダー間格差が残ってい

ることを示唆している。    

 

２）効率と公正のトレードオフの解消？ 

1997年に，新労働党政権は社会的正義を公約し，政権の座についた。しかしながらその高等教

育政策の中心的な政策課題にジェンダー問題は位置づけられなかった。新労働党政策は保守党政

権のニューライト(New Right)政策と比較した場合，準市場(quasi-market)メカニズム，「選択」，

「競争」を主要価値とする点において両者に大きな相違はない。また，両政権による政策は，消
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費者主権と機関のコントロールの権限委譲をレトリック上あるいは実質上強調した 3)。新労働党

政権のイデオロギーは「第三の道」としてしばしば知られ(Blair 1998; Giddens 1998)，旧左派(Old 

Left)とニューライトとを比較して議論される（The Times Higher Education Supplement, 1998

年 6月 12日, p.15； Hodgson and Spours 1999; Power and Whitty 1999）。ブレア首相のファ

ビアン小冊子，『第三の道』(The Third Way)と Anthony Giddens（ブレア政権 1期目の政策アド

バイザー）の文献は，「第三の道」と右派・左派の関係を次のように位置づけている(Blair 1998; 

Giddens 1998；Giddens 2000)。ブレア首相によると「第三の道」は，「税と消費(tax and spend)」

に象徴される旧左派の政策や，ニューライト政策とは異なる中道左派(the centre-left)の政策であ

るとしている。失敗した教育(failing education)，社会分化(social polarization)，犯罪を増加さ

せたとして非難されてきた保守党政権のニューライト政策に対し，ブレア首相は社会的正義を重

要視し，「第三の道」を「現代化した社会民主主義」(modernised social democracy)として定義

した。 

ブレア首相と同様に，Giddensは「第三の道」を政治的な中道左派とし，旧左派とは異なって

いることを強調した（表 1を参照）。旧社会民主主義，つまり福祉国家は，平等主義，混合経済，

政府の社会・経済活動への介入，完全雇用，ケインズの需要調整とコーポラティズム等の特徴が

ある。Giddensによれば，「第三の道」は「再興した社会民主主義」(renewed social democracy)

であり，ケインズの需要調整の考え方が取り除かれた。この概念は，ニューライトの新自由主義

の台頭以前に普及していた福祉国家の概念である，旧社会民主主義よりも複雑で多様である。新

しい社会民主主義は，旧左派の富の再配分から富の創造の概念へと変化した。すなわち，「第三の

道」は資本主義の富の創造の結果としての社会的不平等を受容する。 

 

表１ Anthony Giddens による旧左派，ニューライト，「第三の道」の概念的比較 

古典的な社会民主主義（旧左派） 

サッチャリズム，新自由主義 

（ニューライト） 

「第三の道」プログラム 

♦ 社会・経済活動への行き渡った

国家の介入 
♦ 市民社会への国家の優位性 
♦ 集産主義 
♦ ケインズの需要調整, コーポラ

ティズム 
♦ 市場の制約された役割，混合，

あるいは社会経済 
♦ 完全雇用 
♦ 強い平等主義 
♦ 包括的福祉国家，「ゆりかごから

墓場まで」の保護された市民 
♦ 直 線 上 の 現 代 化

(modernization) 
♦ 低い環境保全意識 
♦ 国際化主義 
♦ ２分極した世界への所属 

♦ 最小の政府 
♦ 自治権のある市民社会 
♦ 市場原理主義 
♦ モラル権威主義と強い経済個人

主義 
♦ 労働市場の空隙 
♦ 不平等の容認 
♦ 伝統的な国家主義 
♦ 安全ネットしての福祉国家 
♦ 直線上の現代化 
♦ 低い環境保全意識 
♦ 国際秩序についての実在論 
♦ ２分極した世界への所属 

♦ 急進的な中央派 
♦ 新しい民主主義国家（敵のいな

い国家） 
♦ 活動的な市民社会 
♦ 民主主義的家族 
♦ 新しい混合経済 
♦ 包 含 の 平 等 (Equality as 

Inclusion) 
♦ 積極的な福祉 
♦ 社会投資国家 
♦ コスモポリタン国家 
♦ コスモポリタン民主主義 

出典：Giddens 1998, pp.7-8, 70. 
注 ：下線は著者によるものであり，本稿に直接に関係のある概念に引かれた。 
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「第三の道」政策はニューライト政策と同様，規制による国家の力の増大と，新自由主義の「小

さな政府」の概念の矛盾が内包している。「第三の道」の新社会民主主義では，旧左派の政府の過

剰な介入と社会・経済領域内の国家計画は回避される。しかし同時に，新労働党政府によれば，

グローバル経済下で，企業が革新的であり，労働者が効率的であるように条件を整えるという限

りにおいて，政府は介入主義者であるとする。 

 新労働党政府の見解によれば，新労働党政権と保守党政権（サッチャー・メージャー政権）の

新自由主義の解釈の相違は，新労働党政権は，政府と企業のパートナーシップを強調することに

より，その市場戦略をニューライトの市場原理主義から隔絶したことにある。1997年の新労働党

の宣言書(manifesto)『英国はよりよいものを受けるに値するから』(Because Britain Deserves 

Better)は下記のように述べている： 

 

旧左派は，国による産業のコントロールを追求した。保守党の右派は，市場にすべてを委ねる

ことに満足した。我々は双方のアプローチを拒絶する。政府と企業は，市場の活性を高め，市

場を害さないという主要目的を達成するため協力しなければならない(Labour Party 1997, 

p.3)。 

 

Ross Fergussonは，新労働党政権の現代化政策を新自由主義と関連させて，その政策は包含政策

(inclusionary policy)，協力 (collaboration)，リスクの共有 (risk sharing)，「責任化」

(responsibilisation)を重要視していると議論している(Fergusson 2000, pp. 202-221)。新労働党

政権は，現代化政策の枠内で，基準や実績目標を設定することにより，コスト削減や短期的な効

率収益に取って代わる「最高の価値」(best value)や長期的効率性に基づいた「現代化したマネジェ

リアリズム」を追求している。Fergussonによれば，これらの点において，狭義な経済効率性を

強調した保守党政府のニューライトアジェンダとは異なっている。 

 新労働党政権の政策執行事項は，(1)社会排除防止局(Social Exclusion Unit)の設置(1997)，(2)

政府と企業のパートナーシップを重視し，私学セクターからの営利的な投資を増加させることを

目的とした学校版のニューディール(the New Deal for Schools)の開始，(3)ビジネス・両親・共同

体・学校・地方教育当局(Local Education Authorities)を結んだ教育特別区域(Education Action 

Zones)の設定等であった。 

 高等教育の文脈においても，新労働党政策・戦略は新自由主義と旧左派の要素から理解するこ

とができる。新自由主義的要素は，授業料や貸付金 (loans)・返還免除の給与制奨学金

(grants/bursaries)の文脈で明らかである。例えば，新労働党政策内の新自由主義的要素として，

1998年の教育・高等教育法(Teaching and Higher Education Act)の施行による学部学生の授業

料導入，新しい学生貸付金制度の導入，返還免除の給与制奨学金(grants)の廃止等（2004年の高

等教育法により給与制奨学金が再開）を指摘できる。大学・カレッジアドミッションサービス

(Universities and Colleges Admissions Service)によれば，教育・高等教育法の導入は，成人学

生，低所得者家計出身学生，少数派民族等の非伝統的学生の大学進学率の一時的な減少をもたら
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した(Goddard 1999)。しかしながら，BBC ニュースによると，2003/04 年に授業料の全額未納

者，または授業料の一部しか支払わなかった学生は，それぞれ全学生数に対し 43 パーセント，

14パーセント（BBC News, 2005年 9月 14日）にも上った。つまり，43パーセントの学生し

か全学費を支払っていなかったことを示している。2006年の学部生を対象とした 3000ポンドま

での授業料の導入は 4)，高等教育システムが準市場の方向に移行したことを意味する。 

 「第三の道」政策にみられる旧左派の要素は，社会包含政策等の社会的正義に関連した政策ア

ジェンダ内で観察される。新労働党政府の社会正義政策は未熟練・半熟練労働者家庭出身者や障

害者など高等教育の非伝統的学生の高等教育機会の不平等を是正することを目的にしている。学

生を含む複数のステーキホルダーによる授業料負担を勧告したデアリング報告書(1997)は，低所

得家計出身の学生の高等教育コストの負担を免除する必要性を強調した。 

また，教育大臣は，白書『高等教育の将来』(The Future of Higher Education)(2003)にて，特

定の階層によらず，才能のある優秀な学生の高等教育への受け入れ拡大の重要性を強調した。受

け入れ拡大を実施した機関に報酬として特別な補助金を与え，（2006/07年の 3,000ポンドまでの

機関別授業料の導入を見据え），非伝統的学生の高等教育への公正なアクセスを保障・促進する「公

正なアクセス局」(OFAA, Office for Fair Access)を設置すること等を提案した。2004年高等教育

法は，年収 17,500ポンド未満の家計所得出身の学生に対し，2006年から年間 2,700ポンドの奨

学金を給与することを定めた。部分的な補助金は，家計所得が年収 17,501ポンド～37,425 ポン

ドの学生に対して支給されることになる。加えて，授業料として 3,000ポンドを課す大学は，低

所得者層出身の学生に対し，最低 300ポンドの奨学金を給付することが義務づけられている。 

 新労働党政権は，2001 年の宣言書，『英国のための野望』(Ambitions for Britain)の中で設定

された 10項目のうち，「高等教育の大衆化」と「すべての子供に機会を」(opportunities for all 

children)をその 2 項目とした。また政府は緑書，『14 歳から 19 歳―広がる機会―』(14-19: 

Extending Opportunities)(2002)の中で，2010年までに 18歳から 30歳までの人口の 50パーセ

ントの高等教育機関への受け入れ目標を強調した。緑書は，高等教育拡大政策は，国家経済成長

のみならず教育の機会均等を促進することを目的にしていることを示唆している。 

  したがって，市場と社会的正義は，新労働党政策においては（少なくとも概念上や政策決定の

過程で）両立が可能であった(Chitty 2004; Lawton 2005)。しかしながら政策の結実については，

低所得者家計出身の学生の高等教育機関への入学機会の格差拡大等，政府の政策上の失敗がしば

しば指摘されている。例えば，サトン信託(Sutton Trust)調査報告書『ラーニング大学への入り

口』(Entry to Learning Universities)は，公立校出身の学生の一流大学への入学機会格差を指摘

している。それによると，13校の一流大学（オックスフォード大学，ケンブリッジ大学，バーミ

ンガム大学，ブリストル大学，ダーラム大学，エジンバラ大学，ノッティンガム大学，セント・

アンドルーズ大学，ウォーリック大学，ヨーク大学，インペリアル・カレッジ，ロンドン経済政

治学院，ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン）では，裕福階層出身学生ではないが，入学資格

のあった受験者が実際に入学した割合が低く，これらの大学のアドミッション・ポリシーの問題

が問われた(Sutton Trust 2000)。2002年に，Margaret Hodge高等教育大臣は，新労働党政権の
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高等教育の「開かれたアクセス」(widening access)政策はイングランドとウェルズにて失敗に終

わった事を認めた（Guardian 2002年 6月）。 

以上のように，新労働党政権の社会正義政策は，階級，エスニシティ，障害者等の高等教育機

会の不平等の是正を試みてきた。しかし，ジェンダー問題は「イシュー」にはならなかった。そ

の最大の理由として，1990年代以後，学部教育の女子学生数は男子学生とほぼ同数あるいはそれ

以上となり，不利益を被った集団としてみなされてこなかったと解釈できる。 

 

（２）日本 

１）高等教育拡大とジェンダー格差の継続 

日本の高等教育の拡大は，ジェンダー不平等を是正しなかった。下記の(i)男女別の大学進学率

と(ii)学校種類別進学率（男女別）の統計分析は，女子の大学進学率の上昇は高等教育の機会の男

女間格差を取り除くに到らなかったことを示している。さらに，高等教育の拡大はジェンダー格

差を排除するように機能しなかったことを示唆している。 

第一に，女子学生数（学部・大学院）は，1955-2003 年に 65,081 人から 1,087,431 人に増加

した(MECSST 2004, p.80)（付録 1参照）。一方，男子学生数は，同期間に 458,274人から 1,716,549

人に増え，その増加数は女子学生数よりも多かった。大学の全学生数に対する女子学生数の比率

は，2003年に 38.8パーセントに留まった 5)。 

 第二に，高等教育の大衆化は，学校の種類や機関別の差異を是正し，女子の公正なアクセスを

もたらした結果ではなかった。第 1次大衆化段階（1960-1970年代）では，大﨑仁(2002)や盛山

和夫(2000)も指摘しているように，大学よりも短期大学が女子の高等教育進学率を高める役割を

果たした。短大の女子学生数は，1960-1975年に，83,457人から 353,782人に増加した(MECSST 

2004, p.81)。短大の全学生数に対する女子学生数の比率は，1960-1975年に，67.5パーセントか

ら 86.2パーセントに増えた。4年制大学（学部・大学院）については，全学生数に対する女子学

生数の比率は，1960 年に 13.7パーセント，1970 年に 21.2 パーセントであり，1960-1970 年に

7.5パーセント増加したのみであった(ibid, p. 80)。 

第 2次大衆化段階(1985-1990)では，女子学生の進学率増加は短大ではなく，4年制大学で観察

された。4年制大学の女子学生数（学部・大学院）は，1985-2000年に，434,401人から 992,312

人まで増加した。その期間の短大の女子学生数は，1995年の 455,439人をピークに 2000年には

293,690人まで減少した(MECSST 2004, pp. 80-81)。同時に，短大の機関数は 1995年には 596

校であったが，2000年には 572校まで減少した(MECSST 2004, p. 79)。このような数値は，高

等教育の大衆化で果たしてきた短大の機能の終焉を意味する。 

現在に至るまで，ジェンダー不平等は解決されていない。すなわち 2003 年の時点で，4 年制

大学の学生総数（学部・大学院）に対する女子学生数の比率は，38.8 パーセントのみであった

(MECSST 2004, p.80)。さらに，4年制大学と短大の女子学生の比率は，1995年にそれぞれ 30

パーセント，90 パーセントであった。18歳人口の女子の大学進学率（学部）については，1955

年の 2.4 パーセントより増加しているとはいえ，1995 年に 22.9 パーセントでしかなかった（総
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理府 1997）。 

ジェンダー格差は，専攻分野別の分析にも現れている。例えば 2003 年に，女子学部学生は，

人文科学(276,411)，家政学(49,721)，教育学・教員養成(84,327)，芸術(49,511)に集中していた

(MECSST 2004, pp.82-83)。これは，男子学生の人文科学 133,160人，家政学 3,350人，教育・

教員養成 52,934人，芸術 22,048人に相当する。それに対し，男子学生が量的に優位である専攻

分野は，工学であり，同年 399,656人であった。これは，女子学生の 7,310人に相当する。専攻

分野別ジェンダー格差は，異なる高等教育システムで観察されてはいるが，OECDの年次統計に

よれば，日本の場合は極端である。 

 

２）公正と効率のトレードオフ 

1950 年代－1990 年代の自民党政府や文部省の政策にて，効率とジェンダー公正は両立可能な

概念ではなかった。つまり自民党政府と文部省は，1990 年代中期まで平等ではなく効率を求め，

ジェンダー公正や平等主義を中心的な政策課題とすることはなかった。このような自民党政府と

文部省の効率の追求と公正政策のトレードオフは，高等教育のアクセスの文脈において，①授業

料と②奨学金の問題に観察される。 

① 授業料―1971 年の中央教育審議会にて提唱された国立大学授業料の受益者負担原理の採用

は，中央政府が社会公正より経済効率性を重要視していることを示唆している。中央政府の

この姿勢は，2006 年の現在に至るまで，基本的には変わっていないと考えられる。また，

1973 年から 1990 年の国立大学の授業料の継続的な増加による家計の授業料の負担にもか

かわらず 6)，国家の授業料増大抑制政策は欠如していた（現在も同様である）。このことは，

政府の社会公正政策の欠如として解釈することも可能である。 

② 奨学金―1944 年の国の奨学事業の導入時から 1990 年後半まで，奨学金の数は限られてい

た。1990 年代以前の有・無利子貸与奨学生数は，全学生数の 10 パーセント未満でしかな

かった(金子 2005, p. 5)。近年奨学生の数が増加する傾向にあるが，それでも 2003年に 20

パーセント程度にすぎなかった(ibid.)。女子に特化した育英事業に関しては，現在（2006

年）に至るまでは皆無である。こうした数値は，政府と文部省は女子学生や低所得家計出身

学生等，社会的に不利益を被った者を対象とした高等教育の機会均等策を重要視してこな

かったことを示唆している。 

全学生数に対する奨学生数の低比率のみならず，奨学事業のメリットベースを強調した考え方

にも，公正より効率性を価値とする政府と文部省のイデオロギーが観察される。日本の奨学事業

は低所得家計出身の学生を対象としたニードベースよりも寧ろ，成績優秀者を対象とし，学習の

奨励を主目的としたメリットベースを強調した制度である。文部省は育英奨学事業導入時よりメ

リットベースを重視してきた経緯がある（沖吉 2005, p. 28）。この文部省の価値観は，当時ニー

ドベース奨学金の導入を求めた国民教育振興議員連盟と相反するものであった。文部省は 1990

年代末にいくらかニードベースの概念を取り入れ始めたが（e.g.「緊急採用奨学金制度」の導入），

メリットベースを重視した貸与事業への基本的な姿勢に変化はみられない。 



114 

さらに，給付制よりも卒業後返還義務が生ずる賃与制，無利子貸与よりも有利子賃与を選択し

た点において，政府と文部省は教育の高等教育の機会の均等よりも学習の奨励を重視したと解釈

できる 7)。有利子賃与に関し，低所得家計出身の学生は返還金額が高い場合，高等教育への投資

を選択しない傾向にあるが，2005年現在においても全奨学生（学部学生）の 60パーセント以上

が有利子賃与金を支給されている(金子 2005, p.7)。 

自民党政府と文部省が，ジェンダー公正等の社会的正義を政策に取り入れてこなかった理由は，

(i)自民党政府と中央行政機関のエリート主義，(ii) 自民党政府・中央行政機関と日本教職員組合

との間の対立的構造，(iii)自民党政府と経済利益集団の政策ネットワークから説明できる。第一

に，1950年代以後，右派である自民党政府は国家主義と保守主義を基軸とした政策を展開してき

た。自民党の国家主義と保守主義は，戦前のエリート体制への懐古主義と結びつき，戦後の平等

主義と民主主義とはイデオロギー的に対立する構造を取った。例えば，第二次世界大戦直後にア

メリカ占領軍によって導入された民主主義教育の象徴である 6・3・3・4 制や教育基本法の廃止

と，戦前のエリート体制である複線型教育や職業教育の再導入は，自民党政府・中央行政機関の

共通アジェンダであった(Schoppa 1991)。このような政府と文部省の課題は，1961 年の職業高

等学校と高等専門学校の導入を除きほとんど実現をみなかった。その説明可能な理由の一つとし

て，機会の平等と民主主義に対する民衆の強い要求が指摘できる。 

 第二に，自民党政府・中央行政機関の 1950-1970年代の反組合政策と関連して，社会的正義政

策の欠如を説明出来る。自民党政府・中央行政機関は，平等主義よりもエリート主義，公正より

も効率の姿勢を固持した。一方で，日教組は平等と民主主義をそのイデオロギーとした。自民党

政府・文部省と日教組の葛藤（1980年代に組合の力が弱体化する迄）は 8)，中央政府が公正と効

率の概念のトレードオフの解決を図る余地はなかったこと示唆している。 

第三に，自民党政府・中央行政機関と経済利益集団の政策ネットワークを指摘できる。経済利

益集団は自由主義を擁護し，集産主義や富の再配分の考えに否定的である。経済利益集団の価値

や提案（e.g. 多様化，規制緩和，生涯教育，インターンシップの推進，産学連携の促進）は，文

部省の政策に影響を及ぼしてきた(Yokoyama 2003)。 

1990年代後半に，自民党政権が政策に（女性，障害者，高齢者を考慮に入れた）社会公正の概

念を取り入れ，政府の政策変化の兆しが観察された。新しい言説「男女共同参画 9)」の出現とそ

の多用性は，自民党政府の政策課題内のジェンダー問題の（他の課題と比べた場合の）優位性を

示唆している。主たる動きは，男女共同参画審議会の『男女共同参画ビジョン―21世紀の新たな

価値の創造―』（答申）の発表(1996)，「男女共同参画 2000 年プラン―男女共同参画社会の形成

の促進に関する平成 12 年（西暦 2000 年）度までの国内行動計画―」の策定(1996)，「男女共同

参画社会基本法」の公布・施行(1999)，『男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方』

の発表(1999)，「男女共同参画基本計画」の閣議決定(1999)，内閣府男女共同参画局の設置(2001)，

文部科学省男女共同参画推進本部の設置(2001)等である。自民党政府のニューライト政策と新し

いジェンダー公正政策の接点に関しては，「男女共同参画ビジョン」や「男女共同参画 2000年プ

ラン」等で言及されてはいない。 
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自民党ジェンダー公正政策の導入は，経済的なファクターよりも，政治的・社会文化的なファ

クターに起因すると考えられる。政府の白書や答申は，1995 年に北京で開催された第 4 回世界

女性会議で採択された「行動綱領」や，国連女性 2000 年会議開催（ニューヨーク）等の国際政

治の影響が強かったことを示している。 

自民党は白書にて包括的な視点を提供し，女子学生の高等教育のアクセス問題や，全教員数に

対する女性教員数の構成比率の低さ（特に，職階が上がるにつれて）を指摘してきた。しかし，

高等教育機会のジェンダー格差問題が，政府の具体的施策に（2006年の時点において）取り入れ

られてはいない。また，文科省は，これまで（2006年迄）主に女性研究者育成や女性研究者の環

境改善の方策を検討してきた。文科省も内閣府同様，女子学生のアクセス問題を，主な課題に位

置づけていない。 

1997 年以後，国の奨学事業にも変化が見られた。1997 年の大学審議会答申『平成 12 年度以

降の高等教育の将来構想について』は，学生の修学上の経済的負担の軽減を勧告した。また，同

年，今後の育英事業の在り方に関する調査研究者会議は『今後の育英事業の在り方について』を

文部省高等教育局長へ提出した。しかしながら，これまで女子学生を対象にした給・貸与事業は

検討されてはいない。 

日本学生支援機構が行う育英奨学事業の主な変化は，育英奨学事業の量的拡大とニードベース

奨学金の導入である。具体的な変更事項は以下のとおりである。 

 

◆ 貸与人数の大幅増や採用基準の緩和（「きぼう 21プラン奨学金」の発足） 

◆ 家計急変者を対象とした無利息貸与奨学金「緊急採用奨学金制度」の導入  

◆ 法科大学院の創設に対応した奨学金の充実 

◆ 入学時の需要に対応した奨学金（有利子による一時金）の充実（「入学時特別増額貸与奨学

金制度」の創設） 

◆ 奨学金貸与制度（有利子）による海外留学支援 

◆ 機関保証制度の導入 

◆ 大学院生に対する新たな返還免除制度の導入 

◆ 教育職に従事したときの奨学金の返還免除について，大学院で受けた奨学金をのぞき廃止 

（http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shougakukin/shien/04021601/002.htm;http://www.jasso.go.jp） 

 

奨学事業改革に到った要因は社会公正の促進と言うよりは，寧ろ公的資金の緊迫にあったこと

を，『今後の育英事業の在り方について』は示唆している。具体的には，1995 年の総務庁の行政

監察結果に基づく勧告と，1996年の財政制度審議会特別部会報告である。従って，前述した自民

党政府の社会的正義政策の一連の動きとは直接的な関係はみられない。 

以上のように，公正と効率のトレードオフは政策課題・決定の段階にて解消されてきている。

しかし，その政策効果についての実証データはまだない。また，自民党・文科省の社会公正政策

について高等教育の文脈において，検証するには時期尚早である。 
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３．結語 

 

本稿は，日英両政府は 1990年代から 2006年まで，高等教育アクセスの文脈でジェンダー公正

の視点を取り入れてこなかった要因について，高等教育の大衆化と政府の価値観に注目し議論し

てきた。英国では，新労働党政府が高等教育アクセス政策の中で社会的正義を考慮に入れ，少な

くとも言説上は「効率」と「公正」を両立させてきた。しかしながら，現実は新労働党政権下で

階級とエスニシティの格差は広がり，「社会的正義」はレトリックの側面を多大に負うことになっ

た。ジェンダー公正は，新労働党政府のレトリックにもなり得なかったことは，男子と比較した

場合の女子の進学率の高さや，A レベル試験の好成績等，寧ろ男女間の逆格差が存在するためと

解釈できる。日本の文脈では，自民党政府の国家的，保守的な価値観が，平等主義やジェンダー

格差を考慮にいれた公正施策を 1990年代後半まで，阻害してきたと考えられる。 

本研究は，ジェンダー公正と効率は政策課題・決定の段階では，両立可能であることを示唆し

ている。しかし，政策効果については，そのトレードオフの解消を図ることは至難の業である。 

 

【注】 

1) 本稿は，下記に掲載された論文を日本語に翻訳し，多少訂正を加えたものである。Yokoyama, 

K. (forthcoming) Neo-liberalism and Gender Equity in Higher Education Access: Japan 

and the UK, in Research Institute for Higher Education, Hiroshima University (ed.) 

Gender Inequity in Academic Profession and Higher Educatino Access: Japan, the UK, 

and the US.  Hiroshima: Research Institute for Higher Education, Hiroshima 

University.  

2)  白人労働者階級の男子の成績不良 (boys’ underachievement)の現象については，

Chitty(2004)を参照。 

3) 保守党政権と新労働党政権の政策の類似性に関しては，Tomilinson(2001)を参照。 

4) 卒業後に年収が 15,000ポンドに達した時に返還の義務が生じる。 

5) 男女間の高等教育機会の不平等については，丸山(1995)を参照。 

6) この期間，平均的な家庭の授業料負担は，家計の総支出の 2.5 パーセントから 4.7 パーセン

トへと増加した（矢野 2003, p.7）。授業料水準設定要因については，丸山(2004)を参照。 

7) その他の特徴として，卒業後の返還，機関ではなく学生一人ひとりへの奨学金支給，（多くの

場合）入学後の奨学金支給の決定のプロセス等がある。 

8) Schoppa(1991)を参照。 

9) 内閣府男女共同参画局のウェブサイトでは，「男女共同参画」を以下のように定義している。 

「男女が，社会の対等な構成員として，自らの意思によって社会のあらゆる分野における活

動に参画する機会が確保され，もって男女が均等に政治的，経済的，社会的及び文化的利益

を享受することができ，かつ，共に責任を担うべき社会。」

(http://www.gender.go.jp/index.html) 
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【付録１】  

 

  （備考）1．文部科学省「学校基本調査」より作成。 
      2．高等学校等：中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者のうち，高等学校等の本科・別科，

高等専門学校に進学した者の占める比率。ただし，進学者には，高等学校の通信制課程（本科）
への進学者を含まない。 

3．大学（学部），短期大学（本科）：浪人を含む。大学学部または短期大学本科入学者数（浪人を含
む）を 3 年前の中学卒業者及び中等教育学校前期課程修了者数で除した比率。ただし，入学者に
は，大学または短期大学の通信制への入学者を含まない。 

4．大学院：大学学部卒業者のうち，ただちに大学院に進学した者の比率（医学部，歯学部は博士課
程への進学者）。ただし，進学者には，大学院の通信制への進学者を含まない。 
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第２節 グローバル化する高等教育におけるジェンダー問題 

―英国の首相構想（PMI）の影響力に関する一考察― 

 

西尾 亜希子 

 

１．研究の背景と目的 

 

多くの経済協力開発機構(Organization for Economic Co-operation and Development = 

OECD)加盟国（以下，OECD 諸国とする）で，学部から大学院修士課程，博士課程へと就学レ

ベルが高くなるにつれて，女性の割合が低くなることや(OECD 2001=2002, 2004)，理工学系分

野を専攻する女性が少ないという（Graetz 1991; Forgasz 1998; OECD 2001=2002, 2004; 木村 

2005）問題が，これまで多くの研究や報告によって指摘されてきた。もしそうならば，女性は

高等教育においてだけでなく，労働市場においても様々な不利益をこうむることが予測される。

グローバル化する経済社会の中で競争をしていく上で，高度な科学技術や知識を持つ人々の育成

が不可欠であるとされ，そのような技術や知識を持つ人々（多くは男性）が就職，昇進，所得の

上で優位に立つためである(Kress 1998)。同時に，個々の国にとっても，それらの女性が置かれ

ている状況を放置することは，人的資源の有効活用ができていないことを意味し，社会的損失に

つながると考えられる（Epstein et. al. 1998；小川 2001；西村他 2001； Dark et al. 

2002；村松 2004；木村 2005）。 

上の二つの問題は，留学を介してグローバル化する高等教育においても見られることが予測さ

れる。今や多くの先進諸国で，高等教育進学者は国内だけでなく，海外の高等教育機関も選択し

ている。留学によって，就職，転職，昇進面で優位に立つことを希望する者が多いからである。

しかしながら女性は，留学というよりキャリアにおけるステップアップが見込める機会において

も不利益を被ることが考えられる。 

留学を中心とした教育の国際化は，先進諸国において単に教育面での発展のためのみならず，

外交面や経済面の発展のためにも重要な課題となっている 1)。そのため，先進諸国の多くの高等

教育機関は，留学生の獲得に尽力している。例えばドイツの高等教育機関の中には，英語での授

業を積極的に展開するところが現れたり，ニュージーランドの主要大学においては，2004 年 2

月から留学生がオンラインでビザの更新ができるようになった。しかし，その一方で，先進諸国

における高等教育の国際化構想は，留学生に関する調査が十分実施されないまま立てられている

という批判がなされている(Leonard and Morley 2003)。1990 年代以降，留学生研究が盛んに

なってきた英国は，受け入れ留学生数に関しては世界で第 2 位の座を堅持しているが，長い間，

留学生に関する調査の数は少数にとどまり，特にジェンダーとの関連に関する調査については数

が限られてきた（Leonard  1998; Nishio 2001，研究の例としては，Goldsmith et al. 1985; 
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Verthelyi 1995; Wright 1997; Leonard 1998; Habu 2000がある）。この状況を，Goldsmith 

and Shawcross(1985)は，‘ジェンダーに盲目な(genderless)’，Leonard(1998)は，‘ジェンダーに

敏感でない (not gender-sensitive)’，Langmead(1998)は， ‘ジェンダーに中立的な (gender-

neutral)’ということばで表した。Nishio(2001)も，留学生に関する調査については，いまだ

「ジェンダーの視点から捉えたものは数少なく，ジェンダーとエスニシティ／人種，年齢や就学

レベルというような調査になるとさらに少ない」（51 頁）と述べている。そのような状況にお

いて，Leonard et al.(2003)は，1990年代以降の「出版されていない」研究―研究は相当数にの

ぼるが，留学生自身による研究が少なくないため，研究の規模や質において限界がある―のレ

ヴューを試みている点でユニークである。同研究によれば，2 研究のみ(Bada 1994; Nishio 

2001)が留学生のジェンダーに着目しているに過ぎなかった。Wright(1997)や Leonard(1998)は

就学レベルや理工学系分野とジェンダーの関係について言及をしているものの，十分とはいえない。 

本稿では，すでに指摘されてきた OECD 諸国の高等教育に見られる 2 つのジェンダー問題，

すなわち，(1) 就学レベルが高くなるにつれて，女性の割合が低くなること，(2) 理工学系分野

を専攻する女性が少ないことが，留学を介したグローバル化する高等教育においても見られるか

どうかについて，検討を行う。その際，グローバル化する高等教育の例として，トニー・ブレア

首相が 1999 年 6 月に発表した英国教育の国際化に関する首相構想（Prime Minister’s 

Initiative=PMI，以下この略称を使用）を発表して以降，留学生数の増加が著しい英国を取り上

げる。そして，特に留学生数の増加が著しかった大学院留学生の動向について，留学生の出身国

および地域（以下，出身国とする），就学レベル，専攻分野をジェンダーの視点から分析を行い，

考察を試みる。 

本稿の構成は，以下，高等教育のグローバル化（第 2 節），高等教育におけるジェンダー問題

（第 3節），研究方法（第 4節），分析結果（第 5節），考察（第 6節），結論（第 7節）である。 

 

２．高等教育のグローバル化 

（１）高等教育のグローバル化と PMI 

先に述べたように，教育の国際化は多くの先進諸国にとって重要課題となっている。教育の国

際化は，今や米国，英国，オーストラリアのような英語圏の国々だけでなく，ドイツ，フランス，

日本のような英語圏以外の国々によっても共有される重要課題となっているのである。そのため，

教育を国際化するための具体的な取り組み方法については，これまでも英語圏および英語圏以外

の国々の行政当局や大学当局によって，様々な議論が展開されてきた。しかし実際には，英語圏

の国々への留学生の流れが弱まる兆しはない。むしろ，英語によるメディア産業の影響や科学分

野の支配と共に，英語圏への国々へ留学を希望する学生の数は，ますます増加しているように見

受けられる(Leonard et al. 2003)。それにもかかわらず，英語圏の国々の教育関係者ですら，世

界の若者がそれらの国々を自発的に留学先として選択し，学びに来ることを待っている余裕はな

いようである。その理由については，ブリティッシュ・カウンシルの統括責任者であるデー

ヴィッド・グリーン氏のことばから伺い知ることができる。 
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・・・我々はもうじっとしてはいられない。国際教育への需要が高まっているだけ

でなく，学生リクルート市場の性質全体が急激に変化している。我々の伝統的な競

争相手はさらに投資し，英語圏以外の国を含む新しい国々も参戦してきている

（The British Council  2003，2頁）。 

 

トニー・ブレア英国首相は，1999 年 6 月に PMI を発表し，英国教育機関で学ぶ留学生の数

を増加させることを宣言した。ブレア首相は，長期目標として，英国と諸外国の間に長期的に維

持可能な関係を構築することを掲げ，中期目標として，2004/05 年のアカデミックイヤーまでに

高等教育における留学生を 5 万人，継続教育における留学生を 2 万 5 千人増加させることを設

定した。PMI は，政府，教育機関，ブリティッシュ・カウンシルなどによる様々な活動の歩調

が合い，かつ資源を有効に活用しなければ成功しない戦略であるだけに，その行方は国内外から

注目を集めてきた(The British Council 2003)。そして結果的に，それらの目標値を 2年前倒し

して達成したのである(The British Council 2005)。 

英国政府は，PMI が英国の経済および教育に対して多大な利益をもたらしたことから，PMI

を成功した戦略として捉えているようである 2)。留学生側から PMI を評価すれば，留学生の性

別にかかわらず，また留学生が PMI の存在を認識していたかどうかにかかわらず，留学に関す

る情報を収集したり，(競争率が高いとしても）奨学金を取得したりする上で，留学生にとって

PMI1 が有効にはたらいたことは確かだろう。後述するように，PMI は，大規模な広報活動を

展開したり，かつてなかったほどの多くの奨学金を用意したりすることによって，留学生獲得に

尽力したためである。留学生にとれば，PMI 発表以降は，英国留学を実現する上で有利なタイ

ミングとなったのである。 

 

（２）PMI と PMI に伴う取り組み 

ブレア首相は，PMI の長期目標として，英国と諸外国の間に長期的に維持可能な関係を構築

することを掲げ，中期目標として，2004/05 年のアカデミックイヤーまでに高等教育における留

学生を 5 万人，継続的成人教育における留学生を 2 万 5 千人増加させることを設定した。さら

に，これらの教育分野以外にも，英国の教育を海外で履修する学生の数や，英国で英語コースに

在学する学生の数を増やすことも重要な目的であるとしたが，具体的な数値目標は提示しなかっ

た(The British Council 2005)。 

ブリティッシュ・カウンシル(2003)によると，長期目標および中期目標を達成するため，以下

のような 4つの戦略が採られた。 

● チェヴェニング奨学金の数を，従来の 2,000から 3,000に増加 

● 英国や英国における教育や訓練に関する広報活動 

● 留学に関するカウンセリングの充実 

● 留学に関する情報提供機能の充実 

これらの戦略を，より効率的に PMI を展開するため，「第一重要諸国 (‘priority one 
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countries’)」として，ブラジル，中国，香港，インド，日本，マレーシア，ロシア，シンガポー

ル，「第二重要諸国(‘priority two countries’)」としてオーストラリア，ブルネイ，キプロス，

アラブ首長国連邦，インドネシア，ケニア，韓国，メキシコ，パキスタン，台湾，タイ，トルコ，

アメリカが指定され，上記のような活動は，この指定に応じて行なわれた。 

また，インド，中国，香港，ロシア，その他発展途上国から 100 人のドクターコースで学ぶ

留学生を召致するため，ドロシー・ホドキン大学院奨学金制度が新たに導入された。さらに，そ

の後，新たに 100 万ポンド（約 2 億 1,500 万円）が投じられ，主要大学のドクターコースにお

いて科学を専攻する留学生に特化した奨学金制度が設けられた。 

個々の大学においても，留学生が留学を決めるにあたって最も活用するといわれているホーム

ページの刷新や，同窓会ネットワークの強化が図られるなど，留学生数増加を目指した様々な工

夫がなされた(The British Council 2003)。 

PMI は，当初の予定通り 2005 年 3 月でいったん終了されたが，PMI によってもたらされた

効果を持続させるため，2004年以降は，ブラックストーン高等教育大臣がブレア首相の PMIを

引き継ぎ，教育の国際化戦略を実行している。同大臣は，英国への留学を希望する者にとって，

障害となってきた就労制限 3)や入国審査を緩和するなどの取り組みを行っている。また，2006

年 4月からは PMI2が展開されている。 

 

３．高等教育におけるジェンダー問題 

 

先ほど，PMI 発表以降は，留学希望者にとって英国留学を実現する上で有利なタイミングと

なったと述べた。しかし，(1) どのような学生が PMIを有効活用できたのか，(2) PMIを有効活

用できた学生とそうでなかった学生を分ける要因にジェンダーが関わったのかという点について

は，明らかにされていない。このような疑問に対する回答を探すことを通じて，留学生の立場か

ら PMI を評価することは，留学を介してグローバル化する高等教育の現況を理解するにあたっ

て意義深いことであると考える。なぜなら，冒頭で述べたように，OECD 諸国の高等教育にお

いては，(1) 就学レベルが高くなるにつれて，女性の割合が低くなること，(2) 理工学系分野を

専攻する女性が少ないこと，のジェンダー問題が存在することが明らかにされており，それらの

問題は，留学を介したグローバル化する高等教育においても見られることが予測されるが，その

点については，まだ研究が進んでいないためである。以下では，これら 2 つのジェンダー問題

について見ていくことにする。 

 

（１）就学レベルが高くなるにつれて，男性に対する女性の割合が低くなる 

OECD(2004)は，OECD 諸国の高等教育において，就学レベルが高くなるにつれて，男性に

対する女性の割合が低くなる傾向があることについて，次のように述べている。 
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OECD 加盟国において，上級の研究学位取得者について女性よりも男性の方が多い

ことは以前と変わらない（中略）。博士号のような上級の研究学位プログラムの卒業

率は，イタリアを除くすべての国で男性より女性の方が低く，OECD 各国平均で，

卒業者数の 3分の 2近くが男性である。日本と韓国では，上級の研究学位取得者の 4

分の 3以上を男性が占めている（90頁）。 

 

OECD 諸国の高等教育において，就学レベルや取得学位に深刻なジェンダー差が見られるこ

とは明らかである。もしこの状況が続くようであれば，労働市場における職種，職位，賃金など

様々な面において，女性が様々な不利益をこうむるという状況もまた続くであろう。 

 

（２）理工学系分野 4)における女性の少なさ 

今日，先進諸国の高等教育における工学，自然科学，コンピュータ科学などの理工学系分野は，

圧倒的に男性によって専攻されている。労働市場は，科学に関する技術や知識を高く評価してお

り，これらの分野を専攻する男性は，女性やその他の男性に比べ，就職をしたり，高収入を得た

り，昇格する上で有利である(Kress 1998)。冒頭で述べたように，理工学系分野を専攻する女性

の割合が，男性の割合に比べ，低いことについて報告している研究も少なくない。OECD 

(2004)は，以下のように述べている。 

 

・・・専攻分野は今でも男女差が多く見られる。OECD の各国平均で，人文科学・芸

術・教育学，保健・健康の分野では，大学型高等教育卒業者の 3 分の 2 以上が女性だ

が，数学・コンピュータ科学では女性の割合は 3 分の 1 未満，工学・製造・建築の分

野では 5分の 1未満である（89頁）。 

 

米国，英国，カナダ，オーストラリア，日本のような先進諸国では，学校教育において女子が男

子に比べ，理系分野を嫌うようになったり，成績が下がるようになったりすることに焦点を絞った

研究も存在する（例えば，Benbow 1998; Murphy et al. 1998; 木村 1999, 2005; Muramatsu 2004）。 

 一方で，1990 年代後半以降，理工学系とジェンダーの関係について，まったく新しい傾向が

あることが報告されている。OECD 諸国の女子が，学校教育の様々な全国試験において，「伝

統的に男子の分野」と見なされてきた理系分野で男子を上回る成績を収めるようになってきたの

である（Epstein et al. 1998; 西村他 2001; 木村 2005）。しかしながら，だからといって，この

傾向は，将来的に理工学系分野に進学する女性の数が増加することを保証するものではない。 

 

４．研究方法 

 

 英国の高等教育に関するデータの作成を一手に担うHigher Education Statistics Agency (HESA)

による市販のデータ集，HESAの Information Provision ServiceおよびかつてHESAのデータ作成
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委託機関であった Society for Research into Higher Education (SRHE)から提供を受けたデータに基

づいて分析を行なう。本稿では，PMI 以前における留学生の動向の例として 1997/98 年の留学生数

のデータを，PMI 以降における留学生の動向の例として 2004/05 年の留学生のデータを中心に扱う。 

 

５．分析結果 

 

本節では，1997/98年と 2004/05年のデータの比較を通して，英国高等教育における全学生数

と留学生の変化について概観した後，大学院における留学生数の変化とジェンダーの関係を，出

身国，就学レベル，専攻分野の面から分析する。 

 

（１）高等教育における全学生数と留学生数の変化：1997/98 年と 2004/05 年の比較 

 

表１ 英国高等教育における全学生数と留学生数及び就学レベル 

1997/98年 2004/05年 
  

全学生数 留学生数 全学生数 留学生数 

学部 1,413,063 131,332 1,754,910 152,600 

大学院 387,001 81,932 532,630 165,795 

高等教育全体 1,800,064 213,264 2,287,540 318,395 

出典：Higher Education Statistics Agency (HESA)(1999)HESA Students 

 in Higher Education Institutions 1997/98, Cheltenham: HESA. 

HESA(2006)HESA Students in Higher Education Institutions  

2004/05, Cheltenham: HESA. 

 

まず，高等教育における全学生数が，1997/98 年には 1,800,064 人であり，そのうち，

213,264 人 (12%)が留学生であった。2004/05 年には，全学生数 2,287,540 人，そのうち

318,395 人(14%)が留学生であった。PMI をはさんで 7 年の間に，高等教育における全学生に占

める留学生の割合は 2%増加したことになる。参考までに，2004/05 年の高等教育機関における

全留学生数の出身国の内訳は，EU 諸国以外からの留学生が 218,395 人(10%)を占め，そのうち

の多くがアジア諸国からの留学生であった。後述するように，特に，中国，インド，パキスタン

からの留学生の増加が著しい。 

大学院を見ると，1997/98 年の全学生数 387,001 人のうち，留学生数は 81,932 人(21%)で

あった。2004/05 年には全学生数 532,630 人のうち，留学生数が 165,795 人(31%)にのぼり，留

学生の割合は 10ポイントも増加した。  

また，留学生数の変化のみに着目すると，高等教育全体で 1997/98年に，213,264人，2004/05年

には 318,395 人と，この間に 105,131 人増加している。大学院では，それぞれ 81,932 人，165,795

人となっており，この間に 83,863 人増加している。したがって，高等教育全体の留学生の増加数の

うち，80%を大学院留学生の増加が占めていることになる。このような点から，1997/98 年から

2004/05 年にかけての留学生数の増加は，大学院留学生の伸びに大きく依存していることがわかる。 
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（２）出身国 

表２ 英国大学院における留学生数の上位 20 カ国と 
当該国の全大学院留学生に対する女性の割合(1997/98) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：2000 年に HESA の許可を得て，Society for Research  

into Higher Education (SRHE) から提供を受けたもの。 

 

表３ 英国大学院における留学生数の上位 20 カ国と 
     当該国の全大学院留学生に対する女性の割合(2004/05) 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：2006 年に HESA Information Provision Service から 

提供を受けたもの。 

 

高等教育全体における留学生について，1997/98年と 2004/05年を比べると，概してほとんど

の国からの留学生数について，増加傾向がみられる。特に，中国からの留学生の増加は著しく，
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1997/98年には 2,322 人であったのに対し，2004/05年には 24,390人となり，約 10.5倍の伸び

を記録した。ランキングの上でも，長年第 1 位の座を維持してきたギリシャを抜いて，1 位と

なっている。数年の間に，中国人留学生がいかに増加したかがわかる。 

また，中国，インド，パキスタンなどのアジア諸国や，ナイジェリアやガーナなどのアフリカ

諸国からの留学生も急増している。 

出身国とジェンダーの関係について，1997/98年と 2004/05年を比較すると，女性の割合は，

比較可能な 17か国中，14カ国で高くなり，残りの 3カ国で低くなっている。 

1997/98 年には，20 か国中 4 カ国―日本，台湾，タイ，イスラエル―で男性より女性を多く

送り出していた。2004/05年には，そのような国が 9カ国―中国，米国，アイルランド，台湾，

日本，カナダ，タイ，スペイン，キプロス―に増加した。その中には，女性の割合が 60%を超

える国が 2 カ国―台湾とタイ―あった。一方，留学生総数は急増したものの（インドの場合 5

倍，パキスタンの場合 3 倍），女性の割合が相変わらず低いままの国や，ガーナのように留学

生総数はかなり増加したものの，女性の割合が低く留まっている国もある。 

 

（３）就学レベル 

表４ 英国大学院における全留学生の就学レベルとジェンダー(1997/98) 

女性 男性 

就学レベル 合計 

% 合計 

% 総計 

ドクターコース 8,205 34 15,703 66 23,908 

マスターコース 20,705 43 28,054 57 48,804 

ディプロマコース* 2,658 47 3,012 53 5,670 

その他のコース** 1,951 55 1,599 45 3,550 

合計 33,564 41 48,368 59 81,932 

出典：2000 年に HESA の許可を得て，Society for Research into Higher Education (SRHE) 

から提供を受けたもの。 

* コースの正式名称は Postgraduate diplomas and certificates であり，英国において 

同コースは大学院コースの一部と見なされている。通常コースを修了するのに一年かかる。 

学部で専攻した分野とマスターコースで専攻を希望する分野が異なる場合や，学部で 

専攻した分野とマスターコースで専攻を希望する分野が同じまたは類似していても， 

分野や学力等によってはまずディプロマコースを修了することを求められることがある。 

日本に同様のコースは存在しない。 

** professional qualifications（専門資格）コースや教員養成コースにあたる 

Postgraduate Certificate in Education (PGCE)などが含まれる。 

 

表５ 英国大学院における全留学生の就学レベルとジェンダー(2004/05) 

女性 男性 

就学レベル 合計 

% 合計 

% 総計 

ドクターコース 14,470 41 21,165 59 35,630 

マスターコース 45,865 46 54,415 54 100,280 

ディプロマコース* 3,675 46 4,365 54 8,040 

その他のコース** 2,495 59 *** 1,770 42 *** 4,265 

合計 66,500 45 81,715 55 148,215 

出典：2006 年に HESA Information Provision Service から提供を受けたもの。 

*   表 3 と同じ。 

**  表 3 と同じ。 

*** 58.5%と 42.5%の小数点第一位を四捨五入しているため，合計が 100％にならない。 
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就学レベルについて，1997/98年と 2004/05年を比較すると，1997/98年と 2004/05年共に，

マスターコースが，留学生の圧倒的に多い就学レベルであることがわかる。また，ドクターコー

ス，マスターコース，ディプロマコース，その他のコースと，すべての就学レベルで留学生数が

増加している。特に，マスターコースでの増加が著しい。大学院における全留学生は，1997/98

年に 81,932 人だったが，2004/05 年には 148,215 人に増加し，合計 66,283 人の増加となった。

マスターコースにおいては，それぞれ 48,804 人から 100,280 人に増加し，合計 51,476 人の増

加となった。よって，マスターコースにおける増加数は，大学院における増加数の 78%にもの

ぼる。PMI 以降の留学生の増加は，大学院留生の増加に依存していることが大きいという点に

ついては，5.1 ですでに指摘したが，以上のことから，特にマスターコースに進学する留学生の

増加に依存していることがわかる。 

マスターコースのみに着目しても，1997/98 年の 48,804 人から 2004/05 年には 100,280 人へ

と約 2 倍に増え，かつ，同コースで学ぶ留学生が全大学院生に占める割合も，1997/98 年の

60%から 2004/05 年の 68%と 8ポイントの増加となっている。5.4 で詳しく述べるが，1997/98

年と 2004/05 年共に，留学生の圧倒的多数は，Business and administrative studies（経営

学）を専攻し，同分野を専攻する留学生は急増している。また，そのような留学生の多くはドク

ターコースではなく，マスターコースで同分野（いわゆるMBAコース ＝ MA in Business and 

administrative studies) を専攻している。このような傾向が，マスターコースにおける留学生

の圧倒的な数及び増加として表れているのだろう。 

就学レベルとジェンダーの関係について，大学院留学生の場合に焦点を絞ると，2004/05 年に

は，女性の数は 2倍，男性の数はほぼ 2倍となった。また，1997/98年，2004/05年ともに，男

性の数は女性の数を上回り，就学レベルが高くなるにつれて，男性の女性に対する割合が高く

なっている。言い換えれば，就学レベルが高くなれば高くなるほど，女性の男性に対する割合は

低くなっている。特に，就学レベルとしては最も高いドクターレベルにおけるジェンダー差は著

しい。しかし，留学生の動向を分析するにあたって，注意しなければならない点がある。留学生

の就学レベルは，留学生の出身国によってかなり異なるということである。この点について

Cummings(1987) は以下のように述べている。 

 

留学に向けた意思決定は留学生個人やその家族によってなされるが，これらの決定は彼

らの出身国が置かれている状況に大きく左右される。それゆえ，分析を行うにあたって

は，国家が留学生を送り出していると捉えることが重要である（22頁）。 

 

具体的にいえば，就学レベルは，留学生の出身国の教育事情（例えば大学や大学院などの高等

教育機関の数や高等教育進学率）やジェンダー観の影響を受ける。それゆえ，就学レベルについ

て，全留学生について分析するだけでは不十分であるばかりか，留学生の出身国による違いを無

視することにもなり，問題である。よって，就学レベルについては，留学生の出身国ごとに分析

することが望ましい。例えば日本人留学生について 2004/05 年のデータを見ると，女性の割合
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はドクターレベルを含むすべての就学レベルで高く，ドクターで 53%，マスターで 56%，ディ

プロマで 66%であった 5)。日本人留学生の場合，全留学生に見られる傾向とは明らかに異なる

といえる。 

 

（４）専攻分野 6)
    

全大学院留学生の上位 10 専攻分野について見ると，まず両年共に，第 1 位は Business and 

administrative studies（経営学）であり，第 2位の Engineering and technology（工学）を大

きく引き離している。Business and administrative studies を専攻する学生が圧倒的に多いこ

とは一目瞭然であり，1997/98 年に同分野を専攻する留学生の数は，16,160 人で，同年の大学

院留学生総数 81,932 人のうち 20%を占めている。2004/05 年には，それぞれ 37,305 人，

148,215 人で，25％を占めている。同分野を専攻する留学生の実数は，約 2.3倍となり，大学院

留学生総数に占める割合も 5 ポイント増加したことになる。Business and administrative 

studies について，就学レベルをドクターコースとマスターコースとに分けて分析すると，マス

ターコースで同分野を専攻する留学生が圧倒的に多いことが報告されており(Maxey 2000 

November)，PMI 以降の留学生の増加は MBA コースへの進学者の増加に大きく依存している

といえる。  

また，両年共に，Engineering and technology を専攻する留学生も多く，第 2 位となってい

る。1997/98 年に同分野を専攻する留学生の数は，10,110 人で，大学院留学生総数の 12%を占

めている。2004/05 年については，それぞれ 19,125 人，13%である。同分野を専攻する留学生

については，実数が約 2 倍に増加したものの，大学院留学生総数に占める割合は，ほとんど変

化がみられない。しかし，この割合については，変化がないというより，むしろ比較的高い割合

を維持していると考える方が適切であろう。 

両年共に，留学生が専攻しているその他の分野として，Computer science（コンピューター

科学），Education（教育学），Law（法学），Languages（言語学），Biological science（生

物科学），Physical science（物理科学）がある。これらの分野について，1997/98 年と

2004/05 年を比較すると，すべての分野において専攻する留学生の実数は増加している。しかし，

これらの分野を専攻する留学生の数が大学院留学生総数に占める割合をみると，Computer 

science（4%から 7%）と Law（4%から 5%）のみが増加し，Education（8%から 6%），

Languages（6%から 5%），Physical science（5%から 4%）は，減少している。Biological 

science（ともに 4%）については，変化がみられない。よって，Computer science のみが，留

学生の実数および大学院留学生総数に占める割合において比較的大きく伸び，目だった変化をみ

せた分野と捉えることができる。 

また，2004/05年には，Subjects allied to medicine（医学関連分野）が 10位以内に入り，同

分野を専攻する留学生の数が，大学院留学生総数に占める割合は 4%となっている。 
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表６ 英国大学院における全留学生が専攻する上位 10 分野と女性の割合（1997/98） 

ランキング 分野 合計 女性の割合(%) 

1 Business and administrative studies 16,160 37* 

2 Engineering and technology 10,110 16* 

3 Social, economic & political studies 10,095 44 

4 Education 6,760 62** 

5 Languages 4,710 62** 

6 Physical sciences 4,330 34* 

7 Biological sciences 3,525 51 

8 Humanities 3,470 45 

9 Law 3,465 42 

10 Computer Science 3,105 27* 

出典：2006 年に HESA Information Provision Service から提供を受けたもの。 

* 女性の割合が 40%未満の場合を示す。 

** 女性の割合が 60%以上の場合を示す。 

 

表７ 英国大学院における全留学生が専攻する上位 10 分野と女性の割合（2004/05） 

ランキング 分野 合計 女性の割合(%) 

1 Business and administrative studies 37,305 44 

2 Engineering and technology  19,125 19* 

3 Social studies    15,255 51 

4 Computer science  10,605 23 * 

5 Education 9,455 65** 

6 Law  7,755 50 

7 Languages 6,930 68** 

8 Biological sciences 6,270 57 

9 Physical sciences 5,850 40 

10 Subjects allied to medicine 5,605 57 

出典：2006 年に HESA Information Provision Service から提供を受けたもの。 

* 女性の割合が 40%未満の場合を示す。 

** 女性の割合が 60%以上の場合を示す。 

 

専攻分野とジェンダーの関係については，business and administrative studies における女

性の割合が 1997/98 年には 37%であったが，2004/05 年には 44%になり，8 ポイント高くなっ

た。ジェンダー差は引き続き認められるものの，その差は縮小しつつあるといえる 7)。一方，

1997/98，2004/05年共に，engineering and technologyや computer scienceを専攻する女性の

割合は非常に低く，educationや languagesを専攻する女性の割合は高くなっている。 

しかし，留学生の専攻分野を分析するにあたって注意しなければならない点として，専攻分野

は，就学レベルと同様，留学生の出身国における教育事情やジェンダー観による影響がある他，

政治，経済，医学や科学技術の発達度合いからも影響を受けるということがある。留学生の出身

国によって，専攻分野がどの程度異なるのか，2004/05 年の中国人留学生と日本人留学生の場

ケースを例に見てみよう 8)。 

 まず中国人留学生の上位 3 専攻分野は，1 位から順に business and administrative studies, 

engineering and technology, そして computer scienceである。これらの専攻分野は，全留学生
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の専攻分野とほぼ共通しており，第 3 位の専攻分野のみが，全留学生の場合は，social, 

economic and political studies，中国人留学生の場合は，computer science となり，異なって

いる。しかし，ここで着目したいのは，中国人留学生の専攻分野の種類ではなく，それらの専攻

分野における女性の割合の高さである。business and administrative studies で 60%，

engineering and technologyで 30%，computer scienceで 29%となっている。すなわち，これ

らの分野における女性の割合は，全留学生の場合に比べ，総じて高くなっているのである。 

 次に日本人留学生の上位 3専攻分野は，languages，social studies（社会に関連する分野），

business and administrative studiesであり，これらの専攻分野における女性の割合は，63%，

54%，38%である。まずここで着目したいのは，中国人留学生の場合とは対照的に，それらの分

野における女性の割合ではなく，専攻分野の種類である。日本人留学生の専攻分野は全留学生の

場合とはかなり異なっている。さらに，1位の languagesや 2位の social studiesでは女性の割

合が高くなっており，女性は文系を専攻する傾向が高いことの例としても注目に値する。 

 中国人留学生と日本人留学生の例から，専攻分野における女性の割合や専攻分野の種類は留

学生の出身国の教育事情やジェンダー観などの影響を受けるため，留学生の出身国によって大き

く異なることがわかる。 

 

６．考察 

 

1997/98年から 2004/05年の間における英国高等教育機関に学ぶ留学生の増加は，大学院留学

生の増加に大きく依存していた。PMI は高等教育と継続教育の両領域における留学生の数を増

やすことを目標とした。しかし，大学院で学ぶ留学生向けの奨学金の種類や数を増やすためにか

なりの投資を行うなど，様々な方法で大学院留学生の確保に力を入れたことが，結果的に大学院

留学生数の伸びにつながったのかもしれない。 

以下では，留学生の出身国，就学レベル，専攻分野について，ジェンダーの視点からの分析結

果に焦点を絞り，考察を試みる。 

まず，留学生の出身国とジェンダーの関係については，1997/98 年と 2004/05 年を比較する

と，比較可能な 17 か国中 14 カ国において男性に対する女性の割合が高くなり，残りの 3 カ国

で低くなっていた。また，男性よりも女性の方をより多く送り出していた国は，1997/98 年には

20 か国中 4 カ国に留まったが，2004/05 年には 9 カ国にのぼっていた。これらの点から，留学

生の出身国による違いはあるものの，概して，男性のみならず女性も PMI のもとで展開された

様々な取り組みの恩恵を受けたと考えることができる 9)。  

就学レベルとジェンダーの関係に関しては，1997/98 年と比較して 2004/05 年には，大学院

で学ぶ女性留学生の数が 2 倍になり，男性の数がほぼ 2 倍になっていた。これらの点から，

PMI は数の上で男女両方に有効にはたらいたと考えられる。しかし，1997/98 年と 2004/05 年

の両年に共通して，就学レベルが高くなるにつれて，女性の割合が低く留まっていた。さらに，

ドクターレベルでは，著しいジェンダー差が見られた。 
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しかし，就学レベルについては全留学生についてというより，むしろ留学生の出身国別に考察

する必要性があることが指摘され，日本人留学生のケースが例として取り上げられた。そして国

によっては，ドクターレベルのような高い就学レベルにおいても女性の割合が高い場合もあるこ

とが明らかにされた。それでは，このようなケースをどのように理解するべきであろうか。数字

は時として読み誤りやすく，ディプロマ，マスター，ドクターなど，どのような就学レベルにお

いても女性留学生の割合が高い場合，そのような留学生の出身国では，すでにジェンダー平等が

達成されていると解釈したり，あるいは男性に対する差別があるのかもしれないなどと考えてし

てしまう恐れがある。先に日本を含む OECD 諸国では就学レベルが高くなるにつれて，女性の

割合が低くなる傾向があると述べたが，その点を考慮すると，英国大学院で学ぶ日本人留学生の

ケースは「例外」とみなすことができる。また OECD(2004)によれば，日本人の高等教育卒業

者におけるジェンダー差は OECD 諸国（25カ国）の中で最も大きい。これらの点を考えると，

留学生の就学レベルに関して，日本人のケースのような「例外」は慎重に分析・考察される必要

がある。英国大学院で学ぶ日本人留学生について実地調査を行った Nishio(2001)は，女性の割

合が高い理由について，興味深い考察を行っている。日本社会の中で，女性は男性ほど経済的自

立を期待されておらず，日本の労働市場で活躍したり，立身出世のために労働市場に留まったり

する必要性が男性に比べて低いため，海外で自己実現を果たしたいという欲求が強いためではな

いかというものである。男性より女性が実現しやすい留学は，皮肉だが日本社会における女性に

対する期待の薄さや女性差別の表れなのかもしれない。 

専攻分野とジェンダーの関係については，1997/98 年に比べて 2004/05 年では business and 

administrative studies にけるジェンダー差が縮小している。しかし，1997/98，2004/05 年共

に，engineering and technology や computer science を専攻する女性の割合は非常に低く，

educationや languagesを専攻する女性の割合は高くなっている。男性は理工学系分野を，女性

は文系分野を専攻するというジェンダー差は留学生の間，いいかえればグローバル化する高等教

育においてもはっきりと認められる。留学のための奨学金は理工学系分野を専攻する者に対して

支給されることが多く(Nishio 2001)，主要大学の博士課程で科学分野を専攻する留学生に対し

て奨学金を給付することを盛り込んだ PMI も例外ではない。理工学系分野を専攻する女性の数

が増えない限り，女性はこのような奨学金を得る機会を有効活用できないであろう。 

さらに，留学生の就学レベルの場合と同様，専攻分野や専攻分野における男性に対する女性の

割合は，留学生の出身国に関連した様々な要因の影響を受ける。例えば中国人留学生の場合，

business and administrative studies や engineering and technologyなど全留学生の場合と似

た分野を専攻していた。しかし，中国人留学生の場合，それらの専攻分野における女性の割合は，

全留学生の場合に比べかなり高かった。その一方で，engineering and technology や computer 

science などの理工学系分野における女性の割合は著しく低く留まっていた。それとは対照的に，

日本人留学生の専攻分野は主に languages や social studiesなどであり，留学生全体とはかなり

異なっていた。また，日本人留学生の場合，business and administrative studies における女

性の割合は全留学生の場合に比べ低かった。このように，専攻分野や専攻分野における男女の割
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合については，留学生の出身国によってかなり異なることが指摘された。その反面，共通点もあ

る。2004/05 年を例に挙げると，中国人留学生の場合，education を専攻する女性の割合は 78%，

languages を専攻する女性の割合は 77%であり，日本人留学生の場合，languages を専攻する

女性の割合は 63%，engineering and technology を専攻する女性の割合は 15%，computer 

scienceを専攻する女性の割合は 43%であった 10)。このことは，男性は理工学系分野，女性は文

系分野を専攻するという専攻分野におけるジェンダー差がグローバル化する高等教育にも存在す

ることを示している。 

 

７．結論 

 

 本稿では，英国大学院で学ぶ留学生の動向に及ぼす PMI の影響力についての考察を通して，

留学生を介してグローバル化する高等教育について，2 つのジェンダー問題を指摘した。一点目

は，就学レベルが高くなるにつれて，女性の割合が低くなるという個々の OECD 諸国に見られ

る問題は，グローバル化する高等教育にも共通して見られるというものであった。二点目は，理

工学系分野を専攻する女性が少ないという個々の OECD 諸国に見られる問題もまた，グローバ

ル化する高等教育に共通して見られるというものであった。 

 これらの点を考慮すると，高等教育において理工学系分野を専攻する男性の割合が圧倒的に高

く，その結果，男性が労働市場において有利な立場に置かれているという OECD 諸国の状況は，

グローバル化する高等教育においても共通して認められるということになる。グローバル化する

経済社会の中で，女性のためだけでなく，個々の国が競争力を培っていくためにも，理工学系分

野に関する知識や技術の活用におけるジェンダー格差について，今後さらに注意が払われ，是正

されることが急務であると思われる。 

 

【注】 

1) 英国の教育の国際化戦略の背景については，西尾(2006)を参照。 

2) 本文でも述べているように，PMI に伴う一連の取り組みにより，高等教育機関への留学生

数を 2004/05 年までに 5万人増加させるという目標は，2 年前倒して 2002/03 年に達成さ

れた。特に，その年には，EU 諸国以外からの留学生数が伸びて 174,575 人となり，その

伸び率は前年比で 23%となった。また，経済面においても，PMIの達成により英国経済に

もたらされた収入は，約 10 億ポンド（2,150 億円）にのぼったと推定されている。ブリ

ティッシュ・カウンシルは，1999 年に PMI が発表されてからこの間，見事な成功をおさ

めたとしている (The British Council  2005)。 

3) 留学生は，学期中については，一週間あたり 20時間まで，休暇中については，フルタイム

で働くことが可能になった。また，ジョブセンターから就労許可を得る必要もなくなった。さ

らに，今後，大学院留学生と一部の分野の学部留学生に限り，コース修了後 12 ヶ月間英国に

留まって職に就くことが許可される見込みである(Education Travel Magazine  March 2006)。 
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4) ここでいう理工学系分野とは，OECD の分類にならい，工学，製造・建築，生命科学・自

然科学・農学，数学・コンピュータ科学を指す。保健・健康は除く。 

5) 2006年にHESA Information Provision Serviceから提供を受けたデータによる。 

6) 従来，専攻分野の分類については，’HESACODE’と呼ばれる方法が使用されていたが，

2002/03 年以降，’JACS’と呼ばれる方法に変更された。よって，本研究で用いる 1997/98

年のデータと 2004/05年のデータにおける専攻分野名が一致しない場合がある。 

7) しかし，ジェンダー差が縮小しつつある理由は，中国人留学生の中で business and administrative 

studies を専攻する女性の割合が 60%に達しており（付表 1 参照），その高い割合が同分

野を専攻する全留学生の女性の割合を高くしている可能性がある。 

8) 付表 1および付表 2を参照。 

9) 中国やインド等における好景気が後押ししたこと，個々の大学においても，留学生獲得の

ための取り組みを行ったこと，さらには，米国における 9.11事件の発生が，英国における

留学生数の増加を後押ししたことなども，PMI 発表以降の留学生の増加に影響を及ぼした

と考えられるが，ここでは，それらの影響については言及しない。 

10) 付表 1 および付表 2 を参照。ただし，日本人留学生の場合，engineering and technology 

and computer science を専攻する者は少なく，10 位までに入っていない。したがって，

女性の割合が付表 2に表れていないことを断っておく。 

 

【参考文献】 

Bada, M.M. (1994) Greek women’s routes in postgraduate studies in Britain. MSc. 

dissertation, University of Bristol. 

坂東眞理子 (2003)「Girls be ambitious!―新しい地平へのチャレンジ」『日本女子大学紀要 

理学部』11, 日本女子大学紀要 理学部, 18-25頁。   

Benbow, C.P. (1998) ‘Sex differences in mathematical reasoning ability in intellectually 

talented preadolescents their nature, effects and possible causes’, Behavioral and Brain 

Sciences 11, 169-232.  

Birke, L. (1992) ‘In pursuit of difference: scientific studies of women and men’, in Kirkup, G. 

and Keller, L.S. (eds.), Inventing women: Science, technology and gender. Cambridge: 

Polity Press. 

Cummings, W.K. (1987)  ‘Global trends in overseas study’, Overseas students: Destination 

UK?. London: UK Council for Overseas Students’ Affairs (UKCOSA.) 

Darke, K., Beatriz C. and Ruta, S. (2002) ‘Meeting the challenge: The impact of the national 

science foundation’s program for women and girls’, Journal of women and minorities in 

science and engineering 8, 285-303.  



136 

Davis, Todd, M. (1996) Open doors 1996–1997: Report on international educational 

exchange. New York: Institute of International Education. 

Epstein, D., Elwood, J., Hey, V. and Maw, J. (eds.) (1998) Failing boys? Issues in gender and 

achievement. Buckingham: Open University Press.  

Forgasz, H. (1998) ‘The typical Australian university mathematics student: Challenging 

myths and stereotypes?’ Higher education 36, 87–108. 

Goldsmith, J. and Shawcross, V. (1985) It ain’t half sexist mum: Women as overseas 

students in the United Kingdom. London: World University Service and UKCOSA. 

Graetz, B. (1991)  ‘Gender, equity and participation in Australian education’, New education 

13(1), 3-11. 

Gray, M.W. (1996) ‘Recruiting and retaining graduate students in the mathematical sciences 

and improving their chances for subsequent success’, in Grevholm, B. and Hanna, G. 

(eds.), Gender and mathematics education.  Lund, Sweden: Lund University Press, pp. 39-

44. 

Habu, T. (2000) ‘The irony of globalization: the experience of Japanese women in British 

Higher Education’, Higher education 39, 43-66. 

Higher Education Statistics Agency (HESA) (1999) HESA students in higher education 

institutions 1997/98. Cheltenham: HESA. 

HESA (2006) HESA students in higher education institutions 2004/05. Cheltenham: HESA. 

木村忠正  (2001) 『デジタルデバイドとは何か』岩波書店。 

木村涼子 (1999)『学校文化とジェンダー』勁草書房。 

木村涼子 (2005) 「女は理系に向かないのか－科学技術分野とジェンダー」 木村涼子・児玉亮子

編 『教育 • 家族をジェンダーで語れば』白澤社 151-174頁。 

Kress, G. (1998, June 11) ‘The future still belongs to boys’, The independent (Education). 4-5. 

Langmead, D. (1998) Selling Australian postgraduate education overseas: in whose interest?. 

Victoria: Deakin University. 

Leonard, D. (1998) ‘Gender and international graduate students’, Journal of international 

education 9, 26-34. 

Leonard, D. and Morley, L. (2003) ‘Preface’, in Leonard, D., Pelletier, C. and Morley, L. (eds.), 

The experiences of international students in UK higher education: A review of 

unpublished research. London: UKCOSA: The Council for International Education, 1-9. 

Leonard, D., Pelletier, C. and Morley, L. (eds.) (2003) The experiences of international 

students in UK higher education: A review of unpublished research. London: UKCOSA: 

The Council for International Education 

Maxey, K. (2000) ‘International students in the commonwealth’, a working paper. London: 

UKCOSA: The Council for International Education. 



137 

Murphy, P. and Elwood, J. (1998) ‘Gendered experiences, choices and achievements: 

Exploring the links’, Journal of inclusive education 2 (2), 95-118.  

村松泰子編 (2004)『理科離れしているのは誰か：全国中学生のジェンダー分析』日本評論社。 

日本学生支援機構留学情報センター(2005)『海外留学奨学金パンフレット』日本学生支援機構。 

西村和雄・平田純一・八木匡・浦坂純子 (2001)「数学教育が人材をつくる」西村和雄編『「本

当の生きる力」を与える教育とは』日本経済新聞社 38-58頁。 

Nishio, A. (2001)  Issues facing Japanese postgraduates studying at the University of 

London: With a special reference to gender. Ph.D. thesis. Institute of Education, 

University of London.  

西尾亜希子(2006)「英国大学院で学ぶ留学生の動向（PMI 以前と PMI 以降の比較）」『各国に

おける外国人留学生の確保や外国の教育研究機関との連携体制の構築のための取り組みに関す

る調査－平成 17 年度 文部科学省先導的大学改革推進委託研究』，広島大学高等教育研究開

発センター，13-28頁。 

小川眞里子 (2001)『フェミニズムと科学/技術』 岩波書店。 

Organization for Economic Co-operation and Development (OECD) (2001) Education policy 

analysis. Paris: OECD. （OECD『世界の教育改革―OECD 教育政策分析』御園生純・稲川

英嗣監訳 明石書店，2002年）。 

OECD (2004)  Education at a glance: OECD indicators 2004. Paris: OECD.（経済協力開発機

構 (OECD)・OECD 教育研究開発センター『図表で見る教育―OECD インディケータ（2004

年版）』明石書店 2004年）。 

The British Council (2003) Education UK: Positioning for Success, consultation document. 

London: The British Council. 

The British Council (2005) ‘Education UK marketing’, available online at britishcouncil.org/ 

ecs/pmi/index.htm (accessed 23 January, 2006). 

Verthelyi, R. Frank de. (1995) ‘International students’ spouses: invisible sojourners in the 

culture shock literature’, International journal of international relations 19, 387-411. 

Wright, C. (1997) ‘Gender matters: Access, welfare, teaching and learning’, in McNamara, D. 

and Harris, R. (eds.), Overseas students in higher education: Issues in teaching and 

learning. London and New York: Routledge, 91-107. 

横山恵子(2006)「英国の外国人留学生獲得の戦略－首相主導事業 (Prime Minister’s Initiative)」

『各国における外国人留学生の確保や外国の教育研究機関との連携体制の構築のための取り組

みに関する調査－平成 17 年度 文部科学省先導的大学改革推進委託研究』広島大学高等教育

研究開発センター，1-12頁。 

 

 

 



138 

【付表１】 

 英国大学院における中国人留学生が専攻する上位 10 分野と女性の割合（2004/05） 

 ランキング 分野 合計 女性の割合(%) 

1 Business and administrative studies 10,445 60** 

2 Engineering and technology  3,730 30* 

3 Computer science   2,275 29* 

4 Social studies 1,765 62** 

5 Law  1,190 68** 

6 Education 785 78** 

7 Languages 660 77** 

8 Mass communication & documentation 555 76** 

9 Architecture, building & planning 520 45 

10 Creative arts & design 510 71** 

出典：2006 年に HESA Information Provision Service から提供を受けたもの。 

* 女性の割合が 40%未満の場合を示す。 

** 女性の割合が 60%以上の場合を示す。 

 

 

【付表２】 

 英国大学院における日本人留学生が専攻する上位 10 分野と女性の割合（2004/05）  

ランキング 分野 合計 女性の割合(%) 

1 Languages  590 63 

2 Social studies  560 54 

3 Business and administrative studies    435  38* 

4 Education 265 70 

5 Creative arts & design 235 76 

6 Historical & philosophical studies 170 53 

7 Biological sciences 95 55 

8 Physical sciences 90 48 

9 Architecture, building & planning 90 46 

10 Law  85 47 

* 女性の割合が 40%未満の場合を示す。 

出典：2006 年に HESA Information Provision Service から提供を受けたもの。 
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第３節 日本の大学におけるジェンダー政策の分析と課題 

―その成功と失敗― 

山野井 敦徳 

 

 本研究は中間ヒアリングによるジェンダー研究の要請に応えて，わが国の高等教育に関する

ジェンダー政策の歴史的・政治的経緯を国際的並びに国内的な視点から政策の理念，目的，方法

等を解明すると同時に，研究大学を事例に今後のジェンダー政策の有効な対策を模索することに

ある。ここでは，第一にわが国のジェンダー問題に照らして，高等教育における女性のおかれた

歴史的経緯を整理する。第二に国際的なジェンダー政策の流れを整理すると同時に，それに対す

るわが国のジェンダー政策の過程を分析する。第三に大学改革の一環として，ジェンダー政策に

関する政府，市場，機関，専門機関のそれぞれの政策を吟味する。これによって，一般の大学改

革の政治的社会的コンテクストとジェンダー政策のそれらとの比較を通して，ジェンダー政策に

よる大学改革が異なった文脈の中で遂行されてきたことを明らかにする。以上の全体の流れを踏

まえて，最後に個々の研究大学が機関として大学構造改革期にどのように対応してきたかを事例

的に明らかにし，成功している大学の要因と成功していない大学の要因を比較し，これからのわ

が国における各大学のジェンダー政策推進の要諦を探る。本報告では以上，四つの課題について

その概要を報告する。 

 

１．日本における女性教員の状況 

 

わが国の大学における女性の処遇について整理してみると，帝国大学における女性の入学が認

められたのは 1913 年の東北帝大が設立された際であった。初代総長の沢柳の発案であったが，

それも高邁な思想からではなく，「不幸にして生涯一人で生きてゆかざるを得ない女性に対して」

（沢柳の発言による）3 人の女子学生に解放されたに過ぎない。女子学生の入学もその後も継続

されたのではなく，次は 1923 年まで待たなければならなかった。他の帝国大学としては，京都

帝大が 1919年と 1935年－1945年，九州帝大が 1925年，北海道帝大が 1930年，東京と広島文

理科大では 1929年に，それぞれ女性の入学を認可している。 

 一方，大学教員の雇用に関しても同様にきわめて例外的であった。帝国大学における最初の女

性教員は京都帝大の外国人女性教員(1929-1936)であった。学位に関して学士は上述のように東北

帝大が最初であった。女性の博士号が受理されたのは 1932 年のことであった。国立大学の最初

の女性教授は戦後で，しかも帰化人であった荘司雅子広島大学教授（1954年）であった。東京大

学では中根千枝（1970年）まで待たねばならなかった。 

 このようにジェンダー後発国としてのわが国の高等教育において女性の進出は，戦後のデータ

を見ても緩慢であった。表 1に示す如く，1953年 4.8%，1963年 7.2%，1973年 8.2%，1983年
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8.4%，1993 年 9.9%，2003 年 15.3%で，大学の構造改革後ようやく二桁台に乗っている。国際

的なデータで見ても，各国の研究者に占める女性の割合を見ても（2005年現在，内閣府『男女共

同参画白書』），わが国は 11.6%とアメリカ 32.5%，ギリシャ 40.9%，ポルトガル 47.0%などに

ははるかに及ばないジェンダー後進国である。 

 

表１ 日本における女性教員の割合（常勤教員） 

 1953 1963 1973 1983 1993 2003 

国立大学 2.8 4.1 4.7 5.2 6.6 10.3 

公立大学 6.6 7.0 9.2 9.4 11.1 21.9 

私立大学 9.2 11.7 11.6 11.5 12.6 18.1 

平  均 4.8 7.2 8.2 8.4 9.9 15.3 

   

 

図１ 各国における女性研究者の割合（内閣府 2005 年） 

11.6
15.5

18.8
21.2

24.0
26.0
26.8
27.5
27.9
28.0
28.3
29.1
29.3
29.4

32.5
33.0

34.6
35.4

36.8
38.1

40.9
42.8
43.3

45.5
46.6
47.0

52.7

0 10 20 30 40 50 60

Japan

Australia

Slovakia 

Czech

Italy

Norway

Cyprus 

U.S.A.

Iceland

Slovenia

Greece

Estonskaya 

Portugal

Latvia

(%)

 

     

２．国際的な視点から見た日本のジェンダー政策 

 

 わが国の政策や改革は，和魂 X才を評されるように海外，とりわけ最先進国の動向に敏感であ

る。大学構造改革も同様であり，ジェンダー政策も同じような文脈で理解することが可能かもし

れない。そうであるとすれば，このような仮説でジェンダー論を展開してみると面白いであろう。

特に和魂 X才は単に海外のものを導入するばかりでなく，日本文化と同化させる政策に興味があ

る。ジェンダー問題の国際的な動向に対してわが国の各セクターはどのような反応を示している

かここでは分析結果を報告したい。 
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表 2 は，EU 諸国とアメリカという先進国におけるジェンダー政策について整理されたもので

ある。これによれば両先進国の相違は次の点にある。アメリカはジェンダー政策に関して市場の

メカニズムや裁判，個人的権利といった文脈で語られ，理解されている。これに対して，EU 諸

国は国家の指導の下で共通な権利として数字目標を謳い，アクションプランとして遂行される傾

向にある。こうした国際的な枠組みから見ると，構造改革後のわが国のジェンダー政策は明らか

にアメリカ的な政策から EU方式のそれに転換されつつあることが理解されている。それと同時

に日本の政策を政府，市場，機関，専門機関の各セクターから分析してみると（表 3の分析枠組

みを基準としてみる），日本の大学の構造改革は，政府（文部科学省）が機関（国立大学）をリー

ドし，強制的に市場化が導入されてきたのに対して，ジェンダー政策では専門機関が大学機関に

働きかけ，政府は内閣府と文部科学省とではスタンスが相違すると同時に，政府によるジェンダー

の市場化が大幅に遅れている（例えば，外部資金化政策を見よ）。したがって，前者の日本の大

学構造改革が「金太郎飴」的な方向に向かうのに対して，後者のジェンダー政策は個別研究機関

の意識や機関政策によって大きく異なるという結果を招いていることが判明した。 

 

表３ 日本の大学構造改革と各セクターの政策 

 

３．各個別機関のジェンダー政策の成功と失敗 

 

こうした分析を受けて，各研究大学の事例として旧帝国大学 7校を事例として分析した。バッ

ファー機関としての機能を果たした日本学術審議会や国立大学協会は法人化に対する政策では有

効な政策を打ち得なかったが，ジェンダー政策においてはそれなりの効果をもたらした。もとよ

セ ク タ ー 政          策 

政府調整： 

Coordination among Ministries 

Reforms: committee reports, legislations 
Policy: relaxation of regulation, globalization, marketization 
Budget: foundation system and evaluation 
Personnel: non-public servants type/treatment/grades 

市場調整： 

Market Response 

Marketization: teaching/research/budget/personnel 
(faculties/students/managers) 

Academic Marketplace: mobility/personnel affairs/academic productivity 

機関調整： 

Institutional Strategy 

Mission/Function/System/Evaluation: teaching, research, social services 
Management: faculty meeting/meeting of the board of trustees, 

teaching/management 

専門機関調整： 

Autonomy 

Formation of Consensus: Science Council of Japan/Japan Association of 
National Universities and so on. 

University Evaluation Organization: 
  Japan University Accreditation Association/Japan Institution for Higher 
Education Evaluation/National Institution for Academic Degree and 
University Evaluation 

Competitive Fund: Ministry of Education, Japan Society for the promotion 
of Science, Foundation 

Association: Creation, Interaction and Publication of Knowledge, Gender 
Issues 
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り，それも個別の大学機関によって相違した。その背景にはどのような学内的なポリティックス

が存在しているのであろうか。 

 7 大学に関してわれわれは，①各大学のジェンダーに関する取り組み報告書，②ウェブサイト

のジェンダー問題取り組み，③統計に基づくデータの分析（表 4），④その他の文献等，を収集

して量的並びに質的な分析を試みた。 

これらの各インデックの評価の概要を整理すると，①各大学の「ジェンダーに関する取り組み

報告書」に関して広島大学高等教育研究開発センター情報調査室から各大学に毎年数度にわたっ

て報告書の送付をお願いした。その結果によれば，量的には名大が最も多く次いで東北大，やや

離れて九州大と東大，北大や阪大は送付されなかった。特に前者 2大学は他大学を圧倒していた。

②「ウェブサイトのジェンダー問題取り組み」に関しても同様に，名大，東北大の情報量が多く

公開され，東大，京大がこれに続き，北大，九大，とくに阪大にはジェンダー問題への取り組み

がウェブサイトで見る限り把握できず，情報の公開が遅れている印象がある。③「統計に基づく

データ」に関しては，表 4ならびに図 2に示す通り，名大が最も多く，京大，東大，北大が中間

で，理系中心とはいえ東北大，九大が少なく阪大が最も遅れている。いずれにしても，阪大は研

究政策の改革には積極的ではあるが，ジェンダー政策では最も遅れをとっている。 

 

表４ ７研究大学の女性教員比率（2005 年）       

  

教授  助教授 講師 助手 平均 

（講師以上）

助教授以上 

北 大 3.5 6.1 9.5 9.0 6.2 5.0 

東北大 3.8 5.2 12 11.5 7.1 4.9 

東 大 3.2 6.0 11.2 13.4 8.4 5.1 

名 大 5.3 10.9 13.4 17.0 10.8 8.3 

京 大 4.0 6.7 12.8 8.2 6.6 5.8 

阪 大 3.3 4.5 4.7 9.2 5.8 3.9 

九州大 2.8 5.3 11.9 12.4 7.5 4.6 

 

図２ 名大の女性教員比率動向 
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こうした結果から判断されることは，国立大学協会というバッファー機関で 2010年までの EU

型の女性比率 20%という達成目標が提示され，同協会で標準的な取り組みモデルが提示されたに

もかかわらず，各機関のジェンダー政策や女性比率には甚だしい格差が生じている。この点が他

の文部科学省指導などの大学構造改革と大きく相違するところである。これらの背景にはジェン

ダー政策には最近になるまで大型外部資金が投資されなかったということも理由かもしれないが，

最大の理由は各機関の学内ポリティックスにある。名大や東北大のように，学長，副学長のリー

ダーシップの強さや持続力もさることながら，学内に女性のリーダーが存在しているかどうか，

男性教員の理解の深さが横たわっている。事実，名大では男性教員の無理解に対抗して女性リー

ダーによる市販図書の出版などを通してジェンダー政策をリードしてきた（松本・金井 2004）。

それと同時に中間層としての各部局のリーダーシップや取り組みの熱意が総合大学のジェンダー

問題解決に一定の役割を果たしているようだ。というのもジェンダー政策のあり方は学問分野に

よって女性教員のライフスタイルが大きく異なるからである。こうしたトップと中間層，女性の

リーダーシップ，男性教員の理解等が研究総合大学の取り組みを大きく左右していることが理解

された。逆に言えばこうした取り組みを強力に推進することによってわが国がジェンダー後進国

を脱皮できる一つの方途が解明された。しかし，こうした数値目標によるアクションプランは他

方で地方議会の逆差別的なジェンダー論反発に直面しているように，あるいはカリフォルニア州

の先行事例に示されるように一歩間違えば悪平等が大学界にも生じかねないことを理解しておく

必要があろう。 
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第８章 財務及びガバナンスとマネジメント 

 

第１節 高等教育財政の国際動向について 

 

羽田 貴史 

 

今日の高等教育財政は，国を問わず，システムレベル，機関レベル，さらには個人レベルで共

通にチャレンジグな課題に遭遇している。 

 

１．政府と家計―費用負担の課題 

 

 第一の課題は高等教育の費用負担の問題である。OECD 諸国においては，中等教育の成熟・完

成を経て第三段階教育（高等教育）への進学が拡大し，従来の伝統的な学生集団―伝統的な中等

教育で訓練を受け，エスタブリッシュされた階層の男子―から，年齢・性・人種・社会経済的地

位の多様な学生集団を受け入れてきた。拡大及び多様なニーズへの対応がもたらす高等教育費用

の増加とそれを支える財源とのギャップである。高等教育のマス化は，費用負担に関し，新たな

問題を提起した（ワグナー 1994，Wagner 1996）。選択された方向は，消費者の多様な要求に対

応した需要主導型への変化であり，アメリカ・日本で歴史的に採用されてきた授業料・家計負担

の強化である。ヨーロッパでは長いこと高等教育は無償であったが，マス高等教育構造への移行

が明らかになるに及んで，政策的にも相対的に乏しい公費支出でマス化を実現した日本・韓国な

ど東アジアモデルへの関心が高まってきた。 
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 しかし，家計負担の強化は，公平な高等教育の進学機会を動揺させる。公財政の果たすべき役

割と，政府と利益享受者との間でどのようなルールを置くかという問題が立ち上ってきた。日本

においても，所得階層と進学機会，学納金，奨学金，私立大学財政論など多角的に研究が進めら

れてきた（矢野 1992，1996，1998，2001，日本私立大学協会附置私学高等教育研究所 2005a）。 

国際的な比較でよく用いられる政府支出の指標は，政府支出の GDP 比である。GDP 比で見る

限り，日本の高等教育への政府支出は OECD 諸国中最低であり，政府支出の不十分さが明らかで

あることは従来から指摘されてきたし（図 1），中央教育審議会『我が国の高等教育の将来像』（2005

年 1 月 28 日）でも公財政の拡充が提言されている。 

しかし，反面それは私費負担による高等教育の拡大が成功してきたことを意味し，初等中等教

育に比較的公財政が支出されてきたこともあり，財政当局は，GDP 比を目標数値とすることは不

適当との立場にある（財政制度審議会「制度改革・歳出合理化特別部会及び財政構造改革特別部

会合同部会資料 文教・科学技術について」平成 12 年 11 月 17 日）。80 年代には，イギリス・

サッチャー政権を嚆矢とする新自由主義政策の採用がはじまり，OECD 諸国では，公共部門の縮

小や民営化など，ニュー・パブリック・マネジメントを採用した福祉国家の再編が進行しており，

高等教育に対する公財源投入は全般に縮小され，アカウンタビリティを求めるようになった。日

本が深刻な政府債務（770 兆円，平成 18 年度末）を抱えることもあり，一般的な公財政の強化

論は説得力を持たない。 

なお，加藤(2003)によれば，ニュー・パブリック・マネジメント採用にもかかわらず，各国の

社会保険と租税負担構造は大きく変化しておらず，早期に逆進的な付加価値税を導入し，定着し

たスウェーデンの場合など，高福祉・高負担を維持している。国民生活の保全に政府が責任を持

つ福祉国家の成熟度によって，ニュー・パブリック・マネジメントが浸透しても，高等教育の費

用負担が単純に家計に転嫁されるものとはなっていない。日本はアメリカと並んで，国民総課税

負担率が低く（日本 28.5%，アメリカ 27.9%，デンマーク 51.3%，1995 年），福祉は残差機能を

中心としており，財政面の政府機能は小さい国なのである。国民経済全般の中で費用負担を論じ

る場合には，政府の役割と収入構造，福祉国家政策のあり方まで含めて検討する必要があろう。 

 また，費用負担問題は，福祉国家の構造的相違だけでなく，高等教育の公共性認識にも規定さ

れている。教育の公共性認識が強い社会的合意を背景に，公的セクターが中心となり，授業料無

償の原則をおいてきたヨーロッパ諸国（現在でも北欧などは無償）と，私立セクターによって大

衆化を拡大してきた国（アメリカ・日本）とでは，授業料の導入においても政策的な相違がある

（高等教育財源の構造については，国立学校財務センター 2002）。 

 こうした差異を超えて高等教育費用の家計負担への依存が強まる中で，注目すべきは，費用負

担の原理としての教育投資論である。オーストラリアが 90 年代に導入した高等教育費用分担制

度(Higher Education Contribution Scheme)は，高等教育が中等教育修了者に比して得る私的便

益に対応した支払いを制度化したもので，卒業後一定の所得に達した時点で税制によって補足す

るものである（矢野 2001，杉本 2003）。 

 これは，教育投資論と受益者負担を制度化したものであり，イギリスの高等教育改革構想（The 
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Future of Higher Education, 2003 年 1 月）でも採用されることになった。経済理論が政策科学

として活用されている事例であり，60 年代の日本にも教育投資論が紹介されたことはあった。 

 だが，日本は中央教育審議会 46 答申において受益者負担原則への転換が明記されたものの，

授業料値上げの論拠以上には掘り下げられず，受益の範囲に相応した適正な負担原理となるには

至らなかった（羽田 2003a）。比較的安価であった国立大学授業料の場合ですら，コストの低位

推計をとった場合，負担が受益を上回ることが指摘されている（金子 1994）。政策科学の導入の

失敗が，今日に至るまで適正な費用負担原則を作り出してこなかった事例の一つである。 

 一方，日本と同じく私学セクターが高等教育のかなりのシェアを持つアメリカでは，授業料負

担は当然視ではあるものの，連邦補助金をはじめとする膨大な個人補助の体系があり，教育費負

担を緩和し，階層間の教育機会不均衡を是正する機能を果たしてきた。 

 日本の場合には，授業料負担の政策的一致点はなく，財政当局には，教育費の家計負担と公的

負担との比率は「各国国民が選択するもの」（財務省「我が国財政の現状と問題」平成 16 年 9 月）

とされ，高すぎるとの認識はない。日本の場合，高等教育の進学機会に所得階層がどのように影

響しているかは，70 年代からの研究課題であったが（菊池 1972，1978，1985，1988），国立大

学，私立大学というセクターの相違や，地方国立大学と大都市の国立大学などによって，所得階

層格差は多様に現象し，長期にわたる動向を観察した最近の研究では，1970 年以降,90 年代半ば

にかけて格差は縮小してきたと言われる（小林 2001,2003）。ただし 1995SSM 調査にもとづく

高等教育機会の階層格差分析では，職業階層間の格差は解消していない（原・盛山 1999）。 

所得階層の相違が進学機会にアメリカほど現れない理由は十分解明されていないが，初等・中

等教育の質の高さや文化的同質性，努力信仰，さらには，経済的に無理をしても家族総ぐるみで

高等教育に押し上げてしまう行動様式も関与していよう。その点では，家族と企業が政府に代わっ

て福祉機能を代替する日本福祉国家の特徴が現れているといえる。 

 しかし，90 年代後半からの問題は，日本的雇用の見直しがこの代替機能を衰弱させていること

であり，2000 年からは経済格差問題として大きな社会的論争となっており（佐藤 2000，苅谷 

2000，2001，樋口 2003，大竹 2005），OECD(2006)も警鐘を発している。政府と家計間の負担

区分原則と，機会の平等を保障できる調整機能の確立は急務である。 

 

２．基盤研究資金と競争的資金―アカウンタビリティの強化と研究費配分の課題 

 

 1980 年代からアメリカが知識と情報を国家競争力の中心として位置づけ，科学技術開発と知的

財産保護強化に乗り出したこともあり，グローバルな科学技術競争が広がり，この 10 数年間で

研究費の規模と性格は急速に変化してきた。 

 日本の研究費は，OECD 諸国に比べ，政府負担支出が低くて民間負担が大きく（政府負担

EU-25；35.5%，日本；20.0%），使用組織も産業界が大きく大学は小さいという特徴があるが，

科学技術基本計画（第 1期 1996~2000，第 2期 2001~2005，第 3期 2006~2010）によって研究

費の増加が図られた結果，GDP 比及び絶対額とも全体としては国際的に高い水準にある（図 2）。 



150 

図２　主要国研究費（『平成18年度科学技術白書』）
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 また，第 1期以降いわゆる競争的資金の拡大が図られ，1995 年に 1248億円（科学技術関係経

費の 5.0%）であった資金は，2006 年度予算で 4701億円（13.1%，文部科学省調べ，『科学技術

白書』）にまで拡大した。同時に政策課題に対応した重点分野への優先的配分も進められ，第 3

期科学技術基本計画では，政策課題対応型重点 4 分野（ライフサイエンス，情報通信，環境，ナ

ノテクノロジー・材料開発）への優先的配分，推進 4 分野（エネルギー，ものづくり技術，社会

基盤，フロンティア）への重点的配分が重視されている。 

ところでいうまでもなく，教育と並んで研究は大学の基幹的な機能であり，政府からの研究費

の支出形態，基礎研究・応用研究・開発研究の性格別にどのように配分するのか，競争的研究費

と基盤的研究費との比率をどうするのか，プロジェクト研究と基礎研究の比重などは，高等教育

財政の重要なイシューである。RAE による研究費配分など，評価に基づく選択的な配分を進めて

いるイギリスの場合でも，評価に基づく研究費配分の結果，上位 25 大学に HEFCE の研究資金

の 75%が集中するなど，集中化の弊害が指摘されている(The Future of Higher Education, p.26)。 

日本でも，科学研究費について限ってみても，東京大学など旧帝国大学と東京工業大学を含む

上位 8 大学の獲得額が急増し，1997 年度には全科研費の 37%を占めていたのが，2005 年度には

約 50%を得るようになった（羽田 2005）。受託研究など他の外部資金には，いっそう資金の集中

化が現れやすい（羽田・黄 2004）。 

 イギリスの場合は，評価に基づく配分は高等教育予算全体の 10%程度であり，日本の競争的資

金の比率はすでに過剰な集中化をもたらし，大学のバランスある研究活動を阻害するレベルに

入っている可能性もある。科学技術政策研究所第 2 研究グループ(2006)による論文の高被引用者

を対象にした調査では，競争的資金とともに基盤的研究費が重要な役割を果たしてきたことが明

らかになっており，競争的資金の評価・運営体制の整備とともに，間接経費の拡大，基盤的研究

費の維持と競争的研究費との組み合わせが重要課題となっている（「第 3 期科学技術基本計画」

第 3章 2）。研究資金の配分は，教員組織が大きく，基礎・応用研究の研究組織を作りやすい国立
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大学に傾斜しがちであり，私立セクターに対する研究費配分のあり方も課題である（日本私立大

学協会附置私学高等教育研究所 2005b）。 

また，競争的研究資金は，配分のための評価が研究計画よりは研究者の経歴に重点を置きがち

で，特定の研究者に過度に集中し，個人補助のために不適切な経理が発生するなどの問題がある。

さらに，間接経費が十分に制度化されていないために研究機関の環境や財政に負担をかけるなど

多くの問題があり，改善策が提言されている（総合科学技術会議 2003）。競争的資金の適正なコ

ントロール方式の開発も急務である。 

 

３．大学の財源変化と運営 

 

 大学の財源の量的変動と質的変動は，大学の行動様式と運営形態を大きく変えつつある。大学

の財源は，第 1系列（政府財源），第 2系列（学生授業料），第 3系列（サービスや契約による資

金）に区分できるが，第 1系列の減少によって，代替財源を求め，学生集めや委託研究収入，事

業収入，競争的資金確保に走るようになった。これは，“Academic capitalism”(Slaughter & Leslie 

1997)，“Entrepreneurial university”(Clark 1998)，“Enterprise university”(Margison & 

Considine 2000)などさまざまな呼称はあるものの，企業的な大学人及び大学の行動であり，「商

業化する大学」(Bok 2003)でもある。 

 その結果として，伝統的な大学の組織と運営は大きく変化した。伝統的大学像とは，研究と教

育の統一を理念とし，同僚制を基盤とした自治的運営を特質として，企業組織とは区別される運

営形態であった(Baldrige 1978)。しかし，大学組織そのものが，大学外組織と連携・連合したマ

トリクス構造をとるようになり，大学運営には，顧客・利益など私的企業のメンタリティと概念

が持ち込まれ，トップ・マネジメント，CEO など企業モデルの行動様式が広がっている。 

 アメリカでは，私的企業によって経営され学位を提供する営利大学の学生は 88万人に達しているよ

うに（「中央教育審議会大学分科会制度部会資料」平成 18 年 7 月 12 日），高等教育によって得られる

資格と労働能力が新たな金銭価値を生み出すことも，大学の営利活動を可能にしている。また，公立セ

クターや政府活動にNPM が導入されることも大学運営における経営主義の大きな背景である。 

 このように，市場メカニズムの導入による資源の多様化と政府予算の包括予算化など，依存す

る資源の変化は，大学の組織変化と行動変化をもたらしており，組織変化における資源依存理論

の典型例である(Slaughter & Leslie 1997，Pfeffer & Salancik 2003)。またそれは国を超えた共

通現象である(OECD 2003)。 

 高等教育における市場メカニズムの導入はどう評価すべきか。大学の市場的行動について

Clark(1998)は，高等教育の多様な需要への対応を政府主導ではなく，大学自身による自律的な

行動で実現するものであり，「企業家的精神」(Entrepreneurship)と結びつけて理解する。確かに，

企業的大学経営で実施されている大学内の管理運営モデルは，RCB/RCM(Responsibility 

Centered Budget/Responsibility Centered Management), RRB(Revenue Responsibility 

Budgeting), VRB(Value Responsibility Budgeting)などと呼ばれ，収入も含めて部局が責任を
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持ち，学長など大学内トップ・マネジメントが調整力を持つ分権モデルである(Massy 1996，Clark 

1998)。ここにいう分権モデルとは，「むしろ企業的な意味で自由と自律を強化し，同僚的意味で

それを消滅」(Marginson 1997)させるもので，部局の企業的行動を活性化するために集権的機能

が発揮される集権的分権化とでもいうべきものである（羽田 2003b，RIHE 2004）。 

 高等教育のガバナンスが強化される 80 年代以降，大学運営の強化の方向は，乏しい資源を拡

大する需要に対し有効に活用する上で，ファカルティによる同僚的な大学運営は限界があり，イ

ギリスのジャラッド報告(1985)やデアリング報告(1997)が提言してきたように，戦略的大学運営

を進めるために理事会など管理団体の役割強化であり，日本においては学長のリーダーシップ論

の強調である。企業的大学経営は，トップ・マネジメント（集権）と基本組織の活動（分権）双

方を促進するのである（ジャラッド報告の影響については，Gareth 1992。なお本章のガバナン

ス及びマネジメント参照）。 

しかし，市場メカニズムのもとで，アメリカやイギリスの大学の自律性が拡大しているといわ

れているからといって，日本でも同様の結果をもたらすとはいえない。もともとアメリカは市場

主義の強力な国家であり，1980 年代の学生人口減を，学生消費者主義を掲げることによって乗り

切った。市場メカニズムを導入するためには，財源の変化だけでなく，それを支える多様な制度

が必要である。自由で公平な競争が作動するとともに，一方では，秩序なき競争によって教育の

質が低下することを規制し，学問研究のバランスある発展を支えるために財政が調整機能を発揮

することが必要なのである。 

 アメリカの場合も，膨大な奨学金という個人補助を通じて教育資金が供給され，連邦政府によ

る研究資金が，大学内で間接経費や税として徴収され，大学の自由裁量資金のプールを形成し，

財源確保能力の弱い部門へ移転することで，大学としてのバランスを保っているといわれるが，

それでも，数学や人文科学など基礎科学部門の衰退は激しい(Kernan 1997)。市場メカニズムの

もとでの大学の行動が，公共的利益よりは利潤追求になりがちなことの問題認識は，OECD(2004)

が取り上げたように共通なものとなっている。 

 ここでは費用負担論の段階で有効であった教育投資論は危険である。すなわち，教育や研究へ

の投資が生み出す経済価値から測定される収益率による判断は，非経済的な側面も含めた大学の

活動の価値には適用できない。言い古されたことではあるが，市場メカニズムの命題は，完全競

争的な市場のもとでは，利潤追求動機にもとづいて一定の時間を経て資源最適化が実現するとい

うことであり，公共財としての高等教育に適用されるものではないからである。 
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第２節 ガバナンス 

 

杉本 和弘 

 

１．大学ガバナンスの研究 

 

過去 20 年間，世界の高等教育は大きな変化を経験してきた。Maassen(2003)によれば，その

変化は，高等教育内外で起こっており，内部では学術界の知的融解や高等教育機関の統合性欠如，

外部では社会からの需要増大や学生・研究資金をめぐるグローバルな競争の激化が指摘できると

いう。Maassen は，そうしたなかで高等教育の正当性をめぐる危機(legitimacy crisis)が生じつ

つあると指摘する。つまり，かつて社会と高等教育との間に結ばれていた関係性が喪失しつつあ

り，高等教育に対する政治的・経済的支援の減退，高等教育の質・効果・効率性に対する批判，

高等教育の知的能力の欠如に対する不満が見られるようになっているという。つまりは，高等教

育が依然として公的に支援され規制される必要があるのかに関して，疑問が呈されるようになっ

ているのである。その結果，高等教育をめぐって「誰が高等教育のコストを賄うべきであり，そ

の支払いは何に対するものであるのか」，「高等教育はいかに管理運営されるべきか」，「大衆化し

た高等教育の質はいかに担保され得るのか」，「基礎研究はどこで実施され，誰がそれに資金を提

供し，誰が研究課題を決定すべきなのか」といった多様な問いが突きつけられるに至っている。 

これらの問いはすべて，21 世紀における高等教育像や大学像を構築する上で避けては通れない課

題であるといえる。とりわけ，本稿で取り上げる大学のガバナンスのあり方にも直結するものである。 

バーンバウムによれば，ガバナンスとは，「学術機関とその出資者が，統制し影響を与えるため

の二つのシステムから出される要請のバランスを取るために創出する構造やプロセス」のことで

ある。ここでいう「二つのシステム」とは，一つが法的権限(legal authority)を背景に政府・理

事会・運営管理者が意思決定を行うシステムであり，もう一つが専門的権限(professional 

authority)を背景に教授団がガバナンスで中心的役割を担うシステムを指している。そして，こ

れら二つの権限は基本的な観点において相容れないことが少なくなく，それがガバナンスをめぐ

る基本的な問題を招来することになると指摘している（バーンバウム 2004：28）。 

このように，大学ガバナンスをめぐる本質的な問題は，大学運営に関する意思決定の権力

(power)や権限(authority)が誰（どこ）にあり，それがいかに作用しているかを明らかにすること

にある。これまでの大学ガバナンス研究では，そうした意思決定権の所在や作用に着目していく

つかの理念型が提示されてきた。たとえば，Harman(1992)は，① 同僚モデル(collegial model)，

②  官僚モデル(bureaucratic model)，③  専門モデル(professional model)，④  政治モデル

(political model)の 4 つを析出している。それぞれを簡潔に説明すれば，①は大学人による非階

層的で共同的な意思決定に基づくガバナンス，②は法的合理的な権限と公的な階層構造に基づく
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ガバナンス，③は専門家の権限と水平方向に分化し緩やかにつながった部局を基本とするガバナ

ンス，④はガバナンスを利害集団間の政治的葛藤に焦点を当てて概念化したモデルである。 

こうしたガバナンス・モデルはしかし，大学の組織とガバナンスの一つの側面を理論的，分析

的に捕捉するには有用であっても，社会変化のなかで変動する組織やガバナンスのダイナミクス

を捉えることには必ずしも適さない。そもそも大学組織は，多層的な構造から成り，それぞれの

レベルにおいて外部―内部関係やガバナンスのあり方が一様ではない。しかも，そこには大学内

外の複数のアクターが作用することになる。そうした視点からシステムやガバナンスの変容を分

析した研究としては Clark(1983)が知られる。Clark は，大学組織及びそれを含むシステム全体

の重層的な構造的特質を描き出し，それがいかに変動を促し規定するのかを明らかにしている。

その上で，Clarkは，高等教育システムの統合と変動のメカニズムを，「国家権威(State authority)」

「大学寡頭制(Academic oligarchy)」「市場(Market)」の三つを頂点とする「調整のトライアング

ル」として図式化した（図 1）。この三角形によって，三つのアクターが相互に調整し合いながら

高等教育が一つのシステムとして統合（変動）することが示されている。 

 

図１ 調整のトライアングル（Clark 1983: 143） 

 

1983 年の時点では図 1 の三角形内に 8 つの高等教育システムがその調整の特質を踏まえて布

置されている（但しここでは省略）が，冒頭でも述べたとおり過去 20 年間に世界各国の高等教

育は大きく変動しており，現在の各国の大学ガバナンスの状況を明らかにするには，各アクター

自体の変容やアクター間相互の関係変容を明らかにする必要がある。そうした大学ガバナンスの

変化については，米国(US)，英国(UK)，カナダ(CA)，オーストラリア(AU)の比較考察を行った

Miller(1995)が Clark のダイアグラムを用いて 1983～93 年の変化を示している。 

図 2 に見られるように，Miller は米国以外の 3ヶ国では当該 10 年間において，調整に関わる

アクターのうち相対的に大学人の影響力が低下し，国家（政府）もしくは市場の影響力が増大し

たことを示唆している。実際，市場化の高まりや社会的にアカウンタビリティを要請される傾向

が強まるなかで，ここ 20 年余りの各国の高等教育では，Miller の図示するような変動が起こっ

ていると考えることができる。 

国家権威 

大学寡頭制 

市場 
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図２ 1983-93 年における４つの高等教育システムの変動（Miller 1995: 71）

 

 

しかしその一方で，Clark 自身，こうした三極による調整のあり方を，特に「市場」の現実を

踏まえる形で捉え直す必要性に言及していることにも留意したい。見直しのポイントは，「市場調

整と，国家役人や大学自身によってもたらされる調整との質的差異」にある。ここで Clark は，

政治学者 Lindblom の市場システム論に拠りながら，市場を意思や目的意識をもった存在（アク

ター）として擬人的に捉えるのではなく，相互作用の調整の「場(arenas)」として理解する必要

性を指摘する。人や組織は相互の交渉を通して目的を追求しようとするが，市場自体はそうでは

ない。高等教育において，国家機関と大学は「相互調整の意図的な設計者」であるが，意思をも

たない市場はそれら両者によって輪郭が限定されたり利用されたりする存在である。操作

(steering)が生じるのは，目的意識を有する組織が「場」としての市場をいかに利用するかという

点においてなのである。こうした考察から導かれる，高等教育の変動・統合のための二つの方途

は，国家主導によるもの（システム中心でトップダウン的）と大学主導によるもの（機関中心で

ボトムアップ的）ということになる。しかし前者は，急速に変化する 21 世紀の環境下にあって

複雑性を有する大学が変化するのには必ずしも適切ではない。「複雑な環境における複雑な大学に

は複雑で多様な解決方法が必要だ」からである。それに対して，後者の大学自身による自主的な

改革は，各大学が自らのおかれた状況に合わせて自由に解決方法を獲得することを可能にする。

Clark は，特に企業的大学のケーススタディ（詳しくは後述する）に基づいて，21世紀社会の大

学が自らの機関意思(institutional will)によって自律性(self-reliance)を獲得することの重要性を

主張している(Clark 2004: 179-184)。 

以上の考察から得られる示唆は，21世紀変動社会における大学ガバナンスに必要なことは，市

場における政府と大学の行動や相互作用を通していかに調整されつつあるのかを明らかにするこ

とである。もちろん近年の高等教育においては，その他のアクターの存在も無視できない。本稿

ではその点については十分触れることはないものの，近年の高等教育における市場化・グローバ

ル化の進行や質保証への関心の高まりを受けて，大学ガバナンスに対する，学長団体，教職員組

合，質保証機関，専門職団体，国際機関といった諸々のアクターの存在も重要性を増しているこ

とに留意すべきであろう。しかしながら本稿では，上記の考察を踏まえ，大学のガバナンスにつ

国家権威 

大学寡頭制 

市場 

AU 

UK 

CA 

US 
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いて政府と大学の関係がいかに変化してきているのか，そして，高等教育の市場化―アカデミッ

ク･キャピタリズムの浸透―が進むなかで登場してきた企業的大学がガバナンスのあり方にいか

なるインパクトをもっているのかについて考察する。さらに，そうした大学を取り巻く環境変化

が，大学内部のガバナンスにいかなる変化とコンフリクトをもたらしているのかについても考え

ることとしたい。 

 

２．ガバナンスの変容 

（１）政府と大学の関係変化 

冒頭で述べた通り，過去 20-30 年の間に世界的に政治・経済・社会は構造的な変化（グローバ

ル化，知識社会化）を見せ，それに伴って高等教育の劇的な再編が進んだ。それは同時に高等教

育自体のマス化，ユニバーサル化も伴ったものであったが，その結果，特に政府と大学との関係

にも変化が生じつつある。 

政府と大学の関係に関しては，一方で政府による中央集権的な資源配分・計画・調整・説明責

任を確保する必要性と，他方で大学に対して機関自治を保障し，目標設定やマネジメントにおけ

る裁量を認める必要性との間でいかに適切な均衡を保つかという点が課題となる。従来，政府は

高等教育をめぐる社会的な要求や期待を集約し，それを政策に反映させることを通して，公共の

利益拡大や社会的公正の実現を図ってきた。しかし特に 1980 年代以降，社会の構造的変化が急

速に進み，大学を取り巻く環境が複雑化するにつれて，政府が従前のように独占的立場を維持し，

そこからすべての大学に共通の処方箋を描くことは次第に困難となった。その結果，政府は一律

的な統制を控え，大学の自律的運営を促すようになっており，各大学が自らのおかれた状況を客

観的に分析し，社会的要請に見合った教育研究サービスを提供する体制が必要となっている。 

たとえば，長く中央集権的体制の下に置かれてきたフランスの大学においても，これまで 1968

年の高等教育基本法（フォール法）や 1989 年の契約政策導入を経て，国による管理体制を残し

つつも，大学自治が次第に拡大してきた。さらに近年，2003 年の高等教育機関自治法案の廃案が

ありながらも，基本的には学内外の急速な環境変化―行政改革による地方分権，国際競争の激化，

欧州高等教育圏の創設，学生の増加・多様化等―の中で大学の自律性は拡大される方向に動き始

めている（大場 2003，2006）。 

また，ドイツのニーダーザクセン州では，2003 年に国立財団型大学が設立された。この大学は，

大学本体と財団組織の複合体であり，そうした構造ゆえ大学と州（学術文化省），あるいは大学と

国との関係を間接化するものとして捉えられている。すなわち，財団が大学と学術文化省との間

に立つことで，省の法規監督が直接大学に及ぶことが減少するのである（金子 2005）。 

しかしこうした改革事例をもとに，大学ガバナンスに対する政府の影響力が一方的に後退して

いると結論づけるほどに事態は単純ではない。政府と大学の関係は国や地域によって一様ではな

い。特に，日本における国立大学法人化は，法人化が必ずしも政府によるガバナンスの減退を意

味しないことを示すものである。 

2004 年の国立大学法人化に伴って，従来の「文部科学省（設置権者・監督権者）―国立大学」
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という関係は，「文部科学省（監督権者）―国立大学法人（設置権者）―国立大学」の三層構造へ

と変化した。その結果，問われているのはこの三者間における権限・責任の分担がいかになされ

るのかという点である（羽田 2003）。そもそも国立大学法人化は，国立大学に権利義務の主体と

しての法人格を与え，その自律性を拡大させることを目的とするものであった。しかしながら，

実際の国立大学法人制度が有するアンビバレントな性格からは，「法人化＝自律性拡大」という構

図を単純に描くことはできない。確かに，法人化によって国立大学の設置主体は国から国立大学

法人に移行し，法人の財政責任・管理責任が強化されており，その意味では自律性が高まってい

るように見える。しかし他方で，各法人の中期目標・中期計画を認可し，その実行を運営費交付

金の支出とリンクさせることを通して，文部科学省の権限が強化されていることも明らかである。

ここには，「きわめてパラドックスに満ちた政府－大学関係」が析出される（羽田 2005：135）。

それゆえ，国立大学法人は，「法人」という側面では自律的な経営努力が求められ，「国立」とい

う側面では間接的政府統制と評価を受けなければならない立場におかれている（天野 2006）。 

加えて，大学のガバナンス問題は，資金提供の主体と権限の問題と切り離して考えることはで

きない。矢野(2005：40-42)によれば，大学ガバナンスは従来，「資金調達者，ないし財・サービ

スの支払い者に決定権がある」とする経済の意思決定原理から見ると倒錯したものであった。近

代大学の理念においては，資金提供は政府が担い意思決定は大学が行うことが正当であると見な

されてきたからである。しかし，そうした資金調達と意思決定の相反関係にも変化が生じつつあ

る。オーストラリアにおいては，高等教育（大学）に対する連邦政府からの財政的支援が漸次的

に減少するのに反比例して，連邦政府による政治的統制が実質的に強まるという逆説的な状況が

見られる(Meek 2005)。 

こうした状況の背景には，ここ 20 年余りの行財政改革を通して政府によるガバナンスのあり

方そのものが変化してきたことが指摘できる。特に 1980 年代以降，先進各国では戦後の福祉国

家政策が後退する一方で，「ニュー・パブリック・マネジメント(NPM)」に基づく行政改革が実

施されてきた。すなわち，民間企業で活用されている経営理念・手法や市場原理を公的部門へ導

入することで行政運営の効率化・有効化を高める取組みが進められた（大住 1999，山内・上山

編 2003）。NPM は，国・地域や時代によって異なるものの，基本的には「企画立案部門」と「政

策執行部門」について，後者を，権限を委譲された自律的活動単位―例えば，英国のエージェン

シーや NZ のクラウン・エンティティ―として分離して執行庁化し，契約に基づく目標達成を評

価システムの下で統制する手法がとられることになる。このように，NPM 導入は，政府が分離

した執行部門に権限委譲し，同部門との間で契約関係を結んで，そのサービスの向上を図ること

を目的としている。 

こうした行政改革は大学ガバナンスのあり方にも色濃く影響を及ぼしており，国家（政府）は

大学を直接的に統制するのでなく，間接的に監督・操作する方向を強めている。そこには「国家

による統制(state control)」から「国家による監督(state supervision)」への移行が観察される

(Meek 2002)。それはすなわち，「全知全能」の国家（政府）が社会的需要を集約して高等教育を

企画・提供するあり方から，需要の多様化を背景に，国家（政府）が規制緩和・権限委譲を通し
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て大学の自律的運営を促進するあり方への変化である。しかしそれは，政府によるガバナンスか

らの撤退と大学のオートノミー拡大を単純に意味するものでなく，むしろ政府統制が変容したこ

とを示唆しており，政府は従前とは異なる形で，例えば産学連携に基づく研究活動の活性化や研

究助成配分を通しての科学技術政策の実現といった形を通してなされるようになっている。 

こうして 1980 年代以降，政府との関係が変化した大学では，それと同時に市場化が進行し，

企業的な大学経営アプローチが取られるようになっている。そうした動きは，以下で見るように，

伝統的な大学ガバナンスに無視できない影響を及ぼしつつある。 

 

（２）アカデミック・キャピタリズムと企業的大学経営 

近年，グローバルな経済市場の登場とそこでの競争の高まりを背景に，各国の大学組織や大学

教員のあり方に大きな変化が生じている。Slaughter & Leslie(1997)は，1980 年代以降，大学や

大学人の行動を規定するナショナルなレベルにおけるシステムやインセンティブが変化してきた

点に着目し，特に資源依存理論(resource dependency theory)を用いて大学と大学人が資金獲得

を目的に市場に参画していった変化を明らかにしている。大学は 1980 年代以降，経済市場のグ

ローバル化，高等教育に対する公的資金の減少，産学連携の増加といった，大学を取り巻く様々

な構造的変化を受けて，企業的行動を通して外部資金を獲得しようとする傾向を強めた。ここで

いう外部資金とは，基本的には市場関連の研究と結びついており，研究助成・契約，サービス契

約，産業界や政府とのパートナーシップ，技術移転，学生の支払う高額授業料といった形態を通

して獲得されるものである(p.8)。Slaughter らは，大学や大学人が外部資金を獲得しようとして

行う，こうした市場的努力とそれを支える規範や信念を「アカデミック・キャピタリズム（大学

資本主義）」と呼び，それが伝統的な大学や大学人に本質的な変容(transformation)をもたらして

いることを指摘する。 

こうした大学におけるアカデミック・キャピタリズムの浸透は，とりわけ政府資金の緊縮化と

いった外部環境の変化とそれに伴う大学の行動や文化の変容において観察される。そこで次に明

らかにすべきは，そうした大学の変容がいかなる形態で具現されるかという点である。 

Clark(1998)は，企業的行動で成功してきた，イングランド，オランダ，スコットランド，ス

ウェーデン，フィンランドの 5 大学のケーススタディに基づいて，大学が企業的大学

(entrepreneurial university)に変容する上で鍵となる方途を提示している。すなわち，① 運営コ

アの強化 (the strengthened steering core)，②  発展的な周辺組織の拡大 (the expanded 

developmental periphery)，③ 裁量的な財源基盤の確保(the discretionary funding base)，④ 学

術中心地の活性化(the stimulated heartland)，⑤ 企業家的信念(the entrepreneurial belief)であ

る（羽田 2004 も参照のこと）。 

Clark(2004)は，1998 年の 5 大学にウガンダ，チリ，オーストラリア，アメリカの 9 大学を加

えた全 14 大学のケーススタディを実施しているが，そこでの考察によれば，上述の 5 つの方途

は，企業的に変容を遂げた大学において変化を持続しさらなる変化を促すための要素としても重

要である。そして，そうした変化の持続可能性は次のような 3 つの力学 (dynamics of 
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sustainability)がいかにうまく作用するかにかかっているという(pp.90-95)。その第一は「相互作

用の強化(re-enforcing interaction)」である。上記の 5 つの要素は，一つひとつが単独にあるだ

けでは十分でなく，相互作用を通して関連づけられ，制度化される必要がある。第二に，「永続的

推進力(perpetual momentum)」である。大学における変化は何年もかけて徐々に進行するので

あって，一挙に実現されるわけではない。需要の変化や新しい状況の出現に対して漸次的に調整

がなされ，そうした累積的な取組みが大学を前進させていくのであり，それこそが安定的な推進

力なのである。第三の力学は，「野心的な同僚的意思行為(ambitious collegial volition)」である。

前述の 2つの力学の陰では，一定の社会状況を背景に機関としての意思行為―変化を起こそうと

いう明確な意思決定―が作用している。伝統的大学が受身的な姿勢から厳しい選択を避ける傾向

があるのに対し，企業的大学は，リスクを背負って先行的な取組みに踏み切る決定を行う傾向が

あり，そうした小さな意思行為を連動させながら蓄積していくことで自らの個性を徐々に獲得し

ていくところに特徴があるという。 

このように，企業的大学の特徴は，自ら変化を起こし且つそれを持続させるダイナミクスや能力

を内在化させ機能させているところにある。しかも，そこには同僚的な意思決定が重要な要素をな

す。Clark が強調するように，大学において企業的精神(entrepreneurialism)が機能するためには，

同僚的な形態(collegial forms)が必要である(Clark 2004: 184)。しかしその反面，多くの大学で環

境の変化を背景に，強いリーダーシップを求める経営主義的ガバナンスが広がりを見せ，それが機

関内の伝統的な学術的規範や価値とのコンフリクトを招来しつつあるとも指摘される(Meek 2002: 

60)。機関レベルでのガバナンスに焦点を合わせた場合，その重要なイシューの一つは経営的価値

と学術的価値とをいかに調整するかにある。以下では，機関レベルのガバナンスについて考える。 

 

３．機関レベルにおけるガバナンス 

（１）経営主義の台頭 

一般に，各機関における学内ガバナンスは，学長，理事や管理組織（理事会・カウンシル），学

術評議会，教員，職員，学生といった複数のステークホルダーの参画を通して推進されている。

しかしながら，それぞれの参加形態やその相互作用のあり方は，各高等教育システムがおかれた

国や時代によって異なり，さらに同じシステム下にあっても，複雑化し変動する環境のなかで機

関レベルにおけるガバナンスも多様な様相を見せる。それゆえ，大学ガバナンスのあり様は静態

的ではなく動態的に理解する必要がある。 

Shattock(2002)は，英国大学のガバナンスの歴史的変遷を，「コーポレート・モデル(corporate 

model)と「合意モデル(consensual model)」の二つの関係変化を通して整理している。ここで，

前者は権限や意思決定の所在が運営組織・経営陣にあるガバナンス形態を指し，後者は academic 

model でもあり，大学人（教授陣）による同僚的ガバナンス形態を指している。それによれば，

英国大学のガバナンスは二つのモデルの均衡を変化させてきたが，それはいずれかのモデルの優

位性が認識されたことの結果ではなく，むしろ外的な経済的・政治的要因が作用した結果であっ

た。たとえば，アカデミック的性格の強かった大学補助金委員会(UGC)は「合意モデル」の重視
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を促し，サッチャー政権による緊縮財政は「コーポレート・モデル」へと大学ガバナンスのあり

方の変化を迫るものであった。特に，Jarratt報告（1985 年），1988 年教育改革法，Dearing報

告（1997 年）を通して，政府は運営組織(governing bodies)の強化を図ってきている。 

また，オーストラリアでも 1990 年代以降，大学のガバナンスやマネジメントに対する関心が

高まりを見せたが，大学運営のレビューを行った Hoare報告（1995 年）が‘Governance’の項

で注目したのも，運営組織の規模縮小や構成員の質向上，学長と運営組織の関係改善であり，そ

うしたトップ・マネジメントの役割や責任のさらなる強化の必要性であった(Hoare 1995)。実際，

Harman(2002)によれば，オーストラリアの大学では 1977 から 97 年にかけて学部長や学科長の

選考方法が選挙や推薦制から指名制に移行し，当該人物の学術的業績よりもマネジメントの知識

経験に比重が置かれるようになっている。これまでの同僚による意思決定を基本とする大学ガバ

ナンスに対する風当たりが強くなっていることは事実である。 

さらに日本の国立大学法人においても，経営協議会が設置され，学長を中心とする役員会や執

行部によるトップダウン型のガバナンスが強まる方向にある。同様に，先の私立学校法改正（2004 

年）では，学校法人の運営と意思決定に関する責任を明確化すべく，理事会が最高意思決定機関

として位置づけられた。今後，理事会の機能強化が図られ，その過程で教授会との権限のさらな

る調整が必要になることが予想されている(IDE 2006)。 

こうした日本を含めた各国の事例からは，大学ガバナンスが，伝統的な同僚的統制からトップ・

マネジメントを強化した経営主義的統制へと転換が図られつつあることが理解される。 

 

（２）教学と経営の相克と協働 

しかし他方で，大学ガバナンスにおいて‘shared governance’（分担管理，分担統治）の歴史

をもつアメリカの大学では，必ずしもそうではない状況が観察されてもいる。コーネル大学高等

教育研究センターが 2001 年に実施した「高等教育ガバナンス調査」(The 2001 Survey of Higher 

Education Governance)によれば，分担管理について基本的に肯定的な回答が目立っており，教

員によるガバナンス(faculty governance)が減少・減退しているとは必ずしもいえない。予算，方

針（戦略），建設といった点が経営陣の決定事項である一方，カリキュラム，学位要件，教員の任

用・昇進，さらに分担統治に関する取決めといった事項に関して教学サイドの有する権限は小さくな

い(Kaplan 2004)。こうした調査結果は確かに，「教員が大学運営に参加すること自体が運営の妨げに

なるような議論が，最近多すぎることへの警鐘」と見なすことができるものである（羽田 2006）。 

こうした議論から導かれる，21世紀の大学ガバナンスにおける重要課題の一つは，教学と経営

による分担管理をいかに実効性あるものにしていくかという点である。それはすなわち，伝統的

な同僚的ガバナンスへのノスタルジックな回帰を唯一の正解としないことでもある。

Dearlove(1997: 58)によれば，同僚制(collegiality)に基づく大学は，財政的独立性を有し，参加民

主主義を理想とし，価値共有化によるコンセンサスを重んじ，大学人の同等的地位を保障し，非

教員をガバナンスから排除するといった諸特徴をもつ。しかしそうした同僚制は，厳しい選択を

迫られずリーダーシップも必要とされなかった良き時代における理想形であって，現代の大学経



163 

営にそぐわない面も少なくない。 

しかしだからといって，急速に台頭しつつある経営主義が大学ガバナンスを一義的に方向づけ

ると考えることも現実的ではない。大学は，下位組織である学科レベルにおいて各ディシプリン

に基づく堅固な専門的権威が機能する点を特徴とする。学科群は緩やかに連結した(loosely 

coupled)連合組織を構成しており，そこに中央執行部が自由に命令を下すことは容易ではない

(Dearlove 2002: 226)。大学は「下層部が重く(bottom-heavy)，ボトムアップによる抵抗が大きい

ゆえに有力者が長く支配することのできない」組織なのである(Clark 1998: 4)。大学組織は企業

組織と異なり，「専門的権威」が「管理上の権威」と同等かあるいはそれ以上に大きな比重を占め

る「支配の二重システム」を形成しており（バーンバウム 1992），そうした前提に立てば，大学

ガバナンスにおいて企業と同じ経営主義が奏功するとは必ずしもいえない。 

それでは，大学ガバナンスにおいて教学と経営のバランスはいかに図られるべきなのか。分担

管理のあり方をめぐるそうした問いには Clark(1998)の考察が示唆的である。すでに述べた通り，

大学が企業的に変容するための要素として Clark が第一に挙げたのは‘the strengthened 

steering core’（運営コアの強化）であった。Clark によれば，そうしたコア（中核）は多様な形

態をとり得るが，重要なのは中核となる「運営集団(managerial groups)」と「学科(departments)」

が内包され，新しい経営的価値と伝統的な学術的価値が操作的に調和されていることである

(pp.5-6)。Clark は，それと併せて‘the stimulated heartland’（学術中心地の活性化）の重要

性も指摘している。Lapworth(2004)は，こうした Clark の概念を踏まえ，教員によるガバナン

ス参加の拡大を図る分担管理モデルを提示する。それは，英国大学のガバナンスにおいて運営組

織の権限強化が推進され，教員集団(academic community)の役割が減少するなか，コーポレー

ト・モデルと合意モデルの結合を通して教員参加を進めることを主眼とするものである。

Lapworth の描くモデルは，図 3 に示す通り，Clark の示した「運営コア」を頂点とし，そこか

ら等間隔で「執行部(executive)」「カウンシル(council)」「セネト(senate)」「学科(departments)」

がそれぞれにリンクする関係図が立体的に描かれている。ただしこのモデルはあくまで理念型で

あり，実際の分担管理のあり方は，各機関のおかれた状況に応じて多様性と柔軟性が担保されな

ければならない。たとえば，統括的立場にある運営コアは，財政危機の時期であればカウンシル

の位置に近づくこともあるし，機関戦略の構想段階においては学科やセネトに近接することにな

る(Lapworth 2004: 312)。その意味で，同モデルは分担管理が成功するための一般的なものにす

ぎない。現代大学にふさわしい単一的な分担管理モデルを抽出することには限界があり，むしろ

各機関に特有の諸条件に合ったあり方を模索することが重要である。それと同時に強調されるべ

きは，大学ガバナンスにおいて教員参加を実現していくことの重要性である。Lapworth のモデ

ルにおいて，ガバナンスの一角に「学科」が位置づけられたことはそうした教員参加の意義をと

りわけ強調したものだといえる。 

今後明らかにされるべき問題は，こうしたモデルが各機関においてどのように具現されるかと

いう点である。それについては，Clark による先行研究にも倣いつつ，より多くの成功事例に関

するケーススタディが必要であろう。 
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図３ 分担管理モデル（Lapworth 2004: 311） 

 

 

４．まとめ 

 

グローバル化や知識社会化が急速に進行するなか，大学のガバナンスにも変容が迫られている。

本稿では，大学ガバナンスに関する研究成果をレビューすることを通して，過去 20 年余りにお

いて大学ガバナンスがいかに変容してきたのか，その結果，現在いかなるガバナンスのあり方が

求められるようになっているのかについて考察した。 

ガバナンス研究は大学の内外に広がりをもつテーマであり，ガバナンスについて考察するには

関連するあらゆる問題に目配りする必要がある。大学の組織特性がガバナンスを大きく左右する

ことは本稿での指摘からも明らかであり，近年の組織変容がガバナンスにいかなる影響を及ぼし

ているのかは重要なテーマである。また，ガバナンスに関わるステークホルダーは多様であり，

それぞれが果たす役割や相互の関係についても明らかにする必要がある。本稿では大学と政府と

の関係変化を中心に論じたが，それ以外の組織・団体と大学との関係についても考察が必要であ

る。大学内における権限配分やそのための内部組織のあり方に目を向けるなら，大学教授職の変

容とその意味を明らかにしていくことも重要であるし，大学運営に参加する職員や学生の問題も

視野に入れなければならない。さらに，それらステークホルダー間での権限の配分は，財政的資

金の配分と密接に関係していることを考えれば，大学をめぐる資金の流れと配分もガバナンスの

問題と切り離して考えることはできない。大学ガバナンスに関する研究蓄積は必ずしも十分では

ない。そうした総合的な視野からのガバナンス研究が必要である。 

 

【参考文献】 

天野郁夫(2006)「国立大学の法人化―現状と課題―」名古屋大学高等教育研究センター編『名古

強化された 

運営コア 

学 科 

カウンシル 

執行部 

セネト 



165 

屋高等教育研究』第 6号，147-169頁。 

Amaral, A., Jones, G.A. & Karseth, B. (eds.) (2002) Governing Higher Education: National 

Perspectives on Institutional Governance, Dordrecht: Kluwer Academic Publishers. 

バーンバウム，R.〔高橋靖直訳〕(1992)『大学経営とリーダーシップ』玉川大学出版部。 

バーンバウム，R.(2004)「ガバナンスとマネジメント―アメリカの経験と日本の高等教育への示

唆―」広島大学高等教育研究開発センター編『大学運営の構造改革―第 31回（2003 年度）研

究員集会の記録』（高等教育研究叢書 80），26-45頁（なお，原文は 1-25頁に所収）。 

ボック，D.〔宮田由紀夫訳〕(2004)『商業化する大学』玉川大学出版部。 

Clark, B.R. (1983) The Higher Education System: Academic Organization in Cross-National 

Perspective, Berkeley: University of California Press.（バートン・R・クラーク〔有本章訳〕

(1994)『高等教育システム―大学組織の比較社会学―』東信堂） 

Clark, B.R. (1998) Creating Entrepreneurial Universities: Organizational Pathways of 

Transformation, Oxford: Pergamon. 

Clark, B.R. (2004) Sustaining Change in Universities: Continuities in Case Studies and 

Concepts, Buckingham: SRHE/Open University Press. 

Dearlove, J. (1997) ‘The Academic Labour Process: From Collegiality and Professionalism to 

Managerialism and Proletarianisation?’, Higher Education Review 30(1), pp.56-75. 

Dearlove, J. (2002) ‘A Continuing Role for Academics: The Governance of UK Universities in 

the Post-Dearing Era’, Higher Education Quarterly 56(3), pp.257-275. 

Harman, G. (1992) ‘Governance, Administration, and Finance’, in B.R. Clark & G. Neave 

(eds.), The Encyclopedia of Higher Education, Vol.2, Pergamon Press, pp.1279-1293. 

Harman, G. (2002) ‘Academic Leaders or Corporate Managers: Deans and Heads in 

Australian Higher Education, 1977 to 1997’, Higher Education Management and Policy 

14(2), pp.53-70. 

羽田貴史(2003)「国立大学法人法の読み方―教育研究組織体としての国立大学へ」教育学術新聞

（第 2118号，平成 15 年 9 月 10 日）。 

羽田貴史(2004)「企業的大学経営と集権的分権化」『大学論集』第 34 集，広島大学高等教育研究

開発センター，21-40頁。 

羽田貴史(2005)「国立大学法人制度論」『大学論集』第 35 集，広島大学高等教育研究開発センター，

127-146頁。 

羽田貴史(2006)「正しい高等教育情報―鏡に映る日本の高等教育」教育学術新聞（第 2217 号，

平成 18 年 1 月 18 日）。 

羽田貴史・黄福涛(2004)「日本の高等教育システムにおけるガバナンス改革」広島大学高等教育

研究開発センター編『COE 国際セミナー／8 カ国会議 21 世紀型高等教育システム構築と質

的保証』COE 研究シリーズ 13，69-88頁。 

広島大学高等教育研究開発センター編(2004)『高等教育システムにおけるガバナンスと組織の変



166 

容』COE 研究シリーズ 8。 

Hoare, D. (1995) Higher Education Management Review, Report of the Committee of Inquiry, 

Canberra: AGPS. 

IDE 大学協会(2006)『現代の高等教育―問われる私大のガバナンス』No.481。 

金子勉(2005)「ドイツにおける国立財団型大学の成立」，江原武一・杉本均編著『大学の管理運営

改革―日本の行方と諸外国の動向』東信堂，190-205頁。 

Kaplan, G. (2004) ‘How Academic Ships Actually Navigate’, in R.G. Ehrenberg (ed.) 

Governing Academia, New York: Cornell University Press, pp.165-207. 

Lapworth, S. (2004) ‘Arresting Decline in Shared Governance: Towards a Flexible Model for 

Academic Participation’, Higher Education Quarterly 58(4), pp.299-314. 

Maassen, P. (2003a) ‘Shifts in Governance Arrangements: An Interpretation of New 

Management Structures in Higher Education’, in A. Amaral et al. (eds.) The Higher 

Education Managerial Revolution?, Dordrecht: Kluwer Academic Publishers, pp.31-53. 

Maassen, P. (2003b) ‘Higher Education Reform and the Public Legitimacy Debate’, Higher 

Education Forum 1, Research Institute for Higher Education, Hiroshima University, 

pp.55-64. 

Marginson, S. & Considine, M. (2000) The Enterprise University: Power, Governance and 

Reinvention in Australia, Cambridge: Cambridge University Press. 

Meek, V.L. (2002) ‘Changing Patterns in Modes of Co-ordination of Higher Education’, in J. 

Enders & O. Fulton (eds.) Higher Education in a Globalising World, Dordrecht: Kluwer 

Academic Publishers, pp.53-71. 

Meek, V.L. (2005) ‘The Demise of Public Good in the Neo-liberal Coordination of Higher 

Education: the Case of Australia’, Higher Education Forum 2, Research Institute for 

Higher Education, Hiroshima University, pp.19-34. 

大場淳(2003)「フランスの大学における管理運営の変遷と自律性の発展」『大学論集』第 33 集，

広島大学高等教育研究開発センター，37-56頁。 

大場淳(2006)「フランスにおける大学自治―2003 年の高等教育機関自治法（大学改革法）案を巡っ

て―」『大学論集』第 37 集，広島大学高等教育研究開発センター，35-59頁。 

大住壮四郎(1999)『ニュー・パブリック・マネジメント―理念・ビジョン・戦略』日本評論社。 

Shattock, M. (2002) ‘Re-Balancing Modern Concepts of University Governance’, Higher 

Education Quarterly 56(3), pp.235-244. 

Slaughter, S. and Leslie, L.L. (1997) Academic Capitalism: Politics, Policies, and the 

Entrepreneurial University, Baltimore: The Johns Hopkins University Press.（なお，同書

の第 1章は，広島大学高等教育研究開発センター編(2004)79-101頁に成定薫訳にて所収） 

山内弘隆・上山信一編(2003)『パブリック・セクターの経済・経営学』NTT 出版。 

矢野眞和(2005)『大学改革の海図』玉川大学出版部。 



167 

 

 

第３節 大学経営：マネジメント 

 

大場 淳 

 

１．高等教育の構造変化と大学経営 

 

 大学経営（マネジメント）1)は，数十年前からその改善の必要性が指摘されつつも，十分な解

決を見ないまま今日に至っている重要課題である。例えば，昭和 38 年の中央教育審議会答申『大

学教育の改善について』は，「大学の規模は拡大し，組織は複雑化していく情勢において，…大

学としての性格に最もふさわしい管理運営に関する諸制度を整備することが緊要である。…特に，

学内管理機関の立場にある者が，…全学の指導的機能を果たすことがきわめて重要である」と述

べ，学長の指導的機能の強化等様々な改革方策を提示した。その後も，学生紛争後の中央教育審

議会答申「当面する大学教育の課題に対応するための方策について」（昭和 44 年 4 月 30 日）を

始めとして，臨時教育審議会第三次答申，大学審議会の諸答申等において経営（管理運営）にか

かる課題が繰り返し指摘され，数多くの具体的な改革方策が提案されてきた。 

 しかしながら，最終的に大学経営の改善が重要な政策課題となったのは，大学設置基準の大綱

化が行われて大学教育の改革が本格化した後の 1990 年代後半以降のことである 2)。平成 16 年に

は，国立大学法人化や私立学校法改正による理事会権限明確化といった経営改革を重要目的とす

る制度改革が行われた。これらの改革は，学長や理事長の指導的機能を拡大し所謂トップ・マネ

ジメントを強化（経営権集中）する一方で，評議会や教授会といった教員代表組織の権限縮小を

内容とするものである。 

 また，18 歳人口減少に伴う入学志願者減少と学生獲得競争（護送船団方式の終焉），公的資金

の競争的配分や使途に対する説明責任の要求，認証評価制度やその他の評価制度の導入，情報公

開等によって大学を取り巻く環境は非常に厳しくなっている。国の関連施策を論じるまでもなく，

大学経営は国公私立大学を通じて焦眉の課題であり，その改善が図られない大学は，譬え教育研

究の質が確保されていようとも存続は困難になっていく可能性も否めない。 

 他方，世界的にも，大学経営が充実しているとされる米国はもとより，例えば国立（州立）が

主流で経営の概念が稀薄であった大陸欧州の大学において，政府財政支出削減と財源確保の必要

性，財源配分方式の契約化や競争化，新公共経営(NPM)による政府の役割縮小と機関の自律性拡

大等によって大学は企業化の方向へ向かい，経営改善は重要課題となった。また中国においても，

1980 年代以降大学への権限委譲が進み，1998 年の中華人民共和国高等教育法（翌年施行）によっ

て法人格が全大学に与えられ，大学の自主裁量が拡大するとともに，資金源も多様化して自ら企

業を運営する大学も増えている（楠山 2005）。 

 上に述べた大学の企業化や法人化，自主裁量拡大は，根元的には，世界的な経済競争，知識経
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済社会への移行，高等教育の大衆化と教育プログラムの商品化，情報通信技術革命，大量生産・

大量消費モデル（フォーディズム）の大学への移植と大学固有の理念の喪失，大学への社会的期

待の拡大と教育研究の肥大等によって促されるとされる（羽田 2004：26）。これは高等教育の構

造変化であり，それに伴う大学の経営改革は世界同時進行的である 3)。日本の大学も例外ではな

く，国立大学の法人化は行政改革の一環で行われた経緯はあるものの，当該経営改革の一環とし

て位置付けられる。しかしながら，法人化は無条件で経営の改善をもたらすものではなく，今後，

国公私立大学を通じて経営の改善が求められよう。 

 

２．大学の自律性拡大と経営改善 

 

 大学の経営改革が高等教育の構造変化に起因するものである以上，検討されるべき視点は多岐

に渡るものとなろう。本項では，大学自治や学問の自由の問題も視野に入れつつ，規制緩和やそ

れに伴う大学の自律性拡大にともなって生じる経営裁量の拡大 4)の取扱い，必要となる経営人材

の養成，企業的経営手法の導入といった点について検討する。なお，本項では主として国立大学

の法人化を取り上げて大学経営を論じるが，論点の多くは，教授会自治や部局の自律性が強い公

私立大学においても当てはまるものと思われる。 

 

（１）大学経営の登場～部局自治から機関自治へ 

 従来，私立大学も含めて，大学には運営という概念はあっても経営の概念は無かったと言われ

る。それは，大学がいわゆる護送船団方式によって管理され，安定的に学生を受け入れることが

でき，長期的な計画や展望を持たずとも組織を運営するだけで足りていたためである。更に法人

化前の国立大学においては，大学予算や職員人事を始め多くの事項が文部（科学）省の規制を強

く受けたり或いは直接に管理されており，個々の大学が経営を行う余地すらなかったと言っても

過言ではない。したがって，従来の日本の大学における管理運営の体系は，教授会を中心とする

同僚制的な教学組織と事務局を中心とする官僚制的な管理組織に分かれているのが通例である。

重要事項を審議するとされる教授会は部局毎に設置されることから部局の独立性が強く，その結

果，大学内は強い縦割り構造が支配的で，継続性・計画性・戦略性を旨とする経営が実行され得

る余地は極めて乏しかった。 

 そうした状況が 1990 年代後半から急速に変化してきたことは上に述べた通りである。管理運

営の改革は国立大学では法人化によって一気に行われ，各大学では「自由の拡大」に対応して「一

つの経営体としての自立的な意志決定を可能にする，新しい管理運営機構が必要」（天野 2003：

70）となり，学長並びに役員会を中心とする執行機関が設置され，経営に関する大きな権限が与

られたのである。そのことは，大学の構成原理が，従来の「学部自治」或いは「部局自治」から

英語で言うところの”institutional autonomy”（「機関自治」或いは「大学自治」）に移行するこ

とでもある。 
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（２）執行部への権限集中と同僚制の見直し 

 日本の大学の経営改革は，学長や理事長の指導的機能を明確化し所謂トップ・マネジメントを

強化（経営権集中）する一方で，評議会や教授会といった教員代表組織の権限縮小を内容とする

ものであることは前述の通りである。その結果，日本の大学は外部（国立大学の場合は国）に対

しては一定の自律性を確保しつつ，内部においては執行部に権限を集中させるものとなり，同僚

制を基本とするこれまでの合意形成の在り方を根本的に見直すこととなった。 

 大学の同僚制は，前述昭和 44 年中央教育審議会答申が「学部自治を重視するこれまでの大学

の管理体制では，大学紛争のような全学的な問題を処理することはきわめて困難であり，まして，

全学の意思を結集して大学の改革を進めることは期待できない。これを改めるには，学長を中心

とする全学的な管理機関が，…全学的な意思の統合をはかることについて指導的な役割を果たす

必要がある」と述べていたように，これまでも重ねて批判されてきたものである。そして，法人

化後の国立大学においては，学長を直接に補佐する「室」組織を副学長を長として設置するなど，

学長を中心とする執行部への権限集中を図った組織整備が多くの大学でなされた。 

 しかしながら，長い伝統に支えられた同僚制に基づく意思決定過程を一挙に廃止することは容

易ではない。今日，各国立大学は，同僚制と執行部権限集中という新旧二つの管理運営方式の間

での妥協を繰り返しつつ，新たな意思決定の在り方を模索している段階である。そして，法人化

後 2 年余経った現在においても，多くの国立大学には部局の代表で構成される部局長会議が置か

れている。また，理事の殆どは同輩である教員の中から選任された者であり，「学長のリーダー

シップや執行部の機能が強化されたとはいえ，国立大学は法人化後も依然として，同輩集団によ

る大学経営の現実から大きく抜け出してはいない」（天野 2006：164）状況にある。制度的には

執行部への権限集中は実現されたものの，自律性を本質とする専門職である大学教員の集団であ

る教育研究組織の管理運営を上意下達的に行うことは困難であり，あるいは望ましくないことが

自覚されている結果であると捉えることができよう。 

 

（３）経営の専門職の必要性 

 上に述べたような状況は過渡期のものであるとしても，大学の経営改善が不可避であることに

鑑みれば必ずしも望ましいものではない。執行体制に関する経営上の重要課題の一つは，学長を

含めて，担当者（理事）の大半が現役の教員か教員出身者であり，多くの場合，大学経営に関す

る専門性を欠いていることである。理事の多くは，法人化前の副学長や学長補佐同様，部局の教

授職を兼ねながら一定期間理事を務め，任期終了後には部局に戻る者である。こうした課題を解

消して経営の改善を図るには，大学経営の専門職を育成するか，あるいは外部から採用すること

によって，経営の専門職化を図る必要があろう。大学経営人材の開発は，近年，「SD（スタッフ・

ディベロプメント）」として重要視されるようになっており，その発展が期待される 5)。 

 ところで，日本の大学における経営人材育成について議論される場合，その主たる対象は教員

外の職員である 6)。経営に関する職員の専門性向上の重要性は言うまでもないが，学長を始めと

して経営の中枢を占める者の大半は教員或いは教員出身者である現状で，職階上は下位に位置す
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る職員のみが経営の専門性を高めても，経営改善への効果は自ずと限られよう。これを解消する

方法としては，執行部に属する教員自ら大学経営に関する専門性を高めるか，専門性を高めた職

員による補佐体制を整備していくか，このいずれかが考えられ得る。 

 前者の教員自身が専門性を高めていく手法には，米国の教学系アドミニストレータの育成の在

り方が参考となろう。プロボストを始めとする教学系上級管理職に就く者の多くは，学内外の複

数の教学系管理職を経て，次第に上位の職に登り詰める者である。ハーバード大学教育大学院の

教育経営・リーダーシップ講座(MLE)を始めとして，様々な養成プログラムも提供されており，

大学経営面での SD が同国では制度化されている。また，大学経営において米国と同様の方向性

を示している英国においても，高等教育職員開発機関(HESDA)が教学系・専門職系の上級管理職

員(senior academic and professional managers)を対象としてトップ・マネジメント・プログラ

ム(TMP)を提供している。 

 しかしながら，日本の大学教員は国際比較調査において総じて研究重視であることが知られ，

管理運営に興味を示す教員は教育に対してよりも尚更少数である。したがって，当面は大学職員

に経営に関する専門性を身に付けさせる一方で，大学内で教員と職員との協働体制を構築してい

く方が現実的であろう。国立大学法人の設計においても，事務組織は「教員と連携協力しつつ大

学運営の企画立案等に積極的に参画し，学長以下の役員等を直接支えるなど，大学運営の専門職

能集団としての機能を発揮する」とされ 7)，こうした方向性が示唆されている。 

 職員の専門性を高めるためには，単に大学内における開発活動を充実するだけでは不十分であ

る。個々人のキャリアを重視する人的資源開発に基づく人事制度を構築するとともに，高等教育

界全体で開発活動を総合的に整備するなどして，SD を制度化することによって職員の専門職化

を図らなければならない。財務や人事といった管理運営部門のみならず，大学評価，特に自己点

検・評価に必要な客観的なデータを継続的に収集分析し，意思決定の基礎となる情報を提供する

機関調査部門(institutional research)と，大衆化した大学における学生の教育やキャンパス生活

を充実したものとし，最終的には適切な進路を決定することを支援する学生業務部門(student 

affairs)は，重要であると思われる。 

 とは言え，専門職化は労働市場の流動性や専門職団体の発達を前提とするものであって，容易

に達成できるものではない。また，それ以前の問題として，国立大学では，従来文部科学省が行っ

ていた事務系幹部職員の全国異動が廃止されて職員人事が各大学の権限とされた現在，人事の停

滞による事務組織の活力低下を招かないためにも安定的で計画的な人事交流を行うことが期待さ

れる（天野 2006：158）。現状では，外部から専門性を買われて採用された職員は，制度的に不

可能であった国公立大学は別にしても，私立大学においても少数であり，また，採用されても同

じ職に止まる以外に専門性を活かす道が無く，結局は他の職員と同様に学内で他の部署に異動せ

ざるを得ないといった例が少なくなかった。 

 しかしながら，日本の大学で専門職化が全く進んでいないかと言えば，必ずしもそうではない。

それは事務組織の中ではなく，アドミッション・オフィス，留学生センター，学生相談センター，

キャリア教育センター，就職支援センター，産学連携推進センター，情報教育センターなどといっ
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た，事務組織の外に置かれた様々なセンター等の中において専門的業務に従事する者にその例を

多く見ることができる。これらの者には教員として採用されている例が少なく，そうした傾向は

とりわけ国立大学で強い 8)。当該教員の多くは学部や研究科に属する教員とは異なって教育は主

たる業務ではなく，その義務自体を負っていないことも少なくない。大学経営の改善には現在の

教員でも職員でもない第三の範疇の人材が必要であると言われるが（山本 2002：106），既にそ

のような人材を上記のようなセンター等の中に見出すことができる。こうした教員は，伝統的な

教員の概念が拡大しそれに包含されていくのか，今後専門職化していくであろう一部の事務系・

技術系職員とともに，例えば，教員外専門職員(non-faculty professional staff)9)として現在の教

職員とは異なる範疇を形成していくのかは，今後の大学教職員の在り方を左右する大きな要因と

なろう。この問題は，大学経営人材養成の観点からのみならず，大学教授職の再定義とも関連し

て幅広く議論を深めていく必要がある。 

 

３．大学経営の企業化と責任の共有 

 

 前項で述べた大学の自律性拡大とそれに伴う経営改革は，必然的に大学経営の企業化をもたらすも

のである。本項は，企業の経営手法を取り入れつつも大学の特性を踏まえた経営の在り方を検討する。 

 

（１）企業化する大学の経営 

 大学の管理運営は，全体として，同僚制的管理運営から効率性や効果性を重視する企業経営的

な管理運営へ大きく変貌し，大学教員の自由裁量と権限の範囲は縮小する一方で，大学経営の責

任がある理事会や大学管理者の権限はこれまでよりも強くなる（江原 2005：17）。既に米国で

は 1980 年代の高等教育危機の時代に，戦略的経営論等によって企業経営を範とした大学経営が

模索されており，現在の日本の状況と類似の状況が想起され得よう。しかしながら，そうした大

学経営改革は伝統的大学組織論からは厳しく批判される一方で，1990 年代に入ると大学を取り巻

く環境が変化する中で大学独自の変化を追求する研究が生じており（両角 2001），大学経営の

企業化が容易ではないことは米国の経験に照らしても明かである。 

 実際，今日の米国においても，研究活動が活発な大学，例えばハーバード大学やマサチューセッ

ツ工科大学，カリフォルニア大学バークレー校などの大規模研究大学は，事実上，同僚制の組織

文化が支配的なカレッジやスクールの連合体であり，大学の管理当局の権限はそれほど強くない

（江原 2005：24）一方で，営利企業として存在するフェニックス大学のような大学もある。米

国では極めて多様な経営形態が混在していることが理解できる。また同じ大学内でも，クラーク

(1998)が指摘するように，学問領域に基づく伝統的な教育研究組織(academic departments)が中

心として存在する一方で，その周辺に専門化された各種の社会連携組織や事業推進型の学際的研

究センター等が企業的大学(entrepreneurial university)では発達しており，それぞれに異なった

経営手法が適用され，伝統的な学術的価値(academic value)と新しい経営的価値(managerial 

value)の調和が図られている。 
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 大学経営の在り方は多様であるにせよ，最近の OECD-IMHE 報告書(OECD/IMHE-HEFCE 

project on financial management and governance of higher education institutions 2004：37)

でも指摘されているように，企業の経営手法を大学に導入することは不可欠とされる。したがっ

て，各大学は，その使命や方針，機能や特性，置かれた環境等に基づいて，企業経営も参酌しつ

つ，最も適切な経営方針を決定しなければならない。但し，その際には，企業的経営手法の導入

は大学組織の特性に沿ったものでなければならないことは言うまでもない。前述 OECD 報告書

（訳書）は，「財政経営のあまりにも単純な商業モデルを伝統的研究大学に適用すれば，その機

関の価値と成果を危うくするかもしれない。この報告で検討される財政経営の手法は，機関のア

カデミックな性格を尊重し，それとともに機能するような方法で適用される必要がある」と述べ，

教学・財政双方の文化の統合，教員管理職員と教員外管理職員の協働の必要性を指摘している。 

 他方，大学経営の模範を示すことが期待されている企業経営にしても，常にその在り方の模索

が続けられており，唯一決定的モデルが存在する訳ではない。近年，日本において監査制度の改

善等を巡って商法や会社法が度重ねて改正されていることはその証左であろう。 

 

（２）大学経営の責任共有 

 日本においては，戦後，日本国憲法や学校教育法等によって大学の自治が保障され，教授会（評

議会）を中心とした伝統的な同僚制支配による大学運営が行われてきた。この運営形態が社会の

需要に大学が敏感に応えることを妨げてきたことは否めず，そうした弊害への社会からの一つの

回答が国立大学の法人化である。しかしながら，国立大学法人化は，同僚制を否定して企業的経

営モデルを示したのではなく，各大学の判断で同僚制以外のモデルも採用し得ることを示したこ

とに意義があると解するべきであろう。 

 今後の大学経営においては，国公私立を問わず，教職員，学生，地域代表といった多様な利害

関係者（ステークホルダー）を適切に意思決定過程に取り入れつつ，自己の組織に合った経営形

態を模索しなければならない。特に，研究を重視する大学では，バーンバウム(2004)が述べるよ

うに，トップダウンではなく教員が大学運営に参加することによってこそ効率的な運営が可能と

なるという指摘は肝に銘じるべきであろう。また，欧州の経験に照らしても，大学改革を進めて

行くに当たって構成員の参加がその成否を左右することが知られており 10)，学内で適切な形で責

任の共有が図られることが経営改善に不可欠であることを示している。また，将来的には地方分

権が進むことが予想され，地域の利害関係者の参加も欠かせないものとなろう。 

その一方で，既に日本においても営利大学が存在しており，その場合には伝統的な大学とは異

なる経営形態が採用されるべきであることは言を俟またない。バーンバウム(2004)も，営利大学

においては全く異なった経営手法が適用されることを認めている。大学が多様であることに応じ

て，その経営の在り方が異なったものとなることは当然であるが，例えば，平成 17 年 1 月 28 日

の中央教育審議会答申『我が国の高等教育の将来像』が予測する大学の機能分化に応じて，それ

ぞれに適切な経営の在り方がある程度は明瞭になっていくのではないだろうか。今後の大学経営

に関する研究は，大学の多様性に一層配慮したものでなければならないであろう。 
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４．結語 

 

 国立大学の法人化に代表される大学の経営改革は本格化して間もないものである。経営改善に

は，経営人材の育成や学内における適切な責任共有といった解決すべき課題が山積する。そして，

大学の多様性は，共通に適用され得る解決策を提示することを極めて困難にし，また，国立大学

法人化にしても経営の大枠を示したのみであって，特定の経営手法を示したものではない。今後

の大学経営について研究を進めるに当たって，大学経営が企業化せざるを得ない以上企業の経営

手法は参照すべきであろうし，また，経営改革の必要性が高等教育の構造変化によってもたらさ

れるものである以上，国外の事例に学ぶべき点も少なくないであろう。その際に大学の特性や日

本固有の事情への配慮が必要であることは言うまでもない。 

 大学経営の改善が遅れてきた日本ではあるが，大学に経営が無いと言われたのは日本だけでは

ない。大陸欧州では伝統的に大学経営という意識が乏しく，また，米国の大学においてすら経営

が遍く重視されてきたとは言い難い。ドラッカーは，『非営利組織の経営』（1991 年，ダイヤモン

ド社）で，大学を含む非営利組織に関して，「四〇年前，「マネジメント」は，非営利機関では悪

い言葉だった。それは，非営利機関にとって「ビジネス」を意味し，…「マネジメント」と呼ば

れるようなものは，何一つ必要ないと信じていた。…今日にいたるも，「マネジメント」という言

葉は，企業のマネジメントを意味する。…非営利機関のリーダーシップやマネジメントの助けに

なるようなもののうち，…非営利機関の際立った特徴や，その特定の枢要なニーズに関心を向け

たものはほとんどない」と述べており，現在の米国においても大学の特性に配慮した経営手法が

十分には開発されていないことを示唆している。大学の経営に関する研究は世界的にも蓄積に欠

け，今後更に発展することが期待される領域である。日本における大学改革や高等教育研究を通

じて，世界に通用するような経営モデルを提示できる余地は十分あるものと考えられる。 

 最後に，大学管理運営における政府の役割について述べたい。大学の自律性拡大に伴って事前

的・直接的な統制は減少するものの，高等教育に関する政府の責任が減少する訳ではなく，政府

の関与は事後的・間接的なものへと変化する。最も重要な関与形態の一つは大学評価であるが，

認証評価機関による評価も含めて，経営に関する評価においては，長期的な視点に立って，経営

人材の育成が図られることや適切な責任共有が確保されることに留意するべきであろう。また，

評価を行う一方で，国が大学経営に支援の手を差し延べることを忘れてはならない。特に，人材

育成，経営手法の開発，経験の共有における支援方策の充実が期待されよう。 

 

【注】 

1) 一般に英和辞典では経営（方法）や運営，管理，処理などと訳される“マネジメント”は多義

的な言葉であり，例えば，Oxford English Dictionary（CD-ROM 第二版）では management

の定義として大項目だけでも 7 つある。大学についても当該用語は多様な意味で用いられ

るが，本稿では「継続的・計画的に事業を遂行すること」（広辞苑第五版）である“経営”と

いった意味で用いる。その意味においては，“大学経営”は“戦略的大学運営”とほぼ同義である。 
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2) 例えば，大学経営改善を主目的とした職員開発に“SD”が使われるようになるのは 2000 年前

後からである。 

3) 江原武一は，管理運営の「改革は日本だけでなく，世界同時進行の形で実施されている。…

どの国の政府も基本的に，市場競争の原理の効用を強調する新保守主義の考え方にもとづい

た「小さな政府」による大学政策を策定し，その推進をはかっている」と述べる（江原武一・

杉本均編(2005)『大学の管理運営改革─日本の行方と諸外国の動向─』東信堂の「はじめに」）。 

4) 規制緩和には，事前の規制から事後的な評価によって統制することを含む。この意味では国

立大学の法人化は規制緩和であり，経営の裁量が拡大していると解される。国立大学法人化

によって政府統制が縮小されるかについては疑問を呈する向きが少なくないが（例えば，羽

田(2004：61-62)），基本的には縮小の方向であり，最終的には国立大学が説明責任を果たす

程度と評価制度の運用によって大きく左右されるものと思われる。 

5) SD に関しては，その制度化について述べた本書第 5章を参照されたい。 

6) 例えば，山本眞一は，高度に大学経営を担う人材を「現在の教員でも職員でもない第三のカ

テゴリーの人材」としつつ，「当面は職員の側からその多くを輩出しなければならない」と

述べる（文部科学教育通信 No.43，平成 14 年 1 月 14 日）。 

7) 国立大学等の独立行政法人化に関する調査検討会議『新しい「国立大学法人」像について』

（平成 14 年 3 月 26 日）。 

8) 国立大学に多いのは，専門技能を有することを理由に職員として採用することができなかっ

たこと，定員削減の対象が専ら職員に向けられ，新たな定員を確保することが困難であった

ためと思われる。 

9) “non-faculty professional staff”は米国教育省統計における一つの教職員範疇である。2003

年現在，全教職員の 23%を占める。 

10) フランスの例について大場(2005)参照。 
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Ⅲ．質的保証のメカニズム 
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第１章 質保証に関する状況と課題 

 

羽田 貴史 

 

１．質のコントロールから質保証（quality assurance）へ 

 

 高等教育の質保証(quality assurance)は，今日の高等教育ガバナンスと個別大学におけるマネ

ジメントの大きな課題である 1)。80年代の質問題は，アメリカ大学の TQM/CQIに代表される個

別大学のマネジメントであったが(Birnbaum 2000)，80年代にアカウンタビリティ問題が生起す

るとともに，90年代には外部の質保証メカニズムに焦点が移った。 

 また，冷戦体制の崩壊とグローバリゼーションを背景に，国境を越えた学生の移動と高等教育

の商品化が広がることで，互換性が求められ，国民国家の枠組みで完結していた高等教育につい

ても，学士課程・修士課程・博士課程の 3段階や，提供する教育プログラムの質を説明すること

が求められるようになってきた（塚原 2006）。その主要なツールは Accreditation である。各国

の高等教育制度は，歴史と伝統に対応した質保証の仕組みを持っており，多様性を前提に質保証

を共通のものにするには，高等教育の質に関する概念を基準として明確化し，その基準の合否に

よって判定するアクレディテーションが有効な方法となっている。ヨーロッパにおいては，ボロー

ニア・プロセスによって学位の導入とアクレディテーション機構による質保証とが一体化して進

行し，国民国家の伝統的な質保証メカニズムや高等教育概念と葛藤・調整を経ながら制度化が進

行している(Schwartz & Westerheijden 2004)。 

 しかし，ヨーロッパといっても，西欧・東欧・北欧各国で高等教育の構造と質保証のメカニズ

ムは多様であり，国家レベル，個別機関レベルのマネジメントへ影響を与えるが一律ではない。

とりわけ，ヨーロッパは伝統的に政府が質保証の主体であった。そこで，政府の認可によって大

学として存立の権利(the right to exit)が与えられてきた枠組みと，アクレディテーションとの関

連や相違をどのように理解するかが問題となってきた。リチャード・ルイス（元 CNAA 〔Council 

for National Academic Awards, UK〕副会長）は，「質の保証と適格認定に違いがあるのかとい

う議論をしてきましたが，この問題は英語を母国語とする人々の間でさえ，用語についてほとん

ど合意できない分野であることを指摘しておきたいと思います」（舘 2004a，21 頁）とのべてい

る。ヨーロッパ高等教育圏の形成のために，質保証の分野での共同を促進するために設立された

The European Network for Quality Assurance in Higher Education（ENQA，2004年 11月に

The European Association for Quality Assurance in Higher Education と改称）が，

Accreditation, Approval, Evaluation, Recognition, Authorization などの定義に力を注いでいる

2)。質保証制度の構築はまだ形成途上にある。各国の状況については，Schwartz & 

Westerheijden(2004)のほか，イギリス（安原 2005），アメリカ（福留 2005a），フランス（大

場 2005a,b），ドイツ（坂野 2005），フィンランド（渡邊 2005），日本（羽田 2005），中国（黄 

2005），オーストラリア（杉本 2005）を参照されたい。 
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２．日本の政策動向 

 

日本では，80 年代に大学教育の改善方策として，アメリカのアクレディテーションが「再発見」さ

れ，臨時教育審議会答申と大学審議会答申によって，「大学評価」と翻訳され，制度化が行われた。そ

の新しい段階は，政府の認証を受けた機関による第三者評価制度（認証評価）の創設であり，機関別・

専門分野別評価を内容とし，2004年 4月 1日から施行されはじめた。日本は，ヨーロッパと同じく政

府が（特に公的セクターの場合）質保証の主な担い手であり，新たな質保証の枠組みが導入されること

で，旧来の質保証にかかわる多様な制度との関係や葛藤が予測されるが，議論は十分ではない。 

 これに加えて，90年代後半の行政改革のプロセスにおいて，自治体レベルの試行を先駆的な事

例とする「行政評価」が導入され，90年代後半には中央政府においても，独立行政法人制度（1999

年），政策評価制度（2001 年），国立大学法人制度（2004 年）など，行政サイクルに評価が位置

づけられてきた。これらは，設置形態を問わず高等教育行政全般に影響を及ぼすものであり，結

果として，高等教育機関を取り巻く重層的な評価制度が成立することになった。 

 すなわち，高等教育機関全般にかかわるものとしては，① 自己点検・評価（学校教育法 69条

の 3 ①），② 認証評価（同条②），③ 専門職大学院の認証評価（同条③）であり，国立大学法人

固有のものとしては，④ 国立大学法人評価委員会の業務実績評価（国立大学法人法 9 条，教育

研究については大学評価・学位授与機構の評価），⑤ 総務省政策評価・独立行政法人評価委員会

の評価（同 35条により通則法 32条の準用）である。このほか，評価と同様，事後統制の機能を

持つものとして，⑥ 監事による業務監査（同 11条），⑦ 会計監査人による会計監査がある。ま

た，⑧「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（2001年 6月）に基づく文部科学省政策評価

も，高等教育機関に間接的に影響を与える評価制度である。 

 ところで，認証評価制度は，大学の自己改善を促して大学の教育研究水準の向上を図ることが

目的とされている。また，第三者評価制度の創設を提言した大学審議会答申(1998)は，評価結果

を資源配分に関係付けることも提言している 3)。 

しかし，どのような方法でそれが実行されるのか，認証評価の機能が資源配分にリンクしうる

ものかという説明は明確ではない。認証評価制度には，目的・効果や費用，法律で強制され，画

一化への懸念が寄せられているが（喜多村 2004），役割・機能が明確でなく，他の評価制度―自

己点検・評価，国立大学法人評価，JABEE などの専門プログラム評価―とどのような関係を持

ち，どのような影響をもたらすのか，そもそも質保証足りえるのかがまだ明確ではない。 

 機能的にも，舘(2004a,b)が指摘しているように，専門職大学院の認証評価は司法試験の受験資

格と結びつき，適格認定としての実効性を備えているが，機関評価がどのような役割を果たすか

明確ではない。他方では，認証評価をランキングとすることで大学の改善が促進されるかのよう

な議論もある（例えば，中央教育審議会第 10回大学分科会の論議，2002年 7月 23日）。自己点

検・評価，認証評価，国立大学法人評価は，いずれも法律によって規定されているが，大学評価・

学位授与機構が，機能的には異なるはずの認証評価と国立大学法人評価の教育研究に関する評価

を行うことになっており，いずれの評価も個別大学の自己評価を前提とするから混乱は免れない。 
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３．評価と質保証の概念をめぐる混乱 

 

すでに指摘されていることであるが，混乱の一因は，「評価」という用語が，多様な活動や異なっ

た概念を一括して使われていることにある 4)。「評価」とは，「価（あたい）を評する」ことであ

り，「評」が，「物事の是非優劣について論定する」（『増補字源』初版，1923，角川書店）ことで

あるから，「品物の価格を定めること」，「善悪・美醜・優劣などの価値を判じ定めること」（『広辞

苑 第 4版』岩波書店）として定着しており，そのためか，評価結果を数値化し，序列化したり

格付けすることと同義に理解する傾向がある 5)。 

山谷清志(1997，2002)は，今日使用される「政策評価｣の概念には，政府の活動やプログラム

の結果・影響を把握してプログラムの改善に焦点がおかれる「評価研究」(evaluation research)

と，アカウンタビリティ概念の発展とともに，政府プログラムの目標達成状況に焦点をおいた「業

績検査」(performance audit)とが混入し，「異種混合」とも言うべき状況が生まれていることを

指摘している（Government Performance and Result Act以後のアメリカの公共政策における動

向は，Newcomer 1996）。高等教育における「評価」にも，この異種混合状況が現れており，

Evaluation, Assessment, Accreditationなど「評価」に関するさまざまな概念と機能を明確にし

なければ，評価活動に無理な機能を付与したり混乱が生じる。 

 そもそも，アカウンタビリティのための評価と改善のための評価とは，対立・葛藤を含むもので

ある(Brennan & Shah 2000, Chap.3)。たとえば，機関としての大学やプログラムが高等教育機

関として十分な水準を備えているかどうかの評価（アクレディテーションに限らない）は，基準

に照らして判定されればよく，自己点検・評価の場合は，具体的な改善課題が提示されればよい。 

 しかし，元来，アカウンタビリティとは，委託者・委任者・上司が，受託者･代理人･部下に負

わせる義務であり，責任遂行の内容と方法は外部的・他律的で，あらかじめ設定された価値を前

提としているために（西尾 1990），アカウンタビリティのための評価は，設定された目標や計画

の実施状況・達成状況の査定を伴い，大学の自律性や教育研究活動の多様性とジレンマを起こす。 

  もともと，アクレディテーションは，社会に対する説明責任というより，カレッジや大学など

高等教育機関が，他の機関に対して自分たちの提供するプログラムや学位の質を証明する機能を

第一義におき，機関の改善に役立てるものであり，あらかじめ定められた基準に基づき，機関・

プログラムについて，コースのデザイン，カリキュラムや授業方法，施設･設備などを審査＝評価

するものであり，業績検査ではなかった。 

 ところが，大学外の諸勢力が説明責任（アカウンタビリティ）を求めるようになり，アクレディ

テーションシステムも不十分なものとして改善が議論されるようになった。その結果，90年代の

アメリカ州立高等教育機関には，実績報告，実績による予算決定，実績による資金配分などパ

フォーマンスを基盤にしたイニシャチブが導入されるようになった(Burke & Minassians 2002)。

アクレディテーション自体も，機関の強みと弱みをアセスメントによって把握し，機関のパフォー

マンスを改善する機能と，機関の実践の健全さを公に認定し，質を保証する機能の間に矛盾が拡

大していることが指摘されていたが(Trow 1994, Graham, Lyman & Trow 1995, Murray 2001)，
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プロセスに加えて成果が対象となるようになった 6)。ヨーロッパの比較研究でも，アクレディテー

ションの枠組みにあっても，アカウンタビリティが重視されると，基準で定義された境界より高

等教育の質を高めたり改善したりするインテンティブにならないことが指摘されている

(Schwartz & Westerheijden 2004, p.13)。外部評価に関する多様なアプローチを整理したHarvey 

＆ Newton(2004)も，アクレディテーションを含めた外部評価は組織レベルの改善やインフラの

利用などに傾斜しがちで，教授＝学習に結びつくことは難しく，機関内部の改善活動とリンクし

て有効になると指摘している。 

 さらに，TQM の失敗の理由のひとつは，それが生産物の質の規格化を通じて質のばらつきの

コントロールを図る機能であるため，大学における活動が多義的な質と多様な分野に基づくこと

に不適合であったことであった（Birnbaum 2000, p.92以下。なお，アメリカの管理運営の動向

については，山田 2005 参照）7)。機関外の質保証の枠組みが，機関レベルでの質マネジメント

に転化して，TQM同様価値の共有化を促進すると，機関内の葛藤が必然的に発生する(Brennan 

& Shah 2000, Chap.10)。法人評価であれ認証評価であれ，質保証制度として機能するには，こ

の点をクリアしなければならない。 

したがって，質保証は，システムレベルでガバナンスの一部として構築するとともに（Ⅱ-第 8

章参照），機関レベルにおける教育改善のメカニズムとして確立され，両者の協調関係の中で達成

されるものである。その場合の鍵は，改善努力を具体的に検証する教育成果の測定として質を把

握することであり（Ⅲ-第 2 章参照），究極的には，個々の授業の達成状況を把握する教育評価の

レベルまで視野に入れる必要がある。 

 付け加えておかなければならないのは，大学院教育の問題である。教育の質の評価は判断に依

存する部分が多い。もちろん，履修単位やGPAなど客観的数値によって測定することは可能だが，

量化は，質を量に換算するための価値の均質性の保証が前提であり，その根本は学術的知見によ

る判断の妥当性なのである。トロウが質保証を支える要因として大学教員自身をあげているよう

に，研究活動を通じて獲得された教員の資質・能力は，教育の質を保証する根本条件であり，大

学院教育の質は，高等教育の質の再生産の核である（Ⅲ-第3章参照）。 

 

〔補注〕本論文は，羽田貴史(2005)「高等教育の質保証の構造と課題－質保証の諸概念とアクレ

ディテーション」『高等教育の質的保証に関する国際比較研究』（COE研究シリーズ 16），広島大

学高等教育研究開発センター，1-13頁に，一部加筆したものである。このほか，評価の動向全般

について，羽田(2006)を参照されたい。なお，CHEA の定義については，福留(2005b)，オース

トラリアの定義は，Ⅲ-第 4章の杉本執筆参照。 

 

【注】 

1)   後述するように，アカウンタビリティ概念と対応した Quality Assuranceの概念は，教育

における質の多義性，各国の高等教育システムの多様性及び Quality Assessment，Quality 

Audit，Quality Controlなどの機能との相違などを含めて正確に理解する必要がある。日本
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の政策・制度では，これらの概念が明確に規定されず，役割の違うこれらの機能にすべて「評

価」を付し，「大学評価」,「認証評価」,「政策評価」などとするが，その意味内容について

も吟味する必要がある。たとえば，『21世紀の大学像と今後の改革方策について』（大学審議

会，1998）以後，「用語解説」がつけられるようになったが，評価に関する用語は「（学位以

外の）履修証明」（『我が国の高等教育の将来像（答申）』2005 年 1 月）程度で，『大学の質

の保証に係る新たなシステムの構築について』（2002年 8月）には，用語解説がない。 

Quality Assuranceは，広義には，「高等教育機関もしくは提供者とプログラムの質の測定，

監視，保証，維持もしくは強化に関する一連の取り組みと手続きや，機関，専門職団体，政

府や他の基準設定団体によって設定された教育プログラムの基準の達成が測定される過程」

(OECD 2004，Quality and Recognition in Higher Education: The Cross-border Challenge，

p.19)を意味し，「評価(evaluation)，適格判定(accreditation)及び監査(audit)」(ENQA 2005, 

Standards and Guidelines for Quality Assurance in the European Higher Education 

Area)を包含したものと考えられているが，これは，ボローニア・プロセスにおいて，アク

レディテーションが導入されるなど 80 年代以降の質保証制度の動向に基づく定義であり，

国民国家のレベルで実際に高等教育の質を確保して来た制度は，中等教育との接続関係も含

めてはるかに多様であり，より広義に定義されるべきである。 

たとえば，Lim(2001)は，発展途上国の質保証の要件として，① アカデミックスタッフの

資格化，② フルタイムのアカデミックスタッフの雇用，③ 施設・設備やジャーナル，④ 教

員の採用・昇進，⑤ アカデミック・フリーダムをあげているし，Trow(1994,1996,1998)は，

機関内部のメカニズムとして，機関の構成員によって共有されている卓越性の文化，価値間

や態度を強調している。もちろん，内部的なメカニズムの欠陥ゆえに質保証問題が顕在化す

ることになったのだが，内部メカニズムの欠陥を認めた上での Trowの主張は，「究極的には，

まさに大学の教員自身がその業績の質を決定するのである」（Trow 1994，喜多村訳，176頁）

というものであり，1998年時点でも継続している。高等教育発展に関する Trowモデルは多

くの論者によって言及されるが，質保証に関するTrowの言説に触れる論者は対極的に少ない。 

2)  アクレディテーションの定義もまた多様である。Schwartz & Westerheijden(2004)は，

ヨーロッパ諸国のアクレディテーションシステムの比較研究を総括して，ヨーロッパでは政

府による認可が質保証の主要な道具であり，アクレディテーションは新しい現象であること，

アクレディテーションは，多くの方法を「兄である」評価(evaluation)から借用し，両者は

とても似ているので，「同じだが実は違う」のか「違うが実は同じか」を述べるのは難しい

としている。この共同研究は，アクレディテーション機構，他の認可機構，評価機構の構図

と相違を，20カ国にわたるカントリーレポートによって行ったもので，アメリカとヨーロッ

パのアクレディテーションについても，ボランタリー／強制（政府），機関・専門分野ない

し職業資格プログラム中心／全分野プログラムなどの相違を指摘している。なお，

Hämälänen et al.(2001)は，アクレディテーションやエバリュエーションなどの定義を詳し

く論じている。 
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3) 『21 世紀の大学像と今後の改革方策について』は，「多元的な評価システムの確立―大学の

個性化と教育研究の不断の改善―」の項目で，「限りある公的資源の効果的な配分の実施，

資源配分における透明性の向上と社会に対する説明責任の観点からも，それぞれの資源配分

の目的に応じ，きめ細かな評価情報に基づきより客観的で透明な方法によって適切な資源配

分を行う必要がある」と述べていた。 

4) なお，Schwartz & Westerheijden(2004)は，Evaluation Schemeと Accreditation Scheme

の違いを明確にすることを目的の一つとしており，前者は，機関・学位・プログラムの質の

発展のために行われている測定・分析の活動であり，直接・間接にも機関・学位・プログラ

ムの認可に結びつかないとされ，後者は，機関・学位・プログラムの公式の認可に至る判断

となる，機関・学位・プログラムの評価と定義されている。 

5) 大槻文彦『新訂大言海』（冨山房，1930）には，「評価」ということばはないが，「元来人間

が何ぞというと猫々と，事もなげに軽侮の口調を以て吾輩を評価する癖があるは甚だよくな

い」（夏目漱石『吾輩は猫である』1905）と使われている。 金田一春彦・池田弥三郎『学研

国語大辞典』（学習研究社，1980）「① 物の貨幣価値を決定すること ② 物事や人の価値を

判断すること」，『国語大辞典』(小学館，1981 年）「① 品物の値段をきめること。また，そ

の価格 ② 善悪，美醜などそのものの価値を定めること。また，その価値」などほとんど一

致している。教育については，戦前の代表的辞典である『教育学辞典』（城戸幡太郎代表編

集，岩波書店，1936 年）になく，「教育的測定」として，教育効果の測定，測定方法，用途

を詳述しており，普及したのは戦後ではないかと思われるが，『国語大辞典 言泉』（小学館，

1986 年）は，「① 物の値段をきめること。また，その価格。「土地の評価額」 ② 善悪，美

醜などそのものの価値を定めること。「積極性を高く評価する」 ③ 教育効果について判定

すること。「五段階評価」」と定義しており，教育における評価とランキングないし格付けの

志向は強い。 

6) アメリカのアクレディテーションは，同僚団体による自律的な高等教育の質保証制度として

理解される傾向があるが，90年代にアメリカのアクレディテーションに対して加えられた非

難と，1992年高等教育修正法によって規制が加えられはじめ，連邦政府の傘の中に入りつつ

あることは，視野に入れておくべきだろう（前田 1993,1995，伊藤 2000，日永 2001）。アメ

リカのアクレディテーションに関する日本の研究は，90年代後半からの展開に関する言及が

弱く，大南(2003)には，1980年代からおよそ 20年にわたる大学評価に関する論文 40本を収録

しているが，90 年代後半からの展開に関する論文はない。ただし，日永(2001)によると，連邦

の規制はアクレディテーション団体による実践の基準化に過ぎないものが少なくないという。 

7) 質保証に関する中心論点は，多様で多義的な教育の質をどのように規定するかであり，近年

の高等教育の大きな課題でありながら，高等教育の質の多義性についてはほとんど考察がな

く，大学審議会答申(1998, 2000)，中央教育審議会答申(2002)にもまったく定義されていな

い。この点は，Harvey & Green(1993)，Green(1994)，Brennan & Shah(2000)，羽田(2004)

参照。 
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第２章 教育の質保証 

大学教育の質保証―教育の質保証から学習の質保証へ― 

 

小方 直幸 

 

１．大学教育の質保証をめぐるモデルとその展開 

 

我が国では長らく，大学進学に対する超過需要と中等教育段階の学力保証を通じて大学入学者

選抜が機能してきた。他方で卒業後は，新規学卒段階での高い就職率と，長期雇用を前提とした

企業内教育の存在により，大学教育の成果や付加価値が正面から問われることは少なかった。こ

のように，我が国の大学教育の質保証は，中等教育の達成度と入学者選抜，即ち入口段階での学

力を担保としてきた。ここではそれを，「学生投入型」の質保証と呼ぶことにする。「学生投入型」

の質保証では，入学段階に比べて入学後の教育・学習や卒業後のキャリアの重要性は限定的とな

る。しかし，入口段階での制御を大学側が意図的に行使できるのは，超過需要と中等教育の学力

保証が成立している場合であり，いったんその前提が崩れると，「学生投入型」の質保証は機能し

なくなる。 

 事実，1990 年代以降に起こったことは，「学生投入型」の質保証の前提の崩壊だった。まず，

進学該当年齢人口の減少による超過需要から超過供給へのシフトと，中等教育での学力保証の衰

退により，入学選抜そのものが機能不全を起こすようになった。また，期を同じくして生じたバ

ブル経済の崩壊と企業間競争の激化を背景に，新規学卒者の就職率の低下と企業内教育の再編が

生じ，大学教育の成果や付加価値への眼差しが強化されるようになった。生じたのは，「学生投入

型」の質保証の前提の崩壊だけではない。高等教育そのもののグローバル化による国際的な高等

教育の品質保証という新たな力学が加わることで，我が国の大学教育の質保証は新たな段階に

入っていく。 

その特徴を単純化すれば，大学が大学として相応しい教育を提供し，かつそれを点検・改善す

る仕組みを有していることを，大学システム全体として保証しようというものである。ここでは

それを，「教育投入型」の質保証と呼ぶ。学生に依存した「学生投入型」を脱し，教育主体の取組

を重視する方向への転換は，本来あるべき姿への回帰といってよい。だが，教育主体の取組や教

育の PDCAシステムという箱もののチェックに比べ，教育が意図通りに実施され，成果として結

実したかという，学習の過程や学習の成果の具体的なチェックについては，個別大学の自主的な

取り組みに委ねられている。「教育投入型」の質保証と呼ぶ理由はここにある。 

「教育投入型」の質保証は，教育主体としての大学がシステマティックに教育の質をコントロー

ルする仕組みを確立するという意味で，第一義的には極めて重要である。だがその主眼はあくま

で「教育の
．．．

質保証」であって，「学習の
．．．

質保証」ではない。「学習の質保証」とは，教育の提供サ

イドだけでなく学習を行う学生との相互作用も視野に入れたものである。現行の質保証システム

に対する雇用者の関心はさほど高くない。教育内容に職業的レリバンスが見出せないこともある
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かもしれないが，「教育投入型」の質保証では，実際に学生がどのような学習をどこまで行い，そ

の結果として在学中にどういう付加価値を身につけたがみえにくいからでもある。 

 実質的な意味での教育の質保証は，学習の質保証をも含み込んだものだろう。もちろんこの点

は，現行の「教育投入型」の質保証においても，間接的には視野に入っている。間接的とは，授

業評価や卒業・就職率等の指標が求められているからである。だが，こうした指標は，学習の質

をダイレクトに測定するものではなく，学習の質保証の指標としてどこまで機能するかは検証す

る必要がある。今後，「教育投入型」の質保証が学習の質保証へと転換していくのか，あるいはそ

れを実質的に包摂する方向へと展開していくのかという点は，進学率が 40%を超える巨大で，か

つ選抜性によって高度に階層化された我が国の大学セクターの教育の質保証を考える上で，極め

て重要なことと思われる。 

 

２．プログラム評価としての学生調査 

 

以上の現状及び課題認識に基づいて，学習の質保証も含んだ教育の質保証を考える契機とする

ために，大学での教育・学習経験全般を問う，試行的な在学生調査を行った。以下では，なぜ在

学生調査なのかという点に触れておきたい。 

 

（１）卒業生調査との相違 

 学習の実態や大学教育の効果を測定する 1つの方法として卒業生調査がある。しかし，専門分

野と職業との対応性の緩やかさなど，いわゆる専門職社会ではない我が国において，教育の質保

証を考える上で卒業生調査は必ずしも適切ではなく，そこにはいくつかの課題がある。 

 第一に，入学時の学力に代表されるように，我が国の大学と労働市場との関係はこれまで，訓

練可能性説が有効であり，卒業後のキャリアに大学教育の質が直接反映されない可能性がある。

第二に，大学教育つまり 4 年間の付加価値と，大学卒業時までの 22 年間の成果とを区分するこ

とが難しく，後者を大学教育の効用と捉えがちである。第三に，卒業後の時間が経過することに

よって，在学中の教育・学習経験に対する記憶の劣化や評価のバイアス等が起こりやすい。 

その意味でも，学生の意見を通じて教育の質を測定するには，在学生調査（卒業直後の調査を

含む）の方が適している。例えば，イギリスの NSSやオーストラリア CEQは，教育の質保証シ

ステムの一環として，全ての大学を対象とした学生調査である。またアメリカでは，インディア

ナ大学が実施している NSSE 等の全国規模の大規模な学生調査が存在し，一部の大学はアクレ

ディテーションの際の資料として利用している。 

 

（２）授業評価との相違 

 こうした海外で実施されている先行的な調査で注視すべき点は，3 年ないし 4 年間のプログラ

ム全体の経験を尋ねていることである。我が国では認証評価機関の提示する事例に典型的に現れ

ているように，プログラム調査と授業評価とが必ずしも明確に区分されていない。しかしながら，
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授業評価とプログラム評価とはいくつかの点で異なっている。 

 授業評価のメリットは，結果を教員個人に還元しやすいことにある。しかし，これは現状の授

業評価が各大学の教育評価の PDCAにどう組み込まれ，その位置づけに応じた設問項目がどう設

定されているかに依拠するものの，概して教育システム全体の問題として受け止めにくく，取得

情報が教授方法などに限定されるといったデメリットがある。これに対してプログラム評価の場

合は，教員個人の問題として受け止めにくい，複数経験した授業を平均的な印象として答えざる

を得ないというデメリットがあるものの，教育の質に関わる多様な情報を取得できる，また教育

システム全体の問題として受け止めやすいというメリットがある。 

 こうした背景に基づいて，2004 年の 11月～2005 年の 1月にかけて，全国の 18 大学 56 学部

の 1年生と 4年生（一部 6年生を含む）を対象にWeb及び紙媒体による質問紙調査を実施した。

質問票はイギリスの NSS，オーストラリアの CEQ，アメリカの CSS や NSSE も参考にしなが

ら策定した。調査の概要や調査結果の詳細は COE研究シリーズ 18を参照されたい。 

 

３．日本の大学教育の特徴と質保証 

 

今回の学生調査では，教育の質を明らかにするために，2 つのアプローチを採用している。1

つは，先ほど紹介したイギリスやオーストラリアの事例が典型的だが，大学側からいかなる教育

が提供されたかを問うものである。もう 1つは，教育の質保証システムの中の学生調査では扱わ

れることが少ないが，実際にどういう学習経験を学生が行ったかを問うものである。実際の学習

経験は，提供される教育の質だけでなく学生によっても変化するので，教育の質を測定するには

好ましくないという考え方もある。しかし，大学として学生を学習にインボルブさせることも，

学習の質を含んだ教育の質を考える上では不可欠な要素である。なお，これら提供されている教

育の質と，実際の学習の質とが，在学中の教育成果とどのように関連しているかをみるために，

教育成果や満足度に関する設問も設定している。 

 

（１）学生のみた教育の質と学習の質 

 まず，提供されている教育については，教員は授業の準備を十分にしているが，学生に興味を

もたせたり，わからせたりする工夫には欠ける面がある。また，授業規模等の影響もあろうが，

提出した課題等にコメントをつけてのフィードバックが十分に行われていない。成績評価につい

ては，試験で重視されているのは記憶力であり，試験前に対応するだけで単位がとれると回答す

る者も少なくない。さらに，プログラムの中での授業科目の位置づけが不明確であり，卒業まで

の到達水準が明確に示されていないという意見も少なくなかった。 

 実際の学習経験については，まず先述した試験特性を反映して，事実や概念を理解したり記憶

したりすることを多くの学生が経験している。次に，与えられた課題を解く経験に比べると，自

ら課題を発見する機会はやや少ない。また，自分の考えたことや学んだことを表現する機会とし

ては，文章による場合と比べて口頭による場合が少ない。最後に，これは必ずしも共通・教養教
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育の課題だけとはいえないが，自己のアイデンティティや価値観といった，学生の社会化に関わ

る学習経験が十分とはいえない。 

 

（２）教育の理念型や教育実践への眼差し 

 ところで，上述の提供された教育や学生の学習に関して課題と思われる事柄が，そのまま質保

証上の課題となるわけではない。なぜならば，各大学が教育の目標を個別に設定し，それに応じ

た教育システムが組まれ，その教育システムが機能しているか否かをチェックし見直すシステム

が確立されていることが，現行では第一義的に重要とされているからである。 

 だとするならば，今回の学生調査で教育・学習経験を尋ねたことが，教育の質保証に対して含

意していることは何か。ひとつは，その賛否は別としても，我が国では何が質的に望ましい大学

教育なのかという，いわば理念レベルの議論が十分に行われていない，いうことである。イギリ

スやオーストラリアで全国規模の学生調査が行われているのは，そこで用いられている教育の質

に関わる設問が，ひとまず理念型として望ましいものだと想定されているからに他ならない。今

ひとつは，個別大学の事情に応じて教育目標や到達水準が設定されたとして，その達成を，どの

ような教育を学生に提供し，どのような学習させて担保していくのか，という個別授業のあり方

を枠づけるプログラムレベルでの教育実践の議論が，個別大学でどこまで浸透し具現化されてい

るのか，ということである。 

成績や就職率でチェックしている，というのがこれに対するひとつの反論かもしれない。それ

は，現実の成績や就職状況が，教育の質を反映したものになっていれば，正当な反論である。こ

の点についてはさらに検討も必要だが，例えば，授業の理解度と成績の相関は 0.35程度，専門分

野の学習の到達度と成績との相関は，0.17～0.20とそこまで高くない。また，授業の理解度と就

職（進路決定か未決定か）との関係はほとんど認められないし，成績と就職の関係についても，

成績がよい者ほど若干就職状況がよい程度である。 

 厳格な成績評価が行われていないことが問題だ，大学の成績を重視しない企業の採用システム

が問題だ，と指摘することはたやすい。しかしより重要なのは，現時点では少なくとも成績や就

職といった成果に関わる客観的な指標が，理解度や達成度に対する学生の主観的判断とは必ずし

も対応していない，という事実である。こうしたコンテキストで，教育の質の担保を成績や就職

という指標で代替したり，そうした指標の重要性を指摘したりすることは，教育の質を直接左右

する教育実践自体への関心や眼差しを希薄化させるリスクを孕んでいる。 

 

４．教育成果指標と質保証 

 

 学生調査では，成績や就職という客観性の高い指標に加えて，教育成果に関わる主観的な内容

も尋ねている。こうした変数群は，大学教育の質を代替する指標となり得るのか。どのような教

育を学生に提供しているか（教育の質），実際にどのような学習をしているか（学習の質）と，教

育成果に関わる指標との関連性を以下で検討する。 
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（１）学びの満足度と身についた力 

まず，教育成果の代替指標として一般的に使われている満足度との関係である。よく使われる

大学生活全般の満足度と異なり，今回は，他人にも所属学部での学習を勧めるか，所属学部での

学習が投資（授業料を払う）に値するか，という学習に直接関わる満足度の設問を用意した。こ

れに対しては，教育の質，とりわけ教員の教授能力やカリキュラムの体系性の影響が認められた。

これに対して，学習の質については，教育の質ほど強い影響が認められず，むしろ影響があった

のは，大学の選抜性や入学時の満足度である。同様の傾向は，大学教育の充実度を教養・共通教

育と専門教育とに分けて尋ねた設問についても認められる。 

このことからいえるのは，学習経験に対する満足度や充実度といった指標は，「よい教育が提供

されている」ことの代替指標とはなり得る。ただし，入学した大学や入学時の満足度にも少なか

らず規定されていて，入学時点で既にある程度決定されてしまっている。その意味で，教育の質

を直接尋ねる場合に比べると，より望ましい指標とはいえない。 

 同じ主観的な指標だが，より教育の質や学習の質との関連が想定される，在学中に獲得した能

力，即ち付加価値に関わる指標はどこまで有効か。この点について質問票では，在学中の能力の

変化と専門分野の到達度の 2つを設定して尋ねている。結果は，先の学習の満足度や充実度に関

わる指標とは異なるものとなった。即ち，学習の質の影響が強く認められる一方で，教育の質の

影響はさほど大きくない。具体的には，能力の変化に対しては問題の発見・解決・報告に関わる

学習活動が，専門の到達度に対しては分析・応用に関わる学習活動の影響が顕著であった。 

 この結果は，学習成果に関わる指標は，「実際に学生が行った学習活動」の代替指標になり得る

ことを示唆している。しかし，学習成果に関わる指標にも課題はある。それは，学生の性格や態

度特性が，学習の質以上に影響を及ぼしているという点である。学生の性格や態度特性とは，言

い換えれば学習に対するレディネスや学習意欲である。同じ教育を提供して学習経験をさせても，

個人間の性格・態度の相違が学習の成果を実際には左右する。学習の質を直接尋ねる場合に比べ

て，学習成果に関わる指標は，大学教育では踏み込むことが困難な領域も内包している。 

 

（２）成果指標のパラドックスと教育の質評価の限界 

 このように考えれば，教育の成果に関わる主観的な変数も，少なくとも現状においては，大学

教育の質を考える場合に，より有効な指標とはなりにくい面を持っている。客観指標，主観指標

にかかわらず，成果に関わる指標の重視度は高まっているが，それは，大学教育の質を必ずしも

ダイレクトに反映していないという，ある種パラドキシカルな性格を有している。 

 だとすれば，どのような教育を学生に提供しているかという「教育の質」と，実際にどのよう

な学習をさせている，しているかという「学習の質」を，そのまま学生に尋ねるというのが，今

のところ，より望ましい方策ということになる。さらに，教育成果指標の分析を通じて，大学教

育の質を考える上で我々は改めて重要な岐路に立たされていることも明らかとなった。それは，

「教育の質」をチェックするだけで十分なのかという点である。 

 最初にモデルとして示した，「教育投入型」の質保証を検証するのであれば，よい教育が提供さ
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れているかという，「教育の質」に関わる領域をチェックすればよい。これは，イギリスの NSS

やオーストラリアの CEQ の戦略と同じである。しかし「教育の質」に関わる変数は，大学教育

の満足度や充実度には繋がるものの，能力の変化や専門の到達度という教育の成果とはあまり関

連がない。もしもそうした学習による付加価値の保証も視野に入れるのであれば，どの様な質の

学習をどの程度行ったかという，「学習の質」に関わる領域をチェックする必要が生じる。質保証

に関わる団体が行っていないという点が決定的に異なるが，アメリカの NSSE等はむしろ学生の

学習へのエンゲージメントやインボルブメントを積極的に抽出しようとしており，質保証を考え

る際のもう 1つの方向性を示している。 

 

５．質保証システムにおける学生調査の可能性 

 

 現在，日本の大学教育の質保証を担っているのは認証評価システムである。認証評価は教育の

質の問題のみを扱っているわけではないが，教育が重要な位置を占めている。その詳細を改めて

紹介することは割愛するが，学士課程教育の評価のコアは，教育目的に適った教育課程編成及び

その実施という教育体制と，その成果を示す成績評価，学位取得や就職状況に置かれている。 

こうしたコンセプトの背後には，教育体制のチェックが教育成果で可能だという前提がある。

この枠組が機能すれば，質保証システムの中で学生調査がメインで入り込む余地はほとんどない。

なぜならば，学生は基本的に評価される立場にあるからであり，評価者である大学側の行う成績

評価や卒業認定の情報で十分だからだ。質保証システムにおいて，学生の視点はあくまでチェッ

クツールの 1つに過ぎないことを，我々は改めて確認しておく必要がある。 

 

（１）制度の機能不全を補う役割 

 では，質保証システムにおける学生調査の意義はどこにあるかといえば，システムの機能不全

を補う役割を果たすという点だろう。例えば，教育体制のチェックが教育成果で可能だという前

提が，想定通りに機能しない可能性がある。少なくとも学生の意見に依拠する限り，教育の成果

に関わる指標を，教育が意図した成果をあげているか否かを検証するものとして使用することは，

現段階で課題が大きい。また，教育提供者の意図が学習者には伝わっていない可能性がある。ど

ういった教育が提供されているかを学生の目からチェックすることには一定の意義がある。さら

に，実際に学生がどういう学習を行っているか，あるいは学生にどのような学習を行わせている

か，ということを学生の目からチェックすることも，それが教育成果等を基本的に規定している

以上，避けては通れないだろう。 

 

（２）認証評価システムへの組み込み方 

 では，認証評価システムに「教育の質」や「学習の質」をチェックする学生調査を組み込むこ

とは可能だろうか。これにはまず，何が望ましい教育の提供の仕方なのか，何が望ましい学習活

動なのか，という理念レベルの検討から始めなければならない。それ自体が相当の時間と労力を
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要することに加えて，既に我が国には複数の認証評価機関が存在することを考えると，イギリス

やオーストラリアのような統一的な学生調査を導入することは難しいと思われる。 

 むしろ現実的なのは，個別機関レベルの質のチェックプロセスに，プログラムレベルの教育・

学習経験を学生に問う調査を組み込むことだろう。このことは，現行の認証評価システムでも，

「学生調査」の必要性という抽象的なレベルでは指摘されている。だが，教育の質や学習の質を

問うものというように，具体的なレベルで規定しなければ，こうした枠組みに立脚した意味のあ

る学生調査を個別大学が実施できるとは限らない。なぜならば，自らが自らの教育を振り返り改

善していくという自己点検活動に，学生調査を組み込むことはあり得ることだが，自己点検活動

そのものの枠組みが，教育の質保証システムという外在的な枠組みにも事実上規定されているか

らである。だとすれば，学生調査を実施する場合の具体的な方向性を，認証評価システムの中で

言及していくことも必要な措置かもしれない。 

 

６．結論 

 

 教育の質保証をめぐる議論とその背景には，様々な力学が作用している。一方で，国際的な視

点からすれば，高等教育のグローバル化の中で，国レベルで大学教育の質保証システムを構築し

ていく必要性に迫られている。他方で，国内的な視点からすれば，階層化された大学システムの

中で，個別機関レベルでいかに教育の質を保証していくかという課題にも直面している。学生調

査がより意義を持つと考えられるのは，後者の場合だろう。 

 しかしながら，とりわけ学習の質保証までを視野に入れようとした際に我々が直面するのは，

同質の教育を提供していても，学生の反応が一様とは限らないという事実である。学生の学習行

動については，機関間の多様性と同じくらい機関内での多様性が存在する。教育の質保証という

枠組みで学生調査を論じにくい面があるとすれば，その辺りも 1つの大きな理由だろう。その意

味で，学生調査にも多くの限界や課題がある。 

 なお，今回の学生調査はあくまで教育の質の測定という文脈で設計しており，学習行動そのも

のよりも教育・学習経験の評価が主な内容となっている。学習の質の実体を検証するには，さら

に詳細な学習行動の分析が必要である。学生や学習の多様化が一般的に指摘されているが，その

実体と背景の解明については，初年時教育等の領域で部分的に進展しているにすぎない。学生の

学習行動というテーマは，教育の質保証という議論の枠組みからは逸脱している面もあるが，重

要な研究課題として残されている。学生の学習行動特性や学生を学習にインボルブさせる仕組み

を考慮せずに提供される「良質の教育」は，ユニバーサル化を迎えようとしている我が国の大学

教育のコンテキストでは，「絵に描いた餅」に過ぎないのかもしれない。 

 

【参考文献】 

広島大学高等教育研究開発センター(2006)『学生からみた大学教育の質―授業評価からプログラ

ム評価へ―』COE研究シリーズ 18。 
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第３章 大学院教育の質保証 

大学院博士課程の教育と学位審査 

 

山崎 博敏 

 

１．重点化政策後の大学院の変貌 

  

現代社会において大学院は，学問研究と研究者養成そして高度な専門教育のための重要な機関

として重視されており，一国の発展にとって戦略的な位置を占めている。これまで我が国の企業

や公共部門における基幹部門の要員は大学学部の卒業者を中心としていた。研究開発部門につい

ては，理工系の大学院修了者が多数雇用されていたが，近年，あらゆる部門で職務が高度化し専

門化してきた。国際的な競争が激化した現在，多くの部門で高度に専門的な知識と技能を有する

人材が求められている。今や，高度の専門的な知識技能を有する人材の養成が大学院に期待され

ている。さらに，研究活動は大学だけで行われるものでなくなった｡企業や官庁ほか，あらゆる部

門で創造的な研究者や研究開発者が求められている。大学院こそ，そのような人材の供給源であ

り，新しい時代における我が国の経済社会の発展にとって，大学院への期待は大きくなっている。 

大学審議会は，1988 年 12 月に「大学院制度の弾力化について」を文部大臣に答申して以来，

博士課程における高度専門職業人の教育，夜間大学院，修業年限と入学資格の弾力化，大学院固

有の教育研究組織の整備，大学院規模の飛躍的増大など，大学院の規模拡大と質的充実に関する

数度の答申を行った。また 1996 年に閣議決定された科学技術基本計画により，多額の科学技術

関係経費が投じられ，ポストドクトラルフェロー(PD)の拡充など優秀な若手研究者の養成にも力

が入れられた。 

1991 年に東京大学法学部が部局化して以来，2001 年度までに国立大学については旧制帝国大

学，官立大学のほとんどの学部が部局化を果たした。その他の大学でも大学院研究科を大幅に拡

充した｡さらには，学士課程をもたない独立大学院も設置された。 

このような大学院重点化政策の結果は，統計数字にも明確に現れている｡文部科学省『学校基本

調査報告書』の統計数値により 1990年代以降の大学院の変化について確認しておこう。 

まず，博士課程を置く大学の数は，1992年には 233校であったが，2000年には 346校，2002

年には 376 校，2005 年には 396 校へと増加した。1992 年から 2002 年までの 10 年間に 1.6 倍

になり，大学院生の数は，1992 年から 2002 年の 10年間に修士課程・博士課程とも 2倍以上に

なった。 

この結果，大学院教育そのものも急激に変化してきた。大学院学生のリクルートは多様化した。

入学試験の状況をみると，入学者に占める他大学出身者の割合が増加した。学士課程と大学院と

の間で大学間の学生の流動性が高まっている。 

 大学院修了者の進路も多様化しており，「専門的・技術的職業従事者」の割合が減少するととも

に，特に修士課程修了者については，「事務・販売・サービス職業従事者」が急増している。さら
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に，「専門的・技術的職業従事者」のうち「大学・短大教員」の割合が減少する一方，「科学研究

者」や「技術者」の割合が増加している。これまで博士課程修了者の一般的な進路先と考えられ

てきた「大学・短大教員」になる者は修了者の 4分の 1以下になっている。 

学位の授与数も近年急激に増加している｡博士号授与数は，1980 年代以降，順調に増加してい

る。特に，課程博士の授与数（表 1）は，1970，80年代には保健や農学の分野で急増していたが，

1990 年代にはいると，家政を除くほとんどの分野で急増している。1999 年度に，多くの主要分

野において，博士号授与数に占める課程博士の割合は 50%を突破した。これまで授与数が多かっ

た保健と工学では増加はなだらかであるが，特に人文科学・社会科学・教育など，これまで課程

博士号の取得が困難であるとされてきた分野において急激に課程博士が増加している。 

  

表１ 近年の博士号授与状況：専門分野別・甲乙別 

  1975 1980 1985  1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

人文 9  13 16   133 147 162 217 256 295 335 369 461

社会 27  19 30   123 174 181 229 308 362  383 432 525

理学 354  457 497   811 908 995 1,163 1,242 1,319  1,343 1,376 1,415

工学 456  523 480   1,613 1,925 2,143 2,350 2,684 2,680  2,791 2,934 2,985

農学 136  193 237   509 587 641 694 745 776  819 886 900

保健 671  1,071 1,703   2,735 2,886 3,175 3,372 3,580 3,613  3,836 3,914 4,136

家政     4 3 4 4 2 7  11 11 11

教育 2  8 5   24 32 32 37 64 90  85 101 129

芸術     12 16 12 24 29 29  34 41 46

他  6 36   239 301 371 453 524 599  683 743 744

 
 
課 
程 
博 
士 
 
 
甲 
 

合計 1,655  2,290 3,004   6,203 6,979 7,716 8,543 9,434 9,770  10,320 10,807 11,352

人文 70  67 81   175 198 198 215 242 240  266 299 278

社会 53  54 86   178 184 207 191 198 201  227 224 226

理学 322  365 363   324 335 320 318 300 260  243 226 236

工学 530  663 924   1,396 1,372 1,268 1,230 1,250 1,120  1,173 1,021 936

農学 249  334 460   503 521 402 400 355 371  422 362 358

保健 1,700  2,466 3,024   4,122 3,896 3,625 3,736 3,511 3,212  3,217 3,048 2,717

家政     1 2 2 1 2 1  6 6 2

教育 13  26 18   52 53 64 47 65 51  42 64 62

芸術     2 2 5 3 4 9  9 4 8

他  4 18   88 90 114 116 109 122  151 122 139

 
 
論 
文 
博 
士 
 
乙 
 

合計 2,397 3,979 4,974   6,841 6,653 6,205 6,257 6,036 5,587  5,756 5,376 4,962

人文 79  80 97   308 345 360 432 498 535  601 668 739

社会 80  73 116   301 358 388 420 506 563  610 656 751

理学 676  822 860   1,135 1,243 1,315 1,481 1,542 1,579  1,586 1,602 1,651

工学 986  1,186 1,404   3,009 3,297 3,411 3,580 3,934 3,800  3,964 3,955 3,921

農学 385  527 697   1,012 1,108 1,043 1,094 1,100 1,147  1241 1,248 1,258

保健 2,371  3,537 4,727   6,857 6,782 6,800 7,108 7,091 6,825  7,053 6,962 6,853

家政     5 5 6 5 4 8  17 17 13

教育 15  34 23   76 85 96 84 129 141  127 165 191

芸術     14 18 17 27 33 38  43 45 54

他  10 54   327 391 485 569 633 721  834 865 883

 
合 
 
 
計 

合計 4,592  6,269 7,978   13,040 13,632 13,921 14,800 15,470 15,357  16,076 16,183 16,314

出典：文部（科学）省大学課『大学資料』各年度版より作成。 

注 ：1985 年度以前の分類は 1994 年度以降の分類に合わせた。 

 

このように，どの分野でも，大学院博士課程の在学中に学位を取得するのが通常の形態となり

つつある。このことを反映してか，博士課程において標準修業年限を超えて在学した上で修了す

る者の比率が上昇している。1 年以上超過した者の比率は，1992 年の 36.3%から 2002 年には
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41.0%になっている。標準修業年限は博士課程（後期）3 年であるが，在学期間を延長して課程

博士を取得するようになったといえよう。 

近年，教育の質の保証が大学教育全般にとってきわめて重要な課題となっているが，これは大

学院教育についても同様である。国際的に通用する研究活動を推進するためには，それらの中核

的な担い手を育成する博士課程の教育・研究の質と水準を保証することは，日本の今後の学術活

動の行方を大きく左右する問題である。急増した入学定員を充足させるために，大学院への入学

が急速に易化するという現象も生じつつある。大学院教育は従来の徒弟的な教育ではなく，体系

的な教育が必要になっている｡ 

 

２．目的と方法：２つの全国調査と統計資料分析 

 

大学院教育が拡大し，学位授与数が急増している現在，博士課程の教育の目的はどのように考

えられており，博士号にはどのような意味が付与され，大学院生はどのような研究生活を送り，

どのように論文を書き，どのように審査されているのだろうか。博士課程における研究指導や大

学院学生の研究生活にはどのような困難な問題が横たわっているのだろうか。さらには，大学院

教育と博士号の質を保証・維持・改善してゆくためには何が求められるのか。 

COEプログラムの「大学院教育と学位授与に関する研究」プロジェクトでは，全国の博士課程

を有するすべての研究科を対象とした「大学院教育に関する研究科長調査」，および博士課程大学

院生を対象とした「大学院生の学習・研究活動に関する調査」を実施し，さらに，統計資料等の

収集と分析を行い，日本の大学院教育，特に博士課程レベルの教育と博士学位の審査における質

の保証と大学院教育の改善について考察した。 

まず，2つの質問紙調査は 2003年 6～7月に行った。博士課程を持つ全国の大学の研究科長 920

名に対して，「大学院教育に関する研究科長調査」を配布した。有効回答者の数は 470 名，回収

率は 51.1%であった。これと同時に，博士課程後期の大学院生を対象とする「大学院生の学習・

研究活動に関する調査」の調査票の配布を研究科長に依頼した。各研究科へは，文系・理系およ

び研究科の規模に応じて 3部から 40部までの数の調査票を同封した。8,024部の配布に対して有

効回答者数は 2,656名で，回収率は 33.1%であった。2つの調査の回収率は表 2に示している。 

分析にあたっては，専門分野を文系，理系，医療系，学際系の 4つに分類した。その内訳は次

の通りである。 

 

文 系：人文科学，社会科学，教育学，芸術，及びそのうち複数分野にまたがる分野 

理 系：理学，工学，農学，及びそのうち複数分野にまたがる分野 

医療系：医学・歯学，薬学・保健，及びそのうち複数分野にまたがる分野 

学際系：「学際・その他」，および「文系」「理系」「医療系」の複数にまたがる分野 

 

また，回答者の所属大学院を 3 つのタイプに分けた｡学位授与数と科学研究費の交付件数・金
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額を基準に分類を行い，両者が多い順に，大学Ⅰ，大学Ⅱ，大学Ⅲと分類した。 

次に，質問紙調査に加えて，文部科学省の『学校基本調査』の大学院生数等のデータ分析，『大

学資料』に掲載されている学位授与数を分析した。さらに，広島大学中央図書館に所蔵された，

2002 年度 1 年間に授与された学位論文全てを閲覧・調査し，論文構成，論文の長さなどを調査

し，専門分野別に考察した｡ 

 

表２  調査票の回収状況 

 研究科長調査票 博士課程院生調査票 

設置者 配布数（研究科数） 有効回答数 回収率(%) 配布数 有効回答数 回収率(%)

国立 261 170 65.1 4,205 1,576 37.5

公立  77  37 48.1  680   175 25.7

私立 582 259 44.5 3,139   898 28.6

全体 920  470＊ 51.1 8,024  2,656* 33.1

注：*設置者不明 4，**同 7 を含む。 

 

３．博士課程後期の役割と博士号の概念 

（１）大学院教育の目的 

博士課程の目的は，大学院設置基準第 4 条において，「博士課程は，専攻分野について，研究

者として自立して研究活動を行い，又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の

研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする」と規定されている｡ 研究科長

に対して，各研究科の博士課程後期が果たしている役割について尋ねた。「研究者の養成」につい

て「そう思う」と回答した者は回答者全体の 96.6%，「大学教員の養成」が 75.4%，「専門職業人

の養成」が 64.6%となっていた。博士課程後期が研究者養成の場であるとの認識においては，ほ

とんど全員異論がない。しかし，約 4 分の 1 の者が，「大学教員の養成」について否定的回答を

示していることは注目される。 

これを専門分野別に見ると，文系では，「大学教員の養成」83.7%の者が「そう思う」と回答し

ているが，理系や医療系では，「大学教員の養成」よりも「専門職業人の養成」を選択する者が多

い。このように，理系や医療系では，従来みられたような「博士課程＝大学教員養成の場」とい

う図式は崩れつつあり，むしろ大学外の企業や研究所等をも含めた多様な研究者を養成する場と

捉えられている。 

なお，博士課程前期（修士課程）では，「専門職業人の養成」を肯定する者が圧倒的に多く，い

まや修士課程は，専門職業人の養成の場として捉えられるようになっている。 

 

表３ 研究科の主な役割：博士課程後期 
                             (「そう思う」の％) 

 文系 理系 医療系 学際系 全体 

大学教員の養成 83.6 69.2 73.0 68.2 75.4 

研究者の養成 97.1 97.7 96.8 91.3 96.6 

専門職業人の養成 53.9 74.4 74.7 51.2 64.6 
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（２）博士号の概念 

博士課程後期が，大学の教員を含めた広義の研究者養成の場として捉えられるとすれば，博士

号はどのように捉えられているのだろうか。質問「博士号はその分野の権威であることを証明す

るものである」に対して，「そう思う」は 10.0%，「博士号は幅広い分野の学識を有する者に与え

られるべきである」は 30.4%と少なかった。むしろ，「博士論文は，その分野の学問の発展に大

きく貢献した研究成果を示したものである」には 47.6%，「博士論文は狭くても『一隅を照らす』

ような研究成果を示したものである」には 64.3%の者が肯定した。そして「博士号は，自立した

一人前の研究者としての資質を証明するものである」には 84.3%の者が肯定した。 

これらの結果より，博士号は，もはや生涯をかけてまとめ上げた研究物に対して授与されるも

のでも，それをまとめあげた「大家」や「碩学」に授与されるものではないことが明らかである。

むしろ，博士号は，「研究者のキャリアの出発点において，何らかの小さな知見を得た論文をたし

かに執筆したことをもって，有能な専門的研究者として資質を証明するもの」であるといえよう。 

 

表４  博士号に関する認識 

                                                     （「そう思う」の％） 

 文系 理系 医療 学際 全体

博士号は，その分野の権威であることを証明するものである 10.5 6.6 13.4 11.5 10.0

博士号は，幅広い分野の学識を有する者に与えられるべきである 32.7 29.1 28.9 29.4 30.4

博士論文は，その分野の学問の発展に大きく貢献した研究成果を示したものである 47.1 51.1 45.8 44.0 47.6

博士論文は，狭くても「一隅を照らす」ような研究成果を示したものである 58.1 67.4 71.9 62.0 64.3

博士号は，自立した一人前の研究者としての資質を証明するものである 88.4 85.4 74.2 86.5 84.3

 

４．博士課程教育と学位の水準：大学間および国際比較 

（１）研究科のカリキュラムと博士号の水準に関する自己評価 

博士号の授与が増大し，授与する大学が増大するにつれ，各大学が授与する学位の質や水準の

同質性も問題になってくる。ある大学院で授与される博士号と他の大学院で授与される博士号の

質が大きく異なっているのが望ましくないことは，自明である｡ 

そこで，研究科長に対して，博士課程後期のカリキュラムと博士号の水準に関する自己評価を

してもらった。自己の研究科のカリキュラムと自大学が授与する博士号の水準が，他大学と比べ

てどのように評価するかを尋ねたところ，いずれについても，回答者の 7割前後の者が「ほぼ同

等だと思う」と答えていた。 

 

表５ 博士号の水準は大学間でどの程度異なっているか 

                                 (％) 

 文系 理系 医療系 学際系 全体 

おおよそ同等 29.9 34.3 34.4 36.7 32.8 

大学間でやや異なっている 49.4 53.0 51.6 49.0 51.0 

大きく異なっている 20.7 12.7 14.0 14.3 16.2 

 

しかし，博士号の水準は大学間である程度異なっていると考えられている（表 5）。「博士号の

水準は，大学間でどの程度異なっていますか」という質問に「おおよそ同等」と答えた者は全体
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の 3割程度であったが，「大学間でやや異なっていると思う」と答えた者は約 5割もおり，「大学

間でかなり異なっていると思う」と答えた者を加えると，全体の 3分の 2にのぼる。 

大学間の博士号の質や水準の異質性は，専門分野別には文系が最も大きい。それは，文系では

パラダイムが複数あり，学界において研究者間に何が優れた研究であるかについての合意が小さ

いからであろう。 

 

（２）国際的に見た日本の博士号の水準 

研究科長に自己の専門分野における日本の博士号の水準を，アメリカ，イギリス，ドイツ，フ

ランスの 4カ国と比較してもらった。その結果の一例を示せば，例えば，アメリカと比較すると

日本の学位は，文系では水準が高いと評価されているのに対して，医療系では，日本よりもアメ

リカの学位の方が水準が高いと評価されている。 

 図 1 は，「日本の方が高い」から「日本の方が低い」を引いた数値を 3 つの専門分野について

図示している。これより，理系では，日本の学位は欧米４カ国と同等であると認識されている。

しかし，文系では，日本はアメリカよりも高いが，ヨーロッパ 3カ国よりも低いと評価されてい

る。逆に，医療系では，日本の博士号はどの国よりも低いと評価されている。これは博士号の中

でも，日本の医学博士の特殊性を物語っているだろう。後述の 6「学位論文」を参照されたい。 

 

図１ 博士号の国際比較 
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５．博士課程学生の入学と研究活動 

（１）進学動機 

大学院への進学，特に博士課程前期（修士課程）から博士課程（後期）への進学は，人生において

決断を要する大きな問題である。博士課程（後期）への進学か，就職か，を真剣に考えたのは，理系
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や学際系の院生では修士を終えた後，医療系の院生の場合は学部卒業後の時期であった｡彼らは，博士

課程（後期）への進学以外の進路も考えていた。これに対して文系では，就職を考えた者は少ない。 

悩んだ末，博士課程（後期）への進学に踏み切ったのは，「大学で専門をさらに深めたかったから」

「研究する機会を得るため」「将来，研究者として活躍するため」といった内発的な動機であった。

進路選択に際して，大学院での指導教員が大きな影響を与えていた。 

 

（２）博士課程入学までの経歴 

近年大学院の拡大が続く中，大学院生の流動化が高まっている。従来，学士課程から博士課程

まで一貫して同一大学に在学するケースが多かったが，2003年度『学校基本調査報告書』による

と，当該大学以外の出身者は修士課程全体で 29.1%，博士課程では 32.6%を占めている。 

大学院生調査のデータを用いて博士課程入学以前の経歴を分析した結果を表 6に示す。博士課

程院生の半数以上の者が「同一大学」である｡大学のランクが低いほど「同一大学」が多く，ラン

クが高いほど他大学から入学してきた者が多い。専門分野別には，文系で学部･大学院での大学移

動が多い。半数が同一大学であるが，修士入学時に他大学から入学した者が 30%を超えている。

理系では，学士から博士まですべて同一大学の者が 7割程度いる。大学Ⅰでは修士時点で他大学

から入学してきた者が 19.9%もいるのに対して，大学Ⅲでは博士課程入学時に移動してきた者が

多い。医療系でも，同一大学が 7 割を超えている｡大学Ⅰでは同一大学の者は 60%と相対的に少

なく，博士課程で入学してくる者が相対的に多い(23.8%)が，大学Ⅲでは「同一大学」が多い。 

 

表６ 分野別にみた大学院生の大学間移動 
（％） 

文系 理系 医療系  

Ⅰ Ⅱ Ⅲ 全体 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 全体 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 全体

すべて同一大学 49.2 55.1 51.5 51.1 69.9 74.5 76.5 72.8 60.0 70.6 83.1 72.6

修士入学時に移動 33.6 29.6 30.1 31.6 19.9 12.8 9.2 15.3 13.8 9.6 5.5 9.1

博士入学時に移動 8.6 6.1 8.7 8.2 8.4 9.4 11.1 9.3 23.8 17.6 10.0 16.3

修・博両方で移動 8.6 9.2 9.7 9.1 1.8 3.4 3.2 2.6 2.5 2.2 1.4 1.9
注：日本国籍の学生のみの数値。大学タイプは回答者の博士課程時の所属大学に基づく。 

 

（３）研究生活と学会活動 

博士課程以前の経歴の違いは大学院生の研究活動にも影響を与えている。大学間移動を経験し

た者は博士論文に関する研究の開始時期が遅くなる傾向がみられた。また，修士入学の際に移動

した学生は学士の卒業論文との，博士入学時に移動した学生は修士論文との関連性が弱まる傾向

がみられた。 

院生の研究テーマの決定方法は分野によって異なっている｡全体では「指導教員と相談して選ん

だ」が 6割近くを占めているが，文系では，「自分自身で選んだ」が過半数を占めている。また，

全体ではテーマは「指導教員が得意とする研究領域の一部」であることが多いが，文系では「指

導教員が得意とする研究領域とは異なったテーマ」を選ぶ者も 4割近くいる。このように，文系

の院生は，研究テーマの設定から個人的・自律的であるのに対して，理系・医療系では，院生は
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研究室の研究テーマの一部を博士論文のテーマとして，共同研究の一部を担っている｡博士課程の

学生は，博士論文に関する文献購読や調査・実験に多くの時間を割き，学会発表の準備活動にも

時間を使っている。その他，文系の院生は授業や学内外の研究会への出席に多くの時間を使って

いる。医療系や文系ではアルバイトに忙しい者が多いが，理系ではアルバイトは少ない。 

国内学会での口頭発表の経験者は，理系，医療系，学際系の院生では 8割以上いるが，文系で

は 5割にも満たない。学術論文の執筆については，理系，医療系，学際系の院生では 4割以上が

国際的・全国的な学会誌への論文執筆の経験があるが，文系院生では国際的・全国的な学会誌へ

の論文執筆は少なく，大学等の紀要に論文を執筆した経験者が 5割近くとなっている。 

全体として，指導教員の研究指導に対する満足度は良好で，「とても十分」または「少な目だ

が十分」と答えた者の割合は回答者の 85%程度を占めている。 

 

６．博士論文 

 

博士論文そのものをすべての分野について見たことのある人は少ないであろう｡実際に手に

とって見ると，論文の構成，論文の長さ，論文の体裁，どれをとっても学問によって驚くほど異

なっている｡学問研究のありかたは，人文・社会・自然科学では異なっており，研究成果の表現形

態も大きく異なっている。学位論文もスタイルが異なっているのは，そのためである。 

博士論文にはおおよそ 3 種類の形態がありそうである｡第一は，既存の多数の学術論文を基に

して新たに書き下ろされた長大な主論文だけからなるタイプの博士論文（文系に多い）である。

第二は，題目の異なる複数の学術雑誌論文を基にして新たに書き下ろされた比較的短い主論文と，

主論文の基になった公表論文（題目の異なる複数の学術雑誌論文）および参考論文からなるタイ

プの博士論文（理系に多い）である。第三は，既存の学術雑誌論文そのものを学位論文（主論文）

とし，これに参考論文が添えられているタイプの博士論文である（医学・歯学に多い）。 

 

（１）博士論文の長さ：研究科長調査から 

さて，実際に博士論文はどのようなものか，研究科長が最近授与した典型的な課程博士の論文

について答えてもらった。表 7 に示しているように，文系では 8 割以上が日本語で書かれ，400

字原稿用紙換算で平均 535枚，中央値で 500枚の長さである。これに対して，理系と医療系では，

日本語と英語など外国語の比率は半々である。理系の原稿の長さは平均 293枚，中央値で 200枚

と文系の半分程度であるが，医療系では極めて短く，平均で 94枚，中央値で 40枚となっている。 

 

表７ 最近授与した典型的な課程博士論文の特性 

 文系 理系 医療系 学際系 全体 

英語等の外国語 13.9 46.1 48.3 38.9 34.5%
論文の使用言語(%) 

日本語 86.1 53.9 51.7 61.1 65.5%

原稿の長さ(枚) 

(400字原稿用紙換算)

平均値 

中央値 

535

500

293

200

94

40

458 

350 

354枚

250 
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（２）広島大学大学院の博士論文の分析 

広島大学で平成 14 年度に授与された博士学位は 381 件であった。このうち中央図書館に保存

されていた 364編の博士論文について分析する。364件中，既に出版された著書等を博士論文と

した提出したのは 5編であった。なお医学博士と歯学博士では，論文のほとんどは，学会誌に公

表された論文の抜き刷りを綴じた形で作成されていた。これらについては，ここでは統計的な分

析は行わず，本稿の最後で別に考察する｡ 

 

１）論文の長さ 

心理学を除く文系では論文の章数は 7章前後と多く，標準偏差も大きかった。工学と農学は 6

章前後と比較的，章数が多い。理学は約 5章，保健・薬学と歯学は約 4章である。心理学は章数

が少なく，ほとんどの論文は 3～4 章で構成されている。なお，論文博士の章数は課程博士より

も 1章以上多かった。 

図 2は，日本語で書かれた博士論文の長さ（400字原稿用紙換算）を示している。 

文系の文学，教育学，法学・経済学では，平均 500枚以上の長さである。続いて学術は約 440

枚，理系（理学，工学，農学）は 300～400枚，心理学と医療系では 200枚弱となっている。ど

の専門分野でも，論文の長さは極めて多様で，長い論文もあれば短い論文もある。なお，図中，

理学では対象数が少なかったため標準偏差を算出していない｡また，論文博士の長さは平均約 700

枚で，課程博士よりも 300枚近くも長くなっている。  

 

図２ 日本語で書かれた博士論文の長さ 

（400 字原稿用紙換算） 
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２）図表と引用・参考文献の数 

 工学，教育学，文学では論文の中に図表の数が多く，平均 60 以上であった。農学と学術でも

約 50であった。これに対して，心理学，法学・経済学，医療系は，図表の数が少ない。ただし，

文学と法学・経済学は標準偏差が大きく，図表の数が多い論文もあれば図表が全くない論文もあ

る。なお，課程博士と論文博士の間には図表の数の差がない。 
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博士論文の最後に列挙された引用・参考文献数は，文系（文学，教育学，法学・経済学）と農

学，学術では平均 120本以上であった。これに対して，理系（工学，理学）と医療系（保健学・

薬学，医学，歯学）は引用・参考文献数が少なかった。課程博士と論文博士の間には引用・参考

文献数には大差がなかった。 

博士論文の引用・参考文献における日本語文献と英語などの文献の数を調べたところ，心理学

を除いて文系では，引用・参考文献の中に日本語の文献が多かった。これに対して，理系，医療

系，学術は，英語などの文献が多かった。なお，論文博士よりも課程博士のほうが，英語などの

文献が多く，日本語の文献が少ない。 

 

（３）学位論文のスタイルの多様性：医学博士論文の特殊性 

上の（2）の分析で分析しなかった医学博士と歯学博士の論文の内容について補足しておこう｡

臨床系の博士論文のほとんどは，「学位請求論文および参考論文」と題され，「主論文」と「参考

論文」の部分からなっている。主論文は，学位申請者が第一著者になっている英文の学術雑誌の

抜き刷りである場合と，書き下ろしの論文である場合がある。臨床医学では，前者が多い｡後者の

場合，書き下ろしの主論文の後に，数編の「公表論文」が添えられている｡公表論文のほとんどは，

英文の学術雑誌論文の抜き刷りで，学位申請者が第一著者になっているものが多い｡これらの公表

論文を基にして，書き下ろしの主論文が執筆されているのである。主論文が既刊の学術雑誌論文

の抜き刷りであろうと書き下ろしであろうと，いずれの場合でも，最後に数編の「参考論文」が

添えられている｡これらは英語の学術論文であることもあるが，臨床医学の場合，日本語の症例研

究の論文であることが多い｡それらの全てが第一著者であるとは限らない｡ 

さて，学問研究の多様性を反映して，学位論文の構成と主論文の長さは，専門分野によって非

常に大きく異なっている。文系の学位論文は，主論文だけからなり，主論文の章数が多く，100

頁以上の長い論文となっている。それは学会誌や大学紀要等に過去執筆した学術論文を基に大幅

に加筆修正されて書き下ろされている。それは，文系の多くの学位取得者が学位取得まで長い年

数を掛けていたことの大きな原因であろう。 

対照的に，臨床系の医学と歯学では，既存の学術雑誌論文そのものを学位論文（主論文）とす

るものが多かった｡主論文は，小さな活字で 2 段組で印刷されているなど 1 頁あたりの情報量は

多いが，学術雑誌論文であるから，数頁の長さである。ただし，医療系においては，理系のよう

に複数の公表論文を基にして書き下ろされたタイプの主論文もある。 

理学，農学，工学，農学，薬学，保健学など理系分野の学位論文の多くは，書き下ろしの主論

文の後に参考論文が添えられているものが多く，主論文はワープロで A4版数十頁の長さになる｡ 

 

７．課程博士取得者のプロフィールと博士号取得の困難性 

（１）課程博士取得者のプロフィール 

研究科長が最近授与した典型的な課程博士の取得者の特性は表 8に示している。文系は外国籍

の者（ほとんどが留学生）の割合が高く，取得時の年齢も 35歳と高い。学部卒業後 11年，博士
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課程後期に入学後 5 年半を経過し，博士論文のテーマを研究して 6，7 年にもなる。理系と医療

系は，日本人が圧倒的で，取得時の年齢は 30 歳程度で，博士課程（後期）に入学後，平均約 3

年半で博士号を取得している。文系と理系・医療系では取得に必要な年数は 2倍近い違いがある｡ 

 

表８ 最近授与した典型的な課程博士の取得者 

 文系 理系 医療系 学際系 全体 

日本国籍 70.3 86.5 94.4 82.9 82.3%取得者の国籍 

外国籍 29.7 13.5 5.6 17.1 17.7%

取得者の取得時の年齢：平均値(中央値) 35.2 29.6 29.9 32.4 31.8歳 (30)

博士課程後期入学後の年数 5.6 3.3 3.6 3.6 4.2年 (3)

学部卒業後の年数 11.1 6.7 6.6 8.9 8.3年 (6)

そのテーマを実質的に研究して何年か 6.7 5.3 4.1 6.2 5.6年 (5)

 

（２）課程博士の取得可能性 

続いて，標準修業年限内（通常 3 年，医歯獣医系 4 年）での課程博士取得の可能性について，

研究科長と大学院生に意見を聞いてみた｡表 9を見ると，院生はどの分野でも，「努力すれば可能」

が最も多かった｡しかし，研究科長の意見は分野別に大きな差があった｡医療系では，「十分可能」

と回答した者が 60%を上回っていたが，理系と学際系では「努力すれば可能」が最も多く，文系

では「困難」が最も多かった｡質問紙に回答した院生は現役の院生で，これから学位を取得する人

であるから，学位取得について希望的観測が込められているかもしれない｡これに対して，研究科

長の回答は，長年の経験に基づいた冷静な判断結果と言えよう｡ 

 

表９ 標準修業年限内での課程博士の取得 

 文系 理系 医療系 学際系 全体 

 研究科長 院 生 研究科長 院 生 研究科長 院 生 研究科長 院 生 研究課長 院 生 

十分可能 9.8 9.9 42.5 29.1 60.4 37.8 20.0 16.0 31.3 25.0

努力すれば可能 41.0 59.9 56.0 62.0 35.4 57.8 60.0 67.9 46.4 60.9

困難 49.1 30.1 1.5 8.9 4.2 4.4 20.0 16.0 22.3 14.1

  

表 10 標準修業年限内での博士号取得が困難な原因：研究科長と院生の専門分野別比較 

文系 理系 医療系  

研究科長 院 生 研究科長 院 生 研究科長 院 生

1.論文作成に必要な研究成果を期間内に出すこと 71.5 86.4 85.2 90.5 87.2 90.2
2.学位論文が長いため執筆に時間がかかること 38.8 60.5 8.3 45.5 9.5 50.5
3.学位論文の要求水準が高すぎること 45.6 49.8 33.6 36.1 29.1 40.9
4.論文提出の前提条件を満たすのに時間がかかること 43.0 61.0 58.5 60.2 24.4 51.4
5.博士号の水準が曖昧なこと 23.1 43.8 4.3 30.6 5.9 32.3
6.院生自身のテーマ設定が曖昧なこと 43.9 55.5 32.5 44.3 31.0 48.1
7.学部時代の基礎的学習が不十分であること 57.3 44.5 56.7 45.9 36.5 40.3
8.修士論文のテーマと一貫していないこと 30.1 37.0 39.2 40.0 25.8 32.0
9.博士号取得の目標達成の意欲が弱いこと 45.5 40.9 62.9 47.3 51.2 47.2
10.院生自身の力量が不十分であること 66.0 69.3 75.4 69.1 71.4 65.8
11.アルバイトをしなければならないこと 38.0 44,4 28.1 25.0 35.7 41.9
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では，なぜ，標準修業年限内での課程博士の取得が難しいのだろうか。表 10 によれば，全体

としては，「論文作成に必要な研究成果を期間内に出すこと」，「自分自身の力量が不十分であるこ

と」が最も多い。文系と理系では，「論文提出の前提条件を満たすのに時間がかかること」「学部

時代の基礎的学習が不十分であること」が多い。文系では「学位論文が長いため執筆に時間がか

かること」，理系と医療系では「博士号取得の目標達成の意欲が弱いこと」などが挙げられている｡

特に，文系では，多くの院生が，「学位論文が長いため執筆に時間がかかること」を挙げている｡ 

 

８．博士課程学生の資質と役に立っている過去の教育 

 

院生の資質に対する評価は，研究科長による評価よりも院生自身（特に文系）による自己評価

の方が肯定的である。全体として評価は厳しいと言えよう｡特に，外国語を書く・話す能力，教養

的知識，博士課程後期学生としての全体的資質，といった領域で評価が低い（表 11）｡ 

博士課程での研究活動に最も役立っている過去の教育は，文系理系とも「修士論文のための研

究」「学部時代の専門教育」「修士時代の授業」「学部時代の卒業研究」である（表 12）。これ

に次いで「高校までの英語の学習」「高校までの学習」「学部時代の教養教育・一般教育」が多い。 

 

表 11 博士課程後期院生の資質についての自己評価と他者評価 

（「満足」と「十分」の％） 

文系 理系 医療系  

研究科長 院生 研究科長 院生 研究科長 院生 

1.外国語(例えば英語)を読むこと 26.9 36.8 36.8 34.9 29.7 27.4

2.外国語(例えば英語)を書くこと 7.6 12.7 6.6 11.7 11.0  7.7

3.外国語(例えば英語)を話すこと 6.5 14.6 4.4  9.1 7.7  5.1

4.作文能力（日本語） 29.6 40.8 20.6 27.9 15.4 24.4

5.専門分野の知識 33.9 23.1 40.0 22.0 34.4 13.2

6.教養的知識 18.6  24.9 11.0 23.7 12.1 16.0

7.思考力 25.7 33.8 32.1 33.9 25.3 21.3

8.博士課程後期学生としての全体的資質 25.0 24.0 28.6 20.4 26.4 16.8

  

表 12 博士課程入学以前の教育・学習の有効性：院生・専門分野別 

（％） 

 文系 理系 医療系 学際系 全体 

1.修士論文のための研究 95.3 94.0 66.4 93.4 89.6

2.修士時代の授業 88.4 69.5 51.5 73.0 72.1

3.大学院への受験勉強 62.4 58.1 37.8 57.4 54.7

4.学部時代の卒業研究 66.2 78.3 55.0 66.0 69.5

5.学部時代の専門教育 80.5 83.1 83.0 80.2 82.2

6.大学時代の英語の学習 50.0 46.1 47.2 51.9 47.7

7.大学時代の課外活動 35.6 33.7 35.7 35.4 34.7

8.学部時代の教養教育・一般教育 61.2 57.5 59.5 66.3 59.6

9.大学への受験勉強 44.6 46.7 43.4 47.2 45.4

10.高校までの英語の学習 59.4 62.9 68.5 61.7 63.0

11.高校までの学習 52.2 67.1 54.2 62.3 59.8
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９．博士課程院生の経済生活 

 

回答者のうち日本学術振興会の特別研究員(DC)に採用されている者は，わずかに 5%弱であっ

た。分野別には理系が最も高かった。採用枠は少ないからある程度は予想されることとはいえ，

極めて難関である。それでも，約 4割の院生は，PDや DCに「努力すれば採用される」と答え

ていた。 

 また，回答のあった博士課程院生の約 3分の 1が現在ティーチング・アシスタント(TA)を担当

しており，過去も含めると約 3分の 2が TAの経験者であった。そして回答者の 2割弱が現在リ

サーチ・アシスタント(RA)を担当しており，経験者は 3割程度であった。 

 次に，博士課程院生の毎月の収入と支出の状況をやや詳細に述べてみよう。表 13 に示してい

るように，回答を得た博士課程院生全体の毎月の収入は約 21 万円，支出は 17 万円余であった。

しかし，それは院生の属性によってかなり異なっている｡ 

まず，収入を設置者別にみると，国立20万5千円，公立18万円，私立22万円強と，私立は国公

立に比べて2万円から4万円程度高くなっている。収入の内訳は，国立は留学生が多く含まれてい

ることを反映して「文部省奨学金／奨励金（留学生）」が多く，公立は「日本育英会の奨学金」

が，私立は「親からの援助」「アルバイト」「民間団体からの奨学金」が多い。専門分野別には，

文系は「文部省奨学金／奨励金（留学生）」が多く，理系は「親からの援助」「日本学術振興会

の奨学金（給与）」が多く「アルバイト」は少ない。医療系は「アルバイト」が際だって多い。 

他方，支出は，設置者別には，国立は「住居・光熱費」がやや高く，私立は「授業料・納付金」

「交通費・通信費」が高い。専門分野別には，文系は「修学費」，医療系は「授業料・納付金」

「交通費・通信費」「食費」「住居・光熱費」など多くの項目で支出が多い｡ 

 

表 13 博士課程院生の収入と支出：設置者別・専門分野別     （月額，千円） 

設置者別 専門分野別   
全体 

国立 公立 私立 文系 理系 医療系 学際系

親からの援助 24.2 22.1 18.2 29.3 20.7 26.7 23.9 22.5
アルバイト 55.5 50.8 36.3 68.1 44.1 17.3 152.7 32.8
定職 35.5 32.5 39.2 40.2 34.8 34.6 36.7 41.4
日本育英会の奨学金 54.8 56.2 63.9 50.2 53.8 62.2 39.5 59.1
日本学術振興会の奨励金（給与） 8.6 12.0 10.0 2.1 2.9 14.8 5.6 0.0
民間団体からの奨学金 5.0 4.3 2.6 6.9 7.1 4.3 4.4 3.5
文部省奨学金／奨励金（留学生） 10.7 13.2 5.5 7.2 12.3 11.8 6.6 9.9
その他 15.0 14.2 4.2 18.9 15.8 15.6 13.0 14.3

収 
 
 
入 

合計 209.2 205.2 179.8 222.8 191.4 187.2 282.4 184.1

授業料・納付金 38.1 30.8 35.0 51.8 35.8 36.9 42.8 38.8
修学費 9.1 8.8 7.9 9.8 14.0 5.9 8.8 10.5
交通費・通信費 13.3 11.9 11.0 16.3 14.3 10.8 17.3 12.1
食費 34.9 36.0 28.3 34.3 29.7 33.0 46.5 30.3
住居・光熱費 43.2 44.8 29.4 43.2 38.7 39.3 57.2 40.0
保健・衛生費 5.2 5.3 5.5 5.1 4.7 4.4 7.8 4.3
娯楽・嗜好費 14.1 13.8 11.5 15.3 11.4 13.0 20.0 12.9
その他日常費 14.5 15.0 9.2 14.8 13.9 13.1 19.4 9.3

支 
 
 
出 

合計 172.5 166.5 137.7 190.9 162.4 156.5 220.2 158.1

回答者数 1,843 1,100 133 610 509 815 409 112
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私立が国立に比べて収入・支出とも2万円前後（約10%）高いのは，授業料の違いを反映してい

ると思われる。専門分野別には，理系は実験等で多忙なのを反映してかアルバイトは少なく，代

わって収入を日本育英会や日本学術振興会の奨学金や奨励金に大きく依存している｡医療系の大

学院生は，病院等での医師としての診療活動で生計を立てている者が多く，日本育英会の奨学金

をもらっていても収入全体に占める割合は低い｡ 

博士課程院生には，量的には学部・修士からストレートに入学した者が多いが，留学生や社会

人も多い。属性別に収入と支出を比較すると，経済状態には大きな違いがある｡ 

「伝統的学生」すなわち，学部・修士からストレートに入学した日本人学生は，収入は約18万

円で，その内訳は，奨学金が約10万円，アルバイトが4万2千円，親からの仕送りが3万2千円であっ

た。他方，社会人学生は，収入31万円で，その内訳は，定職収入13万円，アルバイト10万円であっ

た。なお，回答者の25.8%が過去に職業経験を持っていた。社会人学生は博士課程院生の4分の1

も占めている｡ 

最後に，留学生は，収入の全体平均は約15万円だが，国費留学生と私費留学生では大差があり，

国費留学生は19万円と日本人の伝統的学生と同等だが，私費留学生は13万円と6万円も低かった

（表14）。私費留学生の収入の内訳は，民間団体と文部省からの奨学金等を併せて5.7万円，ア

ルバイトが約3万円，親からの援助が1.4万円程度であった。このような低い収入にもかかわらず，

国費留学生は払わなくても済む授業料・納付金を払わねばならない。もっとも，授業料・納付金

は約2万5千円と日本人院生よりも1万円ほど低額になっているのは，授業料減免の措置を受けて

いるからであろう。しかし，それにもかかわらず，収入が少ない上に授業料負担があることのし

わ寄せは，交通費･通信費，食費，住居・光熱費など全ての支出を切りつめざるを得ないことにな

る。国費留学生と私費留学生の経済状況の格差は，あまりにも大きいと言えよう。 

 

表14 留学生の経済状況：国費・私費別      （月額千円） 

収 入 支 出 

 国費 私費  国費 私費 

親からの援助 0.9 14.4 授業料・納付金 2.4 24.7

アルバイト 5.2 31.4 修学費 9.7 8.0

定職 0.0 4.7 交通費・通信費 14.0 9.4

日本育英会の奨学金 0.0 0.6 食費 40.4 29.8

日本学術振興会奨学金（給与） 0.0 1.1 住居・光熱費 48.3 34.9

民間団体からの奨学金 0.0 33.4 保健・衛生費 8.9 4.8

文部省奨学金／奨励金（留学生） 180.3 23.7 娯楽・嗜好費 9.1 3.7

その他 2.5 18.1 その他日常費 20.1 11.6

合計 188.9 127.5 合計 153.0 126.8

 

１０．博士号の審査体制と質の維持のメカニズム 

（１）学位審査のプロセス 

専門分野の多様性，大学・研究科の内規や慣行などにより，多くの研究科で学位論文の審査は

異なっている｡我々の調査ではそれらの全貌までは明らかにすることができなかったが，一般的な
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学位審査のプロセスは，次の図 3で示すような予備審査と本審査の 2段階で行われているようで

ある。名称は大学や研究科によって異なるが，ここでいう予備審査とは，専攻単位での審査であ

り，本審査は研究科全体での審査である｡予備審査の段階で発表会を行ったり，専攻教員会議で審

議する場合もある。大学組織はボトムヘビーな組織であり，本審査よりも予備審査の方が詳細で

実質的な審査や研究上の指導を行っていることも多いと思われる｡ 

 

図３ 課程博士の審査のプロセス 

学位予備審査申請 （申請書，論文目録，学位論文・関連論文，学位論文要旨等を提出） 

        ↓ 

予備審査委員会設置 （専攻等で主査・副査２名程度を決定） 

↓ 

予備審査 （予備審査委員会で審査する） 

        ↓ 

学位審査申請 （申請書，履歴書，論文目録，学位論文，関連論文，参考論文，学位論文要旨，

授業料納付証明書等を事務へ提出） 

        ↓ 

受理審議 （研究科委員会等，本審査委員会設置） 

         ↓ 

学位論文発表会 

↓ 

審査委員会による審議 

（主査と審査委員が出席した公開の場で，論文の発表と質疑応答） 

 

（主査と審査委員による審議） 

        ↓ 

学位合否の議決 （研究科委員会等で，審査報告書を配布の上，合否の投票） 

↓ 

学位授与（修了式）  

 ↓ 

文部科学省への報告 

学位論文の保管 

 

国立国会図書館と大学付属図書館に提出され，閲覧に供される 

 

 

（２）博士論文提出の前提条件 

博士論文を完成させるには実に多くのステップを踏まなければならない｡上の図で示した予備

審査と本審査は，実は，院生にとって，学位を取得するための最後の段階である｡専攻内で行われ

る予備審査にこぎ着けるまでに，院生は予備審査の申請に必要な条件を満たしておかなければな

らない｡実は，院生にとって，ここに至るまでが最も時間を要するのである。 

博士号を取得しようとする者は，通常，博士論文の中心部分をなす研究成果が，既に全国的な

学会等で審査を受け，意味ある独創的な研究として学界での承認を受けておかなければならない｡

例えば博士論文の一部（あるいは全部）となる主要な研究が，学会大会で口頭発表されていたり，

レフリー付き学術論文として学会誌に掲載されていること，などである。なお，博士学位取得に

は，通常，語学能力が一定水準であることも必須とされる。課程博士は大学院入試を受けている

ので免除されるが，論文博士では外国語の試験を受けることもある。 

博士論文を提出する以前に，学会での口頭発表を義務づけている研究科は約 3分の 1と少なく，

65.1%の研究科は学会発表を要件としていない。しかし，学術雑誌への論文掲載を要件としてい
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る研究科は調査対象研究科の約 4分の 3にものぼる。博士論文の一部となる研究成果が，学会等

の学術雑誌の審査に合格し，実際に掲載されていることは，学外の第三者による審査を受けてい

ることになる｡学位取得の前提条件として，レフリー付き学術雑誌に研究の一部を掲載されている

のは，ある大学が授与した学位論文の質を担保するための一つの手段なのである｡ 

 

（３）審査委員会 

次に，博士論文の審査委員会について尋ねた。「審査委員会を最低何人で編成することになって

いますか」と尋ねた項目に対しては，「3人」が最も多く，続いて「4人」，「5人」となっている。 

「審査委員会の中に，他講座あるいは他専攻の教員が参加しますか」と尋ねた項目では，「よく

ある」51.9%，「ときどき」32.2%と，高い割合で他講座・他専攻の教員が審査に加わっている。 

これに対して，「審査委員会の中に，他大学の教員が参加しますか」については，「よくある」

14.8%，「ときどき」40.0%にとどまり，「ほとんどない」が 45.1%を占めている。つまり，日本

の大学院では，論文の審査に他大学の教員が参加することはあまりない。博士論文は，一つの大

学内で，他講座・他専攻の教員を加えた審査委員会で審査するケースが多い。 

大規模な大学・研究科では，隣接の研究科・専攻等に適任者が得られることもある。これらの

「準外部者」は，当該専攻の審査委員がカバーできない部分の指導や審査を行うだけでなく，審

査のプロセスでのお目付役としての役割をも果たす。 

しかし，小規模な大学･研究科は教員の層が薄く，学内あるいは研究科内の「準外部者」を迎え

入れることは難しい｡とすれば，英国のエクスターナル・エグザミナーのように，他大学の教員を

審査委員に加えることが考えられる｡ただ，これも実際に実施するとなると，乗り越えなければな

らない問題がある。論文の査読は郵送でできるとしても，審査会や最終試問に出席するための謝

金や遠隔地の場合は旅費の手当も必要である｡また，学位審査は年度末に集中することが多く，多

忙な時期に他大学の教員に足を運ばせなければならない。 

今回の調査で，他大学の教員を学位審査委員会の委員に依頼することは少なく，学外者を依頼

するのは，論文のテーマが特殊であるとか，以前研究指導をしていた教員が他大学に移動したな

どといった場合に限られていると言えよう｡ 

 

（４）博士論文の審査の厳密性と質の維持 

博士論文は，ふつう同一大学の 3，4 人の審査委員によって審査される。このうち一人が博士

論文を執筆した大学院生の指導教員であり，審査委員会の主査となる。審査委員には，隣接の専

攻や研究科の教員が入っていることもある。審査委員は，提出された博士論文の内容をよく理解

している当該領域の専門家ばかりである。 

しかし，3，4人の審査委員だけで十分に公正で妥当な評価ができるのだろうか。博士号は，「研

究者のキャリアの出発点において，何らかの小さな知見を得た論文をたしかに執筆したことを

もって，有能な専門的研究者として資質を証明するもの」である。審査委員は，論文要旨を読み，

目の前に提出された博士論文と一連の参考論文を読み，さらに研究発表会での発表内容と質疑応
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答，最終審査での口頭試問において，申請のあった研究が，確かに，過去の先行研究を踏まえた

上で学界に独創的な貢献をしていることを認め，申請者が一人前の研究者としての資質を備えて

いることを判定しなければならない｡わずか 3，4人の審査委員に任せて大丈夫なのだろうか。  

日本の大学院における審査には，博士論文の質をチェックする多種多様なメカニズムがある。

主査や審査委員の判断を誤らせないため，どの研究科にも，様々な内規が設けられている｡ 

第一に，博士論文を提出するに必要な条件が定められていることである。例えば，広島大学大

学院教育学研究科では，志願者は，審査員による査読がある全国的な学会誌に最低 2つの論文（単

著あるいは筆頭著者）を公表しておかなければならない。人文科学系では，博士課程後期 3年間

でこの条件を満たすことは非常に難しい。理系や医療系の研究科では，学位論文（主論文）の中

核をなす学術論文（単著あるいは筆頭著者）が掲載されている雑誌に条件を付けている｡すなわち，

カレントコンテンツに収録されている雑誌であること，又は一定以上の SCIのインパクトファク

ター(IF)をもつ雑誌であること，IF が 1000 位以内の雑誌であることなどである。これらの要件

は提出された論文の主要部分が既に他大学の研究者による審査によって一定水準以上であると認

められていることを要求する｡それは，博士論文が，事前にいわば学外の第三者による評価を受け

ていることを意味する｡ 

第二は，博士論文そのものである。博士論文の中核をなす研究が，権威ある学術雑誌に事前に

掲載されているとしても，その研究と学術雑誌に掲載された論文が，真に学位申請者自身による

独創的な貢献によるものであることが示される必要がある｡主論文が単著論文である場合は問題

は少ない｡問題は，主論文が短編で，しかも共同研究である場合である。共同研究の場合，そこで

の学位申請者個人の独創的貢献の問題がある｡たとえ筆頭著者になっていたとしても，申請者がそ

の研究に対して独創的な貢献をしていることを証明しなければならない｡ 

博士論文が，主論文と参考論文・関連論文などから構成されているのは，申請者の共同研究上

の独創的な貢献を証明するためである。これら添付された複数の論文において，確かに申請者が

筆頭著者になっていることを示すことにより，学位論文の研究が，確かに申請者のこれまでの研

究の成果によるものであることが証明されるのである。 

しかし，それだけで問題が十分に解決するわけではない。自然科学や医学の領域では大規模な

研究チームで共同研究が行われ，10 名を超える共著者によって執筆される論文もある。場合に

よっては，学位申請者は，その研究に大きな貢献をしたとしても，筆頭著者でないこともある｡

このような場合，学位論文申請書に，共著者全員から当該論文を学位論文の主論文（あるいは参

考論文）として提出することを認める承諾書を添付する研究科もある。 

第三は，公開性である。最終審査段階の博士論文は特別の部屋で 1週間程度公開され，だれで

もそれを閲覧することができる。さらに，博士論文は，国立国会図書館に寄贈され，当該大学図

書館に所蔵され，閲覧に供される。論文は，審査の途中だけでなく，授与された後でも，外部の

者による見えざる評価にさらされるのである。また，研究科教授会で審議資料として配布された

博士論文概要は，学位が授与された後，大学から印刷公刊される｡学位規則第 8条には，「大学及

び学位授与機構は，博士の学位を授与したときは，当該博士の学位を授与した日から 3月以内に
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当該博士の学位の授与に係る論文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨を公表するものとす

る」と定められている｡ 

このように，学位申請者の独創的な学術的貢献と独立した研究者としての能力を証明するため

に，研究科教授会には，多種多様な質の維持のメカニズムがある｡長年研究指導にあたった指導教

授が審査委員会の主査になることが多いが，主査と審査委員が厳正な審査を行うためのルールが

作られている｡とはいえ，そのような厳格なルールがあったとしても，完璧なものとであるとは言

えない｡最終的には，審査委員の良識ある判断と姿勢が求められる｡ 
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第４章 評価制度 

 

第１節 高等教育の質保証の国際動向：欧州を中心に 

 

米澤 彰純 

 

日本で 2004 年度から始まった「認証評価」は，正確には米国のアクレディテーションといく

つかの点で異なるが，大学基準協会は当然として，大学評価・学位授与機構も，外国に対しては

「アクレディテーション」として説明している。「認証評価」の導入が進められた背景のひとつと

して，国際的な高等教育の質保証ネットワークの形成を国際社会で提唱する日本政府の方針が

あったことは，間違いないだろう。すなわち，一見国内問題として整備されているように思われ

る高等教育の質保証や評価の仕組みは，多くの場合，国際的な高等教育の動向をにらんだ国家戦

略としての側面をもっている。ここでは，ヨーロッパで現在展開されているヨーロッパ版のアク

レディテーションの動向を概観し，日本の高等教育の質保証へのインプリケーションを考える。 

 

１．ボローニャ・プロセスとアクレディテーション 

 

2010 年までに魅力ある「ヨーロッパ高等教育圏」の設立を目指して 1999 年に欧州 29 カ国の

教育担当大臣が宣言に署名してはじまったボローニャ・プロセスは，2005年を迎えた現在，すで

に折り返し地点に来ているといえる。2年ごとに開かれるフォロー・アップ会合も，2005年 5月

のベルゲン（ノルウェー）で 3回目になる。ボローニャ宣言自体には，「アクレディテーション」

という言葉は使われていないが，2001 年に出されたプラハ・コミュニケ（声明）において，「質

保証」，「評価(evaluation)」，「認定(certification)」などとともに 3 度登場し，これらの各国間の

相互認証へ向けてのシナリオ作り，共通性，相互協力などが唱われている。さらに，2003年のベ

ルリン・コミュニケでは質保証が優先的に取り組むべき事項のひとつとしてあげられ，2005年ま

でに各国の質保証システムが，アクレディテーションや認定ないしこれに相当する手続きをもつ

ことが合意された。 

2005年のベルゲン・コミュニケでは，ヨーロッパの高等教育評価機関のほとんどが所属する欧

州質保証協会(ENQA: European Association for Quality Assurance in Higher Education 2005)

が関係機関とともに提案した「ヨーロッパ高等教育圏における質保証の基準とガイドライン」が

採択された。さらに，同コミュニケでは，「アクレディテーションまたは質保証の判定についての

相互認定を進める観点から，国として認証された（質保証）機関の間の協力の重要性を強調する」

と記されている。 

しかしながら，「アクレディテーション」という言葉は，ベルゲン・コミュニケのなかではこの

一カ所を除いて一切現れず，2007年のロンドン会合に向けての部分でも，質保証に関して ENQA

によるガイドラインの実施が推奨されているにすぎない。また，41頁にも及ぶ ENQA のガイド
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ラインには「アクレディテーション」という単語が 19回現れるが，そのほとんどは，2003年の

ベルリン・コミュニケの引用か，外部による質保証の例のひとつとして，アクレディテーション

があるという言及である。これは，ENQAのガイドラインが「質保証」の定義として，評価，ア

クレディテーション，オーディット（監査）などのプロセスの総称とし，全体的に質保証を中心

とした議論として展開しているからとも言えるが，ヨーロッパが，「アクレディテーション」とい

う活動に対して必ずしも一枚岩の対応をしていない実情を，反映したものとも考えられる。 

 

２．アクレディテーションへの多様な受け止め方 

 

2005 年 9 月，フィンランドの高等教育関係者の代表団が日本を訪問，高等教育の評価につい

て意見を交換する機会があった。「私たちはアクレディテーションの導入に対して疑念をもってい

ます」。フィンランドの大学評価についての議論の中では，このような話が出た。フィンランドで

は，大学評価を大学が機関としてきちんと質の保証と向上にとりくんでいるかを総体として

チェックするオーディットとしての評価を実施しており，国内向けには「アクレディテーション」

という言葉を使わない。しかし，対外向け，正確には，ヨーロッパ向けには，このオーディット

としての評価を「アクレディテーション」であると説明している，というものであった。デンマー

クもまた，日本のような大学の設置認可のプロセスをもつことから，アクレディテーションは不

要，との立場を取る。 

Szhwarz & Westerheijden(2004)は，ヨーロッパを中心としたアクレディテーション・スキー

ムの定義を，「高等教育機関，様々なタイプの学位と教育プログラムに対する，組織的・システム

化され実施される評価スキームで，個々の高等教育機関，様々なタイプの学位や教育プログラム

の公式な認可(approval)プロセスへとつながる公式の総合判定」と定めている。この「認可」と

は，高等教育機関，そして学位やそれぞれの専門分野の教育プログラムが「存在する権利(right to 

exist)」が認められることを意味するが，これには，アクレディテーションによる「認可(approval)」

と，アクレディテーションによらない，例えば政府による「認可」がある。また，高等教育の「評

価」は，このような「認可」に直接・間接的に結びつくものではないと定義される。 

大学が存在しうる権利，学位を授与する権利は，近代国家の成立以降，ヨーロッパでは，主に

国家がその権利を認めることで成立してきた。英国では，先に合併により成立したマンチェスター

大学など，今でも歴史ある大学に対しては，枢密院の審議をへて，国王がチャーター（憲章）を

与えることが知られている。アクレディテーションは，このような国家や州(state)ではなく，大

学や専門職などの協会組織が自主的に加盟審査をおこなうプロセスとして発展し，20世紀半ばに

日本を含む東アジア諸国に導入され，フィリピンや韓国などではそれなりに定着を見ている。 

これに対し，ヨーロッパで「アクレディテーション」という言葉が使われ始めたのはとても新

しい。1980年代後半以降，イギリス，フランス，オランダなどを皮切りに，各国に高等教育の評

価機関が設立されていくが，ここでは，「評価」「質保証」などの言葉が主に使われており，ENQA

もまた，評価や質保証に関する各国機関のネットワーク・協会組織であり，アクレディテーショ
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ンに特化したものではない。 

Szhwartz & Westerheijdenは，高等教育機関・学位・プログラムに対して，評価機関による

何らかの評価プロセスを経て「存在する権利」が与えられるものを全てアクレディテーション・

スキームとしてとらえ，これに国または州による認可(state approval)を対比させる。彼らは，1998

年には，西欧に先駆けて東欧でアクレディテーションが社会主義体制からの転換における混乱回

避のために成立したものと，英国だけで存在していたものが，2003年には，デンマークとギリシャ

をのぞく主要なヨーロッパ諸国において，アクレディテーションが制度化されたとしている。し

かしながら，この整理は，アクレディテーションをかなり広義にとらえた整理であり，彼らの上

記の定義にかかわらず，かなり細かい数十に分けられた専門分野（教育プログラム）別のものを

特にアクレディテーションとしてイメージする傾向がオランダ・ドイツなど大陸諸国を中心とし

て強くあり，この先には，ヨーロッパ全体での学位認証のアクレディテーションによる共通化を

目指す動きが見え隠れする。 

1998年にすでにアクレディテーションが存在していたと同書で整理されている英国などは，高

等教育の評価をめぐる国内の議論が不安定なことから，実際にはこの専門分野別アクレディテー

ションを簡単に実施することができない事情がある。同書でジョン・ブレナンは，英国において

は専門職団体のアクレディテーションと，公開大学などが大学以外の機関での学位授与を認める

にあたって行うもの(validation)という，きわめて限定的な部分を「アクレディテーション」とし

て整理しているにすぎない。2005年 10月に来日した英国ブリストル大学および高等教育質保証

機構(Quality Assurance Agency: QAA)のジル・クラークは，おそらく英国の多くの大学の人た

ちは，オランダやドイツなどが専門分野別のアクレディテーションを進めていること自体を知ら

ないのではないかとコメントした。イギリスでかつて行われた QAA による分野別の教育評価

(subject review)は，機関に対するオーディットの一部として組み込まれ，事実上凍結状態にある。

QAAとしてできることは，英国では大学が自分自身で各分野の教育の質保証に努めており，また，

専門職団体によるアクレディテーションも一部存在することから，教育の質保証において問題が

ないとヨーロッパ大陸に対して説得することだというのである。 

 

３．超国家的質保証を巡る駆け引き 

 

「ヨーロッパ高等教育圏」とそこでのアクレディテーションの議論を読み解くためには，さら

に 2つの国際的なアクター，すなわち，欧州委員会(European Commission)と欧州アクレディテー

ション・コンソーシアム(European Consortium for Accreditation: ECA)の存在を頭に入れてお

く必要がある。ボローニャ宣言やその先駆けとなった 1998 年の独英仏伊四カ国によるソルボン

ヌ宣言は，欧州委員会の文脈を外れ，各国の教育担当大臣が各国代表としてコントロールの掌握

をはかったものとする de Witの解釈がすでに吉川裕美子により紹介されているが，2005年 9月

に国連大学で発表したピーター・マーセンは，当初ボローニャ・プロセスにおいて蚊帳の外にお

かれ，現在も同プロセスには何ら公的責任を有しない欧州委員会が，このプロセスのパートナー



216 

として招かれ，このプロセスの運営のための財政支援をすることで大きな影響力を持ち始めてい

ると述べている。 

これに対し，ECA は，ENQA のメンバーでもある一部の国のアクレディテーション機関が独

自の国際コンソーシアムを組み 2003 年 11 月に結成されたもので，2007 年末までに参加者の間

のアクレディテーションの相互認定(mutual recognition)を達成しようというものである。ECA

は，ヨーロッパにおける学生の国を越えた移動や資格の認証の促進のためには，アクレディテー

ションの相互認定が有効であるとの考えをもち，評価機関の世界レベルのネットワークである国

際高等教育質保証ネットワーク(International Network for Quality Assurance Agencies in 

Higher Education: INQAAHE)や ENQA などのガイドラインに合致した独自の Code of Good 

Practiceを公表している。さらに，ECAは，アクレディテーションの結果公表のための標準フォー

マットの開発に取り組み，これらによりヨーロッパでのアクレディテーション普及のためのコス

トの削減をねらっている。 

ECAは，2005年 10月現在，オーストリア 2団体，ドイツ 6団体，アイルランド，フランス，

オランダおよびベルギー・フラマン共同体，ノルウェー，スペイン，スイス各 1団体となってお

り，フランスの 1団体がエンジニアの専門職団体であるエンジニア資格委員会 Commission des 

Titres d'Ingénieur(CTI)であることを含め，専門分野に特化したものとそうでないもの，さらに

はアイルランドの Higher Education and Training Awards Council(HETAC)のように，学位授

与まで含む広範な活動を行うものまで，多岐に渡っている。しかし，イギリスや，フランスの代

表的な評価機関である大学評価委員会(Comité National d' Évaluation des établissements 

publics à caractère scientifique, culturel et professionnel: CNE)が，アクレディテーション団体

でないこともあり加入していないなど，ヨーロッパ全体をカバーした団体と言うには，まだかな

り距離がある。なお，ECAは，アクレディテーションを「提供される高等教育の機関やプログラ

ムがある水準を満たしていることを示す，公的で独立した判定(decision)」と定義しており，ECA

の定義もまた，機関別のものと専門分野（教育プログラム）別の両方を含む形となっている。 

 

４．変化する大学と政府との関係と評価機関 

 

タイヒラーは，ボローニャ・プロセスは高等教育の将来について明確な共通展望に基づいたも

のではないとし，ヨーロッパ高等教育の収斂と多様性をめぐる議論の揺らぎの中に，質の保証や

評価問題を位置付けている。ヨーロッパに限らず，高等教育の学生の動き，機関の活動が現実に

国境を越えて進むなかで，何らかの国際的なレベルでの高等教育の質保証の調整が必要になって

きている。しかしながら，2005年 10，11月にそれぞれの総会にかけられる，ユネスコ・OECD

による「国境を越えて提供される高等教育の質保証に関するガイドライン」にみるように，国際

的な質保証のための調整は，多様なステークホルダーの協力・関与を必要とする一方で，学生を

始めとする受益者を保護するための質保証という，最低限とも言えるレベルでの合意が前面に出

されているのが現状である。ヨーロッパは，現実にヨーロッパとしての高等教育圏形成にむけて，
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すでに相当の時間をかけて議論を重ねており，そのなかで，国家や州の政府，大学，そして質保

証やアクレディテーションを担う評価機関などとの間の関係のあり方について，模索を続けてい

るのである。 

 その中で見てきたことをまとめると，以下のようになるであろう。ひとつは，ヨーロッパ高等

教育圏の形成が進行しても，当面国家を離れてヨーロッパ・レベルで物事が決められるような超

国家的なアクレディテーションや質保証の制度がすぐにヨーロッパ全体に広がる状況にはなく，

逆に各国の政府のこの分野への関与は，ますます強まる傾向があるということである。そして，

各国にできた，国や大学からの独立性や専門性を主張する評価機関・アクレディテーション機関

は，一方で相互の連携を深めながら，自国の政府や大学の支持をとりつけなければ，国際的な取

り決めのなかで活動することが実質的に困難な場面に直面することが増えてきている。 

ECA のように国を越えたアクレディテーションの通用性の確保を目指す場合でも，現実には，

それぞれのアクレディテーション・評価機関が所属する国の支持がなければ参加できるわけでは

ないし，参加している国の顔ぶれを見れば，逆に政府としてヨーロッパ版アクレディテーション

を推進することへの国家としての利害の計算と戦略性の違いが透けて見える。そして，このよう

な推進派の国々ですら，実は，国内での政府と大学との関係のあり方には，別の次元での葛藤と

もいえる文脈が存在する。 

かつて，大学や HBO（ポリテクニク）協会が自主的な外部評価を行い，「質の向上のための評

価」を提唱していたオランダでは，アクレディテーション制度への移行を通じて評価に対する政

府の関与が強まり，また，質の向上をめざす評価の論理が，基準へ合格しているかどうかの判断

を主体とするアクレディテーションの導入で損なわれてしまったという指摘がなされている。ま

た，ドイツでは，教育プログラム別のアクレディテーションを，特に旧来の設置認可に代替させ

る関係から必要度の高い新設プログラムからはじめたものの，時間的なものを含めた評価のコス

トの高さの指摘や，既存の教育プログラムを含めると全てのプログラムのアクレディテーション

がいつ終わるかめどが立たないという議論もなされており，これが制度の移行期に付随する一時

的な混乱なのかどうか，もう少し見極めに時間がかかりそうである。 

日本では，大学院において専門分野別の認証評価の導入を検討すべきとの議論がなされており，

認証評価の議論では，つねに「国際的通用性」の追求が唱えられる傾向がある。ヨーロッパのア

クレディテーションを巡る議論の進行と揺らぎは，われわれ日本にとって「国際的質保証」とは

何なのか，世界の動向の中で，質保証においてフロント・ランナー的であることを目指すことが

本当に得策なのかどうかを考える上で，いろいろな示唆を与えているように思える。 

 

【注】 

本稿は，『IDE現代の高等教育』476（2005年 12月号）に「欧州を中心としたアクレディテー

ションを巡る議論の展開」61-66頁として発表済みである。 
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第２節 質保証制度構築の国際動向 

 

福留 東土・田中 正弘 

杉本 和弘・大場  淳 

                              米澤 彰純 

 

１．アメリカにおけるアクレディテーションの変容 

 

アメリカのアクレディテーション（適格認定／基準認定）は，政府から独立した大学団体によ

る自律的な質保証システムとして成立・発展してきたものであり，政府が主たる質保証の担い手

であった日本やヨーロッパと比較したとき，きわめて独自性の高い制度である。近年，高等教育

の質保証の手段として日本を含め世界的にアクレディテーションが広がりつつあるが，その導入

は多くの場合，政府の主導によるものである。また，そのスキームにも多様なバリエーションが

みられ，アメリカの制度と同じものではない。しかし，いずれにしてもこれらの原型として，ま

た質保証の主要な形態として，アメリカのアクレディテーションは重要な位置づけを持っている。 

 だが現在，アメリカのアクレディテーションは大きな変容の中に置かれている。それは主とし

て政府との関係，およびそれと関連した高等教育の公共性とアカウンタビリティの問題を巡って

展開されている。直接の転機となったのは 1992 年の高等教育法の改正により政府による監視が

強化されたことであるが，さらに近年ではアクレディテーション・システムそのものに関して全

米レベルで批判的な議論が展開されている。 

 アクレディテーションは大学自身が設立した団体によって担われるものであり，長く政府とは

関係を持ってこなかった。しかし第二次世界大戦後，大衆化した高等教育に対して大規模に投入

されるようになった連邦奨学金の受給資格と結び付けられるとともに，アクレディテーション団

体に対する連邦政府の認証制度が開始され，その中でアカウンタビリティとの関連が問われるよ

うになってきた。近年の議論の中では，果たしてアクレディテーションが高等教育の質を適切に

測定し，また社会に対して有効な情報を提供し得ているのかといった問題が論じられている。そ

の帰結のひとつがアウトカム評価，すなわち認定基準として成果を重視する考え方の興隆である。

この動きは 90 年代以降強まってきたものであり，現在では地域別，専門分野別を問わずアクレ

ディテーション団体のほとんどが何らかのかたちで成果指標をその基準の中に取り入れている。

もっともアクレディテーション側が完全に受身の立場にあったわけではなく，むしろいくつかの

大学関係団体を中心に，積極的に成果指標の導入と運用に取り組む中である程度の成果を挙げて

きた。だが，政府側はアクレディテーションのさらなる改革を求めており，今後の行く末には不

透明な側面も大きい。 

 以上の動向は，大学教育の質とは何か，またいかにしてそれを測定・提示すべきかといった質
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保証の根本に関わる論点とともに，質保証において大学，アクレディテーション団体と政府とが

どのような関係を取り持つべきかに関する論点を含んでいる。これらは，質保証の問題に本格的

に取り組み始めた他国にとっても重要な問題であると思われる。 

 

２．イギリスにおける研究の業績評価と質保証 

 

イギリスにおける研究業績の質は，Research Assessment Exercise(RAE)として計られるもの

が，よく知られている。最新の RAEは 2001年に行われた。この RAE2001では，約 2,500件の

申請が審査され，約 56,000 人の研究者の著書や査読論文約 250,000 本が評価の対象となった。

それから，RAE2001の結果を用いて，毎年計約 10億ポンド（約 2,200億円）もの競争的研究資

金が各機関へ傾斜配分されている。次回のRAEは 2008年に実施される予定である。このRAE2008

では，各大学の研究の質は，67の学問領域(Units of Assessment: UoA)に分けて審査される。また，

「従来の RAE と同様に，業績評価の方法はピア・レビューを基とする。専門家パネルは，提出さ

れた全ての証拠を考慮しながら，申請ごとの研究の質に関する分析を，彼らの学問的価値判断基準

より実施する」(Higher Education Funding Council for England 2005, p.7)こととされる。 

研究業績の評価において最も重視されるのが，各教員最大 4点まで提出できる著書や査読論文

（RAE2008では，原則 2001年 1月 1日から 2007年 12月 31日までに出版されたものが対象）

である。研究ごとの質は，以下のような 5段階で格付けされる。 

� 4* ．．．．．．．世界を先導する最高水準の独自性・意義・緻密性を有する研究 

� 3* ．．．．．．．国際的に卓越した独自性・意義・緻密性を有する研究 

� 2* ．．．．．．．国際レベルの独自性・意義・緻密性を有する研究 

� 1* ．．．．．．．国内レベルの独自性・意義・緻密性を有する研究 

� Unclassified 国内水準を下回る研究 

大学の各学科（正確には各 UoA）に所属する研究従事者(Research Active Staff: RAS)が提出した

全ての研究業績がこの方法で格付けされ，その学科の総合評価が（例えば 4*が 15%，3*が 25%，

2*が 40%，1*が 15%，Unclassified が 5%というように），質の一覧表(Quality Profiles)を用い

て表される。 

どの研究が国際的に卓越していて，どの研究がしていないのか，研究業績ごとに判定するのは

容易なことではないと考えられるが，イギリスでは，その判定は各部会（専門家パネル）に概ね

一任されているのである。このことは，ピア・レビューが最も信頼できる評価方法であるという

認識が，イギリスで広く普及している証でもある（例えば，Roberts 2003）。しかしその一方で，

この評価判定方法は，時間的にも金銭的にも労力的にもコストが掛かりすぎると，長い間問題視

されてきた。例えば，教育技能省(Department for Education and Skills)が 2006年 6月 13日に

提示した意見書―Reform of Higher Education Research Assessment and Funding―は，2008

年以降の RAE では数量データ(metrics)を活用した負担軽減(lighter-touch)の方向に舵を切るべ

きだ，と提言している。 
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この意見書によると，数量データとして利用可能なものには，研究審議会(Research Councils)

の研究助成金（日本の科学研究費補助金と類似した個人や団体への公的な研究資金）の獲得額と

獲得率，その他の外部研究資金獲得額，RASの人数，大学院生の数，国際ジャーナルへの掲載率，

論文被引用数，特許獲得数，産学共同の研究活動数などがある。また，これらのデータの組合せ

方によって，5 通りの評価モデルが参考案として提示されている。どの評価モデルを用いても，

その評価結果は RAE2001 の結果と大まかな相関関係があることから，意見書は申請者と審査者

の双方に多大な負担が掛かるピア・レビュー制度から，既にアクセス可能な数量データを用いた

新しい計量学的制度への移行を正当化している。（ただし，全面移行を意味するわけではない）。 

とはいえ，ピア・レビューの伝統が深く根付いているイギリスの土壌において，数量データに

依存する評価制度が支持されるのか，あるいは研究の質を保証し得る制度だと見なされるのか，

現時点では判断し得ない。計量学的評価に問題点が多々あることは，多くの研究者によって指摘

されていることである（例えば，塚原修一 2005）。今後この評価制度がどのように洗練されてい

くのか，その動向を観察していくことは，イギリスの研究評価制度のみならず，日本の制度の未

来を予測する上でも，必要であると思われる。 

 

３．オーストラリアにおけるオーディットに基づく高等教育の質保証 

 

オーストラリアの高等教育では 2001 年以降，オーディット（監査）に基づく質保証システム

が構築・運営されている。ここでいうオーディット(audit)とは，適格認定としてのアクレディテー

ションや優劣判定を行うアセスメントと異なり，各機関の設定する目標が適切に達成されるメカ

ニズムの有無や有効性について確認する質保証の手法を指している。 

そもそもオーストラリアにおいてオーディット方式が導入されるに至った背景には，1990年代

の大学改革とその後の大学評価の経験がある。オーストラリアでは，1980年代後半の高等教育改

革によって，それまでの大学セクターと高等教育カレッジ・セクター(CAE)からなる二元的高等

教育システムが一元化され，大学とCAEによる機関統合を通して多くの新大学が誕生するに至っ

た。その結果，「大学」に対する質保証の必要性が急速に高まり，1993 年から 95 年にかけて連

邦高等教育質保証委員会(CQAHE)による大学評価が実施された。それはしかし，「質保証プロセ

ス」とそこから生み出される「アウトカム」（卓越性の有無）をともに評価対象とし，評価結果を

ランキングと資金配分にリンクさせるものであった。すなわち，それはアセスメント的な要素の

強い大学評価だったのであり，結果として大学間のヒエラルキーを顕在化させると同時に，ラン

キング上位の大学への画一化を招来しかねないものであった。 

そうした経験を踏まえ，2000年 3月，大学の自主性をより尊重した形でオーディットを実施す

る新たな質保証機関として設置されたのが「オーストラリア大学質保証機構(AUQA)」であった。

AUQAは 2001年後半からパイロット版オーディットを開始し，現在，2007年初めに完了する第

一サイクルを実施中で，年間 10 機関程度に対するオーディットを行っている。その実際の手順

は下表のとおりである。 
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手  順 実 施 内 容 

1．自己評価 各機関が自己評価を実施し，Performance Portfolioを提出 

2．機関訪問 オーディット・パネルが機関を訪問し（2～5日），インタビュー等を実施 

3．報告書作成･公開 各機関のオーディット結果に関する Audit Reportの刊行 

4．進捗報告書提出 
各機関が，報告書刊行 18ヶ月以内に Progress Reportを提出し，各ウェブ

サイトにて公開 

 

ここからもわかるように，オーディットの基本は各機関による自己評価とパネルによる機関訪

問にあり，それらを通して各機関における質保証メカニズムの有効性が点検されることになる。

その際，AUQAが強調するのは，質保証メカニズムが Approach（接近）→Deployment（展開）

→Results（結果）→Improvement（改善）の 4つの次元からなる循環的なプロセス，つまり「ADRI

モデル」に則っているか否かという点である。 

以上のような手順や視点に基づくオーディットは，外的に設定された基準を以って行うのでは

なく，各機関による目標設定や実施プロセスに対する自治と多様性を保障しようとするものであ

る。ここには，目的適合性(fitness for purpose)を重視した質保証のあり方をみることができる。

そもそもオーストラリアの大学は，質保証を含めた自律的な大学運営を行う「自己認証機関

(self-accrediting institutions)」として位置づけられており，オーディット方式は，そうしたオー

ストラリア大学の自律性を尊重しつつ質の維持・向上を可能にする質保証システムとして適合的

であると考えられている。他方で，こうした理念とは別に，AUQAによる実際の取組みが各大学

における自律的な質保証を可能ならしめているのか，さらにそれがどれほど効果的なのかはあら

ためて問われなければならない問題であり，今後，2007年以降の第二サイクルに向けて議論が活

発化するだろうと思われる。AUQAは現在，米国アクレディテーション・システムの変容や英国

QAA（高等教育水準保証機構）による取組み等にも目配りしつつ，国際的な視野から自らの質保

証機能を高める努力を続けている。 

 

【別紙 1】オーストラリアにおける「質的保証」関連語の定義も参照のこと。 

 

４．ボローニャ・プロセスと質的保証制度 

（１）ボローニャ・プロセスと質保証 

 2010年に欧州高等教育圏創設を目標とするボローニャ・プロセスにおいて，質保証(quality 

assurance)は最重要課題の一つである。参加国が質保証に最優先的に取り組むことに合意したベ

ルリン大臣会合では，高等教育の質が欧州高等教育圏創設の中心に位置することを確認しつつ，

機関段階，国段階，欧州段階での質保証発展を支援することとし，相互に共有できる質保証の規

準・手続・指針(standards, procedures and guidelines)開発の必要性を訴えた。その一方で，機

関自治の原則を尊重しつつ，高等教育質保証の第一義的責任が各機関自身にあること，そして，

そのことが国内質的枠組(national quality framework)における高等教育制度の実質的な説明責

任の基礎になるとした。それらの前提の下で，会合参加者は，2005年までに各国の質保証制度に
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以下の内容を含めることで合意した。 

● 関係機関・組織の責任の定義 

● 自己点検，外部評価，学生参加，結果公表を含む教育プログラム又は機関の評価 

● 適格認定(accreditation)，証明(certification)，あるいは同等の手続の制度 

● 国際的な活動への参加，国際協力・連携 

 欧州段階の質保証に関しては，ENQA 及びその加盟機関に対して，欧州大学協会(EUA)，欧州

高等教育機関協会(EURASHE)，欧州学生団体連合(ESIB)と連携しつつ，合意の得られた質保証

に関する規準，手続，指針を開発し，更に質保証・認証評価機関のための同僚審査制度を確立す

るための手法を検討することを求めた。ENQAは，加盟機関，EUA，EURASHE，ESIB等と連

携し，2005年2月「欧州高等教育圏における質保証のための規準及び指針」（ENQA規準・指針書）

を取りまとめ，同年5月のベルゲン大臣会合へ提出し採択された。また，同会合は，質保証機関の

欧州登記簿(European register)を推奨するとし，その実際的活用について，EUA，EURASHE，

ESIBとともに，ENQAにおいて検討することを求める旨声明書に盛り込んだ。他方，同会合で

は，殆ど全ての国においてベルリン声明書に記された質保証の在り方に基づいて関連規定整備が

なされたことを認めつつも，学生の関与と国際協力に関しては不十分であるとし，他方，各高等

教育機関に対しては，内部装置(internal mechanism)の全面的導入とその外部質保証との直接の

連動による質保証活動の改善へ向けた努力を促した。更に，2006年2月15日の欧州議会・評議会

において，ENQA規準・指針書の域内の全ての高等教育機関及び評価機関における適用及び質保

証機関の欧州登記簿の策定が勧告されている(2006/143/CE)。 

 

（２）ENQA規準・指針書 

 規準・指針書（9-10頁，以下本項では同書にかかる引用について頁数のみ記載）は，規準策定

の基本原則を次のように記している。 

● 良質な高等教育に対する学生，雇用者，社会全般の関心 

● 高等教育機関の自律性(institutional autonomy)の重要性とそれに伴う責任 

● 外部質保証(external quality assurance)の目的合致性と目標達成のために最小限必

要な高等教育機関への負荷 

 また規準・指針書（10頁）は，欧州高等教育圏が国の多様性を前提とした制度であることを踏

まえて，高等教育の質，規準，質保証に単一の統一的手法(single monolithic approach to quality, 

standards and quality assurance)を適用することは不適切であるとし，盛り込まれた規準は特定

の必要性に対する一般原則(generic principle to the specific requirement)であるとしている。そ

の結果，規準・指針書は，手順や手続に関わる事項は最小限に止め，結果として行われるべき事

項を優先して記述するものとなっている。 

 多様性の重視は規準・指針書を通じて一貫して強調されている。規準策定の起点となったとさ

れる前述グラーツ宣言(EUA 2003)の第25は，欧州全体の質保証は，国内状況や学問領域の多様

性を認めつつ，相互の信頼を増進し透明性を向上することを目的とすべきことを謳った。また，
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先行研究である質の収斂に関する研究(QCS)では，各国の個別事情(national context)が重要で

あって，質保証制度の収斂に最も重要であるのは相互の信頼であり，多様な各国の制度を相互に

理解することによって収斂が図られ得ることを示した(Crozier et al. 2005)。これらを受けて，規

準・指針書は，国内高等教育制度の優位性や学問領域の個別の必要性を認めることとし，例えば，

ある国では外部質評価(external quality assurance)は専ら「顧客保護」を目的とする一方で，別

の国では教育活動の質改善を図るため専ら指導・助言を目的とするといった，外部質保証活動の

目的の多様性に言及している（11-12頁）。 

 更に規準・指針書は，各国高等教育制度における高等教育機関及び学外質保証機関の自律性の

重要性も強調している。特に高等教育機関の自律性の尊重は前述の基本原則で明言されおり，ま

た，規準策定の背景の解説においても，質保証活動の詳細な手続は各高等教育機関，学外質保証

機関の自律性に委ねられるべきことが述べられている（11-12頁）。 

 

（３）各国における質保証制度の構築 

 規準・指針書は，欧州高等教育圏が高等教育制度に関する各国の主権を前提とし，本規準・指

針が各国を拘束するものではないことを踏まえて，各国におけるその適用の在り方は多様なもの

となることが予想されている。そして，多様性を前提として，各国の質保証機関の信頼性を維持

するため登記簿を策定することとしている。当該登記簿に掲載される主たる条件は，欧州議会・

評議会から以下のように勧告されている(2006/143/CE)。 

● 評価を完全な独立の下で行うこと。 

● 評価機関が活動する加盟国政府（又は政府関係機関）による認証を受けること。 

● ENQA規準・指針書を用いていること。 

● 同僚機関又は他の専門家による外部評価を定期的に行っていること。当該評価の基

準，手法，結果は公表されなければならない。 

 一例としてフランスを取り上げれば，ENQAの中心構成員として活動してきた大学評価委員会

(CNE)が，2002年9月の政令改正によって評価委員にEUAの推薦に基づいて3名の外国の大学人

が入ることとなり，大学評価の国際性が担保されることとなった。また，ENQA規準2.7に盛り込

まれた定期的審査の実施を先取りする形で，前述の通り2000年から契約の周期に合わせた大学評

価の実施に取り組んできた。そして，2003年秋，ベルリン会合において質保証における第一義的

責任が高等教育機関にあると謳われたことを受けて，国民教育研究行政監査総局(IGAENR)とと

もに「規準書(Livre des references)」を作成した。同書は，その冒頭で「高等教育機関が自己の

質保証の仕組みを設けることに寄与するような一連の勧告を集めて整理」したものであるとし，

大学における内部評価により重点を置くことを明言している。 

 ところで，ENQAで検討されている質保証の枠組は，統一的手法を各国の評価制度にもたらす

ものではないとし，各国に対して大幅な裁量の余地を認めている。その枠組を定めた規準・指針

書は，質保証に関して推奨される一般原則を定めたものであるとされ，特に手続的事項は最低限

の範囲で言及されるに止まっていることは上に述べた通りである。ENQAの規準2.7は外部質保証
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の一環で，機関又は教育プログラム或いはその双方の定期的審査を行うこととしている。フラン

スでは，機関の審査（評価）をCNEが事後的に行い，教育プログラムの審査（認証）を国民教育

省が事前に行っている。こうした評価の在り方はフランスの伝統を踏まえて制度化されているこ

とは言うまでもない。 

 フランスにおいては，国民教育省の学位授与権認証とCNEの機関評価は，ボローニャ・プロセ

スの質保証の枠組を反映させつつ着実に改革されてきた一方で，同国独自の在り方が構築されて

きたことが明らかとなった。そのフランスの例は，将来の欧州高等教育圏内の評価制度の在り方

の一つのモデルを示していると受け止ることが可能であると思われる。そして，当該モデルには

フランス高等教育の文脈が多分に反映されており，ENQAが提示し大臣会合で採択された質保証

の枠組が多様な制度を容認していることを示す典型的な事例として受け止めることができよう。 

 

（４）まとめに代えて 

 欧州における質保証を目的とする評価制度は，ENQAが策定した規準に基づく枠組に則って各国で

整備されつつある。その枠組は，各国制度の独自性を前提とする相互の信頼に基づくものであり，決

して拘束性の強い共通枠組を設定するものでも，まして全欧州的審査機関を設けるといったものでは

ない。ENQAの規準は，相互の信頼に不可欠である評価基準明確化や定期的審査，事後的検証等の在

り方を定めることによって，相互に制度の透明性を高めるとともに，外部評価機関自体の質保証につ

いても言及している。そして，各国の独自性を尊重する一方で，各国内では高等教育機関が自律的に

評価に取り組むことを重視し，自己評価が最も重要であることをも示した。そして，そのような評価

の枠組は，フランスにおいては同国の文脈において制度化されていることを上に見た通りである。 

 ENQAが示した評価の在り方は，単に欧州内に止まるだけでなく，広く高等教育界に知れ渡り，

示唆を与えることが期待されている（規準・指針書前文）。ボローニャ・プロセスにおける評価

の枠組が各国で取り入れられて全面的に機能し，その効果が明瞭になるのは今後のことであろう

が，例えば，機関評価，教育プログラム評価に拘らず，評価における自己評価の重要性，基準の

明確化の必要性，定期的審査の必要性，大学の負担軽減，外部評価機関自身の質保証など，日本

に与える示唆も数多く指摘できる。その点についての検討は今後の課題としたいが，いずれにせ

よ，日本においては，同国の高等教育が置かれた文脈において独自の質保証の在り方が求められ

なければならず，そして質保証の第一義的役割を大学が担うべきであることが，欧州の経験に照

らして一層明かになったと言えよう。 

 

【別紙2】ENQA 質保証規準(standards)も参照のこと。 

 

５．高等教育の質保証と国際機関 

 

第三者評価機関が，国際的質保証ネットワークを第一の国際窓口とするのに対し，政府が国際

レベルで高等教育の質保証や評価について関与するときにこれを調整するのが，国際機関である。

周知のように，高等教育は，教育サービスとしての産業的側面をもつため，一時は世界貿易機関
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(WTO)が国際調整の場として議論が行われたが，教育をそもそもサービス貿易等狭い枠組みで，

しかも教育関係の省庁の関わりが比較的難しい場で話すべき問題かという議論が出されたことに

加え，WTO自体の自由貿易交渉の場としての行き詰まりもあり，次第に主な交渉・議論の場は，

OECDおよびユネスコに移った。OECDは，日本の信託基金を用いて教育サービスの世界貿易に

ついての専門家プロジェクトを立ち上げ，2冊の報告書をまとめた(OECD 2004a, b)。また，ユ

ネスコと OECD は共同で，「国境を越えた良質な高等教育の提供のためのガイドライン」

(OECD/UNESCO 2005)を提案した。このガイドラインでは，もっとも弱い立場におかれた消費

者としての学習者の保護を主目的とし，各ステークホルダー（政府，大学，学生組織，評価機関，

国際評価組織・ネットワーク）に対して，良質な高等教育を提供するための協調が呼びかけられ

ている。 

UNESCOは，国際平和の推進などを目的に，すでに 1970年代から地域ごとに，研究および学

位に関する地域協定を整備しており，このなかで，批准・承認をした国家の間の学位や研究が可

能な限り広く認められるよう促している。ボローニャ・プロセスの中では，ヨーロッパの地域協

定であるリスボン協定(Convention on the Recognition of Qualifications concerning Higher 

Education in the European Region 1997)への加盟が推奨されるなど，国家が直接関与するこの

地域協定とそれを通じたネットワークは，相互の学位・学習プログラム認証に向けた国家間協力

と，情報交換の意味で，大きな役割を果たしていると考えられる。アジア太平洋に関しては，1983

年にバンコクで結ばれた地域協定 (Regional Convention on the Recognition of Studies, 

Diplomas and Degrees in Higher Education in Asia and the Pacific 1983)が存在するが，中国，

韓国，オーストラリア，インド，インドネシア，タイなど主要国が署名している一方で，日本は

署名していない。 

OECDやユネスコのガイドラインや協定においては，なぜ高等教育について国際レベルの調整

が必要なのかについてのコンセンサスは，国際平和や交流促進のような抽象的な概念か，あるい

は消費者保護といった，無政府状態に対する最低限の歯止めを越えたものとはなっていない。同

時に，高等教育機関をはじめ，国家，学生，社会というあらゆるステークホルダーに対して国際

面での秩序作りへの関与と協力を求めている。 

以上のように，国際機関による調整は，国家が直接関与するという意味で，より強い実効性を

もつ。ただし，その実効性の強さが，多様で複雑な高等教育市場の文脈と合致せず，すべてをカ

バーするような強い形での取り決めは避けられがちで，多くは調査的なものか，拘束力の弱いガ

イドラインか，例外を多く含むものかにとどまっている。さらに，これらのガイドラインや協定

などは，きわめて抽象的か，逆にきわめて限定的な共通目標しか現状ではもちえていない。 

 

【注】 

本節は，COE 研究シリーズ 16『高等教育の質的保証に関する比較研究』所収「国際的質保証

ネットワークと国際機関」215-231頁の一部である。 
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【別紙１】オーストラリアにおける「質的保証」関連語の定義* 

 

 

① Accreditation（アクレディテーション，適格認定） 

ある機関が一定の地位を得るのに適格であるかどうかの評価。あるいは，その地位を実際に与えること。後者

の意味においては，「品質認可(quality approval)」と同義である。その地位は，機関自身にとって（例えば，活

動許可として），あるいはその機関に学ぶ学生にとって（例えば，助成申請の有資格者として），あるいはその機

関の卒業生にとって（ある職への就職資格者として）意味を持つものであるかもしれない。理論上アクレディテー

ションの付与は，可・不可あるいは合格・不合格の決定であるが，実際には差異があり得る。 

多くの国（例えば，中国）では，アクレディテーションは外部によって設定された「絶対的な」基準に沿って実施さ

れる。その他の国（例えば，アメリカ）では，アクレディテーションは機関やプログラムが教育上適切な目的を有して

いて，それが達成されつつあることを証明するものである。すなわち，ある特定の基準が達成されつつあるかどうかを

示すものではない。それゆえ，それは品質監査(quality audit)に目標の適切性の審査がプラスされたものに似ている。 

アクレディテーションという用語はより一般的な意味でも使用されており，それは高等教育において質の

達成に向けた様々な活動のことも意味している。 
 

② Evaluation（評価） 

ある組織体の価値や長所に関する体系的調査。「価値」や「長所」を決定するために基準が明確化されなければならな

い。Evaluationは，ときどき中立的な用語として使用されている。 
 

③ Performance Indicator（パフォーマンス・インジケーター） 

ある組織もしくはその一部分や諸過程の状態や結果について，数字やそれ以外の形で描出すること。マネージ

メント・インジケーターと呼ばれることもある。PIは，情報に基づく解釈や判断を必要とするものである。 

その名称が示すとおり，PIが，例えば監査団(audit panels)といった集団によって情報に基づく解釈や判断が

なされることが必要であることを常に忘れてはならない。情報源よりも目的に注目すれば，それはマネージメン

ト・インジケーターと呼ばれることもある。独立的に開発されてきた組織業績測定は相互に関係する度合いが弱

い。そうした事態を避けるためにも，PIは共通の方向性をもった統合的な方法で開発される必要がある。 
 

④ Professional Accreditation（専門職課程アクレディテーション） 

外部団体によって，あるプログラムや資格がある特定の専門職（法律職やエンジニアリングなど）の目的に適

合していることが証明されること。（特に，米国においては）専門アクレディテーション(specialised 

accreditation)と呼ばれることもある。 

学生及びその学習プログラムに関する学術的判断は，直接的な職業上の応用如何にかかわらず，ある科目のあ

らゆる側面を理解することと合わせて広範な知的技能の開発に関係している。しかし，専門職団体によるアクレ

ディテーションは直接的な機能，すなわち認可プログラムの修了生がすぐに応用可能な職業上の能力を身に付け

ており，公共の自信に資していることを保証する機能を有している。 
 

 

 

〔＊オーストラリア大学質保証機構（AUQA）のサイト（http://www.auqa.edu.au/）より抜粋・翻訳した。〕
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⑤ Quality（質） 

目的へ適合していること(fitness for purpose)であり，ここでの「目的」という言葉は広義に解釈され，

使命・目標・目的・明細事項といったものを包含している。たとえ必ずしも正確に述べられているわけでは

ないとしても，あらゆる組織や活動が目的を有しているので，これは包括的な定義である。目的への適合性

が意味しているのは，組織が特定の目的にふさわしい手続きを備えているこということであり，さらに，実

際にこれらの手続きによって特定の目的が達成されつつあることを示す証拠があるということである。 

以上の定義が「目的の適合性(fitness of purpose)」を無視していることを理由に，批判的な人もいるが，

それは要点を見逃している。目的の適合性は，目標が意義付けられた時点で考慮されなければならない。つ

まり，品質はそうした目的を達成することをめぐる問題なのである。 

以上の定義を用いて，教育における質を達成させることには二つの段階が含まれる。最初の段階は，学術

活動に特徴的な性質から生じる需要や知の急速な発展といった広範囲に及ぶ課題に対処することに加え，教

育機関が学生及び雇用者から期待され要求されていることを具体化するための目標を設定することになる。

二つ目の段階は，教育機関が目的を達成することを確信することである。目的に達成レベルを公然と明確化

することが含まれるなら，品質は水準に関係している。 
 

⑥ Quality Approval（品質認可） 

ある特定レベルの質や質に関連した地位が達成されていることの証明。「アクレディテーション」の項を参照のこと。 
 

⑦ Quality Assessment（質的評価） 

質的評価とは，機関や学科の質に等級をつけることを意図した調査である。等級のスペクトルにはどこか

に合格／不合格の境界線が引かれることもある。assessmentは，ときどきevaluationと呼ばれる。 

質的評価は，（想定された）絶対基準（つまり，質ではなく水準）を基にした基準参照型であったり，（機

関間や学問領域間の）規範参照型であったり，機関自身の特徴や目標を基にした基準参照型であったりする。

以上の最初の二つは，機関間あるいはプログラム間での比較を可能とし，一つ目のほうが絶対的な結果を生

み出すものであることからより多くの関心を集めている。実際には，そうした絶対性は定義することも測定

することも困難であり，それゆえ残りの二つの選択肢は似通ったものとなる。 

 

⑧ Quality Assurance（質的保証） 

質が維持され向上されつつあることを保証するために必要な政策，態度，行動，手続き。それには，質的統制の手続

きが備わっており，利用され，効果的な状態にあることを確認することが含まれる。組織には内部での行動が要請され

るが，外部の団体の行動が含まれることもある。さらにそれには，コース･デザイン，スタッフ･ディベロップメント，

学生及び雇用者からのフィードバックの収集や利用といった取組みも含まれる。 

製造業におけるQAは，経営レベルにおける任務である。しかし，大学社会においては実務と運営との区別は曖昧で

あるし，生産とのアナロジーが完全なものではないこともあって，QCとQAとの差異は明確ではない。質的監査は，

QCとQAに関わる手続きのどちらも検査することになる。 

質的保証はまた，一般的なタームとしても使用され，高等教育における質への関心に対処する様々 なあらゆるアプロー

チのことも意味している。 
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⑨ Quality Audit（質的監査） 

以下の事項に関する体系的で独立的な決定を行うこと。すなわち， 

(1) 計画されている体制（例えば，質の統制・保証手続き）が目的を達成するのに適切である

かどうか。 

(2) 実際の質向上活動が計画された体制と一致しているかどうか。 

(3) 体制が効果的に実施されつつあるかどうか。 

である(Standards New Zealand, 1994)。 

機関によって設定された目的が監査の出発点となり，監査団は通常それら目的について批評す

ることはない。機関の目的はまた視察の最終地点でもあり，質的保証や品質統制のための手続き

を審査するために，視察は機関（あるいは，プログラム，学科，領域）の結果や成果を精査し，

それらを目的に照らし合わせるのである。 

このように，監査やアセスメント(assessment)にはともに機関の成果について考察することが

求められるが，アセスメントの結果が（成果を測定した）段階となるのに対し，視察の結果は対

象機関が自ら掲げる目的にどれほど近づいているかを記述することである。視察官はまた，機関

自身が成果と目的とを比較していること，両者の間の不一致に対して行動を起こしていること，

そうした行動が不一致を矯正するのに十分であることの証拠を捜し求めるのである。 

これは，質の達成のためのプロセスに重点がおかれているがゆえに，プロセス監査と呼ばれる

こともある。大学の質に関する監査は，大学監査(an academic audit)と呼ばれることもある。 
 

⑩ Quality Control（質的統制） 

特定の水準や要件が達成されているかどうかを確かめるのに必要なメカニズム，プロセス，テ

クニック，諸活動。QC が作業レベルで実施される製造業においては，検査や測定によって明細

事項が達成されていないことが示されれば，製品は破砕されたり手が加えられたりする。高等教

育の教育･学習分野では，これら二つの行為に相当するのは学生を落第させたり，リメディアル学

習や水準を達成する機会をさらに提供したりすることである。QCは，検査事項である PIと関係

している。この文脈において，これには試験結果，出版物数，教職員評価データ等が含まれる。 
 

⑪ Quality Management（質的管理） 

質に関わる事項について組織の意図や方向性を決定し実行する管理機能のあらゆる側面。 
 

⑫ Quality System（品質システム） 

質的管理を実施するための組織構造，責任，手続き，プロセス，資源。さらに，品質政策を実

施する様々な活動を関係付けるのに使われる品質関連文書が含まれることもある。品質システム

には，質的管理（機能）と QMS（手続き）が包含される。 
 

⑬ Stakeholder（ステークホルダー，利害関係者） 

ある領域や事項に正当な利害を有している個人，集団，組織。高等教育におけるステークホルダーには，

学生，父兄，雇用者，政府，地域社会，専門職団体，卒業生，教員などが含まれる。この用語は中立的で叙
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述的であり，教育機関の広範な責任を強調している点で有効だが，それが使われることによって様々なス

テークホルダーの集団（学生や雇用者）がかなり異なる利害や需要を有していることが曖昧にされるべきで

はない。 

⑭ Standard（基準） 

学生による学術的到達，あるいは機関が提供する学生支援の総体をめぐる明確なレベルといっ

たパフォーマンスのレベルや等級。基準が有する機能の一つは「質を判断する尺度を測定する手

段」である(Reynolds, in Loder, 1990)。しかし，「基準を使用するのが必要であると見えるのと

同じくらい，それらを決定するのは同様に困難である」(Erwin, 1991)。 

学生の成果に対する基準，すなわち学生基準は，学生が成功し一定の成績レベルに到達するの

に必要な知識あるいは能力について述べたものである。学生が準備する際の指針となるべく学生

に期待されることを伝えるあらゆる試みがなされてはいるけれども，そうした水準をあらかじめ

正確に定義することは困難である。学生基準は，評価の対象となる質や目的，明確な評価基準を

考慮に入れつつ，学生の学習に関連して実施される判断を示している。 

「基準」のもうひとつの使い方は，学生基準とは区別して，手続き上のあるいは質的保証(QA)

の基準と呼ばれるものである。QA 基準は，教育の提供者，教員，訓練担当者が，教育プログラ

ムを開発し提供する際，さらには自らの教育活動の質を評価する際，充足していなければならな

いことに焦点を当てる。QA 基準には基準の定義，フォーマット，手続きに従うことが含まれる

のが典型的である。QA水準は，学生基準に学習者が到達するのを支援するために存在する。 

「基準」はまた，「成績評価の諸要因」「規範的特質」「最高実践模範」といった事項に言及する

のに用いられることも少なくない。 

 

⑮ Total Quality Management；TQM（総合的品質管理） 

Demingの開発した価値に基づく組織管理の原理。 

TQM は，特定機関のすべてのスタッフが全体として質を達成する方向に向かうことを意味し

たり，製品の破壊をなくすこと（zero defects；無欠点運動）や改訂すること（right first time；

ライト・ファースト・タイム）を重視することを意味したりするようになった。TQM を主唱す

る人々（とりわけ，今井）は，「継続的改善」（kaizen；カイゼン）が，（クロスビーの言う「無

欠点運動」が意味するような）一定の目標に向かうという点でより有益，肯定的で，現実的であ

ると強調している。 
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【別紙２】ENQA 質保証規準（standards） 

 

第１編 高等教育機関における内部質保証(internal quality assurance)のための欧州規準と指針 

 項目 内容 

1.1 質保証のための政策と手続 

● 質保証のための政策及び関連手続，プログラム及び学位等のための規準

の制定 

● 質及び質保証の重要性を認識する文化の発達への明示的努力 

● 継続的質向上のための戦略の開発と実施 

● 上記の政策・手続・戦略の規則化と公開性 

● 学生及びその他の利害関係者への役割付与 

1.2 
プログラムと学位等の認証，

点検，定期的審査 

● プログラムと学位等授与の承認，点検(monitoring)，定期的審査

(periodic review)のための正規の仕組みの制定 

1.3 学生評価 
● 公表され継続的に用いられる基準(criteria)，規則，手続による学生評

価 

1.4 教育職員の質保証 

● 教員が教育を行う資格と能力を有することを確保するための手段の保

持 

● 当該手段の外部評価への公表と報告書での言及 

1.5 学習手段と学生支援 
● それぞれのプログラムに十分かつ適切な学習支援のために十分な手段

の確保 

1.6 情報システム 
● 学習プログラム及びその他の活動の効果的管理のための関連情報の収

集，分析，活用 

1.7 広報 
● プログラム及び学位等に関し，質的にも量的にも，最新で公正，客観的

な情報の恒常的な公表 

 

第２編 高等教育の外部質保証(external quality assurance)のための欧州規準 

 項目 内容 

2.1 内部質保証手続の活用 ● 内部質保証手続の効果(effectiveness)の考慮 

2.2 外部質保証の進め方の開発 

● 手続策定前の，全責任者（高等教育機関を含む）による狙い(aims)・

目標(objectives)の決定 

● 当該目標・目標及び手続に関する説明の公表 

2.3 
決定基準(criteria for 

decisions) 

● 明示的に公表され継続的に適用される基準に基づく公式な外部質保証

活動結果決定 

2.4 趣旨に適合した手順 ● 設定された狙い・目標に適合する外部質保証手続の策定 

2.5 結果公表 
● 明瞭で容易に入手可能な報告書の策定と公表 

● 報告書に盛り込まれた決定，賞賛，勧告が容易に認識可能であること 

2.6 
検証手続(follow-up 

procedures) 

● 行動を求める勧告或いは行動計画の策定を要する勧告を含む外部質評

価のための事前に策定し継続的に適用される検証手続の策定 

2.7 定期的審査 
● 機関又はプログラム或いはその双方の外部質保証活動の定期的実施 

● 評価機関及び手続の明瞭性と事前の公表 

2.8 制度全般についての分析 
● 行った審査(reviews)，評価(evaluations)，アセスメント等の一般的発

見を記述・分析した概要報告書の適宜発刊 
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第３編 学外質保証機関(external quality assurance agencies)のための欧州規準 

 項目 内容 

3.1 
高等教育のための外部質

保証手続の活用 
● 外部質保証手続の存在と効果の考慮 

3.2 公的地位 

● 質保証に関して責任を有し権限ある公的機関による学外質保証機関の公

式な認証と確立された法的地位の付与 

● 関係法令の準拠 

3.3 活動 ● 常設の機関として外部質保証活動（機関対象・プログラム対象）の実施 

3.4 資源 

● 外部質保証手続を効果的・効率的に行うに十分で見合った人的・財的資源

の確保 

● 手順及び手続開発のために適切な備蓄資源の確保 

3.5 
綱領策定(mission 

statement) 

● 任務に関する明瞭で明示的な目的物(goals)と目標の公表された宣言文書

(statement)への記載 

3.6 独立性(independence) 

● 業務遂行に関する自律的責任の確保 

● 報告書の結論・勧告への第三者（高等教育機関，関係省庁，その他の利害

関係者）からの影響の排除 

3.7 
機関が用いる外部質保証

基準と手法 

● 手法，基準，手続の事前決定と公表 

● 手順に通常含まれるべき項目 

✓ 質保証活動の対象者による自己アセスメント又は同等の手続 

✓ 必要に応じて学生，訪問調査（質保証機関の決定による）を含む専門家

による外部アセスメント 

✓ 全ての決定，勧告，その他の成果を盛り込んだ報告書の公表 

✓ 報告書に盛り込まれた勧告に照らして，質保証手順の対象者によって採

られた行動を審査するための検証手続 

3.8 説明責任手続 ● 自己の説明責任のための手続策定 

 

【注記】 

● 本資料に盛り込まれた規準(standards)の内容は，規準原文の翻訳ではなく，その内容を箇条

書きしたものである。但し，項目名は可能な限り原文に忠実と思われる表現に翻訳した。 

● 特に必要と判断される箇所には元の英語表記を付した。英語表記は初出箇所のみとし，項目名

全体を訳した場合を除いて規準の内容において記した。 

● 各規準（一部を除く）の下に「優良実践1についての補足説明」と位置付けられる指針

(guidelines)が設けられているが，本資料では取り上げていない。 
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第３節 日本における質保証制度の現状 

 

羽田 貴史 

田中 正弘 

小貫有紀子 

 

１．日本の文脈における課題 

  

質保証制度の導入は，国民国家の枠組みで形成されてきた伝統的な高等教育のガバナンスの主

体を垂直的・水平的に移動させ（国家から超国家へ，中央政府から地方へ，政府から民間へ），ガ

バナンスの手法も変化させる。その質保証制度の導入自体，ガバナンス構造の違いによって評価

のアプローチはことなる（マッセン 2004，ブレナン 2004）。 

 従って，日本において認証評価をはじめとする新たな質保証制度が有効に機能しうるかどうか

は，全国的・個別機関レベルでの評価の前史において作られてきた構造と文脈が重要である。た

とえば，政府の保護のもとにあった公立セクターと限られた財政援助と相対的な自由を享受する

私立セクターの二重構造の克服こそ，設置形態の区別を越えて高等教育の公共性を確立する重要

な課題であった。政府の保護と設置・認可がありながら，公立セクターにおいてすら質保証への

懸念が表明される構造は，認証評価によって変わりうるものだろうか。また，セクター別に構成

されはじめている質保証は，質保証にどのような意味を持つのだろうか。 

 日本の文脈において質保証が確立される上では，特に以下の論点が重要と考える。 

第一に，質保証のアメリカ型であるアクレディテーションは，プロセスに焦点をおいた「評価

研究」の特徴を備えているが，アウトカム評価が導入されることで生じている変化を検討するこ

とである。特に，異種混合が進んでいる日本の評価制度への示唆となるであろう。 

第二に，質保証は，高等教育のマス化によって各国の伝統的な質保証の枠組みが変容して新た

なシステムを再構築することでもあるが，まったく新たな制度の導入ではなく，伝統的な構造の

再編である。高等教育は，国民国家の社会・経済・教育システムに埋め込まれ，慣性を持って運

動しているサブシステムであるから，人為的にすべてを作り出すことはできない。従来は，政府

の教育課程基準・行政によってコントロールされていた中等教育と入学者選抜によって，ある程

度学生の質が維持されてきたが，そのいずれも機能喪失が激しい。変わりうる制度が何かが課題

である。この点では，入口管理の動向と，学位の質保証による出口管理の動向が示唆となるであろ

う。 

第三に，質保証は，国境を越えた共通化・標準化が進行し，個別国家の質保証をはじめとする

高等教育のガバナンスを変容させ，機関レベルにインパクトを与えている。インパクトは単一方

向ではないと思われるが，国際的な質保証―国家―機関レベルでどのような力が働き，その結果，
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個別機関レベルの行動がどう変容するのか，実際に教育の質に変容が起きるのか，どのような葛

藤と調整が行われるべきかは，日本の課題を検討する上でも重要である。 

 

２．認証評価制度の現状 

  

2005 年度には 3 つの認証評価機関の評価結果が出され，短大・高等専門学校も含めた認証評

価制度は稼動し始めた。この制度が，質保証と改善という機能を果たしうるかどうか，大きな課

題であるが，認証評価制度の機能・役割としては，次の 4つが想定される。 

第一には，情報提供機能であり，教員組織・カリキュラムなど教育の質や財務・運営に関する

状況を，基準にもとづいて点検・評価し，公表することで，学生の選択行動に影響を与え，市場

レベルでの質の維持・改善・保証機能を果たすことである。 

 第二には，直接的な質保証機能である。構造改革特区による株式会社立大学院の設置認可など，

従来の政府による質保証ではカバーしきれない高等教育機関が出現している。従来，設置認可後

に大学設置基準の規定から逸脱しても是正する手段に乏しかったが，2002年の学校教育法改正に

より，法令違反による公私立大学への学校閉鎖（学校教育法第 13条），公立大学への変更命令（同

第 14条）に加えて，公私立大学への文部科学大臣の勧告（同第 15条）が制度化され，認証評価

には，事後評価を通じて規制緩和に伴う質の低下をチェックする機能が期待されることになった。 

 第三には，制度創設機能である。ヨーロッパにおけるアクレディテーションの導入が，学士課

程教育の制度化の手段であるように，認証評価は新たな制度の創設を担保する機能がある。専門

職大学院，とりわけ法科大学院の認証評価は，「法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関す

る法律」（平成 14年法律第 139号）によって，法科大学院に適格認定を与え，司法試験予備試験

免除の資格を学生に付与することとし，養成機関・専門職資格の連動を図るもので，司法試験制

度改革とあいまって，職業資格に直結した大学院の制度化の機能を持つ。認証評価の受審に積極

的な大学として看護大学があるが，増加した看護系大学にとって 4年制大学としての社会的認知

を確立する意味づけもある。 

第四には，改善機能であり，機関レベルの PDCAサイクルにおいて，外部評価による助言を含

む有益な評価情報を提供することで，各級の管理運営者，教職員個人，政府の改善努力を促進す

る役割を持つ。先駆けて認証評価を受審した大学のうちには，青森公立大学，はこだて未来大学

などここ 10 年間に新設されたユニークな大学も含まれ，こうした大学は，認証評価を契機にし

た大学の見直し，組織改組のドライビング・フォースとしての位置づけを与えている。 

 

３．専門職大学院認証評価 

 

「司法試験という『点』のみによる選抜ではなく，法学教育，司法試験，司法修習を有機的に

連携させた『プロセス』としての法曹養成制度を新たに整備すべきである。その中核を成すもの

として，法曹養成に特化した教育を行うプロフェッショナル・スクールである法科大学院を設け
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るべきである」（司法制度改革審議会 2001：61）という提言に基づき，2004年 4 月に新しい法

曹（判事，検事，弁護士の総称）養成機関である，「法科大学院」の制度が日本で発足した。そし

て，この法科大学院を対象とした専門職大学院認証評価として，法科大学院認証評価制度も始動

することになった。 

法科大学院認証評価機関には，2006 年 3 月の時点で，大学基準協会，大学評価・学位授与機

構，日弁連法務研究財団という 3つの団体がある。これらの団体は，法科大学院の設立理念を踏

まえ，教育内容において従来の受験予備校とは異なる，法曹養成機関としての法科大学院の教育

活動の質的充実・向上を，自らの認証評価の目的と明示している。具体的には，例えば大学評価・

学位授与機構の評価基準は，法科大学院が受験技術指導優先型に著しく傾斜しないよう，法律基

本科目の標準単位数は（公法系科目 10単位，民事系科目 32単位，刑事系科目 12単位の）計 54

単位とし，標準単位数を超えて必修科目を開設する場合は各標準単位数の合計の 2割増を持って

上限とする，と定めている（大学評価・学位授与機構 2004：7）。この評価基準によって，司法

試験ではカバーできない模擬裁判やクリニックなど，法曹の養成に必要な技能訓練の時間を担保

しようとしている。日弁連法務財団研究財団も，法曹に必要な資質･能力として「2つのマインド，

7 つのスキル」を提言し，司法試験でカバーされない能力も含めた総合的な能力向上（特に合理

的説得力，コミュニケーション能力，事実を聞き出す能力の育成）を目指した教育活動が広まる

よう，自らの評価基準を工夫している。 

しかしここで重要なことは，法科大学院の認証評価は，新司法試験予備試験免除の資格を卒業

生に与えるという特権制度と結びついて，職業資格に直結する法科大学院の制度化に貢献すると

同時に，評価基準の内容如何によっては，法科大学院の発展の方向を左右する危険性も孕むこと

である。従って，法科大学院の認証評価機関の評価基準を相互に比較検討すること，及び各認証

評価機関がどのような法科大学院像を描いているかを考察することは重要であると思われる。 

日弁連法務研究財団は，大学基準協会や大学評価・学位授与機構とは異なる法科大学院像を持っ

ている。つまり，前者は研究活動を除いた純粋なる法曹養成のための教育専門機関という法科大

学院像を持つのに対し，後者は基礎・理論研究かつ研究者養成の機能も含めた教育研究機関であ

るという法科大学院像を持っている。 

法科大学院の研究活動を重視する大学基準協会や大学評価・学位授与機構の姿勢を高く評価し

ている組織が，大学の法学研究者で構成される法科大学院協会である。この協会は，法科大学院

の基礎・理論的な研究活動に関して，以下のようなコメントをしている。「法科大学院は研究組

織ではなく教育組織であるが，これまでの基礎・理論的な研究活動を抜きにして法科大学院は成

り立たない」。「これまでの研究活動は，法科大学院の教育にも役立っているし，実務の基礎に

もなる」。「そういうことをしないと，大学で行う意義はない」。「サバティカルも推奨してい

る。研究あっての教育。当然の前提として考えている」（2005年 9月 21日の訪問調査より抜粋）。

また法科大学院協会は，法学研究者を志す者の今後の進学ルートを，法学部→法科大学院→博士

課程（法学専攻），という枠組みで考えている。これは，著名な法学者の多くが法科大学院の所属

となったことや，従来型の修士課程に来る学生の数が減少傾向であることによる，未来における
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法学研究者養成への危機感の表れでもある。 

対照的に，法曹の専門職団体である日弁連法務研究財団は，法科大学院を研究者の養成コース

ではなく，法律事務所が従来行ってきた所内研修の前段階と見なしている。このためこの財団は，

法科大学院における基礎・理論的な研究活動を重視していない。事実，財団の評価基準は，教員

資格に関する項目で研究実績の提示を要求していない（大学基準協会や大学評価・学位授与機構

の基準では，そのための項目が設けられている）。財団の評価基準は，応用研究や FDのための研

究を努力目標としている程度に過ぎないのである。 

ただし法科大学院は，認証評価以外にも，新司法試験の合格率という異なる尺度の外部評価に

晒されることに注意すべきである。新司法試験合格率に関して，司法制度改革審議会(2001)は，

「法科大学院では，その課程を修了した者のうち相当程度（例えば約 7～8 割）の者が後述する

新司法試験に合格できるよう，充実した教育を行うべきである」（67 頁）と提言した。ところが

法務省は，この提言を全く無視した素案を 2004年 10月 7日に提出している。その素案の基本的

な考え方は，「受験者数の母体が安定してくる年度における合格率は概ね 2 割程度となるので，

それを前提に設計する」（亀井尚也 2004：90）ということであった。 

新司法試験の合格率を 2割程度で安定させるべきだというこの素案は，当然ながら法科大学院

の関係者・教員・学生に驚きを持って受け止められた。彼らの強い抗議活動によって，法務省は，

2006年度の合格率を 5割程度とし，その後は 3割程度で安定させるという考えに改めたものの，

それでも依然として，「法科大学院修了者の三分の二の者に直ちに法曹となる途が閉ざされるとい

う異常事態に変化はなく，問題解決は先送りされたままであることに相違はない」（浦川道太郎 

2006：44）。その結果，司法試験の合格率が 1 割にも満たない機関が続出する恐れがでてくる。

これらの機関は，自らの存続をかけて司法試験対策重視の姿勢を打ち出さざるを得ない。つまり，

できる限り多くの講義を，司法試験にも
．
役立つものへと変えていくだろう。 

法科大学院の認証評価機関は司法試験にしか
．．
役立たない講義に対して改善勧告を出すべきだが，

司法試験にも役立つ講義が増加していくことを咎めることはできない。また，直接役に立たない

講義が減ることを止めることも難しいことだろう。教育内容面において，認証評価基準で縛りを

きつくすれば，司法試験合格者を産出できない法科大学院は淘汰されてしまうだろう。とはいえ

逆に緩くすれば受験予備校化を促してしまうのである。従って，新司法試験が競争試験ではなく，

受験生の約 9割が合格できる医師国家試験のような資格試験にならない限り，法科大学院の認証

評価機関は，このジレンマから逃れられないであろう。 

 

４．JABEE による教育プログラムの展開と課題 

（１）JABEE 認定の概要と認定基準の特徴 

日本技術者教育認定機構(Japan Accreditation Board for Engineering Education: JABEE)が

2001年度より認定審査を開始して以来，認定プログラム数は年々上昇しており，2006年 5月時

点で 125 機関，281 のプログラムが認定を受けている。化学，機械，材料，土木など全部で 16

分野の技術者教育プログラムで，主に工科系の学部・学科が受審している。2005年には工科系プ
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ログラムの国際標準である，ワシントンアコードにも加盟しており，JABEE の価値を国際的に

高める努力を行っている。 

JABEE の認定基準の特徴の一つ目として，認定機関による教育プログラムの一定の方向付け

が挙げられる。基準の最初の項目である「プログラムの目的・目標」では，JABEEEが設定した

8 つの項目に沿って，受審プログラムがそれぞれの目標等を設定する形式になっている。また，

「分野別要件」では，受審する専門分野別に，修了生が習得すべき知識・能力についてさらに具

体的な項目が定められている。このように，教育目標自体の方向付けを行う点で，機関別認証評

価とは，評価の性質が異なっている。  

2 点目に，教育に関する基準項目において，機関別認証評価では教育者の視点からのものが多

いのに対し，JABEEには学習者の視点にまで踏み込んだ項目が存在する。例えば「基準 3教育手

段」の「3.2 教育方法(4)」では，「学生自身にも，プログラムの学習・教育目標に対する自分自身

の達成度を継続的に点検させ，その学習に反映させていること」とある。さらに自己点検書におい

て，学生の「1日当り平均自己学習時間」を受審大学に記入させる取り組みなどは，注目に値する。 

3点目として，JABEEが「アウトカム評価」を導入していることが挙げられる。現在のところ

機関別認証評価の視点が，活動プロセスの有効性や，機能に向けられているのとは対照的である。

アウトカム評価の特徴は，プロセス評価が評価対象の同等性を保障するのに対して，内容はどう

あれ，成果を一定の指標で評価することで，そのプログラム等価性を担保することにある。ゆえ

に JABEE で言えば，アウトカム評価を導入することで，プログラム内容の規制自体は緩やかに

なり，各大学の個性に合わせた多様性のあるプログラム内容が認められることになる。 

 

（２）教育改善に及ぼす影響 

 それでは，JABEE 認定を受審することで，実際の教育の現場ではどのような変化が現れてい

るのだろうか。JABEE 受審の教育への影響度を調べるために，全国四年制大学の部局長を対象

とする「教育評価と教育改善に関する調査 2006」（調査者：串本）のデータをもとに分析を行っ

た。JABEEを受審した大学 51部局と，受審していない大学 147部局を比較した結果，「教育の

設計」「教育内容」「教育方法」の 3 項目に対して，JABEE を受審した部局の方が，受審してい

ない部局よりも改善していると回答する割合が高い傾向が見られる（図 1）。 

図１ JABEE 受審による教育改善への影響 
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訪問調査の際にも，JABEE受審によって教育改善がなされたという意見を多く聞いた。JABEE

受審は機関認証評価とは異なり，あくまでも個別機関の任意に拠るため，改善意識の高い機関が

受審を改善の良い機会と捉え，積極的に利用している様子が窺える。 

 

（３）JABEE 認定の課題と今後の展望 

 最後に JABEE 認定の課題を整理してみたい。JABEE は専門分野に特化したプログラム認定

を実施した日本で初めての事例であり，今後の他分野におけるプログラム評価の可能性を示唆す

る重要な取り組みといえる。その意味において，JABEE がアウトカム評価を試行したことの意

義は大きいといえる。しかしながら，JABEEの基準に達しない学生を別のコースに移動させ，「修

了者全員の達成」をクリアしようという議論が行われたという大学もある。今後，多様な大学が

JABEE 受審を行った場合，その質を下げないために JABEE がどのように判断していくのかは

興味深い。 

また，受審以前から JABEE と方向性が大きく違わないプログラムを提供していた大学にとっ

ては，JABEEを受審する際に，JABEEが提示した項目に，従来の活動を当てはめるような自己

点検を行うのみで済んでいる。しかし，JABEE 認定の受審のために，大きくカリキュラム変更

を行った大学や，認定後に JABEE の基準に合わないようなプログラムを開発することに躊躇す

る大学も出てきている。この様な状況を鑑みると，アウトカム評価の持つ「多様性の容認」に疑

問を持たざるを得ない。今後の進展に注目したい。 
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結 び 

 

 本報告は，最初に予想したよりも遙かに分厚くなり，1 冊に収めるには分量的に限界があるこ

とに鑑み，やむなく第 1 部（上・下），第 2 部の 3 分冊編成にせざるを得なかった。量的に多い

ことが必ずしも卓越した研究成果を物語るとは限らないが，各班で追究した主題に関する内容が

予想以上に多く存在したこともあり，それだけ各執筆者が全力投球した証左であることは否定で

きないと思われる。予定した内容としては，他に若手研究者育成に関する論考があるが，それは

割愛した。 

全巻を書き終えた段階で，1．本研究の成果と意義，2．残された問題点や課題，3．COEプロ

ジェクトの課題，について若干記しておきたいと思う。 

 

１．本研究の成果と意義 

 

第 1に，研究成果に関しては 5年間にわたって，事業担当者も研究協力者も全員が全力を投入

した以上，絶対的評価では高い成果を上げることができたと自負してよかろう。相対的評価では，

他の水準との比較をする必要があり,とりわけ所期の目的である「世界水準の学問的生産性」を達

成しているか否かの査定がなされなければならないが，この有無の判断は自己評価ではかなり困

難である。各種の国際セミナー，国際会議，学協会等での発表，英文叢書や英文ジャーナル出版，

ウェブサイトによる情報発信，等々によって，研究成果を世界へ刻々精力的に発信してきたので，

全体に自己点検・評価の結果は高いはずである。 

これらの詳細については，すでに「研究ネットワーク拠点形成―経緯と成果」の章において,

出版物（COE研究シリーズ・大学論集・高等教育研究叢書・データベース等），研究会,海外調査・

国内調査，ウェブサイトの情報発信，若手育成事業などのデータに即して具体的に報告したとこ

ろである。本研究の研究内容自体に関しては，これらの成果に反映されているが，特に中間ヒア

リングでの査定・評価を真摯に受け止め，所期の研究構想を練り直し，一層の努力を傾注した結

果得られた成果は少なくない点を明記しておきたい。 

第 2の「学問中心地」の形成に関する成果は果たして実現したか否かを問えば，これも相応の

努力によって，世界的な research network=研究網の構築に向けてかなりの成功を収めたことは

十分指摘できるに違いない。Philip Altbachによって，われわれのセンターが世界有数の高等教

育研究のセンターを形成していることは，つとに紹介されてきたが，本 21世紀 COEプログラム

に採択され，本プロジェクトの遂行によって，世界的に評判が一段と高まったことは確かであろ

う。その証拠に，諸外国の学者がセンターの存在を周知しており，研究に関心を示している事実

を経験的に知る機会が増え，センターのスタッフや事業担当者が世界のセミナー，会議，学協会

で招聘され，基調講演や報告をする機会が増えた。逆にセンターが招聘した世界の著名な学者・

研究者・科学者達が同様のセミナー，会議，集会等に参加する機会が著しく増えたこと，センター

と世界の拠点との交流協定の締結も増加し,リサーチ・ネットワークやインビジブル・カレッジが
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拡充し，研究者間の交流や学生の交流が一層盛んになったこと，等も確かな手応えのある事実で

ある。 

ちなみに，本研究に関連した国際会議を 6 回開催，それらの講演者はアジア 16 名，センター

関係者を含む日本 15名，ヨーロッパ 11名，アメリカ 6名，オセアニア 3名であった。公開研究

会は 70回開催し，講演者 105名の内訳は，日本人 42名，他は外国人であり，イギリス・中国各

9名，アメリカ 7名，オーストラリア 6名，オランダ 3名，ドイツ 2名，韓国，マレーシア，イ

ンド，スイス，スコットランド，フランスが各 1名であった。また，紙媒体による情報発信のほ

かに，ホームページの日本語サイト開設は世界との情報の授受に大いに貢献してきており，これ

まで日本語サイトでは約 26 万 5 千件，英語サイトでは 3 万件のアクセスがあったことが，その

事実を如実に証明している。 

このようなデータには国内外のネットワーク形成の実績が着々と達成されつつある事実を指摘

できるに違いない。プロジェクトを立ち上げて以来，これらの成果を上げたことは評価されると

同時に，世界の「学問中心地」を極めるには，さらに持続的な活動が不可欠である。 

 

２．残された問題点や課題 

 

 今後に残された課題は，上述した 1の問題との連関性が強い。かなりの成果をあげているとは

いえ，いまだ道半ばの現状を所期の目的達成の完全実現に向けて邁進せざるを得ないという課題

が行く手に厳然と横たわっている。1 つ目の問題点は，さらなる研究の深化と水準向上をいかに

して遂行するかである。スタッフの資質開発と研究能力の向上を達成するには，現役のスタッフ

達の双肩に一層の重い課題が課せられると同時に，新たな優秀なスタッフ達のスカウトや任用が

懸案となるに違いない。世界的水準の研究能力を持つ学者が少なくともスタッフの 30%程度が常

時存在することは必要条件とみなされるのではあるまいか。しかも，そのような先端性を推進す

るリーダー格のスタッフが必要であるに違いない。世界の拠点を観察した場合，小規模組織でも，

リーダー格が飛び抜けて卓越し，可視性が高い場合が少なくないから，必ずしも規模が大きい必

要はないと思われる。したがって，このようなスタッフの院生時代からの養成，リクルート，任

用後の育成，等を含めた「アカデミック・キャリア」(academic career)への注目と改革が課題と

ならざるを得ない。 

さらに，中間ヒアリングで指摘され，構想を見直し，残りの期間に新たに集中的に取組んだ研

究対象には，知の再構築とジェンダーの問題がある。この中，ジェンダー問題は日本全体が世界

的には立ち遅れているばかりではなく，センターも同様の状態にあることは反省的に直視して，

一層の取組が欠かせない。加えて，院生やポストドクトラルなどの若手研究者育成が重要であり，

この点は，プロジェクトに含めて企画し，実際に実施してきたところである。さらに充実するた

めには，センター院生数の増加，交流協定大学との連携，資金増強などの施策が欠かせないとみ

なされる。 

 2 つ目の問題点は，世界的拠点をいかなる方法によって達成するかである。当然ながら，世界
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的水準の研究をすれば，自から世界的拠点を実現できると考えられるから，その遂行がまずもっ

て必要条件であることは論を待たないだろう。それは上で言及したとおりである。他は，拠点形

成のための世界的な研究網やインビジブル・カレッジの構築を現状以上にいかに実現するかが問

われる。このことは，研究水準の向上との緊密な連関性があるので，研究網等を単独で形成する

のは至難であるのは言うまでもない。上述したような，交際セミナーや会議等へのセンターから

の参画，外国学者・研究者・科学者達のセンターの各種会議への招聘などを持続するのはもとよ

り，現在推進している拠点大学との交流協定の締結を増加させ，スタッフや院生の実質的な交流

を深めることによって，拠点性を点から面の水準まで積極的に拡充する方策が欠かせない。その

ためには，教職員のたゆまぬ協力が必要であるばかりか，特に研究水準の向上の場合と同様に強

力な推進力を持ったリーダー格の人材が必要である。 

 

３．COE プロジェクトの課題 

 

 本プロジェクトは,21 世紀 COE プログラムの中の人文科学系に属するから,この角度からの特

色を生かして COE プロジェクトを遂行したことになる。したがって，この専門分野の経験を基

にして，プログラムの課題に若干言及しておく責務があるに違いない。そのような課題の 1つは，

拠点形成の期間は 5 年間では短く，最低 10 年間の継続性が不可欠であることである。特に人文

科学系の領域では，取組む研究対象の成果を得るのに中長期のスパンが必要な場合が少なくなく，

短期間では充分な成果を得ることが不可能であると考えられる。専門分野の文化や風土の相違は

研究の目的，対象，方法，期間などの総体としての研究スタイル自体を規定するから，専門分野

間に共通した一律の性格を描くことは困難である。個々の専門分野固有の個性が発揮される。 

その点，COE プログラムは一律に 5 年間のスパンを設定し，その間に成果を上げることを目

的として構成されている。実際には，人文科学，社会科学，基礎科学，先端科学などの領域や専

門分野によって，学的性格の差異があり，その差異に応じた対応が欠如すれば，学問の発展が阻

害されるのは必至である。特に，人文科学系は自然科学の先端科学のように短期間の成果を要請

するのではなく，中長期のスパンを想定して研究を持続し，その結果に基づいて研究成果を発表

し，それを事後評価することが期待される場合が少なくない。その意味で，今回取組んだ「21世

紀型高等教育システム構築と質的保証」の場合も，短期間ではなく中長期の相当の時間をかけて

追究するべき主題を対象としているのであり，充分な成果を得るには中長期の研究期間とそれに

対応した相応の支援が期待される。 

 課題の 2つには，21世紀 COEプログラムは各拠点プロジェクトの研究や拠点形成の成果をそ

れぞれ重視して，中間ヒアリングにおいて成果に関する査定または評価を行って，ABCDE 等の

格付けが行われた点と関係する。この点はきわめて重要な手続きであり，各プロジェクトの発展

段階が第三者によって批判的に査定･評価されて，以後の活動の課題を明確にするのに有効に作用

したと考えられる。本プロジェクトの場合も，そのような要請を受けて，研究成果の吟味を行い，

研究構想の見直しを行い，初期の目的を発展的に展開することが可能になった。 
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 このようなプロジェクトの研究内容に即した中間査定･評価が有効であることを勘案すると，そ

れらの範囲に留まらず，プロジェクトを総括する大学側の条件整備や支援の活性化を促進するた

めの中間査定･評価が必要ではあるまいか。換言すれば，プロジェクトの研究内容と同時に，大学

の条件整備や支援体制が所期の目的どおり遂行されているか否かを査定･評価することが必要で

あるに違いない。大学の指導性や支援性がプロジェクトの進捗を左右し，保証する条件である点

を重視するならば，この種の機能が有効に作用することによって，各プロジェクトは一層効果を

発揮するものと推察されるのである。 
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